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（１）環境保全・創出の推進体制
　１　環境部の組織　（Ｈ２８．４．１）

環 境 部

西部環境管理事務所

東松山環境管理事務所

秩父環境管理事務所

北部環境管理事務所

越谷環境管理事務所

東部環境管理事務所

環境科学国際センター

　２　附属機関（審議会等）
　（ア）環境審議会

　環境審議会は、環境の保全に関する基本的事項を調査審議するため、環境基本法第４３条、自然環境保全法
第５１条及び執行機関の附属機関に関する条例に基づき設置されています。

　環境審議会委員（任期：Ｈ２８．８．１～Ｈ３０．７．３１）

所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名
埼玉県農業協同組合中央会常務理事永 島　 朗東洋大学経済学部長小川　芳樹◎
（一社）埼玉県商工会議所連合会女性会連合会会長栗原　�子東京都市大学特別教授小堀　洋美〇
埼玉県生活協同組合連合会代表理事会長理事岩岡　宏保（一財）日本環境衛生センター副理事長藤吉　秀昭
（一社）埼玉県猟友会会長田 島　 隆東京電機大学教授保倉　明子
埼玉県議会議員小久保憲一日本女子大学教授宮崎あかね
埼玉県議会議員諸井　真英（一財）日本自動車研究所主任研究員森川多津子
埼玉県議会議員山本　正乃立正大学教授安原　正也
羽生市長河田　晃明弁護士松浦麻里沙
一般公募斎藤　和芳埼玉県女性薬剤師会会長薬剤師渡邊美知子
一般公募中原　敏次（公財）埼玉県生態系保護協会教育委員長貴家　章子

◎　会長　　　○　副会長

温 暖 化 対 策 課
総務・エコライフ推進担当／埼玉ナビゲーション担当
計画制度・排出量取引担当／中小事業者対策担当

環 境 政 策 課
調整担当／総務経理担当／職員担当
企画・環境影響評価担当／環境学習・放射線担当

中央環境管理事務所

エコタウン環境課
（エコタウン担当／創エネルギー推進担当／省エネルギー推進担当）

水 環 境 課
総務・騒音・悪臭担当／浄化槽・川の国応援団担当
水環境担当／土壌・地盤環境担当

産業廃棄物指導課
総務・普及啓発担当／監視・指導・撤去担当
審査担当／収集運搬業担当

資源循環推進課 環境整備センター
総務・企画調整担当／一般廃棄物・リサイクル担当
資源循環工場担当

み ど り 自 然 課
みどりの基金・県民運動担当／みどり創出担当／みどり復活・保全担当
自然ふれあい・砂利対策担当／野生生物担当

大 気 環 境 課
総務・自動車対策担当／企画・監視担当
規制担当／化学物質担当

1 環境行政全般
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所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名

日本工業大学工学部助教桑原　拓也弁護士新井　賢治◎

東京電機大学工学部講師田中　里美弁護士東谷　良子○

埼玉大学大学院理工学研究科教授長嶺　拓夫埼玉工業大学工学部准教授有谷　博文

埼玉大学大学院理工学研究科教授松本　泰尚医師大津　真弓
埼玉工業大学工学部准教授皆川　佳祐弁護士栗原千亜希

所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名

埼玉大学大学院教授桑野　二郎千葉大学大学院准教授秋田　典子

埼玉大学大学院准教授鈴木　美穂（一財）日本環境衛生センター課長代理池本　久利

東京大学大学院准教授高田まゆら東京大学大学院准教授石 田　 健

国立環境研究所室長田 中　 敦国立環境研究所主任研究員井上　智美

（一財）自然環境研究センター上席研究員畠瀬　�子（公財）東京都環境科学研究所研究員加藤　みか

埼玉大学大学院准教授藤 野　 毅（公財）埼玉県埋蔵文化財調査事業団調査部長金子　直行

国立環境研究所室長松橋　啓介東京農工大学大学院准教授金子　弥生

国立環境研究所主任研究員村田　智吉埼玉大学大学院教授川合　真紀

（一財）小林理学研究所理事長山本　貢平◎産業技術総合研究所客員研究員国 松　 直〇

　（イ）公害審査会
　公害審査会は、公害に係る民事上の紛争について、あっせん・調停・仲裁の手続きにより迅速かつ適正な
解決を図るため、公害紛争処理法第１３条に基づき設置されています。

　公害審査会委員（任期：Ｈ２７．１２．２２～Ｈ３０．１２．２１）

◎　会長　　　○　会長代理

　（ウ）環境影響評価技術審議会委員
　環境影響評価技術審議会は、環境影響評価に関する技術上の重要事項を調査審議するため、執行機関の附
属機関に関する条例に基づき、昭和５５年１２月に設置されました。

　環境影響評価技術審議会委員（任期：Ｈ２８．４．１～Ｈ３０．３．３１）

※　環境管理事務所について
　地域における環境保全対策は、地域の自然特性、環境の状況、社会経済の動向、地域住民の要求等に対応して総
合的に講じる必要があります。埼玉県では、地域の環境問題を総合的に把握し、きめ細かい環境行政を推進するた
め、県内７か所に環境管理事務所を設置しています。

（工場・事業場への立入検査）
　大気汚染や水質汚濁を防止するため、工場や事業場
に焼却炉などの施設を設置する場合、事前の届出によ
り、審査しています。
　設置した施設に、立入検査を行い、排出ガスや排出
水の自主測定結果を確認しています。
　また、定期的に排出ガスや排出水を県が測定し、排
出基準を超えた場合には、勧告や改善命令などの措置
を行っています。
（浄化槽関係）
　住宅その他建築物に浄化槽を設置する場合、事前の
届出により、審査しています。
　また、浄化槽相談員を置き、浄化槽の適正な維持管
理を指導しています。
（異常水質事故）
　公共用水域において油の流出、魚類の浮上・へい死
などが発生した場合、河川管理者などと連携して発生

源の特定や被害の拡散防止などを行っています。
（土壌・地下水関係）
　工場又は事業場の施設を廃止した場合や大規模な土
地改変を行う場合に、土地の所有者等に土壌汚染状況
を確認させ、汚染されていた場合には、土壌や地下水
の汚染の除去等の措置を指導しています。
　また、地盤沈下を防止するため、地下水の採取に関
する規制を行っています。
（化学物質関係）
　化学物質による人や環境への影響を軽減させるた
め、化学物質管理促進法や県生活環境保全条例に基づ
き、事業者から排出量や移動量、取扱量について届出
を受けています。また化学物質を適正管理するための
手順書や環境負荷低減主任者の届出等を受理するほ
か、県条例に基づき事業所への立入検査を実施してい
ます。

大気・水質関係

◎　会長　　　○　副会長

（Ｈ２８．９．１現在）

（Ｈ２８．９．１現在）
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自然保護関係

　狩猟免許試験と免許の更新、県内狩猟者の登録、傷
病野生鳥獣の保護、緑化の推進などの事務を行ってい
ます。
　県内には秩父多摩甲斐国立公園及び１０か所の県立自
然公園を指定しており、中央、西部、東松山、秩父、
北部の各環境管理事務所において建築物の新築等の許
可、届出の受理、歩道等の施設の設置・修繕等を行っ
ています。

砂利関係

　西部、東松山、秩父、北部、東部の各環境管理事務
所管内で砂利、岩石、土の採取が行われており、事業
者の登録、採取計画の認可のための指導等を行ってい
ます。
　また、随時、各事業所等への立入検査を実施して、
岩石等の崩落などによる災害の未然防止や無認可、不
法採取の監視に努めています。

　　３　環境保全に関する主な条例、計画等の概要

環境保全に関する主な条例

◆埼玉県環境基本条例
　本県における環境の保全及び創造に関する施策の基
本的な方向と枠組みを示すものとして、平成７年４月
から施行されました。環境への負荷の少ない持続的に
発展することができる社会の構築等を基本理念に、行
政、事業者、県民の責務などについて定めています。
◆埼玉県生活環境保全条例
　大気汚染や水質汚濁など工場等を排出源とする産業
型公害の規制措置のほか、自動車交通公害などの都市
・生活型公害対策や増大する廃棄物の処理対策、化学
物質の適正管理対策に関する必要な事項を定めていま
す。平成１３年７月に従来の公害防止条例（昭和３７年６
月制定）を全部改正し、平成１４年４月から施行されま
した。
◆埼玉県環境影響評価条例
　環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施
に際し、あらかじめその事業の実施による影響につい
て調査・予測を行い、環境保全のための措置を検討す
る手続を定めています。平成７年１２月から施行されま
した。
◆埼玉県戦略的環境影響評価実施要綱
　事業の計画案段階で、環境面の影響を社会経済面の
推計と連携させながら調査・予測することによって環
境保全のあり方を検討する制度として、平成１４年４月
から施行されました。
◆埼玉県地球温暖化対策推進条例
　県、事業者、県民、環境保全活動団体等の責務を規
定し、県民総ぐるみでの取組により、地球温暖化対策

を推進するための幅広い対策を定めています。平成２１
年３月から施行されました。具体的な温室効果ガス削
減のための制度を盛り込み「ストップ温暖化・埼玉ナ
ビゲーション２０５０（埼玉県地球温暖化対策実行計画）」
の実効性を高めています。
◆埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例
　土砂の排出、堆積等に関し必要な規制を行うことに
より、無秩序な土砂の堆積を防止し、県民の生活の安
全の確保及び生活環境の保全に寄与することを目的と
して平成１５年２月に施行されました。土砂の排出や堆
積を行うに際しての必要な手続を定めています。
◆埼玉県ごみの散乱防止に関する条例
　県土の環境美化を推進し、快適な生活環境の確保を
図るために、ごみの散乱防止に関し必要な事項を定め
ています。平成１３年４月から施行されました。
◆ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例
　緑の保全と創出を一層推進するため、市民団体等と
の協働による緑地の保全や、１,０００㎡以上の敷地にお
ける建築行為に際して緑化計画書の届出を行うことを
定めています。平成１７年３月にふるさと埼玉の緑を守
る条例（昭和５４年３月制定）を一部改正し、平成１７年
１０月から施行されました。
◆埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例
　希少な野生動植物を絶滅から守り、県民共通の財産
として次代に継承するため、希少野生動植物の種の保
護に必要な事項を定めています。平成１２年１２月から全
部施行されました。
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温暖化対策関係

　家電製品等の省エネルギー情報提供の義務付け等に
よる地球温暖化対策を推進するため、店舗への立入検
査を行うほか、事業者が提出する省エネルギー性能説
明推進者の届出の受理などを行っています。

自動車対策関係

　ディーゼル車の運行規制等による排出ガス対策、低
燃費車の導入やエコドライブ等によるCO２削減対策を
推進するため、運行車両の検査や事業場の立入検査等
を行うほか、事業者が提出する自動車使用管理計画、
自動車地球温暖化対策計画の受理等を行っています。

廃棄物・残土関係

　一般廃棄物については、市町村等の一般廃棄物処理
施設などに立入検査を行っています。また、産業廃棄物
については、産業廃棄物処理施設や家屋解体現場、PCB
廃棄物保管事業所に対して重点的に立入検査を実施し
ています。さらに、悪質な不法投棄、不適正な処理が後
を絶たないため、監視パトロールを強化しています。
　また、無秩序な土砂の堆積防止を目的として土砂の
排出及び堆積の規制業務を行っています。

��
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環境保全に関する主な計画

●埼玉県環境基本計画
　「環境基本条例」の基本理念の実現を図るための総合
的な計画で、４つの長期的な目標と１８の施策展開の方
向を示すとともに、重要取組施策については、具体的
な目標を設定しています。
●埼玉地域公害防止計画
　現に公害が著しいか、又は、人口及び産業の急速な
集中により公害が著しくなるおそれがある地域を対象
として、総合的な公害防止策を講じ、地域住民の健康
を保護し、生活環境を保全しようとするものです。
（昭和４７年度以降９回策定）
●埼玉県環境配慮方針
　「環境基本計画」に基づき、県が実施する公共事業や
事務事業（オフィスづくり）において、環境へ配慮すべ
き事項を定めました。オフィスづくり部門では、平成２７
年度から「第２期ストップ温暖化・埼玉県庁率先実行プ
ラン」に基づき、温室効果ガスの削減に取り組んでいま
す。公共事業については、平成１４年３月に改訂しました。
●ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０
　（埼玉県地球温暖化対策実行計画）
　地球温暖化対策の視点から２０５０年の本県のあるべき
姿を描き、その達成に向けた中期目標とその実現のた
めの施策を示しています。平成２７年３月に見直しを行
い、２０２０年における埼玉県の温室効果ガス（需要側）
を２００５年比２１％削減する目標を定めています。
●埼玉県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状
物質総量削減計画
　「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質

の特定地域における総量の削減等に関する特別措置
法」（自動車NOx・PM法）の規定に基づき平成２５年５
月に策定しました。
●化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係
る総量削減計画

　国が策定した「化学的酸素要求量、窒素含有量及び
りん含有量に係る総量削減基本方針」を受けて、東京
湾に流入する汚濁負荷量の総量を削減する目的で、第
７次総量削減計画を平成２４年２月に策定しました。
●埼玉県廃棄物処理基本計画
　県内で発生する廃棄物の発生抑制、再使用、再生利
用、適正処理を推進し、廃棄物を取り巻く諸情勢の変
化や新たな課題への対応を図るための具体的な施策を
取りまとめたものです。第８次計画を平成２８年３月に
策定しました。
●彩の国豊かな自然環境づくり計画
　本県の自然環境を保全・創造するための基本的な考
え方を示したもので、「自然ネットワークの形成」「生
物多様性の確保」「自然と人とのふれあいの推進」の３
つの方針を示しています。平成１１年３月に策定しまし
た。
●埼玉県広域緑地計画
　緑の将来像を「緑とともに暮らす、ゆとり・安らぎ
「埼玉」」とし、ふるさと埼玉を象徴する緑を守り、新
たな緑を育てていくことにより、緑豊かな埼玉を形成
していくために、平成１８年３月に策定し、平成２４年７
月に改訂しました。

（２）市町村の環境基本計画策定状況及び環境保全に係る条例の制定状況
（平成２８年９月１日現在）

� �����������

� ����������

� �����������

� ������

� �����������

� ������������

� ��������

� ������

� �����������

自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１３．５．１さいたま市みどりの条例Ｈ１３．５．１
Ｈ１３．５．１
Ｈ１４．１２．２６
Ｈ１４．１２．２６
Ｈ１５．３．１４
Ｈ１９．３．１５

Ｈ２０．１０．１７
Ｈ２３．１２．２７

Ｈ２４．７．３
Ｈ２７．３．１２

さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
さいたま市空き地の環境保全に関する条例
さいたま市風致地区内における建築等の規制に関する条例
さいたま市土砂のたい積等の規制に関する条例
さいたま市環境影響評価条例
さいたま市路上喫煙及び空き缶等のポイ捨ての防止に関す
る条例
さいたま市生活環境の保全に関する条例
さいたま市水質汚濁防止法に規定する特定事業場に係る排
出水の汚染状態の測定の回数を定める条例
さいたま市空き家等の適正管理に関する条例
さいたま市産業廃棄物処理施設の設置等の手続に関する条例

Ｈ１３．５．１さいたま市環境基本条例さいたま市
Ｈ１６．１
Ｈ２３．３改訂

さいたま市環境基本計画

Ｈ２．３．２６
Ｈ２１．３．２５

川越市緑の基金条例
川越市地区計画区域内に
おける建築物の緑化率の
最低限度に関する条例

Ｓ４４．１１．１
Ｈ７．６．２７
Ｈ１１．４．１

Ｈ１４．１２．２４
Ｈ１８．１２．２２
Ｈ１９．３．２０
Ｈ１９．１２．１９
Ｈ２５．４．１
Ｈ２６．６．２５

川越市あき地の環境保全に関する条例
川越市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
川越市一般廃棄物処理施設生活環境影響調査結果縦覧等手
続条例
川越市土砂のたい積等の規制に関する条例
川越市路上喫煙の防止に関する条例
川越市廃棄物処理施設設置等紛争の予防及び調整条例
川越市地球温暖化対策条例
川越市空き家等の適正管理に関する条例
川越市廃棄物処理施設専門委員会条例

Ｈ１８．９．２５川越市良好な環境の保全に
関する基本条例

川 越 市

Ｈ１０．３
Ｈ１９．３
Ｈ２８．３

川越市環境基本計画
第二次川越市環境基本計画
第三次川越市環境基本計画
※川越市緑の基本計画（平
成２８年３月改定版）と合冊

Ｈ１７．１０．１
Ｈ１８．１２．２７

熊谷市みどりの基金条例
熊谷市ホタルの保護に関
する条例

Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１

Ｈ１７．１０．１

Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１

熊谷市ダイオキシン類排出抑制条例
熊谷市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
熊谷市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響
調査結果の縦覧等の手続に関する条例
熊谷市廃棄物焼却施設の設置等に係る紛争の予防及び調整
に関する条例
熊谷市あき地の環境保全に関する条例
熊谷市墓地、埋葬等に関する法律施行条例

Ｈ１７．１０．１熊谷市環境基本条例熊 谷 市
Ｈ２０．３
Ｈ２６．３改訂

熊谷市環境基本計画
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１８．６．２７
Ｈ１９．３．２３
Ｈ２２．９．３０

熊谷市路上等の喫煙及び吸い殻の散乱の防止に関する条例
熊谷市土砂等のたい積の規制に関する条例
熊谷市ペット霊園の設置許可等に関する条例

熊 谷 市

Ｓ６０．３．６
Ｈ１１．１２．２１

川口市環境みどり基金条例
川口市緑のまちづくり推
進条例

Ｓ４３．１２．２６
Ｈ７．３．１６
Ｈ１０．９．２８

Ｈ１１．９．３０
Ｈ１７．３．２５
Ｈ２２．３．９
Ｈ２２．３．２４

川口市あき地の環境保全に関する条例
川口市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
川口市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響
調査結果の縦覧等の手続に関する条例
川口市飲料容器等の散乱の防止に関する条例
川口市路上喫煙の防止等に関する条例
川口市地球温暖化対策基金条例
川口市レジ袋の大幅な削減に向けた取組の推進に関する条例

Ｈ１０．９．２８川口市環境基本条例川 口 市
Ｈ１３．３
Ｈ２０．３
Ｈ２３．３

川口市環境基本計画
改訂川口市環境基本計画
第２次川口市環境基本計画

Ｓ４７．３．３０
Ｓ４７．９．２７
Ｈ１４．９．３０
Ｈ２０．７．１

Ｈ２１．３．３１

行田市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
行田市あき地の環境保全に関する条例
行田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
行田市産業廃棄物処理施設等の設置に係る紛争の予防及び
調整に関する条例
行田市路上喫煙及びポイ捨ての防止に関する条例

Ｈ１４．３．２９行田市環境基本条例行 田 市
Ｈ１６．３
Ｈ２１．３改定
Ｈ２６．３

行田市環境基本計画

第２次行田市環境基本計画

Ｈ１７．４．１
Ｈ１７．４．１
Ｈ１８．３．２４

Ｈ１８．９．２６

秩父市環境保全条例
秩父市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
秩父市産業廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防及び
調整に関する条例
秩父市土砂等のたい積の規制に関する条例

Ｈ１８．３．２４秩父市環境基本条例秩 父 市
Ｈ２４．１２ちちぶ環境基本計画

ちちぶ定住自立圏で策定
（秩父市、横瀬町、皆野町、
　長�町、小鹿野町）

Ｓ６１．６．２１
Ｈ２３．９．３０

所沢市緑の基金条例
ふるさと所沢のみどりを
守り育てる条例

Ｓ４４．１０．１
Ｓ５９．１２．２５

Ｈ７．１２．２８
Ｈ９．４．１

Ｈ１１．３．２６
Ｈ１１．１２．２８

Ｈ１３．３．２９
Ｈ１５．７．１
Ｈ１８．３．２７
Ｈ２２．７．５
Ｈ２６．９．３０

所沢市あき地の雑草除去に関する条例
所沢市自転車駐車場の整備及び自転車の放置の防止に関す
る条例
所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
ダイオキシンを少なくし所沢にきれいな空気を取り戻すた
めの条例
所沢市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例
所沢市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調
査結果の縦覧等の手続に関する条例
所沢市墓地等の経営の許可等に関する条例
所沢市土砂のたい積の規制に関する条例
所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例
所沢市空き家等の適正管理に関する条例
所沢市マチごとエコタウン推進基金条例

Ｈ９．４．１所沢市環境基本条例所 沢 市
Ｈ１１．３
Ｈ２３．３
Ｈ２７．３改定

所沢市環境基本計画
第２期所沢市環境基本計画

Ｈ８．３．２９
Ｈ８．３．２９
Ｈ１４．９．３０

飯能市環境保全条例
飯能市自転車等放置防止条例
飯能市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

Ｈ２０．６．２６飯能市環境基本条例飯 能 市
Ｈ１５．３
Ｈ２０．８改定
Ｈ２５．３

飯能市環境基本計画

第２次飯能市環境基本計画
Ｈ２７．３．１６加須市水と緑と文化のま

ちづくり基金条例
Ｈ２２．３．２３
Ｈ２２．３．２３
Ｈ２２．３．２３
Ｈ２２．３．２３

加須市環境保全条例
加須市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
加須市ペット霊園等の設置等に関する条例
加須市墓地、埋葬等に関する法律施行条例

Ｈ２２．３．２３加須市環境基本条例加 須 市
Ｈ２４．３
Ｈ２８．３改訂

加須市環境基本計画

Ｈ１８．１．１０
Ｈ１８．１．１０
Ｈ１８．１．１０
Ｈ１８．１．１０
Ｈ１８．１．１０
Ｈ１８．１．１０
Ｈ１９．１２．２８
Ｈ２１．３．２７
Ｈ２２．３．３１
Ｈ２５．７．１

本庄市環境保全条例
本庄市土砂の堆積の規制に関する条例
本庄市廃棄物の排出の抑制及び適正処理の促進に関する条例
本庄市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
本庄市自転車等放置防止条例
本庄市再生資源保管・積替場所設置及び管理に関する条例
本庄市廃棄物の減量及び処理に関する条例
本庄市ペット霊園の設置等の適正化に関する条例
本庄市散骨場の設置等の適正化に関する条例
本庄市空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ１８．１．１０本庄市環境基本条例本 庄 市
Ｈ２０．３本庄市環境基本計画

Ｓ４８．３．２４
Ｓ５２．４．１
Ｈ１５．６．３０

Ｈ２４．１２．２０

東松山市空き地の環境保全に関する条例
東松山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
東松山市土砂等による土地の埋立て等及び不法投棄の規制
に関する条例
東松山のまちをみんなで美しくする条例

Ｈ８．１２．１８東松山市美しく住みよい環
境づくり基本条例

東 松 山 市

Ｈ１１．３．３１
Ｈ２３．４．１改定

東松山市環境基本計画

Ｈ１７．１０．１春日部市緑の保全と緑化
の推進に関する条例

Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１
Ｈ２２．１２．１７
Ｈ２５．３．１４
Ｈ２５．３．１４

春日部市あき地の環境保全に関する条例
春日部市土砂のたい積の規制に関する条例
春日部市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
春日部市ペット霊園の設置の許可等に関する条例
春日部市路上喫煙の防止に関する条例
春日部市一般廃棄物処理施設生活環境影響調査結果縦覧等
手続条例

Ｈ１９．３．２０春日部市環境基本条例春 日 部 市
Ｈ２０．３
Ｈ２５．３見直し

春日部市環境基本計画

Ｓ４７．９．２９狭山市緑化推進及び緑地
保全に関する条例

Ｓ４４．１２．２７
Ｈ７．１２．２６
Ｈ１０．１２．２８

狭山市あき地の環境保全に関する条例
狭山市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
狭山市ダイオキシン類の排出の抑制に関する条例

Ｈ９．９．３０狭山市環境基本条例狭 山 市
Ｈ１０．３
Ｈ１５．３改定

狭山市環境基本計画
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１１．３．１９

Ｈ１１．７．１
Ｈ１４．３．２８
Ｈ１５．３．２４
Ｈ１６．６．２２
Ｈ１９．９．２７
Ｈ２５．３．２５

狭山市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響
調査結果の縦覧等の手続きに関する条例
狭山市ポイ捨ての防止に関する条例
狭山市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
狭山市墓地等の経営の許可等に関する条例
狭山市廃棄物焼却炉の設置等の手続きに関する条例
狭山市歩きたばこ等の防止に関する条例
狭山市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

Ｈ２４．３第２次狭山市環境基本計画狭 山 市

Ｓ５６．１０．１
Ｈ５．６．２５
Ｈ７．３．３０
Ｈ７．３．３０
Ｈ７．３．３０
Ｈ１４．３．２９
Ｈ１４．１２．２０

Ｈ２１．３．３１
Ｈ２１．３．３１

羽生市空き地等の環境保全に関する条例
羽生市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例
羽生市空き缶等の散乱防止に関する条例
羽生市飼い犬ふん害等防止条例
羽生市自転車等の放置防止に関する条例
羽生市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
羽生市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調
査結果の縦覧等の手続に関する条例
羽生市墓地等の経営の許可等に関する条例
羽生市ペット霊園の設置の基準等に関する条例

Ｈ１３．３．３０羽生市環境基本条例羽 生 市
Ｈ１５．３
Ｈ２３．３

羽生市環境基本計画
第２期羽生市環境基本計画

Ｓ５３．３．３０鴻巣市緑化推進条例Ｓ４５．４．２０
Ｓ４７．４．３
Ｈ１８．３．３０
Ｈ１８．３．３０
Ｈ１９．１０．１

鴻巣市あき地の環境保全に関する条例
鴻巣市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
鴻巣市墓地等の経営の許可等に関する条例
鴻巣市ペット霊園の設置等に関する条例
鴻巣市路上喫煙及び空き缶等のポイ捨て並びに犬のふんの
放置の防止に関する条例

Ｈ１２．６．３０鴻巣市環境基本条例鴻 巣 市
Ｈ１５．３
Ｈ２５．３改定

鴻巣市環境基本計画

Ｈ１８．１．１
Ｈ１８．１．１
Ｈ１８．１．１
Ｈ１８．１．１
Ｈ１９．３．３０
Ｈ２２．３．２９
Ｈ２３．１２．１９

深谷市ダイオキシン類の排出を抑制する条例
深谷市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
深谷市くらしの環境美化条例
深谷市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
深谷市土砂等のたい積の規制に関する条例
深谷市ペット霊園の設置の許可等に関する条例
深谷市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調
査結果の縦覧等の手続に関する条例

Ｈ１８．１．１深谷市環境基本条例深 谷 市
Ｈ２０．３深谷市環境基本計画

Ｓ４８．１２．２５

Ｈ２．３．２９
Ｈ１１．９．３０

上尾市自然環境保全と緑
化推進に関する条例
上尾市みどりの基金条例
上尾市自然学習館条例

Ｓ５０
Ｓ５２．１２．２６
Ｓ５８．７．１
Ｓ５８．１２．２６
Ｈ６．６．２３
Ｈ７．９．２９
Ｈ１１．３．３０
Ｈ１４．１２．２７
Ｈ１５．９．２６
Ｈ１６．９．２７
Ｈ１７．１２．２８
Ｈ２２．３．２５
Ｈ２２．３．２５
Ｈ２２．６．３０
Ｈ２７．９．２８

上尾市公害対策審議会条例（～平成６年８月１日）
上尾市あき地の環境保全に関する条例
上尾市自転車駐車場条例
上尾市自転車放置防止条例
上尾市環境審議会条例
上尾市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
上尾市ポイ捨て等の防止及び環境美化の促進に関する条例
上尾市土砂等のたい積の規制に関する条例
上尾市斎場条例
上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例
上尾市ペット霊園の設置等に関する条例
上尾市路上喫煙の防止に関する条例
上尾市一般廃棄物処理施設建設基金条例
上尾市人と動物との調和のとれた共生に関する条例
上尾市空家等対策協議会条例

Ｈ９．９．３０上尾市環境基本条例上 尾 市
Ｈ１０．３
Ｈ２２．３
Ｈ２８．３

上尾市環境基本計画
第二次上尾市環境基本計画
第２次上尾市環境基本計画
（改訂版）

Ｓ６２．３．２４草加市みどりの条例Ｓ４７．９．３０
Ｓ６３．９．２１
Ｈ１６．９．１７
Ｈ１８．３．２４

Ｈ２５．３．１８
Ｈ２５．３．１８
Ｈ２８．９．２１

草加市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
草加市自転車の放置防止に関する条例
草加市公害を防止し市民の環境を確保する条例
草加市ポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止に関する条
例
草加市土砂等の堆積の規制に関する条例
草加市路上喫煙の防止に関する条例
草加市家屋及び土地の適正管理に関する条例

Ｈ１２．３．２８草加市環境基本条例草 加 市
Ｈ１２．３
Ｈ１７．３改定
Ｈ２２．３改定
Ｈ２８．３

草加市環境基本計画

第二次草加市環境基本計画

Ｓ４８．７．１越谷市みどりの推進に関
する条例

Ｓ４４．３．３１
Ｓ５１．３．３０
Ｈ５．３．２４
Ｈ１２．３．３１
Ｈ１４．３．２９
Ｈ１９．１２．２５
Ｈ２６．１２．２２
Ｈ２６．１２．２２
Ｈ２６．１２．２２
Ｈ２６．１２．２２

空閑地等に繁茂した雑草類の除去に関する条例
越谷市浄化槽の維持管理に関する条例
越谷市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
越谷市まちをきれいにする条例
越谷市墓地、埋設等に関する法律施行条例
越谷市路上喫煙の防止に関する条例
越谷市浄化槽保守点検業者登録条例
越谷市空き家等の適正管理に関する条例
越谷市土砂の堆積等の規制に関する条例
越谷市産業廃棄物処理施設の設置等の手続に関する条例

Ｈ１２．３．３１越谷市環境条例越 谷 市
Ｓ５８．３
Ｈ２３．１２改定

越谷市環境管理計画

Ｈ１０．６．２３
Ｈ１９．３．２６

蕨市さわやか環境条例
蕨市路上喫煙の防止等に関する条例

Ｈ１３．３．３０蕨市環境基本条例蕨 市
Ｈ１５．３
Ｈ２５．３改定

蕨市環境基本計画

Ｓ４９．７．１戸田市緑化推進条例Ｓ４９．１２．１９戸田市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．３．２８戸田市環境基本条例戸 田 市
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｓ６０．９．２７
Ｈ１２．３．２８
Ｈ１９．１２．１７
Ｈ２１．１２．２１
Ｈ２３．９．１
Ｈ２８．６．３０

戸田市自転車放置防止条例
戸田市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
戸田市ポイ捨て等及び歩行喫煙をなくす条例
戸田市地球温暖化対策条例
戸田市墓地等の経営の許可等に関する条例
戸田市宅地開発事業等指導条例

Ｈ１４．３
Ｈ２５．３改訂

戸田市環境基本計画戸 田 市

Ｓ６０．１２．２５

Ｈ１．６．３０

入間市樹林等の保護及び
緑化推進に関する条例
入間市緑の基金条例

Ｓ４５．３．２８
Ｈ１４．６．２８
Ｈ１６．６．２９

入間市空閑地の環境保全に関する条例
入間市土砂等による土地の埋め立て等の規制に関する条例
入間市産業廃棄物の処理施設の設置等に係る周辺環境の保
全に関する条例

Ｈ１０．９．３０入間市環境基本条例入 間 市
Ｈ１２．３．２１
Ｈ２１．３
Ｈ２７．１１改訂

入間市環境基本計画
第二次入間市環境基本計画

Ｓ６４．１．６
Ｈ１４．３．２２

朝霞市緑化推進条例
朝霞市みどりのまちづく
り基金条例

Ｓ４４．１２．２５
Ｓ６２．１．７
Ｈ１０．１２．２４
Ｈ１２．３．２１
Ｈ１８．３．２８
Ｈ２１．３．３０
Ｈ２５．６．２６
Ｈ２７．３．２７

朝霞市あき地の環境保全に関する条例
朝霞市自転車等放置防止条例
朝霞市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例
朝霞市ポイ捨ての防止に関する条例
朝霞市路上喫煙の防止に関する条例
朝霞市墓地等の経営の許可等に関する条例
朝霞市空き家等の適正管理に関する条例
朝霞市景観条例

Ｈ８．９．３０朝霞市住み良い環境づくり
基本条例

朝 霞 市

Ｈ１４．３
Ｈ２４．３

朝霞市環境基本計画
第２次朝霞市環境基本計画

Ｓ５１．３．２３
Ｈ１３．１０．１

志木市みどりの条例
志木市自然再生条例

Ｓ４５．９．２１
Ｈ１１．３．３
Ｈ１１．１２．２２
Ｈ１８．３．２４
Ｈ２３．３．２２

志木市あき地の環境保全に関する条例
志木市廃棄物の減量化、再生利用及び適正処理等に関する条例
志木市ポイ捨て防止に関する条例
志木市路上喫煙防止条例
志木市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

Ｈ１５．１２．２４志木市環境基本条例志 木 市
Ｈ１１．３
Ｈ２１．３

志木市環境基本計画
第二期志木市環境基本計画

Ｓ４９．３．２５和光市緑の保護及び緑化
推進に関する条例

Ｓ４８．６．３０
Ｈ１０．１２．２４
Ｈ１３．１２．２７
Ｈ１８．３．２０
Ｈ１８．３．２０
Ｈ１８．６．１５
Ｈ２４．１２．２０

和光市あき地の環境保全に関する条例
和光市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
和光市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止に関する条例
和光市路上喫煙の防止に関する条例
和光市墓地等の経営の許可等に関する条例
和光市土砂等のたい積の規制に関する条例
和光市ペット霊園等の設置及び管理に関する条例

Ｈ１５．３．２５和光市環境基本条例和 光 市
Ｈ１５．５
Ｈ２０．３
Ｈ２３．３
Ｈ２８．３

和光市環境基本計画
和光市環境基本計画（改訂版）
第二次和光市環境基本計画
第二次和光市環境基本計画
（改訂版）

Ｈ３．３．２９新座市みどりのまちづく
り条例

Ｓ４６．１２．２３
Ｓ６１．３．３１
Ｈ８．３．２９
Ｈ１１．３．２９
Ｈ１３．３．３０
Ｈ１５．３．３１
Ｈ１５．９．３０
Ｈ１５．９．３０
Ｈ１８．３．２８
Ｈ２４．６．２２

新座市あき地の環境保全に関する条例
新座市ラブホテルの建築規則に関する条例
新座市飼い犬ふん害等防止条例
新座市ダイオキシン類規制条例
新座市ポイ捨ての防止に関する条例
新座市土砂等のたい積の規制に関する条例
新座市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
新座市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
新座市路上喫煙の防止に関する条例
新座市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

Ｈ９．１２．２５新座市環境基本条例新 座 市
Ｈ１２．３．３１
Ｈ１９．１１．３０
Ｈ２３．３．３１

新座市環境基本計画
新座市環境基本計画（見直し）
第２次新座市環境基本計画

Ｈ４．３．３１

Ｈ６．３．２９

桶川市みどりの保全及び
推進に関する条例
桶川市みどりの基金条例

Ｓ４７．６．２２
Ｓ４７．９．２６
Ｓ６０．１２．２７
Ｈ１６．６．１８
Ｈ１９．３．２９
Ｈ１９．３．２９
Ｈ１９．１２．２７
Ｈ２５．１２．２７

桶川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
桶川市あき地の環境保全に関する条例
桶川市自転車放置防止条例
桶川市土砂等のたい積の規制に関する条例
桶川市墓地等の経営の許可等に関する条例
桶川市ペット霊園の設置等に関する条例
桶川市路上喫煙の防止に関する条例
桶川市環境美化に関する条例

Ｈ１２．３
Ｈ２４．３改定

桶川市環境基本計画桶 川 市

Ｈ２２．３．２３

Ｈ２２．３．２３

久喜市街路樹等の管理及
び選定に関する条例
久喜市自然環境の保全に
関する条例

Ｈ２２．３．２３
Ｈ２２．３．２３
Ｈ２２．３．２３

Ｈ２２．３．２３
Ｈ２３．１０．５

久喜市空き地の環境保全に関する条例
久喜市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
久喜市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止
に関する条例
久喜市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例
久喜市路上喫煙の防止に関する条例

Ｈ２５．１久喜市環境基本条例久 喜 市
Ｈ２５．３久喜市環境基本計画

Ｓ４７．６．２３
Ｓ４９．６．２０
Ｈ１７．６．３０
Ｈ１８．３．３１
Ｈ１８．３．３１

北本市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
北本市空き地環境保全に関する条例
北本市土砂等のたい積の規制に関する条例
北本市墓地等の経営の許可等に関する条例
北本市ペット霊園の設置等に関する条例

Ｈ１０．６．２６北本市環境基本条例北 本 市
Ｈ１２．３
Ｈ２０．３

北本市環境基本計画
北本市環境基本計画（改訂
版）

Ｈ２１．３．２３八潮市緑の基金条例Ｓ４５．３．１４
Ｓ４９．１２．２４
Ｈ５．６．１７
Ｈ７．３．２４
Ｈ１４．９．２５
Ｈ１６．９．２８
Ｈ１６．１２．２４
Ｈ１８．３．２２
Ｈ１９．３．２３
Ｈ２１．８．１２

あき地等に繁茂した雑草類の除去に関する条例
八潮市公害防止条例
八潮市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
八潮市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例
八潮市ペット霊園の設置等に関する条例
八潮市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止に関する条例
八潮市土砂等のたい積及び投棄の規制に関する条例
八潮市墓地等の経営の許可等に関する条例
八潮市屋外広告物条例
八潮市路上喫煙防止条例

Ｈ１９．１２．１９八潮市環境基本条例八 潮 市
Ｈ２１．４．１
Ｈ２８．４

八潮市環境基本計画
第２次八潮市環境基本計画
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ２３．６．２１八潮市みんなでつくる美しいまちづくり条例八 潮 市
Ｈ２８．６．２０八潮市まちの景観と空き家等の対策の推進に関する条例

Ｓ５６．１０．８みどりの保護及び緑化の
推進に関する条例

Ｓ４９．１２．２６
Ｈ１８．３．２７

富士見市あき地等環境保全条例
富士見市廃棄物の減量、再生利用及び適正処理に関する条例

Ｈ１３．１２．１５富士見市環境基本条例富 士 見 市
Ｈ１５．３富士見市環境基本計画

Ｈ１３．３．１４富士見市緑地保全基金条例Ｈ１９．６．２５富士見市をきれいにする条例Ｈ２０．３．３１
Ｈ２５．３．３１

富士見市環境基本計画（改訂版）
第２次富士見市環境基本計画

Ｓ６３．３．１６
Ｈ４．３．２１

三郷市みどりの条例
三郷市みどりの基金条例

Ｓ５０．６．１８
Ｓ５８．６．１６
Ｓ６０．１２．１６
Ｈ９．３．２１
Ｈ１７．３．２９
Ｈ１７．６．１６
Ｈ２１．３．２３

Ｈ２３．９．２１
Ｈ２６．３．２４

三郷市公害防止条例
三郷市自転車等の放置の防止に関する条例
三郷市ラブホテルの建築規則に関する条例
三郷市空き缶等の散乱防止に関する条例
三郷市墓地等の経営の許可に関する条例
三郷市土砂のたい積の規制に関する条例
三郷市廃棄物の処理及び再利用並びに資源物の持ち去り防
止に関する条例
三郷市ペット霊園の設置の許可等に関する条例
三郷市あき地の雑草等の除去に関する条例

Ｈ１３．６．１５三郷市環境基本条例三 郷 市

Ｈ１８．３
Ｈ２５．３

三郷市環境基本計画
三郷市環境基本計画後期計
画

Ｓ４６．２．１５
Ｈ１４．９．３０
Ｈ１７．３．２９
Ｈ２６．３．２４

蓮田市空閑地の環境保全に関する条例
蓮田市環境保全条例
蓮田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
蓮田市路上喫煙の防止に関する条例

Ｈ１３．３．２７蓮田市環境基本条例蓮 田 市
Ｈ１５．３蓮田市環境基本計画

Ｈ３．３．２５
Ｈ９．１２．１８
Ｈ１３．３．３０
Ｈ１９．３．２７
Ｈ２５．６．１９

坂戸市自転車放置防止条例
坂戸市環境保全条例
坂戸市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
坂戸市墓地等の経営の許可等に関する条例
坂戸市空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ１４．３．２７坂戸市環境基本条例坂 戸 市
Ｈ１５．１２
Ｈ２０．２

坂戸市環境基本計画
坂戸市環境基本計画（中
間　Ｈ２０．２年次改訂版）
第２次坂戸市環境基本計画 Ｈ２５．３

Ｓ５１．１０．１３
Ｈ１６．３．２２
Ｈ２１．３．１９
Ｈ２１．１２．１８

Ｈ２２．３．２３
Ｈ２６．６．２０

幸手市あき地の環境保全に関する条例
幸手市土砂等のたい積の規制に関する条例
幸手市自転車等の放置防止に関する条例
幸手市産業廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防及び
調整に関する条例
幸手市墓地等の経営の許可等に関する条例
幸手市空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ１７．１２．２７幸手市環境基本条例幸 手 市
Ｈ１６．１２幸手市環境基本計画

Ｈ２１．３．２６鶴ヶ島市水土里の基金条
例

Ｓ５０．３．２２
Ｈ４．１２．２１
Ｈ１１．１２．２２
Ｈ１７．３．２８
Ｈ２４．９．２５
Ｈ２６．１０．３

鶴ヶ島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
鶴ヶ島市自転車放置防止条例
鶴ヶ島市の環境を保全する条例
鶴ヶ島市墓地等の経営の許可等に関する条例
鶴ヶ島市ペット霊園の設置許可等に関する条例
鶴ヶ島市空き家の適正な管理に関する条例

Ｈ１１．１２．２２美しく住みよい鶴ヶ島市の
環境づくりの基本を定める
条例

鶴 ヶ 島 市

Ｈ１５．１
Ｈ２５．３

鶴ヶ島市環境基本計画
第２期鶴ヶ島市環境基本計
画

Ｈ４．３．１９日高市緑の基金条例Ｓ４８．３．２７
Ｓ４８．１０．２５
Ｈ９．９．３０
Ｈ１０．３．２５
Ｈ１４．３．２２
Ｈ２０．３．２６
Ｈ２５．１０．１

日高市あき地の環境保全に関する条例
日高市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
日高市環境保全条例
日高市自転車放置防止条例
日高市ペット霊園の設置等に関する条例
日高市墓地等の経営等に関する条例
日高市空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ２２．３．２６日高市環境基本条例日 高 市
Ｈ２３．３
Ｈ２８．３

日高市環境基本計画
日高市環境基本計画（後期）

Ｈ４．３．２４吉川市みどりの条例Ｈ５．３．３１
Ｈ１０．３．２３
Ｈ１２．３．２２
Ｈ２１．１２．１４
Ｈ２７．９．２８

吉川市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例施行規則
吉川市環境保全条例
墓地、埋葬等に関する法律施行条例
吉川市ペット霊園の設置及び管理の基準に関する条例
吉川市空家対策協議会条例

Ｈ５．３．３１

Ｈ１０．３．２３
Ｈ１２．３．２２

Ｈ２１．１２．１４

Ｈ２７．９．２８

吉川市廃棄物の処理及び再生
利用に関する条例施行規則
吉川市環境保全指針
墓地、埋葬等に関する法律施
行条例
吉川市ペット霊園の設置及び
管理の基準に関する条例
吉川市空家対策協議会条例

吉 川 市

Ｈ１７．１０．１
Ｈ２２．３．２３

ふじみ野市みどりの条例
ふじみ野市緑の基金条例

Ｈ１７．１０．１
Ｈ２０．１２．１９
Ｈ２２．６．２２
Ｈ２２．１２．１７
Ｈ２３．３．２３

ふじみ野市空き地の環境保全に関する条例
ふじみ野市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
ふじみ野市墓地等の経営の許可等に関する条例
ふじみ野市空き家等の適正管理に関する条例
ふじみ野市路上喫煙の防止及びまちをきれいにする条例

Ｈ１９．３．２２ふじみ野市環境基本条例ふじみ野市
Ｈ２０．３

Ｈ２５．３

ふじみ野市環境基本計画行
動計画
ふじみ野市環境基本計画後
期行動計画

Ｓ４７．３．２５
Ｓ６２．１０．１
Ｈ１３．３．１６
Ｈ１７．１２．２２
Ｈ２８．３．２８

白岡市空き地等の環境保全に関する条例
白岡市自転車等放置防止条例
白岡市墓地、埋葬等に関する条例
白岡市ペット霊園の設置等に関する条例
白岡市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例

Ｈ２２．９．２９白岡市環境基本条例白 岡 市
Ｈ２３．３
Ｈ２８．３改訂

白岡市環境基本計画

Ｈ１１．３．３１伊奈町緑の保全及び緑化
の推進に関する条例

Ｓ４７．１．１０伊奈町あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．１２．２７伊奈町環境基本条例伊 奈 町
Ｈ１５．３
Ｈ２７．３

伊奈町環境基本計画
第２次伊奈町環境基本計画

Ｈ２．３．２０三芳町みどりの保護育成
及び活用に関する条例

Ｈ３．３．１２
Ｈ１１．３．１８
Ｈ２０．３．１２

三芳町環境衛生対策審議会条例
三芳町ダイオキシン類等排出抑制に関する条例
三芳町墓地等の経営の許可等に関する条例

Ｈ１５．３三芳町環境基本計画三 芳 町
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ２４．９．２７
Ｈ２８．７．１

三芳町廃棄物の処理及び再利用に関する条例
三芳町をきれいにする条例

三 芳 町

Ｈ８．４．２
Ｈ２２．３．２４

毛呂山町環境保全条例
毛呂山町緑の基金条例

Ｓ５０．１０．１
Ｈ８．４．２

毛呂山町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
毛呂山町環境保全条例

毛 呂 山 町

Ｈ１４．３．２７
Ｈ１９．１２．１２
Ｈ２５．１２．１９
Ｈ２５．１２．１９

毛呂山町墓地等の経営の許可等に関する条例
毛呂山町土地の埋立て等の規制に関する条例
毛呂山町空家等の適切な管理に関する条例
毛呂山町電気自動車用充電設備の設置に関する条例

Ｓ５０．１２．１９
Ｈ１６．６．１０
Ｈ１６．６．１０
Ｈ１８．１２．１２

越生町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
越生町環境保全条例
越生町土砂のたい積の規制に関する条例
越生町墓地等の経営の許可等に関する条例

越 生 町

Ｓ４４．９．３０
Ｈ１５．３．７
Ｈ１６．９．１０

滑川町公災害防止条例
滑川町の環境をよくする条例
滑川町土砂等による土地の埋立て等及び不法投棄の規制に関する条例

滑 川 町

Ｈ２．６．２５
Ｈ１９．３．５

嵐山町の緑を豊かにする条例
嵐山町里地里山づくり条
例

Ｈ７．３．１７
Ｈ１８．３．９
Ｈ２３．６．１０

嵐山町環境保全条例
嵐山町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
緑と清流・オオムラサキが舞う嵐山町ストップ温暖化条例

Ｈ２３．６．１０嵐山町環境基本条例嵐 山 町
Ｈ２６．３嵐山町環境基本計画兼スト

ップ温暖化地域推進計画
Ｈ１６．１２．１７小川町環境保全条例Ｈ１４．１０小川町環境基本計画小 川 町

Ｈ２５．３．２９川島町環境保全条例

Ｓ５４．１０．１
Ｈ１０．３．２３
Ｈ１２．９．２６
Ｈ１８．３．２２
Ｈ２１．３．２４
Ｈ２５．３．２９

川島町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
川島町廃棄物処理施設設置及び管理条例
川島町地区計画区域内における建築物の規制に関する条例
川島町産業廃棄物処理施設の設置等に係る周辺環境の保全に関する条例
川島町ペット霊園の設置等に関する条例
川島町環境保全条例

Ｈ２７．３川島町環境基本計画川 島 町
Ｈ２７．３川島町一般廃棄物処理基本

計画

Ｈ６．３．１０
Ｈ２６．３．１１

吉見町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
吉見町空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ２３．４．１吉見町環境基本条例吉 見 町
Ｈ２３．４．１吉見町環境基本計画

Ｓ５０．３．２２
Ｈ５．１２．１５
Ｈ１５．１２．１８

鳩山町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
鳩山町環境保全条例
鳩山町土砂のたい積の規制に関する条例

鳩 山 町

Ｈ１８．２．１ときがわ町環境保全条例Ｈ１９．３．１５ときがわ町環境基本条例ときがわ町
Ｈ２０．３
Ｈ２５．３改定

ときがわ町環境基本計画
ときがわ町環境基本計画後
期基本計画

Ｈ２０．１２．１１横瀬町みどりの基金条例Ｈ１９．９．１１横瀬町土砂等のたい積の規制に関する条例Ｈ２２．１２．１０横瀬町環境基本条例横 瀬 町
Ｈ３．１２．１７
Ｈ２１．３．２３
Ｈ２１．９．１８

皆野町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
皆野町墓地等の経営の許可等に関する条例
皆野町ペット霊園の設置等に関する条例

Ｈ２２．１２．２１皆野町環境基本条例皆 野 町

Ｓ５７．１０．３長�町環境美化の促進に関する条例Ｈ２２．１２．２０長�町環境基本条例長 � 町
Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１

小鹿野町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
小鹿野町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
小鹿野町浄化槽設置及び管理等に関する条例

Ｈ１７．１０．１小鹿野町環境保全条例小 鹿 野 町

Ｈ１．５．１東秩父村埋土及び盛土等規制条例東 秩 父 村
Ｈ１１．３．２４
Ｈ１６．３．２４
Ｈ１７．３．２４
Ｈ１８．１２．１８
Ｈ２２．９．２２
Ｈ２２．１２．１５

美里町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
美里町土砂のたい積の規制に関する条例
美里町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防条例
美里町墓地、埋葬等に関する条例
美里町環境保全条例
美里町ペット霊園の設置等の適正化に関する条例

Ｈ１２．１２．２１美里町環境基本条例美 里 町
Ｈ１４．８美里町環境基本計画

Ｈ１８．１．１
Ｈ１８．１．１
Ｈ１８．１．１
Ｈ２７．６．１８

神川町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
神川町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防等に関する条例
神川町墓地、埋葬等に関する法律施行条例
神川町土砂のたい積の規制に関する条例

Ｈ１８．１．１神川町環境基本条例神 川 町
Ｈ１９．１．１７
Ｈ２３．４．１
Ｈ２８．４．１

神川町環境基本計画

Ｓ４６．７．２３
Ｈ１１．１２．１０
Ｈ１５．１．２２
Ｈ１９．３．９
Ｈ２４．３．１５
Ｈ２４．３．１５

上里町環境審議会条例
上里町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
上里町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防条例
上里町墓地、埋葬等に関する法律施行条例
上里町空き家等適正管理条例
上里町自転車等放置防止条例

Ｈ１２．９．１３上里町環境基本条例上 里 町
Ｈ１５．３．３１上里町環境基本計画

Ｈ１０．６．２６
Ｈ１４．１２．２４

寄居町廃棄物の減量及び処理に関する条例
寄居町廃棄物処理施設の適正化に関する条例

Ｈ１４．１２．２４寄居町環境基本条例寄 居 町
Ｈ１７．３寄居町環境基本計画

Ｓ６２．３．１８
Ｈ１５．３．２７
Ｈ１８．６．１２
Ｈ１９．３．１９

宮代町あき地環境保全条例
宮代町土砂のたい積の規制に関する条例
宮代町きれいなまちづくり条例
宮代町自転車等の放置の防止に関する条例

Ｈ１３．３宮代町環境基本計画宮 代 町

Ｓ４６．１２．２０
Ｓ５０．１０．１
Ｓ６２．３．１９
Ｈ１３．１２．２１

杉戸町あき地の環境保全に関する条例
杉戸町廃棄物の処理及び清掃に関する条例
杉戸町自転車の放置防止に関する条例
杉戸町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例

Ｈ１５．３．２８杉戸町環境基本条例杉 戸 町
Ｈ１５．３杉戸町環境基本計画



環
境
行
政
全
般

�

85

市町村長 事業者 住民等 知　事 

（３）条例による環境影響評価手続フロー

自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１４．３．２９杉戸町墓地、埋葬等に関する条例杉 戸 町
Ｈ１２．３．１５
Ｈ５．３．１０
Ｈ１５．３．１７

松伏町環境保全条例
松伏町廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
墓地、埋葬等に関する法律施行条例

松 伏 町
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2 大気関係
（１）ばい煙発生施設設置状況 （H２８.３.３１現在）

（H２８.３.３１現在）（２）粉じん発生施設設置状況

大気汚染防止法（一般粉じん）
計市県施設の種類項番号

０００コークス炉１

２９３８０２１３堆積場２

８４９１９５６５４
ベルトコンベア、
バケットコンベア

３

１７４２２１５２破砕機、摩砕機４

１２１９１１２ふるい５

大気汚染防止法（ばい煙）
計市県施設の種類項番号
２,１９１９４６１,２４５ボイラー（小型ボイラーを除く）

１
２,３０１６０４１,６９７小型ボイラー
０００ガス発生炉及び加熱炉２
１０１焙焼炉及び焼結炉等３

１９９５７１４２金属溶解炉５
１５１１８１３３金属加熱炉６
４０４石油加熱炉７
７０７セメント焼成炉

９ ７０７窯業用溶融炉
２０１１９その他の焼成炉
３９１３８反応炉及び直火炉１０
５４１６３８骨材乾燥炉

１１
１１８１３１０５その他の乾燥炉
４１３製鋼用等の電気炉１２

２３１６７１６４廃棄物焼却炉１３
５３２銅・亜鉛等精錬用溶解炉１４
２０２塩化水素反応施設１９
３０３複合肥料等溶解炉２１
７０７鉛精錬用溶解炉２４
１８０１８鉛蓄電池製造用溶解炉２５
２５１３１２ガスタービン（常用）

２９
３８３２１４１６９ガスタービン（非常用）
１１７３１８６ディーゼル機関（常用）

３０
１,２２９５９６６３３ディーゼル機関（非常用）
１４６６９７７ガス機関（常用）

３１
１０３７ガス機関（非常用）

埼玉県生活環境保全条例（指定ばい煙）
計市県施設の種類項番号

３７２３５焙焼炉及び焼結炉１

２９４２５
金属溶解炉
（精錬又は鋳造用）

２

０００
焼成炉
（釉薬瓦製造用）

３

０００
溶解炉
（銅、鉛、亜鉛の精錬用）

４

１０１
溶解炉
（鉛の第二次精錬用等）

５

２３７１６
溶解炉
（アルミニウムの二次精錬用）

６

５６１４４２
焼却能力
１００kg／時以上廃

棄
物
焼
却
炉

７ ２６０６８１９２
焼却能力
１００kg／時未満
　３０kg／時以上

１,０６６３３２７３４
焼却能力
　３０kg／時未満

１,４７２４２７１,０４５施設数計７,２７２２,６５３４,６１９施設数計
１,３８５４０９９７６（届出事業所数）３,１３１１,２４６１,８８５（届出事業所数）

規制対象施設数合計　８,７４４
（規制対象事業所数　４,０１７）

埼玉県生活環境保全条例（指定粉じん）
計市県施設の種類項番号
１３１３５９６堆積場１

１,６１７３８４１,２３３
ベルトコンベア、
バケットコンベア

２

１０７２３８４
破砕機、摩砕機
（鉱物、岩石、セメント）

３

６５２１４４破砕機（コンクリート）４
２４０２４分　級　機５
１１０３４７６ふ　る　い６
７２５クリンカクーラー７

３０６８５２２１
ホッパー、
バッチャープラント

８

２,３６７５８４１,７８３施　設　数　計１,４３７３０６１,１３１施　設　数　計
３８５１２９２５６（届出事業所数）２９７９４２０３（届出事業所数）

規制対象施設数合計　３,８０４
（規制対象事業所数　　４９２）

※　特定粉じん発生施設はありません。
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（H２８.３.３１現在）

大気汚染防止法

計市県施設の種類項番号

３０３
揮発性有機化合物を溶剤として
使用する化学製品の製造の用に
供する乾燥施設

１

２４１２３吹付塗装施設２

３８０３８塗装の用に供する乾燥施設３

８４１１７３

印刷回路用銅張積層板、粘着テー
プ若しくは粘着シート、はく離紙
又は包装材料の製造に係る接着
の用に供する乾燥施設

４

４０６３４接着の用に供する乾燥施設５

３６４３２
オフセット輪転印刷の用に供す
る乾燥施設

６

６７８５９
グラビア印刷の用に供する乾燥
施設

７

３０３
工業の用に供する揮発性有機化
合物による洗浄施設

８

０００
ガソリン、原油、ナフサその他の
揮発性有機化合物の貯蔵タンク

９

２９５３０２６５施　設　合　計

８７１３７４（届出事業所数計）

（３）指定炭化水素類発生施設設置状況

※　使用施設は事業所数を記載しています。

（H２８.３.３１現在） （４）揮発性有機化合物排出施設設置状況 （H２８.３.３１現在）

埼玉県生活環境保全条例

計市県施設の種類項番号

５０５
貯蔵用
屋外タンク

１

２,２２２７３５１,４８７
給油用
地下タンク

２

５０５
出荷用ローディ
ングアーム

３

２４２８４１５８
ドライクリーニ
ング用乾燥機

４

２,１７５６６４１,５１１製造設備５

１８９９０９９使用施設　※６

４,８３８１,５７３３,２６５施　設　合　計

１,１１０３３２７７８（届出事業所数）

（５）有害大気汚染物質規制対象事業所数

（６）埼玉県生活環境保全条例により県が定める粒子状物質排出基準

測　定　方　法
粒子状物質の量の許容限度粒 子 状 物 質 対 策

自 動 車 の 種 別
（ 車 両 総 重 量 ） 平成１８年４月１日から平成１５年１０月１日から

１０・１５モード０.０５２ｇ／km０.０８ｇ／km１,７００キログラム以下

１０・１５モード０.０６ｇ／km０.０９ｇ／km
１,７００キログラム超
２,５００キログラム以下

ディーゼル自動車用
１３モード０.１８ｇ／kWh０.２５ｇ／kWh２,５００キログラム超

埼玉県生活環境保全条例

計市県施設の種類項番号計市県規制対象物質項番号

４２１３２９トリクロロエチレン１０９５４アクリロニトリル１

６３１５４８ニッケル化合物１１８２６エチレンオキシド２

０００砒素及びその化合物１２４７１２３５六価クロム化合物３

０００１・３－ブタジエン１３０００クロロエチレン４

０００ベリリウム及びその化合物１４１０３７クロロホルム５

４８３４５ベンゼン１５３１２１・２－ジクロロエタン６

３８１３２５ホルムアルデヒド１６７４１７５７ジクロロメタン７

５５１４４１マンガン及びその化合物１７０００水銀及びその化合物８

２０７１３テトラクロロエチレン９ ４１７１０５３１２合　　　　計
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（７）県内の次世代自動車普及状況の推移

平成２７年３月末平成２６年３月末平成２５年３月末平成２４年３月末平成２３年３月末車　　　　種

２,５０１１,６９４１,１００５５３２０１電 気 自 動 車

２,３１１１,４４０８２８１８４５プラグインハイブリッド車

１９３０３８４６５３天 然 ガ ス 自 動 車

１１１１１メ タ ノ ー ル 自 動 車

２４４,５７４２００,４２３１５０,１２９１０６,８５１７３,８３９ハイブリッド自動車

７４２２－燃 料 電 池 自 動 車

２４９,４１３２０３,５９２１５２,０９８１０７,６３７７４,０９９合 計

（貨物・特殊・軽自動車・自動二輪を除く／関東運輸局調べ）

　ア　環境基準
（８）大気の汚染に係る環境基準及びその評価方法

（単位：台）

※１　光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化性
物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。

※２　浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が１０μm以下のものをいう。
※３　微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が２.５μmの粒子を５０％の割合で分離できる分粒

装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。

告示年月日環境上の条件物　質

昭和４８年５月１６日
１時間値の１日平均値が０.０４ppm以下であり、かつ、
１時間値が０.１ppm以下であること。

二 酸 化 硫 黄
（SO２）

昭和５３年７月１１日
１時間値の１日平均値が０.０４ppmから０.０６ppmまでの
ゾーン内又はそれ以下であること。

二 酸 化 窒 素
（NO２）

昭和４８年５月８日
１時間値の１日平均値が１０ppm以下であり、かつ、１
時間値の８時間平均値が２０ppm以下であること。

一 酸 化 炭 素
（CO）

昭和４８年５月８日１時間値が０.０６ppm以下であること。
光化学オキシダント※１

（Ox）　

昭和４８年５月８日
１時間値の１日平均値が０.１０㎎/�以下であり、かつ、
１時間値が０.２０㎎/�以下であること。

浮 遊 粒 子 状 物 質※２

（SPM）

平成２１年９月９日
１年平均値が１５μg/�以下であり、かつ、１日平均値
が３５μg/�以下であること。

微 小 粒 子 状 物 質※３

（PM２.５）
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（１０）大気汚染常時監視局・測定結果一覧（平成２７年度）
　ア　一般環境大気測定局

設　

置　

主　

体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質光化学オキシダント一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

測定場所測定局

環
境
基
準
の

達
成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

年

平

均

値

環
境
基
準
の

達
成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の

達
成
状
況

昼
間
の
１
時
間
値

の
最
高
値

環
境
基
準
の

達
成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の

達
成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

環
境
基
準
の

達
成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

※１（μg/�）（μg/�）※１（mg/�）※１（ppm）※１（ppm）※１（ppm）※１（ppm）

政○２８.５１２.２○０.０４５×０.１６７○０.５○０.０３３○０.００５市 役 所さいたま市役所

政○０.０４９×０.１６８根岸東児童公園さいたま市根岸

政○２８.０１２.５○０.０４８×０.１５３○０.０３３○０.００２大 宮 小 学 校さいたま市大宮

政○３１.０１３.４○０.０５０×０.１６４○０.０３２宮 原 中 学 校さいたま市宮原

政○０.０４０×０.１５６（０.０２６）春 里 中 学 校さいたま市春里

政○０.０５１×０.１７７（０.６）○０.０３０○０.００３指 扇 小 学 校さいたま市指扇

政○３０.７１３.２○０.０５１×０.１５３○０.０３１片 柳 中 学 校さいたま市片柳

政○０.０４５×０.１４９○０.０３３岩 槻 区 役 所さいたま市岩槻

政○３２.４１３.４○０.０４８×０.１５２○０.０３４○０.００２城 南 中 学 校さいたま市城南

政○３１.９１４.１○０.０３６×０.１６８○０.０３１○０.００４市 所 有 地川 越 市 川 越

政（２９.５）（１２.０）○０.０４５×０.１６０○０.０３０（０.００２）歌 声 の 杜 公 園川 越 市 高 階

政○２６.０１１.２○０.０４９×０.１５２○０.０３０伊勢原第５緑地川 越 市 霞 ケ 関

県○２９.６１３.０○０.０４３×０.１４１○０.４○０.０２４○０.００２市 役 所熊 谷

（９）環境基準達成状況（平成２７年度）

達成率（％）非達成局数達成局数有効局数※測　定　局　区　分物　　　質

１００.００２８２８一般環境大気測定局
二 酸 化 硫 黄

１００.００３３自動車排出ガス測定局
１００.００５３５３一般環境大気測定局

二 酸 化 窒 素
１００.００２７２７自動車排出ガス測定局
１００.００５５一般環境大気測定局

一 酸 化 炭 素
１００.００９９自動車排出ガス測定局
０.０５６０５６一般環境大気測定局光化学オキシダント

１００.００５５５５一般環境大気測定局
浮 遊 粒 子 状 物 質

１００.００２７２７自動車排出ガス測定局
９０.６３２９３２一般環境大気測定局

微 小 粒 子 状 物 質
７２.７３８１１自動車排出ガス測定局

※　有効局とは、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質については、年間の測定時間が６０００時間以上の
測定局のことをいう。
　　光化学オキシダントについては、昼間（５時から２０時まで）の測定値が１時間以上の測定局をいう。微小粒子状物質
については有効測定日数が２５０日以上の測定局をいう。

　イ　環境基準の評価方法（要約）

評　　　価　　　方　　　法物　　　質
１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち高い方から数えて２％の
範囲にある測定値を除外した後の最高値を環境基準と比較して評価を行
う。ただし、環境基準を超える日が２日以上連続した場合には、非達成と
評価する。
なお、１日平均値の評価に当たっては、１時間値の欠測（異常値を含む）
が１日（２４時間）のうち４時間を超える場合には評価の対象としない。（以
下同じ）

長 期 的 評 価
（１日平均値の２％除外値）

二 酸 化 硫 黄
一 酸 化 炭 素
浮 遊 粒 子 状 物 質

１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて９８％
目（１未満の端数は切り上げ。以下同じ）に当たる値を環境基準と比較し
て評価を行う。

長 期 的 評 価
（９８％値評価）二 酸 化 窒 素

長期基準（１年平均値）に関する評価は、測定結果の１年平均値を長期基
準と比較する。短期基準（１日平均値）に関する評価は、１年間の測定を
通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて９８％目に当たる値を
短期基準と比較する。長期基準と短期基準の両方を満足した局について、
環境基準が達成されたと評価する。

長 期 的 評 価微 小 粒 子 状 物 質

連続して又は随時に行った測定結果により、測定を行った日又は時間につ
いて環境基準と比較して評価を行う。

短 期 的 評 価

二 酸 化 硫 黄
一 酸 化 炭 素
光化学オキシダント
浮 遊 粒 子 状 物 質

（注）この環境白書では、二酸化硫黄、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質については長期的評価で記述している。
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設　
　

置　
　

主　
　

体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質光化学オキシダント一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

測定場所測定局

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

年

平

均

値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

昼
間
の
１
時
間
値

の
最
高
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

※１（μg/�）（μg/�）※１（mg/�）※１（ppm）※１（ppm）※１（ppm）※１（ppm）

県○０.０４３×０.１４０○０.０２６妻沼中央公民館熊 谷 妻 沼 東

政○０.０５１○０.０３８西 中 学 校川 口 市 横 曽 根

政○３３.６１４.９○０.０４６×０.１４９○０.０４１○０.００４領 家 第 一 公 園川 口 市 南 平

政○０.０５１×０.１５４○０.０３８新 郷 浄 水 場川 口 市 新 郷

政×３９.２１５.４○０.０５０×０.１６５○０.０３６樋ノ爪児童公園川 口 市 芝

県○０.０４７×０.１６４○０.０２４保 健 セ ン タ ー行 田

県○３１.０１２.４○０.０４９×０.１４１○０.０１８○０.００５農林振興センター秩 父

政○２９.３１３.０○０.０４７×０.１７８○０.０３２○０.００２市 所 有 地所 沢 市 東 所 沢

政○２９.０１２.６○０.０４２×０.１５２○０.０２７○０.００２市 所 有 地所 沢 市 北 野

政×０.１６３市 民 武 道 館所 沢 市 中 富

県（２６.８）（１３.４）○０.０４３×０.１５５○０.０１７県土整備事務所飯 能

県（３８.６）（１６.１）○０.０５２×０.１５７○０.０２５礼 羽 小 学 校加 須

県○０.０５４×０.１５５○０.０２３○０.００１環境科学国際センター環境科学国際C

県○２８.３１２.０○０.０４５×０.１４４○０.０２２○０.００２本 庄 東 中 学 校本 庄

県（２９.１）（１２.５）○０.０４３×０.１２０○０.０１４児 玉 児 童 公 園本 庄 児 玉

県○３０.０１３.４○０.０４５×０.１５５○０.０２７五領町近隣公園東 松 山

県×３５.９１５.２○０.０５１×０.１４９○０.０３０○０.００３谷 原 第 １ 公 園春 日 部

県○０.０４８×０.１４８○０.０２６堀 兼 公 民 館狭 山

県○３５.０１５.０○０.０４５×０.１３７○０.０２２○０.００４中 央 公 園羽 生

県○３０.４１３.１○０.０５０×０.１６８○０.０２６○０.００２市 役 所鴻 巣

県○２９.２１３.２○０.０４５×０.１３８○０.０１９桜 ヶ 丘 小 学 校深 谷

県○０.０４５×０.１６４○０.０２６○０.００３浅 間 台 大 公 園上 尾

市○０.０５６×０.１５６○０.６○０.０４０○０.００４草 加 保 健 所草 加 市 西 町

政○３２.１１３.５○０.０４２×０.１５７○０.０３５○０.００３東越谷第二公園越 谷 市 東 越 谷

政（２７.５）（１４.６）（０.０３０）×０.０６３（０.６）（０.０３６）千間台第四公園越谷市千間台西

県×３７.７１３.９○０.０４３×０.１７５○０.０３７○０.００２戸田翔陽高等学校戸 田

市○０.０４６×０.１７１○０.６○０.０３７○０.００４市 所 有 地戸 田 市 中 町

県○２９.７１２.４○０.０４６×０.１５３○０.０２７○０.００２富 士 見 公 園入 間

県○０.０４７×０.１８７○０.０３９第 四 小 学 校和 光

県○０.０４７×０.１８０○０.０３５○０.００２水道管理センター新 座

県○３２.４１４.０○０.０４７×０.１６３○０.０３３久 喜 南 中 学 校久 喜

県○３３.１１４.１○０.０４３×０.１４７○０.０４０○０.００４市 水 道 部八 潮

県○０.０３５×０.１５１○０.０２７市 役 所富 士 見

県（４１.３）（１７.２）○０.０５３×０.１４２○０.０３９○０.００２早 稲 田 小 学 校三 郷

県（４０.２）（１６.６）○０.０５１×０.１５１○０.０３２蓮田中央小学校蓮 田

県○３０.３１３.８○０.０４５×０.１５６○０.０２３芦 山 公 園坂 戸

県○３２.２１４.４○０.０５０×０.１７０○０.０２７○０.００３市 所 有 地幸 手

県○３０.９１２.５○０.０４７×０.１４９○０.０２０○０.００２高麗川南公民館日 高

県○０.０３８×０.１３４○０.０１８（０.００３）福 祉 会 館毛 呂 山

県○２８.１１２.８○０.０３９×０.１３６○０.０１７小 川 高 等 学 校小 川

県○３０.１１３.６○０.０４４×０.１３０○０.０１５町 役 場皆 野

県○２６.０８.８○０.０３４×０.１３６○０.４○０.００９○０.００２堂 平 山東 秩 父

県○３０.０１１.７○０.０４２×０.１２４○０.０１５○０.００１寄 居 小 学 校寄 居

県○３３.９１４.５○０.０５１×０.１６０○０.０２８日 本 工 業 大 学宮 代

（注）（　）内は有効局ではないため、参考扱い
　※　　○は環境基準達成、×は環境基準非達成
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　イ　自動車排出ガス測定局

設　
　

置　
　

主　
　

体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

測定場所測定局

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

年

平

均

値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

※１（μg/�）（μg/�）※１（mg/�）※１（ppm）※１（ppm）※１（ppm）

政○０.０４１○０.０４３国道１７号新大宮バイパスさいたま市曲本自排

政○０.０４８○０.０４３東 京 外 環 自 動 車 道さ い た ま 市 辻 自 排

政×３５.５１７.０○０.０５０○０.７○０.０４２国道１７号新大宮バイパスさいたま市三橋自排

政○０.０４５○０.０３４県道さいたま菖蒲線さいたま市大和田自排

政○０.０４４○０.０３９国道１７号新大宮バイパスさいたま市与野公園自排

政○０.０４１○０.０４１東 北 縦 貫 自 動 車 道さいたま市西原自排

政○３０.９１４.２○０.０４９○０.７○０.０４０国 道 １ ６ 号川 越 市 仙 波

県○３１.３１４.５○０.０５３○０.７○０.０３５（０.００２）国道１７号熊谷バイパス熊 谷 肥 塚 自 排

政○０.０５４○０.０４１県 道 足 立 川 口 線川 口 市 安 行

政○３０.７１２.８○０.０６５○０.６○０.０４７東 京 外 環 自 動 車 道川 口 市 神 根

政○０.０４３○０.０３２国 道 ４ ６ ３ 号所 沢 市 航 空 公 園

政×３２.４１５.８○０.０５４○０.７○０.０３５国道４６３号所沢入間バイパス所 沢 市 和 ヶ 原

県○０.０４７○０.０２９国 道 ４ ０ ７ 号東 松 山 岩 鼻 自 排

県×３６.１１６.０○０.０４８○０.０４２国 道 １ ６ 号春 日 部 増 戸 自 排

県○３０.３１３.５○０.０４６○０.０３４○０.００２国 道 １ ７ 号鴻 巣 天 神 自 排

県○０.０４９○０.０２４国 道 １ ７ 号深 谷 原 郷 自 排

市○３０.５１２.５○０.０４６○０.０４６○０.００４国道４号草加バイパス草 加 市 花 栗 自 排

市○０.０５７○０.０４１東 京 外 環 自 動 車 道草 加 市 原 町 自 排

県○３０.９１４.８○０.０４８○０.８○０.０４６○０.００２国道１７号新大宮バイパス戸 田 美 女 木 自 排

市○０.０４９○０.８○０.０４９国道１７号新大宮バイパス戸 田 市 早 瀬

国○３２１４.７○０.０４６○０.９○０.０３４国 道 １ ６ 号国 設 入 間 自 排

県○０.０４９○０.８○０.０４７国 道 ２ ５ ４ 号朝 霞 幸 町 自 排

県○０.０４９○０.０３３東 京 外 環 自 動 車 道和 光 新 倉 自 排

県○３１.７１４.３○０.０４８○０.０４４県道さいたま栗橋線久 喜 本 町 自 排

県○０.０４５○０.０３２首都圏中央連絡自動車道鶴 ケ 島 自 排

県（３３.２）（１５.３）○０.０５１○０.０３２首都圏中央連絡自動車道川 島 自 排

県○０.０４４○０.０２２国 道 １ ４ ０ 号寄 居 桜 沢 自 排

（注）（　）内は有効局ではないため、参考扱い
　※　　○は環境基準達成、×は環境基準非達成

（１１）各物質の年平均値の推移
　ア　二酸化硫黄濃度の推移

０.０００ 

０.００１ 

０.００２ 

０.００３ 

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 

年平均値（ppm） 

（年度） 

０.００２ ０.００２ 

０.００１ ０.００１ 

０.００２ 

０.００１ 

０.００２ ０.００２ ０.００２ 

０.００１ ０.００１ ０.００１ 

０.００１ ０.００１ 

０.００１ ０.００１ 

０.００１ 

０.００１ 

０.００１ 

０.００１ 

一般環境大気測定局（２８有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（３有効測定局） 
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　エ　浮遊粒子状物質濃度の推移

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 
０.０００ 

０.０２０ 

０.０１０ 

０.０３０ 

０.０４０ 
年平均値（取／弱） 

（年度） 

０.０３３ 

０.０２８ 
０.０２７ 

０.０２５ ０.０２４ ０.０２４ 
０.０２２ 

０.０２３ 
０.０３０ 

０.０２７ ０.０２５ 
０.０２４ 

０.０２２ ０.０２２ 
０.０２０ 

０.０２２ 

０.０２２ 

０.０２１ 

０.０２１ 

０.０２０ 

 

一般環境大気測定局（５３有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（２２有効測定局） 

　イ　二酸化窒素濃度の推移

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 
０.０００ 

０.０１０ 

０.０２０ 

０.０３０ 

０.０４０ 
年平均値（ppm） 

（年度） 

０.０２９ ０.０２８ 

０.０２０ 
０.０１８ 

０.０２６ 

０.０１７ 

０.０２６ 
０.０２５ ０.０２４ 

０.０１７ ０.０１６ ０.０１５ 

０.０２３ ０.０２３ 

０.０１４ ０.０１４ 

０.０２２ 

０.０１４ 

０.０２１ 

０.０１３ 

一般環境大気測定局（５１有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（２６有効測定局） 

　ウ　一酸化炭素濃度の推移

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 
０ 

０.４ 

０.２ 

０.６ 

０.８ 
年平均値（ppm） 

（年度） 

０.５ ０.５ ０.５ ０.５ ０.５ ０.５ 

０.４ ０.４ 

０.４ ０.４ ０.４ 

０.３ ０.３ ０.３ ０.３ ０.３ 

０.４ 

０.３ 

０.４ 

０.３ 

一般環境大気測定局（５有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（８有効測定局） 
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　オ　光化学オキシダント濃度の推移

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 
０.０００ 

０.０１０ 

０.０２０ 

０.０３０ 

０.０４０ 
年平均値（ppm） 

（年度） 

０.０２９ 

０.０３２ ０.０３２ ０.０３２ 
０.０３４ 

０.０３０ 
０.０３２ ０.０３３ ０.０３３ 

０.０３４ 

一般環境大気測定局（５２有効測定局） 

　カ　非メタン炭化水素濃度の推移

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 
０.００ 

０.１０ 

０.２０ 

０.３０ 

０.４０ 
６時～９時の年平均値（ppmC） 

（年度） 

０.２９ ０.２９ 
０.２６ 

０.２３ ０.２２ 
０.２１ 

０.１９ ０.１９ 
０.２２ ０.２２ 

０.２０ ０.２１ 

０.１８ ０.１８ 
０.１６ ０.１７ 

０.１７ 

０.１６ 

０.１８ 

０.１６ 

一般環境大気測定局（１２有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（１３有効測定局） 

　キ　微小粒子状物質濃度の推移

２７ ２６ ２５ ２４ 平成２３ 
０ 

３０ 

２５ 

２０ 

１５ 

１０ 

５ 

（年度） 

１８.２ 

１６.５ 

１６.１ 

１３.６ 

１６.６ 

１５.０ 

１５.４ 

１４.１ 

１４.６ 

１３.２ 

一般環境大気測定局（３２有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（１１有効測定局） 

年平均値（μg／弱） 
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（１２）都道府県別光化学スモッグ注意報・警報発令日数の推移

２７２６２５２４２３２２２１２０１９１８
年

都府県

１山 形 県

１１３１福 島 県

２９５３２１４６５１５１０茨 城 県

２５４２１１１６７５１６８栃 木 県

９１０６４１０１２６１１８５群 馬 県

１６１３１３７１７２５１４１８３２１６埼 玉 県

１５１２１４８１１１５３１２１７１１千 葉 県

１４９１７４９２０７１９１７１７東 京 都

１０９１６５５１０４１１２０１４神 奈 川 県

１６３２２１１３４１５１２山 梨 県

１長 野 県

１新 潟 県

１富 山 県

１２１１３２２７９静 岡 県

１１２１１９９５２愛 知 県

１１２２三 重 県

１３４２４岐 阜 県

３１４６２５６滋 賀 県

２１３２１１１４６１０７京 都 府

１１３７４４１２１３７１１１７大 阪 府

２２２１２５６４８兵 庫 県

２１１２１１３奈 良 県

１１１１和 歌 山 県

９１７５３９４６６８岡 山 県

３１１７６５６９広 島 県

１４３２山 口 県

１２３徳 島 県

１１香 川 県

３３１３愛 媛 県

１高 知 県

１２２４福 岡 県

１１２１佐 賀 県

１１２３１長 崎 県

２４１熊 本 県

３１大 分 県

１鹿 児 島 県

１０１８３１０６５３８２１８２１２３１４４２２０１７７合　 　 計

（単位：日）

（　）内は警報発令延日数（内数）
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（１３）都道府県別光化学スモッグ健康被害届出人数の推移 （単位：人）

２７２６２５２４２３２２２１２０１９１８
年

都府県

９５福 島 県

３３９茨 城 県

２６１１２０２１１栃 木 県

５８２群 馬 県

９７３４３６埼 玉 県
２６１１４３１１３千 葉 県

２１８９４２東 京 都

７５１２６５１４４１９９神 奈 川 県

３５２新 潟 県
２１３２０４３静 岡 県

１２７３３７７１愛 知 県

３岐 阜 県
７６１大 阪 府

４８２３２６岡 山 県

６３広 島 県

６山 口 県

８１０１愛 媛 県

１３３３１６８５１３福 岡 県

５４佐 賀 県
１２８長 崎 県
２３熊 本 県

１大 分 県

３鹿 児 島 県

２３３７８８０６９１２８９１０４００１,９１０２８９合 計

（１５）有害大気汚染物質及びダイオキシン類（大気）の環境基準達成状況（平成２７年度）

達成率（％）達成地点数測定地点数

１００２５２５ベ ン ゼ ン

１００２０２０ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン

１００２０２０テトラクロロエチレン

１００２０２０ジ ク ロ ロ メ タ ン

１００２３２３ダ イ オ キ シ ン 類

（１４）有害大気汚染物質及びダイオキシン類（大気）の環境基準

ダイオキシン類
（大気）

ジクロロメタンテトラクロロエチレントリクロロエチレンベンゼン物質

１年平均値が
０.６pg-TEQ/�
以下であること

１年平均値が
０.１５㎎/�以下で
あること

１年平均値が０.２㎎/�であること
１年平均値が
０.００３㎎/�以下で
あること

環境上の
条　　件

平成１１年１２月２７日平成１３年４月２０日平成９年２月４日
告　示
年月日
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（１６）有害大気汚染物質モニタリング結果（平成２７年度）

地点数調査結果単位環境基準測定物質名
２５０.８５～１.４

μg/�

３以下ベンゼン
２００.５９～５.５２００以下トリクロロエチレン
２００.１３～１.１２００以下テトラクロロエチレン
２０１.５～８.３１５０以下ジクロロメタン
２００.０２８～０.２７－アクリロニトリル
２００.００９～０.０４６－塩化ビニルモノマー
２００.１７～０.３５－クロロホルム
２００.０８５～０.１４－１,２－ジクロロエタン
２５０.０６７～０.１８－１,３－ブタジエン
２０１.３～１.８－塩化メチル
２１１.３～３.４－キシレン類
２４８.４～２９－トルエン
１９１.５～４.０－アセトアルデヒド
１９２.１～４.３－ホルムアルデヒド
１５０.０４７～０.１５－酸化エチレン
１９０.０８１～０.３１

ng/�

－ベンゾ［a］ピレン
１８２.５～１０－クロム及びその化合物
１３１.９～２.８－水銀及びその化合物
１８１.５～４.８－ニッケル化合物
１８０.５９～１.３－ヒ素及びその化合物
１８０.００７～０.０３－ベリリウム及びその化合物
１８１３～４０－マンガン及びその化合物
１２２９～１４０－亜鉛及びその化合物
１２１.８～４.８－バナジウム及びその化合物
１２０.１６～０.３９－カドミウム及びその化合物
１２４.２～１３－鉛及びその化合物

（１７）地球環境モニタリング調査結果

（ppb） （ppb） 

熊　谷　市 東秩父村 

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ ２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 
（年度） （年度） 

０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

フロン１１ フロン１２ フロン１１３ 四塩化炭素 １,１,１－トリクロロエタン 
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０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.７ 

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ ２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 
０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.７ 

０.００ 

０.０２ 

０.０４ 

０.０６ 

０.０８ 

０.１０ 

０.１２ 

０.１４ 

０.１６ 

０.１８ 

０.２０ 

０.２２ 

０.２４ 

０.００ 

０.０２ 

０.０４ 

０.０６ 

０.０８ 

０.１０ 

０.１２ 

０.１４ 

HCFCー２２ 
HFCー１３４a 
 

HCFCー１４１ｂ 
HCFCー１４２ｂ 

（年度） （年度） 

HCFCー２２ 
HFCー１３４a 
 

HCFCー１４１ｂ 
HCFCー１４２ｂ 

HCFC－１４１b HCFC－１４２bHCFC－２２ 

（ppb） （ppb） 

熊　谷　市 東秩父村 

HFC－１３４a

（１８）フロン排出抑制法・自動車リサイクル法の登録業者数

（１９）フロン回収量実績

事業者数事業所数

２,３３１２,４６９第一種フロン類充填回収業者フロン排出抑制法

１,３２６
９８２

１,９５６
１,５１３引取業者

自動車リサイクル法
３４４４４３フロン類回収業者

※　自動車リサイクル法については、さいたま市と川越市を除く

総計

自動車リサイクル法
（カーエアコン）

フロン排出抑制法
（業務用冷凍空調機器）

年度
合計

市
県

充填量回収量

越谷市川越市さいたま市合計設置以外設置合計整備廃棄

２３９.５３８.６－７.８７.８２３.０２００.９６９.６１３１.３２３

２２９.９４９.５－１１.４９.２２８.９１８０.４４９.９１３０.５２４

２２５.１４４.１－１０.３７.２２６.７１８１.０５１.９１２９.２２５

２４０.０３５.５－８.６７.０１９.９２０４.５５３.９１５０.７２６

２４７.４３３.９３.０８.２６.８１５.９１８８.１１２１.１６７.０２１３.５５２.６１６０.９２７

※　フロン排出抑制法における「廃棄」とは機器を廃棄又は部品リサイクルの際に回収したフロン、「整備」とは機器を
整備（修理）の際に回収したフロン
※　自動車リサイクル法によるフロン回収量は公益財団法人自動車リサイクル促進センターの公表値を基に算出
※　フロン排出抑制法の充填量は、法改正により平成２７年度から集計

（H２８.３.３１現在）

（単位：トン）
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3 化学物質関係

埼 玉 県 生 活 環 境 保 全 条 例
（県条例）

化 学 物 質 管 理 促 進 法

製造業等２４業種業 種対
象
事
業
所

２１ 人以上（全社）従 業 員 数

０．５トン以上
特定第一種指定化学物質　０.５トン以上
第一種指定化学物質　　　　１トン以上
特別要件施設（＊２）（量に関係なく届出）

事業所ごとの

年間取扱量等

特定化学物質　６０６物質
○第一種指定化学物質　４６２
　（特定第一種指定化学物質を含む）
○第二種指定化学物質　１００
○県独自に定めた物質　　４４

 第一種指定化学物質　４６２物質
（特定第一種指定化学物質を含む）

対象化学物質（＊１）

取扱量（使用量、製造量、取り扱う量）環境中への排出量、事業所外への移動量届出（報告）内容
特定化学物質管理指針に基づく適正管理
・適正管理のための手順書の提出（＊３）
・環境負荷低減主任者の選任

化学物質管理指針に基づく適正管理
事業者による管理
の改善や環境保全
への取組
備考　政令及び県条例の改正により、平成２２年度データ分から対象事業所の業種数と対象化学物質の物質数が、平成２６年度データ分か
ら物質数が変わった。
（＊１）　対象化学物質
  第一種指定化学物質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量などから環境中に広く存在する

化学物質
 特定第一種指定化学物質 ：第一種指定化学物質のうち、人に対して発がん性のある１５物質
  第二種指定化学物質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量が増加すれば環境中に広く存在

すると見込まれる化学物質
  県独自に定めた物質 ：化学物質管理促進法の対象とならなかった物質で、県内の使用量が多いものや、内分泌かく乱作用

の疑いのある物質など。
（＊２）  特 別 要 件 施 設 ：下水道終末処理施設、廃棄物処理施設及びダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設の

こと。
（＊３）  適正管理のための手順書 ：各事業所における化学物質の適正管理体制や取扱方法などについて整理したもの。

　ア　化学物質の排出量移動量及び取扱量の集計結果（平成２６年度データ／平成２７年度届出）
　本県の届出排出量は全国第４位と多く、トルエン、キシレンなどの揮発性有機化合物が多いことが特徴です。
　なお、化学物質管理促進法と県条例では、届出等の要件が異なるために、件数や取扱量は一致しません。
　また、県条例に基づく集計結果については、「さいたま市生活環境の保全に関する条例」に基づく報告データ
も含んでいます。

　（ア）業種別届出件数・排出量・移動量・取扱量

県　条　例化学物質排出管理促進法
業　　　　　種

取扱量（※６）件　数移動量（※５）排出量（※４）件　数
３６７,２６２８４９８,４６１７,２３０７５３製　造　業
１４,１８１６０５１４⑤８４９④５６出版・印刷・同関連産業
２１５,１４０②１８７②４,０４８①１,２０３②１７７②化学工業（医薬品製造業、農薬製造業を含む）
２４,７２６④８７④５９１③１,４６５①８６④プラスチック製品製造業
１,５９５２１１８７８６５③１７ゴム製品製造業
１１,６０５１８１,２９８②１０３１８鉄鋼業
１７,８２６⑤４４１３８２７８３８非鉄金属製造業
６,７６１１２７③５７２④７２９⑤１１５③金属製品製造業
５８,３４３③６８⑤４１９１１９５７電気機械器具製造業（電気計測器製造業を含む）
４,９４０１９０２１８石　油　卸　売　業

３３６,８４８①５８４①０１０８５９３①燃　料　小　売　業
６２７２８５１７０⑤一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る）

１０,３３１７２２３４２９２８４そ　の　他
７２０,００８１,５５２８,７０１７,６３３１,５１８合　　　　　計

（注）○数字は、項目ごとの上位５番目までの順位を示す。
（＊４）排出量：事業所の生産工程などから排出ガスや排出水などに含まれて環境中に排出された量のことで、埼玉県では大気への排

出が全体の９７％を占める。
（＊５）移動量：事業所から排出された廃棄物や下水道に放流された排出水の中に含まれている量のことで、埼玉県では廃棄物に含ま

れての移動が全体の９９％を占める。
（＊６）取扱量：使用量（事業所において事業活動に伴い使用した量）、製造量（事業所において製造した量）、取り扱う量（事業者自らは

使用せず、卸売り、小売り等をするために、事業所において貯蔵所や貯蔵容器に移し替える等して取り扱う量）の合計
で、排出量や移動量の基礎になる量のこと。

（単位：トン／年）

（１）化学物質管理制度
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　（イ）物質別届出件数・排出量・移動量・取扱量

県　条　例化学物質管理促進法
物　　質　　名

取扱量件　数移動量排出量件　数

２５,３１３６５４④１９７３０２⑤６４６④エチルベンゼン
８１,２１５②８６２①３９１⑤６９８②８２９①キシレン
１,４７５７８２１１４４０④１２８ジクロロメタン（別名塩化メチレン）
１,９５６９１,７０７②０９ヘキサメチレンテトラミン
４８,６７３③６８０③３８１１６６７５③１,２,４－トリメチルベンゼン
２０５,１３７①８５０②２,４２５①４,５１０①８２７②トルエン
１５,６４７５１３９５④９４７フタル酸ビス（２－エチルヘキシル）
４７,７１４④５８３⑤１５５５０５③５８２ノルマル－ヘキサン
８,４９９５２１０１０５９５⑤ベンゼン
７,７０３５７１,１５６③３４１１３マンガン及びその化合物
００（８０.８）（４.３５）１３７ダイオキシン類

１０,４５７１８０－－－塩化水素（塩酸を含む）
７,３２１１０１－－－硝酸
１９,１８９１９４－－－メタノール
２５,８０３１６７－－－メチルエチルケトン（別名MEK）
４０,６６５⑤２２３－－－硫酸（三酸化硫黄を含む）

（注）○数字は、項目ごとの上位５番目までの順位を示す。
　　表中、塩化水素以下は化学物質管理促進法の対象外物質（県条例規則で定める物質のうち取扱量上位５物質まで表示）

（単位：トン／年　ダイオキシン類のみ　g-TEQ／年）

　（ウ）大気への排出量（上位５物質）

届出排出量

物　質　名
順
位 （大気への排出量

に占める割合％）

（６１.０）４,５０９トルエン１

（９.４）６９８キシレン２

（６.８）５０５ノルマル－ヘキサン３

（５.９）４３９ジクロロメタン（別名塩化メチレン）４

（４.１）３０２エチルベンゼン５

（エ）公共用水域への排出量（上位５物質）

届出排出量

物　質　名
順
位 （公共用水域への排出

量に占める割合％）

（４０.０）９６ほう素化合物１

（２３.６）５７ふっ化水素及びその水溶性塩２

（１４.０）３４マンガン及びその化合物３

（１２.４）３０亜鉛の水溶性化合物４

（３.５）８銅水溶性塩（錯塩を除く）５

　イ　化学物質管理促進法に基づく届出以外の化学物質排出量推計結果（平成２６年度データ／平成２７年度届出）

総排出量
届　出　外　排　出　量

届出排出量
届出外計移動体家　庭非対象業種対象業種

１６,８３４
（１００％）

９,２０１
（５４.７％）

２,５３７
（１５.１％）

２,３２７
（１３.８％）

１,８５３
（１１.０％）

２,４８４
（１４.８％）

７,６３３
（４５.０％）

　届出によって把握される排出量の他に、対象業種でも届出対象とならない事業者や、建設業などのように対
象でない事業者、自動車や二輪車などの移動体や家庭などからの排出があります。国は、これらからの排出量
を都道府県別に推計し、集計しています。

　（ア）総排出量（届出排出量＋届出外排出量） （単位：トン／年）

　（イ）移動体からの排出量
　　　　（上位５物質）

排出量物　質　名順位

９１０トルエン１

５６０キシレン２

２５２ベンゼン３

１８６ホルムアルデヒド４

１７３ノルマル－ヘキサン５

　（ウ）家庭からの排出量（上位５物質）

排出量製品の例物　質　名順位

８４３台所用合成洗剤、化粧品ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル１

４９５防虫剤、消臭剤ジクロロベンゼン２

３５５洗濯用合成洗剤直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩３

１３６シャンプー、合成洗剤ポリ（オキシエチレン）＝ドデシルエーテル硫酸エステルナトリウム４

８８乳化剤、洗浄剤ドデシル硫酸ナトリウム５

（単位：トン／年） （単位：トン／年）

（単位：トン／年） （単位：トン／年）



化
学
物
質
関
係

�

100

（２）化学物質環境モニタリング調査（平成２７年度）
　　工業団地周辺での環境リスクを把握するため、モニタリング調査を実施しています。
　ア　調査地域
　　　伊奈小室工業団地（伊奈町）、幸手工業団地・幸手ひばりヶ丘工業団地（幸手市、久喜市）
　イ　調査内容
　　　調査地点：工業団地を囲む８地点及び工業団地の影響を受けにくいと考えられる１地点（対照地点）
　　　調査方法：各調査地点において大気を年４回採取し、分析しました。
　ウ　調査結果（全４回調査の平均値）

環境基準

伊奈小室工業団地調査地点名

調査対象物質

対照北西西南西南南東東北東北
伊奈町
内宿台

伊奈町
小室

伊奈町
小室

伊奈町
小室

伊奈町
小室

伊奈町
小室

伊奈町
小室

伊奈町
小室

伊奈町
本町

－１１１４１２１２１２１２１４１２１６トルエン
－１.１１.８１.５１.６２.０１.４１.６１.５１.５キシレン
－１.１２.２１.８１.８２.４１.５１.５１.４１.５エチルベンゼン

１５０以下２.１８.３３.８２.９３.２５.５５.３２.６１２ジクロロメタン
－１.９４.１３.０２.３２.２４.３５.６２.４１０ノルマル－ヘキサン
－０.０５０.０６０.０５０.０７０.０５０.０８０.０７０.０６０.０５酢酸ビニル

単位：（�／�）　（ア）伊奈小室工業団地

　（イ）幸手工業団地・幸手ひばりヶ丘工業団地 単位：（�／�）

環境基準

幸手工業団地・幸手ひばりヶ丘工業団地調査地点名

調査対象物質

対照北西西南西南南東東北東北
久喜市
南栗橋

幸手市
木立

幸手市
上吉羽

幸手市
神宮内

幸手市
木立

幸手市
上宇和田

幸手市
中島

幸手市
上宇和田

幸手市
木立

－１１２０１３２０１７１２１９１１１０トルエン
－１.２３.２１.３１.５１.４１.４１.７１.３１.４キシレン
－１.５４.４１.６１.９１.７１.６１.９１.６１.７エチルベンゼン

１５０以下２.７３.１２.４２.７２.８３.２３.６３.５２.７ジクロロメタン
２００以下０.７２２.０１.１１.６１.００.９６１.００.８９１.０トリクロロエチレン

（３）　大気中石綿濃度調査結果一覧（平成２７年度）

総繊維数濃度
（本／リットル）
１０／２６～１１／２７

測　定　場　所市町村名測定地域種別No.

０.０６３熊谷市久下公民館熊 谷 市住 宅 地 域１

０.０５６秩父市文化体育センター秩 父 市住 宅 地 域２

０.０６３飯能市役所飯 能 市住 宅 地 域３

０.０５６本庄市児玉総合支所本 庄 市住 宅 地 域４

０.０６３春日部市役所春日部市住 宅 地 域５

０.０５６羽生市役所羽 生 市住 宅 地 域６

０.０５６深谷市幡羅公民館深 谷 市住 宅 地 域７

０.０５６鶴ヶ島市北市民センター鶴ヶ島市住 宅 地 域８

０.０５６小川町総合福祉センター小 川 町住 宅 地 域９

０.０５６久喜市東鷲宮小学校久 喜 市住 宅 地 域１０

０.０５６草加市花栗自排局草 加 市道路沿線地域１１

０.０５６戸田美女木自排局戸 田 市道路沿線地域１２

０.０５６国設入間自排局入 間 市道路沿線地域１３

０.０５６上尾市北部浄水場上 尾 市その他の地域１４

０.０５６久喜菖蒲公園久 喜 市その他の地域１５

０.０５６西袋排水機場八 潮 市その他の地域１６

０.０５６三芳町清掃工場三 芳 町その他の地域１７

０.０５６滑川町文化スポーツセンター滑 川 町その他の地域１８
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（４）ダイオキシン類対策特別措置法の特定施設
　ア　特定施設設置状況
　（ア）大気基準適用施設設置状況

事業所数施設数
施　　　　設　　　　の　　　　種　　　　類番号

計市県計市県

００００００焼結鉱の製造の用に供する焼結炉１

４１３４１３製鋼用電気炉２

００００００亜鉛回収施設３

１７１１６４３１４２アルミニウム合金製造施設４

５８２４３４４t／時以上

廃棄物
焼却炉

５

７９５７４２t／時以上４t／時未満
７５９６６２００㎏／時以上２t／時未満
９６１８７８２００㎏／時未満

１９９３５１６４３０８５６２５２小　　　　計

２２０３７１８３３５５５８２９７合　　　　　計

（H２８.３.３１現在）

　（イ）水質基準対象施設 （Ｈ２８.３.３１現在）

総繊維数濃度
（本／リットル）
１０／２６～１１／２７

測　定　場　所市町村名測定地域種別No.

０.０５６吉見町越中公園吉 見 町その他の地域１９

０.２２埼玉県環境科学国際センター加 須 市その他の地域２０

（注）１地域ごとに２か所、連続する３日間で試料採取を実施（１地域ごとに２か所×３日間＝６検体）。
　　１地域の値は６検体の数値の幾何（相乗）平均値。

事業場数施設数
施　　　　設　　　　の　　　　種　　　　類番号

計市事務所計市事務所

００００００
硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）又は亜硫酸パルプ（サルファイトパルプ）
の製造の用に供する塩素又は塩素化合物による漂白施設

１

１１０１１０カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設２
００００００硫酸カリウムの製造の用に供する廃ガス洗浄施設３
００００００アルミナ繊維の製造の用に供する廃ガス洗浄施設４

００００００
担体付き触媒の製造の用に供する焼成炉から発生するガスを処理する施設の
うち廃ガス洗浄施設

５

００００００塩化ビニルモノマーの製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設６

００００００
カプロラクタムの製造の用に供する硫酸濃縮施設、シクロヘキサン分離施
設、廃ガス洗浄施設

７

００００００
クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する水洗施設、廃ガス
洗浄施設

８

００００００
４－クロロフタル酸水素ナトリウムの製造の用に供するろ過施設、乾燥施設
及び廃ガス洗浄施設

９

００００００
２,３－ジクロロ－１,４－ナフトキノンの製造の用に供するろ過施設及び廃ガス
洗浄施設

１０

００００００
ジオキサジンバイオレットの製造の用に供するニトロ化誘導体分離施設、還
元誘導体分離施設、ニトロ化誘導体洗浄施設、還元誘導体洗浄施設、ジオキ
サジンバイオレット洗浄施設及び熱風乾燥施設

１１

１０１１０１
アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉か
ら発生するガスを処理する施設のうち廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設

１２

００００００亜鉛の回収の用に供する精製施設、廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設１３

５０５５６０５６
担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設のうちろ過施設、精製施設
及び廃ガス洗浄施設

１４

４９２４７１１７５１１２廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設廃棄物焼却炉に係る廃ガス洗浄施設、
湿式集じん施設及び灰の貯留施設で
あって汚水又は廃液を排出するもの

１５ １９１１８４０２３８灰の貯留施設
６８３６５１５７７１５０小計

００００００
廃PCB等又はPCB処理物の分解施設及びPCB汚染物又はPCB処理物の洗浄
施設及び分離施設

１６
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　（ア）大気基準適用施設

基準値を超えた施設数測定結果（最小～最大）
（ng－TEQ／�N）

報 告 施 設 数
施設の種類

市※１県市※１県
０００.００００２０～２.６１３製 鋼 用 電 気 炉

０００.０～０.３７１３６
ア ル ミ ニ ウ ム 合 金
製 造 施 設

１００.０～３０４９１７８廃 棄 物 焼 却 炉
１０－５１２１７合　　　　計

（平成２７年度）

　（イ）ばいじん及び燃え殼 （平成２７年度）

行政措置件数
行政検査数立入検査数

行　政　指　導命　　　令

市県市県市県市県

１００３１８２０５９３１５大気基準対象施設

０００００６２２３水質基準対象施設

　（ウ）立入検査数及び行政措置件数 （平成２７年度）

基準値を超えた事業場数測定結果（pg－TEQ／L）
（最小～最大）

報 告 事 業 場 数
特　定　施　設

市県市県

０００.０００２５～０.４６１３廃棄物焼却炉に係る施設

０００.００００５６～０.０００１８０２フロン類の破壊施設

０００.００００９０～０.０７４０１０下水道終末処理施設

００－１１５合　　　　計

　（ウ）水質基準適用事業場数

　イ　設置者による測定結果報告

（平成２７年度）

※１　市とは、さいたま市、川越市、川口市、所沢市、越谷市をいう。
※２　ばいじん及び燃え殼をともに報告している場合、１施設として計上しているため、合計は一致しない。

基準値を超えた施設数測定結果（最小～最大）
（ng－TEQ／�N）

報 告 施 設 数
項　　　　　目

市※１県市※１県
０１３０.０～４１４０１６２ば い じ ん
０００.０～２.２４３１４７燃 え 殼
０１３－４６１６２合　　　　　計※２

事業場数施設数
施　　　　設　　　　の　　　　種　　　　類番号

計市事務所計市事務所

３０３６０６
フロン類の破壊の用に供する施設のうちプラズマ反応施設、廃ガス洗浄施設
及び湿式集じん施設

１７

１００１０１００１０下水道終末処理施設１８

０００１０１水質基準対象施設を設置する工場又は事業場から排出される水の処理施設１９

８８４８４２３２８２２４合　　　　　　　　　　計

※　「事業場数」については、ひとつの事業場に複数の種類の特定施設を有する場合は、その事業場の事業内容を最も反
映する特定施設の区分に１事業場として計上。
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（５）土壌の汚染に係る環境基準

環　　境　　上　　の　　条　　件項　　　　　　目

検液１Lにつき０.０１㎎以下であり、かつ、農用地においては、米１㎏につ
き０.４㎎以下であること。

カドミウム

検液中に検出されないこと。全シアン

検液中に検出されないこと。有機燐

検液１Lにつき０.０１㎎以下であること。鉛

検液１Lにつき０.０５㎎以下であること。六価クロム

検液１Lにつき０.０１㎎以下であり、かつ、農用地（田に限る。）において
は、土壌１㎏につき１５㎎未満であること。

砒素

検液１Lにつき０.０００５㎎以下であること。総水銀

検液中に検出されないこと。アルキル水銀

検液中に検出されないこと。PCB

農用地（田に限る。）において、土壌１㎏につき１２５㎎未満であること。銅

検液１Lにつき０.０２㎎以下であること。ジクロロメタン

検液１Lにつき０.００２㎎以下であること。四塩化炭素

検液１Lにつき０.００４㎎以下であること。１,２－ジクロロエタン

検液１Lにつき０.１㎎以下であること。１,１－ジクロロエチレン

検液１Lにつき０.０４㎎以下であること。シス－１,２－ジクロロエチレン

検液１Lにつき１㎎以下であること。１,１,１－トリクロロエタン

検液１Lにつき０.００６㎎以下であること。１,１,２－トリクロロエタン

検液１Lにつき０.０３㎎以下であること。トリクロロエチレン

検液１Lにつき０.０１㎎以下であること。テトラクロロエチレン

検液１Lにつき０.００２㎎以下であること。１,３－ジクロロプロペン

検液１Lにつき０.００６㎎以下であること。チウラム

検液１Lにつき０.００３㎎以下であること。シマジン

検液１Lにつき０.０２㎎以下であること。チオベンカルブ

検液１Lにつき０.０１㎎以下であること。ベンゼン

検液１Lにつき０.０１㎎以下であること。セレン

検液１Lにつき０.８㎎以下であること。ふっ素

検液１Lにつき１㎎以下であること。ほう素

備考　
１　検液とは、土壌を１０倍量の水と混合して振とうすることによって、汚染物質を溶出させた液。
２　カドミウム、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度
に係る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれらの物質の
濃度がそれぞれ地下水１Lにつき０.０１㎎、０.０１㎎、０.０５㎎、０.０１㎎、０.０００５㎎、０.０１㎎、０.８㎎及び１㎎を超えていない場
合には、それぞれ検液１Lにつき０.０３㎎、０.０３㎎、０.１５㎎、０.０３㎎、０.００１５㎎、０.０３㎎、２.４㎎及び３㎎とする。

３　「検液中に検出されないこと」とは、平成３年８月環境庁告示第４６号別表中「測定方法」の欄に掲げる方法によ
り測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

４　有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びEPNをいう。

排出基準（pg-TEQ/L）特　　　　　定　　　　　施　　　　　設

１０

カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設

アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発生するガ
スを処理する施設のうち、廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設

担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設のうち、ろ過施設、精製施設及び廃ガス洗浄施設

廃棄物焼却炉に係る廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設及び灰の貯留施設

フロン類の破壊の用に供する施設のうち、プラズマ反応施設、廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設

下水道終末処理施設

　（エ）水質基準適用事業場に適用される基準値（抜粋）

県内に所在する特定施設に係るもののみを記載した。
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（６）特定有害物質及び要措置区域又は形質変更時要届出区域の指定に係る土壌の汚染状態の基準（土壌汚染対策法）

土壌含有量基準土壌溶出量基準特定有害物質の種類
０.００２㎎／L以下四塩化炭素

第
一
種
特
定
有
害
物
質

０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン
０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン
０.０４㎎／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン
０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン
０.０２㎎／L以下ジクロロメタン
０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン
１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン
０.０３㎎／L以下トリクロロエチレン
０.０１㎎／L以下ベンゼン

１５０㎎／㎏以下０.０１㎎／L以下カドミウム及びその化合物

第
二
種
特
定
有
害
物
質

２５０㎎／㎏以下０.０５㎎／L以下六価クロム化合物
（遊離シアン）５０㎎／㎏以下検出されないことシアン化合物

１５㎎／㎏以下
（総水銀）０.０００５㎎／L以下

水銀及びその化合物
（アルキル水銀）検出されないこと

１５０㎎／㎏以下０.０１㎎／L以下セレン及びその化合物
１５０㎎／㎏以下０.０１㎎／L以下鉛及びその化合物
１５０㎎／㎏以下０.０１㎎／L以下砒素及びその化合物
４,０００㎎／㎏以下０.８㎎／L以下ふっ素及びその化合物
４,０００㎎／㎏以下１㎎／L以下ほう素及びその化合物

０.００３㎎／L以下シマジン
第
三
種
特
定

有
害
物
質

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ
０.００６㎎／L以下チウラム
検出されないことPCB
検出されないこと有機りん化合物

備考
１　土壌溶出量基準は２５の特定有害物質すべてについて、土壌含有量基準は「第二種特定有害物質」の９物質に限り定められている。
２　土壌溶出量基準は、（５）土壌の汚染に係る環境基準の表の「環境上の条件」の欄の検液中濃度に係る値と同じ値になっている。
３　埼玉県生活環境保全条例に基づく土壌の汚染に係る基準についても、上と同じである。

（７）農用地の土壌汚染状況調査の分析測定結果

調査地点の分析測定結果

調査年度
玄米中（現物）土壌中（乾物）

カドミウム（基準値０.４㎎／㎏）砒素（基準値１５㎎／㎏）銅（基準値１２５㎎／㎏）
調査地点平均最低最高調査地点平均最低最高調査地点平均最低最高

４６０.１１０.０２０.３７９０１.９tr１１.８９０１１.３０.１３２.３
（５４～５７）
全県

一巡目

４８０.０９nd０.３０９０１.４tr５.３９０９.００.１２３.６
（５９～６２）
全県

二巡目

４６０.０９tr０.３８９０１.８tr８.０９０９.３０.３２１.６
（元～４）
全県

三巡目

３１０.０６tr０.３０８７２.２tr１３.１８７９.４０.２２８.７
（６～９）
全県

四巡目

５００.０９tr０.２８１８０２.００.１１１.３１８０１１.２０.１３０.８
（１１～１４）
全県

五巡目

４７０.０６tr０.３１１８０１.７０.１６.４１８０８.９tr２１.５
（１６～１９）
全県

六巡目

４３０.０３tr０.２２１６５１.７tr７.９１６５９.５tr２１.７
（２１～２４）
全県

七巡目

１５０.０８０.０１０.２９６２２.８０.２１０.５６２１１.１０.２２５.５
（２６～２７）
全県

八巡目

（注）県農業技術研究センターの分析測定結果で、昭和５８年、６３年、平成５年、１０年、１５年、２０年、２５年は各調査巡の取
りまとめ年である。
nd：検出限界以下　tr：極微量検出
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（８）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン

該　当　水　域達　成　期　間

全公共用水域直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００６㎎／L以下チウラム０.０１㎎／L以下砒素

０.００３㎎／L以下シマジン０.０００５㎎／L以下総水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。アルキル水銀

０.０１㎎／L以下ベンゼン検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下セレン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下四塩化炭素

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号別表１測定方法の欄に掲げる方法により測定した場
合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示第１２６号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（１０）地下水の水質汚濁に係る環境基準

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０１㎎／L以下砒素

０.００６㎎／L以下チウラム０.０００５㎎／L以下総水銀

０.００３㎎／L以下シマジン検出されないこと。アルキル水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下ベンゼン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

０.０１㎎／L以下セレン０.００２㎎／L以下四塩化炭素

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下塩化ビニルモノマー

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下１,２－ジクロロエチレン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、平成９年３月環境庁告示第１０号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した
場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数０.２２５９を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に
換算係数０.３０４５を乗じたものの和とする。

４　１,２－ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
５　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示１２７号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（９）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況

環　境
基準値

平　均　値最　大　値
基準値超
過検体数

総検
体数

項　目　名
地　点　名
（所在地）

河　川　名

非達成地点なし
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（１１）地下水水質概況調査結果
　ア　項目別検出状況

基準適合率（％）基準超過地点数調査地点数項　　　　　目
１０００８６カドミウム
１０００８６全シアン
１０００８６鉛
１０００８６六価クロム
９４.２５８６砒素
１０００８６総水銀
１０００４アルキル水銀
１０００８６PCB
１０００８６ジクロロメタン
１０００８６四塩化炭素
１０００８６塩化ビニルモノマー
１０００８６１,２－ジクロロエタン
１０００８６１,１－ジクロロエチレン
１０００８６１,２－ジクロロエチレン
１０００８６１,１,１－トリクロロエタン
１０００８６１,１,２－トリクロロエタン
１０００８６トリクロロエチレン
１０００８６テトラクロロエチレン
１０００８６１,３－ジクロロプロペン
１０００８６チウラム
１０００８６シマジン
１０００８６チオベンカルブ
１０００８６ベンゼン
１０００８６セレン
９１.９７８６硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
１０００８６ふっ素
１０００８６ほう素
１０００８６１,４－ジオキサン

（平成２７年度）

河　　川　　底　　質土　　　　　　　壌水　　　　　　　質大　　　　　　　気

１５０pg－TEQ／g以下１,０００pg－TEQ／g以下
年間平均値が
１pg－TEQ／L以下

年間平均値が
０.６pg－TEQ／�以下

（１２）ダイオキシン類に係る環境基準

　イ　環境基準超過地点

基準値　（㎎/L）濃　度　（㎎/L）地　点項　　　　　目
０.０１以下０.０１２～０.０３４５地点　砒素
１０以下１２～２１７地点　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

（平成２７年度）

　ウ　調査地点数及び環境基準適合割合の推移

環境基準適合地点数
の割合（％）

環境基準適合地点数
（井戸本数）

調査地点数
（井戸本数）

調査市町村数年度

８７.８１２２１３９５６２３
８９.９１２４１３８５６２４
８６.３１２０１３９５１２５
８６.４７６８８４７２６
８６.０７４８６４６２７
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調査結果［pg－TEQ/�］
調　査　地　点調査機関

地　　域
分　　類 平均値

第４回
１／７～１４※２

第３回
１０／１４～２１

第２回
７／１５～２２※１

第１回
５／２１～２８

０.０３４０.０６７０.０３２０.０１８０.０２０八潮局（八潮市水道部）

埼　玉　県

一般環境

０.０２７０.０４５０.０２８０.０１６０.０１７新座局（水道管理センター）
０.０３６０.０４５－０.０２６－富士見局（富士見市役所）
０.０２４０.０４６０.０１５０.０２３０.０１３日高局（高麗川南公民館）
０.０３９０.０６１０.０３３０.０４１０.０２２久喜局（久喜南中学校）※３

０.０４６０.０５４０.０３５０.０７１０.０２４加須局（礼羽小学校）
０.０７１０.０６３－０.０７８－鴻巣局（鴻巣市役所）
０.０３８０.０４３０.０２１０.０６６０.０２１東松山局（五領町近隣公園）
０.０２６０.０３０－０.０２１－小川局（小川高等学校）
０.０３５０.０４６０.０３１０.０４３０.０１８深谷局（桜ヶ丘小学校）
０.０２５０.０３３－０.０１６－本庄児玉局（児玉児童公園）
０.００９０.０１１－０.００７７－秩父局（秩父農林振興センター）
０.０３４０.０４８０.０２６０.０２８０.０１９さいたま市大宮局（大宮区役所）

さいたま市
０.０３４０.０６７０.０１９０.０２９０.０２２さいたま市役所局（さいたま市役所）
０.０５２０.０４７０.０５２０.０６３０.０４６川越市川越局（宮下町）川　越　市
０.０３４０.０７００.０２３０.０１８０.０２６越谷市役所（越ヶ谷）越　谷　市
０.０３２０.０４５－０.０１８－川口市芝局（樋ノ爪児童公園）川　口　市
０.０２２０.０３４０.０１７０.０２００.０１６所沢市教育センター（けやき台）

所　沢　市
０.０２７０.０５００.０２８０.０１６０.０１５所沢市東所沢局（東所沢）
０.０５９０.０７１０.０５１０.０９００.０２２三ヶ尻（熊谷市三ヶ尻）埼　玉　県固定発生源周辺
０.０４７０.０８００.０６４０.０２４０.０２０戸田美女木自排局（西部福祉センター）

埼　玉　県沿　道 ０.０３６０.０５１－０.０２０－草加市花栗自排局（花栗中学校）
０.０４３０.０６９－０.０１７－朝霞幸町自排局（旧朝霞第四小学校）※３

（１３）ダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視結果（平成２７年度）
　ア　大気

※１　川口市調査分の第２回は、７／１０～１７
※２　川口市調査分の第４回は、１／８～１５
※３　二重測定の平均値

調査機関

調　査　結　果

採　取　日備
考調　査　地　点河　川　名NO. 河川底質

［pg－TEQ/g］
河川水［pg－TEQ/L］

年平均値測定値

国土交通省
１.４０.１１０.１１H２７.１０.１５基治 水 橋

荒 川
３

０.６８０.０８２０.０８２H２７.１０.１５基開 平 橋４
埼 玉 県０.１２０.０１１０.０１１H２７.１０.２７基中津川合流点前９

さいたま市
７.９

０.５２
０.５９H２７.１０.１３

基八 丁 橋芝 川１０
－０.４５H２８.２.９

川 口 市
３.０

０.８９
０.９２H２７.１０.２７

基山 王 橋新 芝 川１２
－０.８６H２８.１.１５

さいたま市

１.２
０.１２

０.０６９H２７.１０.１３
基中 土 手 橋

鴨 川
１８

－０.１７H２８.１.２６
７.４

０.１１
０.１５H２７.１０.１３

加 茂 川 橋１９
－０.０７０H２８.１.２６

川 越 市０.１８０.０１７０.０１７H２７.１０.１初 雁 橋入 間 川２２

埼 玉 県
１.８０.０２２０.０２２H２７.１０.２９基今 川 橋越 辺 川２７
１.４０.２８０.２８H２７.１０.２９基徒 歩 橋市 野 川３８
０.１３０.０１４０.０１４H２７.１０.２７基赤 平 橋赤 平 川４２

国土交通省

－

０.６９

１.２H２７.５.２２

潮 止 橋中 川４５
－０.６９H２７.７.２４
１.２０.５０H２７.１０.１６
－０.３８H２７.１２.１７

　イ　公共用水域（河川水質・河川底質）におけるダイオキシン類常時監視結果（平成２７年度）
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調査機関

調　査　結　果

採　取　日備
考調　査　地　点河　川　名NO. 河川底質

［pg－TEQ/g］
河川水［pg－TEQ/L］

年平均値測定値

国土交通省

－

０.７７

０.８０H２７.５.２１

基内 匠 橋

綾 瀬 川

５２
－０.９１H２７.７.２３
６.９１.１H２７.１０.１６
－０.２７H２７.１２.４
－

１.３

２.５H２７.５.２１

手 代 橋５３
－１.４H２７.７.２３
４.８１.０H２７.１０.１６
－０.４４H２７.１２.４
－

１.２

１.８H２７.５.２２

槐 戸 橋５４
－１.５H２７.７.２４
－１.０H２７.１０.１６
－０.６０H２７.１２.１７

さいたま市
８.７

０.３２
０.３７H２７.１０.１３

畷 橋５５
－０.２６H２８.１.２６

埼 玉 県

－

０.５３

０.６６Ｈ２７.４.１０

伝 右 橋伝 右 川５６
－０.５０Ｈ２７.７.３１

１２００.５９Ｈ２７.１０.２８
－０.３７Ｈ２８.１.２７
－

０.４４

０.１１Ｈ２７.４.１０

基綾瀬川合流点前古 綾 瀬 川５７
－０.７３Ｈ２７.７.３１
２３０.８０Ｈ２７.１０.２８
－０.１２Ｈ２８.１.２７

越 谷 市

４.８０.４４０.４４Ｈ２７.１０.２８基中 島 橋元 荒 川６０
－

２.４

２.２Ｈ２７.４.２３

基昭 和 橋新 方 川６４
－２.９Ｈ２７.７.３１
９.２１.１Ｈ２７.１０.２８
－３.３Ｈ２８.１.２８
－

２.２

１.４Ｈ２７.４.２３

基ふ れ あ い 橋大落古利根川６５
－０.５２Ｈ２７.７.３１
３.１０.４８Ｈ２７.１０.２８
－６.３Ｈ２８.１.２８

埼 玉 県
１.７０.０８１０.０８１Ｈ２７.１０.２９基笹 目 橋

新 河 岸 川
６８

１７０.０９８０.０９８Ｈ２７.１０.２９基い ろ は 橋６９
川 越 市１.４０.１２０.１２Ｈ２７.１０.１旭 橋７０
埼 玉 県０.２６０.０３００.０３０Ｈ２７.１０.２９基栄 橋柳 瀬 川７４
川 越 市１.６０.０５００.０５０Ｈ２７.１０.１基不 老 橋不 老 川７７
国土交通省０.２４０.０９２０.０９２Ｈ２７.１０.１５基栗 橋利 根 川７９

埼 玉 県
０.２７０.０８４０.０８４Ｈ２７.１０.２７基新 明 橋小 山 川８８
－０.２３０.２３Ｈ２７.１０.２７基県道本庄妻沼線交差点元 小 山 川９２

国土交通省０.２４０.０６８０.０６８Ｈ２７.１０.２基神 流 川 橋神 流 川９３

越 谷 市

－

１.５

１.５Ｈ２７.４.２３

綾 瀬 川 橋

綾 瀬 川

Ａ
－２.１Ｈ２７.７.３１
２.４０.９９Ｈ２７.１０.２８
－１.３Ｈ２８.１.２８

さいたま市
１３

０.３２
０.５３Ｈ２７.１０.１３

新 簀 子 橋Ｃ
－０.１０Ｈ２８.１.２６

埼 玉 県

５.８０.２６０.２６Ｈ２７.１０.２８関 橋Ｄ
－

１.０

０.３２Ｈ２７.４.１０

上 綾 瀬 橋Ｅ
－３.０Ｈ２７.７.３１
－０.６５Ｈ２７.１０.２８
－０.０５６Ｈ２８.１.２７
－

０.９６

０.９８Ｈ２７.４.１０

松 江 新 橋古 綾 瀬 川Ｆ
－１.７Ｈ２７.７.３１
９００.９８Ｈ２７.１０.２８
－０.１６Ｈ２８.１.２７
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注１）No.欄の数字は、平成２７年度公共用水域水質測定計画の測定地点番号です。
　　　アルファベットは、同測定計画にない地点であることを示します。
注２）備考欄の「基」は、環境基準点であることを示しています。

調査機関

調　査　結　果

採　取　日備
考調　査　地　点河　川　名NO. 河川底質

［pg－TEQ/g］
河川水［pg－TEQ/L］

年平均値測定値

埼 玉 県

－

０.７６

０.３９Ｈ２７.４.１０

弁 天 橋古 綾 瀬 川Ｇ
－１.３Ｈ２７.７.３１
７２０.５７Ｈ２７.１０.２８
－０.７８Ｈ２８.１.２７

所 沢 市
０.２７０.０３６０.０３６Ｈ２７.１０.２９清 柳 橋柳 瀬 川Ｈ
２.００.０４５０.０４５Ｈ２７.１０.２９金 井 沢 橋不 老 川Ｉ

水資源機構１.６０.０６７０.０６７Ｈ２７.１０.１下久保ダム貯水池（神流湖）神 流 川Ｌ１

ウ　地下水常時監視結果（平成２７年度） 環境基準：１［pg－TEQ/L］以下

調査結果
［pg－TEQ/L］

採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関No.

０.０１９H２７.９.３０岩淵飯能市

埼玉県

１

０.０１６H２７.９.２９中種足加須市２

０.０１６H２７.９.２９大越加須市３

０.０１６H２７.１０.９永田深谷市４

０.０１６H２７.１０.２平方領々家上尾市５

０.０１６H２７.９.２４大満越生町６

０.０１７H２７.９.４本郷杉戸町７

０.０１２H２７.９.２５見沼区島町さいたま市さいたま市８

０.０１３H２７.１０.８笠幡川越市川越市９

０.０５９H２７.５.２７八幡木川口市川口市１０

０.０１５H２７.１１.１７下安松所沢市所沢市１１

０.０１７H２７.１１.１８新川町越谷市越谷市１２

　エ　土壌常時監視結果（平成２７年度）
環境基準：１,０００［pg－TEQ/g］以下

調査結果
［pg－TEQ/g］

採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関No.

１.１H２７.１０.２６西区三橋さいたま市さいたま市１

０.００３８H２７.１２.１７大字鯨井
川越市川越市

２

０.５１H２７.１２.１７大字今福３

３４H２７.１２.１８北原台
川口市川口市

４

０.００８９H２７.１２.１８上青木西５

０.１２H２７.１２.１８安行出羽６

２.４H２７.８.２１馬見塚
行田市行田市

７

１.８H２７.８.２１棚田町８

１５H２７.８.２１埼玉９

１４H２７.１１.２６林
所沢市所沢市

１０

４.２H２７.１１.２６三ヶ島１１
０.０２H２７.１１.３０山手町

飯能市飯能市

１２

２.１H２７.１１.３０双柳１３

０.２６H２７.１１.３０平戸１４

０.３８H２７.１１.３０美杉台１５

０.７８H２７.１１.３０原市場１６

１.７H２７.１１.１９児玉町金屋本庄市本庄市１７

　（ア）一般環境把握調査
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調査結果
［pg－TEQ/g］

採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関No.

０.５８H２７.９.２２上岩瀬

羽生市羽生市

１８

０.０５７H２７.９.２２下手子林１９

６H２７.９.２２弥勒２０

０.０８９H２７.９.２２上新郷２１

２２H２８.１.１５上戸田
戸田市戸田市

２２

４１H２８.１.１５笹目北町２３

８.３H２７.１０.６鷹野
三郷市三郷市

２４

１.８H２７.１０.６彦成２５

０.０１１H２７.１０.６さつき平２６

１２H２７.８.２０石井
坂戸市坂戸市

２７

５.３H２７.８.２０新堀２８

４.３H２８.１.７新町鶴ヶ島市鶴ヶ島市２９

１.５H２８.２.５西原

ふじみ野市ふじみ野市

３０

３.９H２８.２.５鶴ケ岡３１

１.１H２８.２.５苗間３２

１７H２８.２.５大井武蔵野３３

環境基準：１,０００［pg－TEQ/g］以下

調査結果
［pg－TEQ/g］

採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関No.

５.０H２７.９.２８赤堀

桶川市

埼玉県

１

３.７H２７.９.２８大字小針領家２

６.１H２７.９.２８大字小針領家３

９.５H２７.９.２８大字小針領家４

１００H２７.９.２８倉田５

５.９H２７.９.２８菖蒲町下栢間
久喜市

６

８.７H２７.９.２８菖蒲町下栢間７

０.９０H２７.９.２８内宿
伊奈町

８

０.６４H２７.９.２８西小針９

　（イ）発生源周辺状況調査
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4 水質関係

（注）１　自然環境保全：自然探勝等の環境保全
　　　２　水　　道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの
　　　　　　　〃　　２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの
　　　　　　　〃　　３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの
　　　３　水　　産１級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用
　　　　　　　〃　　２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用
　　　　　　　〃　　３級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用
　　　４　工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの
　　　　　　　〃　　２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの
　　　　　　　〃　　３級：特殊の浄水操作を行うもの
　　　５　環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度

（１）生活環境の保全に関する環境基準
　ア　河川（湖沼を除く）
　（ア）

　（イ）

基　　　　　　　準　　　　　　　値

利用目的の適応性

項目　

　類型
大腸菌群数

溶存酸素量
（DO）

浮遊物質量
（SS）

生物化学的
酸素要求量
（BOD）

水素イオン
濃度（pH）

５０MPN
／１００mL以下

７.５㎎／L以上２５㎎／L以下１㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 １ 級
自 然 環 境 保 全
及びＡ以下の欄に掲げるもの

ＡＡ

１,０００MPN
／１００mL以下

７.５㎎／L以上２５㎎／L以下２㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 ２ 級
水 産 １ 級
水 浴
及びＢ以下の欄に掲げるもの

Ａ

５,０００MPN
／１００mL以下

５㎎／L以上２５㎎／L以下３㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 ３ 級
水 産 ２ 級
及びＣ以下の欄に掲げるもの

Ｂ

―５㎎／L以上５０㎎／L以下５㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 産 ３ 級
工 業 用 水 １ 級
及びＤ以下の欄に掲げるもの

Ｃ

―２㎎／L以上１００㎎／L以下８㎎／L以下
６.０以上

８.５以下

工 業 用 水 ２ 級
農 業 用 水
及 び Ｅの欄に掲げるもの

Ｄ

―２㎎／L以上
ごみ等の浮遊
が認められな
いこと。

１０㎎／L以下
６.０以上

８.５以下
工 業 用 水 ３ 級
環 境 保 全Ｅ

全公共用水域のうち、水域類型ごとに指定する水域該当
水域

備考　基準値は、日間平均値とする。（湖沼もこれに準ずる。）

該当水域

基　　　準　　　値

水生生物の生息状況の適応性

項目

類型

直鎖アルキルベンゼ
ンスルホン酸及びそ
の塩（LAS）※２

ノニルフェノール※１全　亜　鉛

全公共用水域のう
ち、水域類型ごと
に指定する水域

０.０３㎎／L以下０.００１㎎／L以下０.０３㎎／L以下
イワナ、サケマス等比較的低温
域を好む水生生物及びこれらの
餌生物が生息する水域

生 物 Ａ

０.０２㎎／L以下０.０００６㎎／L以下０.０３㎎／L以下

生物Ａの水域のうち、生物Ａの
欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場
として特に保全が必要な水域

生物特Ａ

０.０５㎎／L以下０.００２㎎／L以下０.０３㎎／L以下
コイ、フナ等比較的高温域を好
む水生生物及びこれらの餌生物
が生息する水域

生 物 Ｂ

０.０４㎎／L以下０.００２㎎／L以下０.０３㎎／L以下

生物Ａ又は生物Ｂの水域のう
ち、生物Ｂの欄に掲げる水生生
物の産卵場（繁殖場）又は幼稚
仔の生育場として特に保全が必
要な水域

生物特Ｂ

備考　　基準値は、年間平均値とする。（湖沼もこれに準ずる。）
　　　※１　ノニルフェノールは、平成２４年８月２２日環境省告示第１２７号により追加。
　　　※２　直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（LAS）は、平成２５年３月２７日環境省告示第３０号により追加。
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　イ　湖沼（天然湖沼及び貯水量１,０００万�以上であり、かつ、水の滞留時間が４日間以上ある人工湖）
　（ア）

基　　　　　　　　準　　　　　　　　値

利用目的の適応性

項目　

　類型
大腸菌群数溶存酸素量

（DO）
浮遊物質量
（SS）

化学的酸素
要　求　量
（COD）

水素イオン
濃度（pH）

５０MPN
／１００mL以下

７.５㎎／L以上１㎎／L以下１㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 １ 級
水 産 １ 級
自 然 環 境 保 全
及びA以下の欄に掲げるもの

ＡＡ

１,０００MPN
／１００mL以下

７.５㎎／L以上５㎎／L以下３㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 ２ 、 ３ 級
水 産 ２ 級
水 浴
及びB以下の欄に掲げるもの

Ａ

－５㎎／L以上１５㎎／L以下５㎎／L以下
６.５以上

８.５以下

水 産 ３ 級
工 業 用 水 １ 級
農 業 用 水
及 び C の 欄 に 掲 げ る も の

Ｂ

－２㎎／L以上
ごみ等の浮遊
が認められな
いこと。

８㎎／L以下
６.０以上

８.５以下
工 業 用 水 ２ 級
環 境 保 全Ｃ

全公共用水域のうち、水域類型ごとに指定する水域該当
水域

備考　水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない。

（注）１　自然環境保全：自然探勝等の環境保全
２　水　　道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの
　　　〃　２、３級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの
３　水　　産１級：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用
　　　〃　　２級：サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産３級の水産生物用
　　　〃　　３級：コイ、フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用
４　工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの
　　　〃　　２級：薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの
５　環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度

　（イ）

（注）１　自然環境保全：自然探勝等の環境保全
２　水　　道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの
　　水　　道２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの
　　水　　道３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの（「特殊なもの」とは、臭気物質の除去が可能な特

殊な浄水操作を行うものをいう。）
３　水　　産１種：サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産２種及び水産３種の水産生物用
　　水　　産２種：ワカサギ等の水産生物用及び水産３種の水産生物用
　　水　　産３種：コイ、フナ等の水産生物用
４　環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度

該当水域
基　　　準　　　値

利用目的の適応性
項目

類型 全　　燐全　窒　素

全公共用水域のうち、
水域類型ごとに指定す
る水域

０.００５㎎／L以下０.１㎎／L以下自 然 環 境 保 全
及びⅡ以下の欄に掲げるものⅠ

０.０１㎎／L以下０.２㎎／L以下

水 道 １ 、 ２ 、 ３ 級
（ 特 殊 な も の を 除 く 。）
水 産 １ 種
水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの

Ⅱ

０.０３㎎／L以下０.４㎎／L以下水 道 ３ 級 （ 特 殊 な も の ）
及びⅣ以下の欄に掲げるものⅢ

０.０５㎎／L以下０.６㎎／L以下水 産 ２ 種
及 び Ⅴ の 欄 に 掲 げ る も のⅣ

０.１㎎／L以下１㎎／L以下

水 産 ３ 種
工 業 用 水
農 業 用 水
環 境 保 全

Ⅴ

備考　１　基準値は、年間平均値とする。
２　水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行うも

のとし、全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼につい
て適用する。

３　農業用水については、全燐の項目の基準値は適用しない。
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（２）地点別BOD７５％値と環境基準達成率の推移（過去５年間） ○：環境基準達成　　　×：環境基準非達成

平成２７年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度平成２３年度類
型地点名

基
準
点

番
号水域名

○３.８○３.３×６.４○４.９○４.４C笹 目 橋○１荒川下流（１）

○
０.９

○
１.６

○
１.７

○
１.５

○
１.１

A
治　　　水　　　橋　※３○３

荒 川 中 流 １.０１.０１.４１.２１.０開　　　平　　　橋　※３○４
０.８１.１１.４１.１０.９久　　　下　　　橋　※３○６

○＜０.５○０.８○０.９○０.９○０.６A正 喜 橋○７
荒川上流（２） ０.６０.７０.８０.８０.８親 鼻 橋○８

○＜０.５○＜０.５○＜０.５○＜０.５○＜０.５AA中津川合流点前○９荒川上流（１）

○３.９○３.３○４.３○５.３○４.９D八　　　丁　　　橋　※４○１０
芝 川 ２.８２.０４.０４.９５.７山　　　王　　　橋　※４○１２

○３.４○３.８○３.３×５.６○４.４C中 土 手 橋○１８鴨 川

○１.９×２.３×２.２○２.０○１.５A入　　間　　大　　橋　※１○２０
入 間 川 下 流 ０.７１.１１.６１.００.７落　　　合　　　橋　※１○２１

○＜０.５○０.８○０.７○０.６○０.５A給食センター前○２５入 間 川 上 流
○２.４○２.５○２.３○２.９○１.９B落 合 橋○２６越 辺 川 下 流
○０.７○１.２○１.１○０.９○０.９A今 川 橋○２７越 辺 川 上 流
○０.５○０.５○０.８○０.７○０.５A東 松 山 橋○２９都 幾 川
○０.８○１.５○１.２○１.３○１.６B兜 川 合 流 点 前○３１槻 川
○＜０.５○＜０.５○０.６○０.６○＜０.５A高 麗 川 大 橋○３３高 麗 川
○１.１○１.８×３.１○１.９○２.２Bと　　　げ　　　橋　※１○３５小 畔 川
○１.１○１.８○１.８○１.３○１.２B大　　　和　　　橋　※２○３６霞 川
○＜０.５○０.９○０.９○０.６○０.５A成 木 大 橋○３７成 木 川
○２.９○４.６○３.５○２.７○３.９C徒 歩 橋○３８市 野 川 下 流
○１.８×３.５○２.７○１.９○２.０B天 神 橋○３９市 野 川 上 流
○１.６○１.９○２.０○２.８○２.６B吉 見 橋○４１和 田 吉 野 川
○＜０.５○０.７○０.６○０.５○０.７AA赤　　　平　　　橋　※１○４２赤 平 川
○０.９○１.０○１.０○１.０○１.１A原 谷 橋○４３横 瀬 川
○１.８○２.４○２.９○３.４○３.５C八 条 橋○４６中 川 中 流
○２.３○３.５○３.４○２.９○３.８C豊 橋○４８中 川 上 流
○２.２○２.４○３.７○４.５○４.８C内 匠 橋○５２綾 瀬 川 下 流
○２.７○２.８－※６－※６－※６－※６○３.４C畷 橋○５５綾 瀬 川 上 流
○６.９○３.９○７.９○７.６○７.０D綾瀬川合流点前　※２○５７古 綾 瀬 川
○２.８○４.４○３.６○４.３○４.０C葛　　　三　　　橋　※２○５９大 場 川
○２.９○３.８○３.９○３.２×５.７C中 島 橋○６０元 荒 川
○４.０×５.２○４.５○４.０×５.３C昭 和 橋○６４新 方 川
○４.０○３.５×５.３○３.９○４.０Cふ れ あ い 橋○６５大落古利根川

　（ウ）

該当水域

基　　　準　　　値

水生生物の生息状況の適応性

項目

類型

直鎖アルキルベン
ゼンスルホン酸及
びその塩（LAS※２）

ノニルフェ
ノール※１全　亜　鉛

全公共用水域
のうち、水域
類型ごとに指
定する水域

０.０３
㎎／L以下

０.００１
㎎／L以下

０.０３
㎎／L以下

イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物
及びこれらの餌生物が生息する水域生 物 Ａ

０.０２
㎎／L以下

０.０００６
㎎／L以下

０.０３
㎎／L以下

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水生生
物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として
特に保全が必要な水域

生物特Ａ

０.０５
㎎／L以下

０.００２
㎎／L以下

０.０３
㎎／L以下

コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこ
れらの餌生物が生息する水域生 物 Ｂ

０.０４
㎎／L以下

０.００２
㎎／L以下

０.０３
㎎／L以下

生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に掲
げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生
育場として特に保全が必要な水域

生物特Ｂ

備考　基準値は、年間平均値とする。
※１　ノニルフェノールは、平成２４年８月２２日環境省告示第１２７号により追加。
※２　LASは、平成２５年３月２７日環境省告示第３０号により追加。

　（エ）

該当水域
基　準　値

水生生物が生息・再生産する場の適用性
項目

類型 底層溶存酸素量

全公共用水域
のうち、水域
類型ごとに指
定する水域

４.０㎎／L以上
生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息できる場を保全・再生する
水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が再生産できる場を
保全・再生する水域

生 物 １

３.０㎎／L以上
生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物が生息できる場
を保全・再生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除
き、水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域

生 物 ２

２.０㎎／L以上
生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息できる場を保全・再生する
水域、再生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再生産できる場を保全
・再生する水域又は無生物域を解消する水域

生 物 ３

備　考　基準値は年間平均値とする。
※　底層溶存酸素量は、平成２８年３月３０日環境省告示第３７号により追加。
※　平成２８年３月３１日時点で、埼玉県内で類型指定されている水域は無い。
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※１　平成１７年４月１２日の埼玉県告示により、赤平川はAA類型に、入間川下流はA類型に、小畔川はB類型に指定された。
※２　平成１８年３月２４日の埼玉県告示により、霞川はB類型に、古綾瀬川はD類型に、大場川はC類型に、唐沢川はB類型に指定された。
※３　平成２１年３月３１日の環境省告示により、荒川中流はB類型からA類型に指定された。
※４　平成２４年２月２４日の埼玉県告示により、芝川はD類型に、不老川はC類型に指定された。
※５　平成２５年３月２４日の埼玉県告示により、新河岸川と白子川はC類型に指定された。
※６　畷橋は平成２４年度及び２５年度欠測。

（３）BOD環境基準適合割合の推移

平成２７年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度平成２３年度類
型地点名

基
準
点

番
号水域名

○２.６○３.３○３.５○２.８○４.１C笹　　　目　　　橋　※５○６８
新 河 岸 川 １.４２.３２.３２.１２.２い　　ろ　　は　　橋　※５○６９

○１.８○２.９○２.４○２.４○２.８C三　　　園　　　橋　※５○７１白 子 川
○０.９○１.５○１.１○１.２○１.７C東 橋○７２黒 目 川
○３.３○３.５○２.８○１.５○３.３C栄 橋○７４柳 瀬 川
○３.１○３.９×５.１○４.６○５.３C不　　　老　　　橋　※４○７７不 老 川

○
１.０

○
１.５

○
２.０

○
１.７

○
１.６

A
栗 橋○７９

利 根 川 中 流 ０.８０.９１.１１.２１.０利 根 大 堰○８０
０.９１.００.９１.３１.５坂 東 大 橋○８３

○０.８○１.０○１.７○１.２○１.３A流 山 橋○８４江 戸 川 上 流
○２.４×３.３×５.０×７.３×５.３B昭 和 橋○８７福 川
○２.０○２.６○２.６○２.５○２.６B新 明 橋○８８小 山 川 下 流
○１.３×２.６○２.０○２.０×２.２A一 の 橋○８９小 山 川 上 流
○１.８○２.４○２.４○２.４○３.０B森　　　下　　　橋　※２○９１唐 沢 川
×３.８×４.０×４.４×５.５×５.６B県道本庄妻沼線交差点○９２元 小 山 川
○０.８○０.８○０.６○０.６○０.６A神 流 川 橋○９３神流川（３）
○０.９○０.８○０.７○０.８○０.６A藤 武 橋○９４神流川（２）
４３３８３６４０３９環　 境　 基　 準　 達　 成　 数
９８８６８２９１８９環　境　基　準　達　成　率　（％）

　ア　環境基準適合割合（全県）

適
合
割
合（
％
） 

（年度） 

９５ 

８７ 
８４ 

９２ 

８７ 

９２ 
８９ ８９ ９０ 

９４ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 

　イ　水域別（荒川水系）

適
合
割
合（
％
） 

（年度） 

荒川水系 

新河岸川水系 

入間川水系 

９０ 
９６ 

９１ 

９７ ９７ 

８７ 

９２ 

８５ 

９１ 
９３ 

９１ 

８８ 

９６ ９８ 
９８ ９８ 

９４ 

９２ 
９３ 
９０ 

９７ ９９ ９６ 

９４ 
９５ ９５ ９５ 
９７ ９７ 

９５ 
９４ 

１００ ９９ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 

　ウ　水域別（利根川水系）

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 

２７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ 平成１８ 

適
合
割
合（
％
） 

（年度） 

利根川水系 
綾瀬川水系 
中川水系 

１００ 
９１ 

９７ 
９８ ９８ 

９４ 

９０ 
８０ 

７２ 

９１ 

７９ 
８４ 

８１ 
８６ 

８６ 
８８ 

８１ 

９２ 

８６ 

９３ 

７７ 

７８ 

８６ 

７７ 

８２ 

９１ 

８９ 

６７ 

８３ ８３ 
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（４）生活環境項目の地点別年度平均値（平成２７年度）
　ア　河川

LAS
（㎎/L）

ノニル
フェノール
（㎎/L）

全亜鉛
（㎎/L）

全りん
（㎎/L）

全窒素
（㎎/L）

大腸菌群数
（MPN/１００mL）

DO
（㎎/L）

SS
（㎎/L）

COD
（㎎/L）

BOD
（㎎/L）pH地 点 名

基準点環
境
基
準

類　
　

型

地
点
番
号

河川名 生
物

一
般

０.００５３０.００００９０.０１８０.４０７.７７５００７.７６６.５３.３７.６笹 目 橋○○生物BC１

荒 川

－－－０.０８５２.０５７００１０５３.２１.１７.９秋ケ瀬取水堰生物BA２
０.００１６＜０.００００６０.００６０.０９７２.２１３０００９.６６３.０１.０７.７治 水 橋○○生物BA３
０.００１６＜０.００００６０.００７０.１０２.０４６０００９.９１１３.２０.９７.６開 平 橋○○生物BA４

－－－０.０８０１.９４００００１０１０３.００.８７.７御 成 橋生物BA５
０.０００９＜０.００００６０.００５０.０６７１.４９０００１０４２.５０.８８.０久 下 橋○○生物BA６
０.０００９＜０.００００６０.００２０.０５４１.１３８００１０２２.００.６８.０正 喜 橋○○生物特BA７
０.０００９＜０.００００６０.００１０.０５１１.１２９００１１１１.９０.６８.５親 鼻 橋○○生物AA８
＜０.０００６＜０.００００６０.００２０.０１３０.４１４７００１１１０.７＜０.５８.０中津川合流点前○○生物AAA９
０.０２７０.００００９０.０２００.３２４.５３９００６.６２２６.０３.４７.５八 丁 橋○○生物BD１０

芝 川
０.０３１０.０００１９０.０３５０.２６３.９１５０００７.１７４.２２.５７.４境 橋生物BD１１
０.０１１＜０.００００６０.０１５０.２８５.３８００００５.９１８５.２２.２７.２山 王 橋○○生物BD１２新芝川

０.０６１＜０.００００６０.０１２０.２３５.１５３００００６.８３５.１５.７７.５論 處 橋１３藤右衛
門 川 ０.０５７０.０００５６０.０１８０.０８９４.６７００００５.５１１４.０２.４７.４柳 橋１４

０.００１８０.０００１４０.０１７０.３２７.３－６.４１３６.２２.３７.３荒川合流点前１５菖蒲川

０.００３６０.００００９０.０１６０.１９４.９－７.０１３５.２１.８７.４笹 目 樋 管１６
笹目川

０.００９８０.００００７０.０１８０.３０４.２５９００６.８８５.１２.７７.６市立浦和南高校脇１７
０.０１５０.０００１３０.０２３０.２１３.５５６００７.３１７５.０２.７７.５中 土 手 橋○○生物BC１８

鴨 川
０.０４８０.０００２８０.０４２０.３２５.０１４０００６.７１４５.２３.２７.５加 茂 川 橋生物BC１９
０.００１２＜０.００００６０.００７０.１９３.７３９０００１０８４.２２.０７.７入 間 大 橋○○生物BA２０

入間川

０.０００６＜０.００００６０.００４０.１０２.８１４０００１１５２.４０.８７.９落 合 橋○○生物BA２１
０.００２３＜０.００００６０.００３０.１１２.９３３００１０４２.６１.０８.２初 雁 橋生物BA２２
０.００１９＜０.００００６０.００７０.１７３.４１１０００１０１８２.９１.４７.５富 士 見 橋生物BA２３
０.００２５＜０.００００６０.００４０.１８３.４１５０００１０２２.８１.７７.５豊 水 橋生物BA２４
０.０００６＜０.００００６０.００２０.０３６０.９７１１０００１１１１.７０.５８.２給食センター前○○生物AA２５
０.００１６＜０.００００６０.００９０.２６４.４３７０００９.０８４.３２.１７.６落 合 橋○○生物BB２６

越辺川 ０.０００８＜０.００００６０.００５０.２６３.３１００００１１３２.５０.７８.０今 川 橋○○生物BA２７
０.００７１＜０.００００６０.００２０.０７３１.４１４０００１０２２.３０.８８.１山 吹 橋○生物AA２８
０.００１１＜０.００００６０.００２０.０３８１.４８９００１０２１.５０.５７.７東 松 山 橋○○生物BA２９

都幾川
０.００４１＜０.００００６０.００２０.０５１１.３２８０００１１２１.７０.６８.０明 覚○生物AA３０
０.０１２＜０.００００６０.００３０.０５９１.４１８０００１１２２.３０.７８.２兜川合流点前○○生物BB３１

槻 川
０.００１５＜０.００００６０.００２０.０３００.９８２５０００１１１１.７０.５８.４大内沢川合流点前○生物AB３２
＜０.０００６＜０.００００６０.００３０.０３４２.２８３００９.８１０.９０.５７.５高麗川大橋○○生物BA３３

高麗川
０.０００８＜０.００００６０.００１０.０３３１.０３１００１１１１.５＜０.５８.３天 神 橋○生物AA３４
０.００６８＜０.００００６０.０１７０.４９４.９４２０００１０１５５.４１.６７.９と げ 橋○○生物BB３５小畔川

０.００４４０.００００６０.０１００.１３４.５５１０００１１４３.３０.９８.２大 和 橋○○生物BB３６霞 川

０.０００８＜０.００００６０.００２０.０４７１.３６８００１０１２.００.５８.２成 木 大 橋○○生物AA３７成木川

０.００３４０.００００６０.０１５０.２３３.５－１０１１６.５２.８８.０徒 歩 橋○○生物BC３８
市野川

０.０１６０.００００６０.０２００.３５１.９３２０００１２６５.７１.６８.６天 神 橋○○生物BB３９
０.０１００.００００７０.０１４０.３４３.５１９００００１１６６.６２.９８.３八 幡 橋４０滑 川

０.００７５＜０.００００６０.０１１０.１９２.９５３００８.２１８４.０１.７７.６吉 見 橋○○生物BB４１和田吉野川

０.００１６＜０.００００６０.００２０.０５１１.２１００００１１１１.７０.５８.３赤 平 橋○○生物AAA４２赤平川

０.００６６＜０.００００６０.００２０.０７４１.７１４０００１１１２.２０.７８.６原 谷 橋○○生物AA４３横瀬川

＜０.０００６＜０.００００６０.００２０.０１１０.６９８７０１１１１.５０.５８.１落 合 橋４４中津川

－－０.０１９０.２３３.８－７.８１６６.２１.８７.４潮 止 橋生物BC４５

中 川

０.００８２０.００００６０.０１１０.１６２.９－８.２２０５.１１.７７.４八 条 橋○○生物BC４６
－－０.０１３０.１６２.４－７.５１８５.７１.５７.４弥 生 橋生物BC４７

０.０１２０.００００７０.０１２０.１９２.６－６.５２４５.８２.０７.４豊 橋○○生物BC４８
０.００８９０.００００７０.０１２０.１９２.５３４０００７.９２５５.３１.７７.４松 富 橋生物BC４９
０.００９３０.００００６０.０１４０.２１３.０－７.６１６５.３２.１７.５行 幸 橋生物BC５０
０.００８００.００００８０.０１６０.２３３.０－７.７１７６.９４.９７.４道 橋生物BC５１
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　イ　湖沼

LAS
（㎎/L）

ノニル
フェノール
（㎎/L）

全亜鉛
（㎎/L）

全りん
（㎎/L）

全窒素
（㎎/L）

大腸菌群数
（MPN/１００mL）

DO
（㎎/L）

SS
（㎎/L）

COD
（㎎/L）pH地点名

基準点環
境
基
準

類　
　

型

地
点
番
号

河川名 生
物

一
般

＜０.０００６＜０.００００６０.００１０.００８０.８７１１０８.２２１.５７.７湖心○○
湖
沼
生
物
A

湖
沼
A
Ⅲ

L１下久保ダム
貯 水 池

０.０００７０.００００７０.００３０.００８０.４３７５７.５３１.４７.７湖心○○
湖
沼
生
物
A

湖
沼
A
Ⅲ

L２二 瀬 ダ ム
貯 水 池

－－０.００５０.０２４０.５８－７.８３４.３７.７湖心○
湖
沼
A
Ⅲ

L３荒 川
貯 水 池

０.０００７０.００００７０.００３０.０１３０.６３９３７.８３２.４７.７平　　　均

LAS
（㎎/L）

ノニル
フェノール
（㎎/L）

全亜鉛
（㎎/L）

全りん
（㎎/L）

全窒素
（㎎/L）

大腸菌群数
（MPN/１００mL）

DO
（㎎/L）

SS
（㎎/L）

COD
（㎎/L）

BOD
（㎎/L）pH地 点 名

基準点環
境
基
準

類　
　

型

地
点
番
号

河川名 生
物

一
般

０.０１１０.０００２１０.０１６０.１７３.４－５.７１７５.８１.７７.３内 匠 橋○○生物BC５２

綾瀬川
－－０.０２４０.２０３.３－６.１１５６.７２.３７.４手 代 橋生物BC５３
－－０.０１３０.２０３.５－７.１１３５.５１.８７.４槐 戸 橋生物BC５４

０.０１７０.００００７０.０１１０.１８３.６２８０００８.３１６４.９２.１７.６畷 橋○○生物BC５５
－－０.０１７０.６４３.３９０００５.５１３５.６３.２７.４伝 右 橋５６伝右川

０.０３９０.０００１６０.０６４０.２６３.７－５.３１７１１６.１７.２綾瀬川合流点前○○生物BD５７古綾瀬川

－－０.０１７０.２２３.６８９００５.７１８５.９３.３７.４水 神 橋５８毛長川

０.０１３０.０００１５０.０１９０.２３３.５－６.５１５６.５２.６７.４葛 三 橋○○生物BC５９大場川

０.００２３＜０.００００６０.０１４０.１８３.６１９００９.０８４.０２.５７.７中 島 橋○○生物BC６０
元荒川 ０.００２８０.００００６０.０１３０.２６３.２３７０００９.１１６４.６１.５７.４八 幡 橋生物BC６１

０.０１３０.００００６０.０１１０.１８２.１１０００００８.３１１４.０１.８７.５渋 井 橋生物BC６２
０.０１４０.００００６０.０１１０.２０２.３１３００００８.４１９４.４１.８７.５前 屋 敷 橋６３忍 川

０.００８００.００００８０.０１９０.２０３.７９９００７.４１５４.９３.３７.５昭 和 橋○○生物BC６４新方川

０.００５６＜０.００００６０.０１７０.１４３.８３１００８.６１０４.３３.２７.５ふれあい橋○○生物BC６５
大落古
利根川 ０.００７７０.００００６０.０１１０.１７３.９２４０００７.９１２４.８２.３７.４小 渕 橋生物BC６６

０.０１１０.００００６０.０１３０.２３４.７－７.４１５５.３２.７７.４杉戸古川橋生物BC６７
０.００２３０.００００６０.０２４０.４２７.６４００００７.５８６.０２.３７.１笹 目 橋○○生物BC６８

新河岸川 ０.００６００.００００６０.０１４０.１４７.３２１００００７.２１１３.６１.２７.１い ろ は 橋○○生物BC６９
０.００６７０.００００７０.０１３０.１３６.８６４０００７.８６３.０１.０７.０旭 橋生物BC７０
０.００４７０.００００６０.０１６０.３１７.７９６０００７.６３４.７１.６７.２三 園 橋○○生物BC７１白子川

０.００６１０.００００６０.０１４０.０５９５.８５５０００１１８２.５１.０７.８東 橋○○生物BC７２
黒目川

０.００１６＜０.００００６０.００５０.０２５５.３４１０００１０５２.１０.８７.５都県境地点生物BC７３
０.００２１０.００００７０.０２３０.３２７.５６２０００８.３５６.３２.９７.２栄 橋○○生物BC７４

柳瀬川
０.００１５＜０.００００６０.００５０.０８５３.２－１１２２.４１.２８.０二 柳 橋生物BC７５
０.００２６＜０.００００６０.００８０.１６５.２４８００１１２３.８１.４７.８中 橋７６東 川

０.０２７＜０.００００６０.０１６０.２４７.８８３０００１１４５.６２.２８.０不 老 橋○○生物BC７７
不老川

０.０１０＜０.００００６０.０３２０.２０８.４－８.９２６.８２.９７.３入 曽 橋生物BC７８
０.００１３０.００００６０.００７０.１２２.２７９００９.６１２３.２０.９７.５栗 橋○○生物BA７９

利根川

０.００１７０.００００６０.００５０.０９８２.３９８００１０６２.６０.８７.５利 根 大 堰○○生物BA８０
－－０.０１００.１０２.２１３０００１０１０２.９１.０７.５刀 水 橋生物BA８１
－－０.００６０.０７２１.８５８００１１９２.６０.８７.５上 武 大 橋生物BA８２

０.００１１０.００００６０.００６０.０７５１.６３６００１０１０２.６０.８７.４坂 東 大 橋○○生物BA８３
０.００１５＜０.００００６０.００７０.０９７２.２５５０００９.７２０３.２０.８７.６流 山 橋○○生物BA８４

江戸川 －－０.００７０.１０２.１２７０００１０１８３.２０.８７.６野 田 橋生物BA８５
－－０.００５０.０９３２.０２１０００９.７１５３.００.７７.５関 宿 橋生物BA８６

０.００８００.００００６０.０１００.２６６.２２０００００７.２６４.０３.０７.４昭 和 橋○○生物BB８７福 川

０.００６００.００００６０.０１００.１９３.８６３０００１１１０４.３１.５８.０新 明 橋○○生物BB８８
小山川 ０.００２５０.００００６０.００６０.１５３.３３６０００１０７４.３１.２８.２一 の 橋○○生物BA８９

０.００３６０.００００６０.００１０.０３６１.２１４０００１０２２.１０.６８.４新 元 田 橋○生物AA９０
０.０１９＜０.００００６０.００８０.２３３.７１０００００１０８４.３１.８８.３森 下 橋○○生物BB９１唐沢川

０.０４６０.０００１４０.０３５０.４９８.２３１００００７.２１４６.４２.９７.５県道本庄妻沼線交差点○○生物BB９２元小山川

＜０.０００６０.００００６０.００２０.０２８１.２４２００９.７５１.９０.７７.９神 流 川 橋○○生物AA９３
神流川

０.０００６０.００００６０.００２０.０３０１.１３０００９.８５２.００.８７.９藤 武 橋○○生物AA９４
０.００８９０.００００８０.０１２０.１７３.４４４０００９.０９４.０１.７７.７平　　均
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措 三 橋  

落 合 橋  

前 屋 敷 橋  

新 元 田 橋  

山 吹 橋  

と げ 橋  

明 覚  

大 内 沢 川 合 流 点 前  

八
幡
橋
 

小 渕 橋小 渕 橋  小 渕 橋  松 富 橋  

（
５
）
河
川
水
質
状
況
（
平
成
２７
年
度
）
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BOD年度平均値（㎎/L）
地　点　名（所在地）河川名順位

２５年度２６年度２７年度

６.５②４.０④６.１綾瀬川合流点前（草加市）古 綾 瀬 川１

４.８③７.０①５.７論處橋（川口市）藤 右 衛 門 川２

２.６�３.４⑨４.９道橋（加須市）中 川３

３.９⑧２.７�３.４八丁橋（さいたま市緑区）芝 川４

６.９①３.２⑪３.３笹目橋（戸田市）荒 川

５ ４.０⑥３.６⑦３.３昭和橋（越谷市）新 方 川

３.６⑪２.９⑱３.３水神橋（草加市・足立区）毛 長 川

３.６⑪３.４⑨３.２ふれあい橋（松伏町・越谷市）大落古利根川

８ ４.５④２.５�３.２加茂川橋（さいたま市大宮区・西区）鴨 川

３.４⑰２.４�３.２伝右橋（草加市・足立区）伝 右 川

（６）BODの値からみた主要河川の地点別汚濁状況
　ア　BOD年度平均値の低い１０地点

BOD年度平均値（㎎/L）
地　点　名（所在地）河川名順位

２５年度２６年度２７年度

＜０.５①０.５①＜０.５中津川合流点前（秩父市）荒 川
１

０.６②０.８⑪＜０.５天神橋（日高市）高 麗 川

０.６②０.８⑪０.５給食センター前（飯能市）入 間 川

３

０.７⑨０.６③０.５東松山橋（東松山市）都 幾 川

０.７⑨０.８⑪０.５大内沢川合流点前（東秩父村）槻 川

０.６②０.５①０.５高麗川大橋（坂戸市）高 麗 川

０.８⑬０.９�０.５成木大橋（飯能市）成 木 川

０.６②０.６③０.５赤平橋（小鹿野町）赤 平 川

０.６②０.７⑤０.５落合橋（秩父市）中 津 川

０.８⑬０.７⑤０.６正喜橋（寄居町）荒 川

１０
０.７⑨０.７⑤０.６親鼻橋（皆野町）荒 川

０.８⑬０.８⑪０.６明覚（ときがわ町）都 幾 川

０.７⑨１.１�０.６新元田橋（本庄市）小 山 川

　イ　BOD年度平均値の高い１０地点

（注）丸文字は各年度の順位

※　各湖沼とも表層水（水面下０.５m）を採取した。

クロロ
フィルa
（�/L）

りん酸
性りん
（㎎/L）

全りん
（㎎/L）

有機性
窒　素
（㎎/L）

硝酸性
窒　素
（㎎/L）

亜硝酸
性窒素
（㎎/L）

アンモニ
ア性窒素
（㎎/L）

全窒素
（㎎/L）

導電率
（mS/m）

SS
（㎎/L）

COD
（㎎/L）湖沼名

３０.０２０.０３９０.０５０.９００.００６＜０.１１.０１４４２.３玉 淀 湖

１６＜０.０１０.０２２０.２２０.５８０.０１６０.１０.９６１３２４.９円 良 田 湖

２０＜０.０１０.０２１０.１７１.００.０１２０.１１.３１０２３.９間 瀬 湖

１４＜０.０１０.０２３０.１５１.１０.０１５＜０.１１.４１１１３.１鎌 北 湖

１６＜０.０１０.０２６０.１５０.７２０.０１３＜０.１０.９６１２２２.９宮 沢 湖

６５＜０.０１０.０４４０.３３０.８４０.００８＜０.１１.２２１６５.０柴 山 沼

１６００.０１０.１８１.３０.５６０.０４３０.２２.２２２３５１２山 ノ 神 沼

（７）湖沼水質調査結果（平成２７年度）
【　夏　季　】

DO
（㎎/L）pH濁り色相透明度

（m）
全水深
（m）

水温
（℃）

気温
（℃）天候採取

時刻
採　取
年月日湖沼名

８.５８.１無し淡白色透１.５０１１.５０２１.０２２.０曇り１３：３０H２７.８.３１玉 淀 湖

６.５７.５無し淡緑色透１.５６１３.６７２４.０２２.５曇り１２：４０H２７.８.３１円 良 田 湖

７.１７.６無し無色３.１４１６.２４２４.５２２.５曇り１０：３５H２７.８.３１間 瀬 湖

６.４７.４無し無色３.２０９.６５２２.７２３.０曇り１３：１５H２７.９.１鎌 北 湖

９.２８.５無し淡黄緑色２.３０７.６０２２.５２２.５雨１０：４５H２７.９.１宮 沢 湖

７.３７.２無し淡黄色１.０５４.６８２６.９２７.０晴れ１０：５０H２７.８.２４柴 山 沼

７.５７.８有り黄緑色０.３８１.４０２７.１２７.１晴れ１１：４５H２７.８.２４山 ノ 神 沼
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クロロ
フィルa
（�/L）

りん酸
性りん
（㎎/L）

全りん
（㎎/L）

有機性
窒　素

（mg／L）

硝酸性
窒　素
（㎎/L）

亜硝酸
性窒素
（㎎/L）

アンモニ
ア性窒素
（㎎/L）

全窒素
（㎎/L）

導電率
（mS/m）

SS
（㎎/L）

COD
（㎎/L）湖沼名

１０.０３０.０３８０.０４１.３０.０１９＜０.１１.２１６＜１２.１玉 淀 湖

１４＜０.０１０.０２００.２３０.９８０.００８＜０.１０.６４１４２４.０円 良 田 湖

９＜０.０１０.０１２０.１５１.１０.００６＜０.１０.９９１０１２.９間 瀬 湖

２２＜０.０１０.０１８０.１９１.１０.００８＜０.１０.９５１２３３.３鎌 北 湖

４５＜０.０１０.０２５０.３４０.８４０.００６０.１０.３３１３４５.７宮 沢 湖

１８＜０.０１０.０３３０.２６１.５０.０１０＜０.１１.１２５７４.４柴 山 沼

１４０＜０.０１０.１８２.０４.５０.０３８＜０.１２.４２０３１１６山 ノ 神 沼

【　冬　季　】

※　各湖沼とも表層水（水面下０.５m）を採取した。

（８）県全域水質汚濁発生源総括表（平成２６年度）

BOD負荷量
（kg／日）

排水量
��／日）

基礎データ
（フレーム）

区　　　分
前年度比（kg／日）構成比（％）

▲９６５８.３６,０１５１,５４８,５８３５,５４５　千人下 水 処 理 場

生活系

▲１２９０.３１９１３７,５５０１１０　〃合併処理浄化槽（５０１人槽以上）
▲６１０.３２４６７,６４１２９　〃合併処理浄化槽（２０１～５００人槽）
▲２０１１４.３１０,３７５１９３,６７３６９２　〃合併処理浄化槽（２００人槽以下）
００.００００　〃単独処理浄化槽（５０１人槽以上）
００.０１１７０.２　〃単独処理浄化槽（２０１～５００人槽）

▲１５８５.０３,６０２６８,０８２７９２　〃単独処理浄化槽（２００人槽以下）
▲７０.０６４,８６３１３５　〃し 尿 処 理 場
００.０００４　〃そ の 他

▲１,５１５４７.４３４,４４６１８０,６０８９３１　〃雑 排 水

▲３,０３６７５.６５４,８８２２,０４１,０１７７,３０７　〃小 計
▲９９１.０７２１１８２,２２４２７　件下 水 処 理 場

産業系
▲６７２３.７２,６６８２５５,３６３２,１２７　〃規 制 対 象 事 業 場
▲８８３７.８５,６８５６４,３５２１２,０８３　〃そ の 他 事 業 場

▲１,６５４１２.５９,０７４５０１,９３９１４,２３７　〃小 計
００.０００２７　件下 水 処 理 場

畜産系

▲１５０.０５８２４　百頭規 制 対 象 畜 舎
▲１４０２.６１,９１０２,６８５２９８　〃牛

その他
の畜舎

▲１２２.８２,０２３１,３６６１,０１２　〃豚
１１０.１７６１０７１２　〃馬

▲１５６５.５４,０１４４,２４０１,３２６　〃小 計 （ 全 飼 育 頭 数 ）
１２６１.４１,０５０２５２,８８１２７　件下 水 処 理 場

その他系
４９２１.４１,０２１－１２１,２５９　ha山 林
▲５２０.４３１５－３５,８４２　〃水 田
▲５２６３.２２,２２７－２２２,６６６　〃そ の 他

４０６.４４,６１３２５２,８８１３７９,７６７　〃小 計

▲４,８０６１００７２,５８３２,８００,０７７－合　　　　　　計

DO
（㎎/L）pH濁り色相透明度

（m）
全水深
（m）

水温
（℃）

気温
（℃）天候採取

時刻
採　取
年月日湖沼名

１２８.０無し無色５.５０１４.９０７.２６.２晴れ１３：２９H２８.２.２５玉 淀 湖

１１７.９無し淡緑色透１.９５１３.８９６.１５.２晴れ１２：３６H２８.２.２５円 良 田 湖

１２７.８無し淡緑色透２.７５１６.７４５.５３.４晴れ１０：５４H２８.２.２５間 瀬 湖

１２７.８無し淡緑色透２.３０９.２０４.９５.５曇り１３：１７H２８.２.２４鎌 北 湖

１２７.８無し淡黄緑色透１.６５７.８５６.５６.０曇り１０：５０H２８.２.２４宮 沢 湖

１１８.１有り淡緑色濁０.８１３.３９７.８７.９曇り１０：５０H２８.２.２３柴 山 沼

１３９.２有り緑褐色濁０.２２１.０５８.２８.０曇り１１：５４H２８.２.２３山 ノ 神 沼

※「排水量」及び「BOD負荷量」は「基礎データ」を基に計算。
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ときがわ町 

（熊谷市、行田市、秩父市、加須市、深谷市、 

皆野町、美里町、寄居町） 

（本庄市、神川町、上里町） 

（５２） 

（８） 

（３） 

（１０）埼玉県における総量規制
　①指定地域（太線枠内）（平成２８年４月１日現在） 

０ 
２００ 
４００ 
６００ 
８００ 
１,０００ 
１,２００ 
１,４００ 
１,６００ 

パ
ン
菓
子
製
造
業
※ 

カ
ッ
ト
野
菜
※ 

飲
食
店
※ 

コ
ル
ゲ
ー
ト
マ
シ
ン
※ 

特
定
給
食
施
設
等
※ 

共
同
調
理
場
・
病
院
等
※ 

弁
当
仕
出
・
製
造
※ 

そ
の
他
の
特
定
事
業
場 

指
定
地
域
特
定
施
設
◎ 

下
水
道
終
末
処
理
施
設 

　
し
尿
処
理
施
設
◎ 

試
験
研
究
機
関 

自
動
式
車
両
洗
浄
施
設 

洗
た
く
業 

飲
食
店
等 

旅
館
業 

金
属
製
品
製
造
業 

窯
業 

化
学
工
業 

繊
維
工
業 

食
料
品
製
造
業 

畜
産
農
業 

※は指定排水工場等 
◎及び※は 
届出数＝規制対象数 

届出 
規制対象 

１５ 

８７７ ９４５ 

１３４ 
５７ 
８ 
 

６４ ２６ １９４ ８５ 
２６０ 

８ 
 

１３１ 
６４ 

２３４ 

２６ 

６７７ 

３１２ 

７７８ 

１６２ 
２６５ 

１９４ 

１,４６３ 

１１４ 

１,４６４ 

３３ 
２０７ 

８５ 

４２４ 

９０６ 
７７１ 

２６０ 
２４ １９ ６４ １６ ５８ ２５ １ 

６９ 
６３ 

４６ ５０ 

生活排水 生活排水 

産業排水 産業排水 

第１次 
５９年度実績 

第２次 
元年度実績 

第３次 
６年度実績 

第４次 
１１年度実績 

第５次 
１６年度実績 

第６次 
２１年度実績 

第７次 
２６年度実績 

１３ １４ 

４ ５ 

生活排水 

産業排水 

５５ｔ／日 ５１ｔ／日 

３８ ３５ 

１２ 
６ ５ 

１１ 
５ 

１１年度実績 第５次 
１６年度実績 

第６次 
２１年度実績 

第７次 
２６年度実績 

第５次 
１６年度実績 １１年度実績 第６次 

２１年度実績 
第７次 

２６年度実績 

４.１t／日 

６.５ｔ／日 
３.７ｔ／日 
生活排水 

１.３ｔ／日 
産業排水 
１.５ｔ／日 
その他 

３.５t／日 ３.４t／日 

２.８ ２.５ ２.６ ０.５ 

０.３ 
０.５ 
０.８ 
０.５ 
０.８ 

０.４ 
０.６ 
０.４ 
０.６ 

②化学的酸素要求量 ③窒素含有量

④りん含有量 

（９）特定事業場・指定排水工場等の業種内容（平成２７年度・政令市等を含む）   
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行　政　処　分排水基準
超過件数

排水検査
検査数

立入検査
件数 注　意改善勧告改善命令一時停止命令

４７
（４.６％）

１８
（１.８％）

００
６５

（６.４％）
１,０２０１,４３９県

１３１
（１２.４％）

１０
（０.９％）

００
１４１

（１３.３％）
１,０６０１,１２２政令市等

１７８
（８.６％）

２８
（１.３％）

００
２０６

（９.９％）
２,０８０２,５６１合　計

生活排水対策推進
協議会設置年月

生活排水対策推進
計画策定年月

生活排水対策重点
地域指定年月日

関連流域市町村流　域　名

平成５年４月
第１次　平成４年３月
第２次　平成１９年３月

平成３年８月９日
川越市、所沢市、
狭山市、入間市

不老川流域

平成５年１０月平成５年３月平成４年７月６日本庄市、上里町元小山川流域

平成８年３月平成７年３月平成６年３月１０日
加須市、羽生市、
久喜市

中川上流域

平成１４年１１月平成１４年３月平成１２年９月６日秩父市、小鹿野町赤平川流域

平成１５年１１月平成１５年３月平成１４年２月１８日
秩父市、横瀬町、
皆野町、長�町

荒川上流域

平成１７年２月平成１６年３月平成１４年１２月１９日
嵐山町、小川町、
ときがわ町、東秩父村

槻川・都幾川
上流域

※　（　）内は排水検査件数に対する同欄件数の割合

２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度１５年度

５８４５７９５７３５６７５５３５４８５４２５３３５２６５１８５１１５０１４９６処理人口（万人）整備
状況 ６９４６８８６７９６７３６６５６５４６４４６３３６２２６０８５９９５８６５７５処理面積（�）　

７９.７７９.２７８.６７７.９７７.４７６.７７６.１７５.２７４.５７３.５７２.９７１.６７１.０処理人口普及率（％）

１８.３１８.１１７.９１７.７１７.５１７.２１６.９１６.７１６.４１６.０１５.８１５.４１５.１処理面積整備率（％）

（１１）排水基準超過に対する行政措置状況（平成２７年度）

（１２）生活排水対策重点地域の指定状況（平成２８年４月１日現在）

（１３）浄化槽設置基数及び浄化槽整備事業の推移

（１４）下水道普及状況

浄化槽整備事業（県費補助）浄化槽設置基数

補　助　額
（千円）補助基数（基）市町村数合併処理浄化

槽の割合（％）
うち合併処理
浄化槽（基）

総設置基数
（基）

２０８,７９６２,７４４５２２６.８１８４,４９８６８８,１１８１８年度

２１４,０３４２,４９７５３２９.４１８０,９０２６１６,３５１１９年度

１７１,４２２２,３６５５３３０.８１８９,００１６１３,０９８２０年度

１５３,６８３２,０８０４６３２.２１９６,６７５６１１,５７４２１年度

１４６,６８９１,９７０４４３５.２１９９,３８３５６６,４６９２２年度

２８５,５２９８９４４５３８.３２１０,８９３５５１,３１７２３年度

４３５,７９６１,２１３４７３９.２２０６,７０２５２６,８４１２４年度

４３０,９２１１,２４０４９※４０.６２１４,２９０５２７,６６６２５年度

３７８,２７２１,０８８４８※４１.８２１９,７８２５２５,９６０２６年度

４１９,０６３１,１７０４６４３.９２２３,２００５０８,７９４２７年度

※　皆野・長�上下水道組合含む
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（１６）流域下水道の計画と現況（平成２８年４月１日現在）

（注）処理水量は、２７年度実績（日平均）であり、計欄は、各流域処理水量（�／日）の合計値である。

ときがわ町 

ふじみ野市 

（注１）単独公共下水道は、一部事務組合が事業主体となる下水道を含む。 
（坂戸、鶴ヶ島下水道組合、毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合及び皆野・長辰下水道組合の３組合） 

（１５）埼玉県流域下水道・公共下水道計画現況（平成２８年４月１日現在）

現　　　　　　況全体計画
処理開始
年 月 日

事業着手
年 月 日 処理区域内

人口（人）
処理水量
（�／日）

処理能力
（�／日）

処理区域内
人口（人）

処理能力
（�／日）

１,８６７,７７５６６１,５４０１,０７０,４００
８系列１,７６４,５００８９５,４００

８系列
昭和４７年
１０月１日

昭和４２年
３月２７日

荒 川
水循環センター

荒川左岸
南 部

３２８,８６２１４４,７９４２２３,７５０
３.５系列４３４,３００２３３,１００

５系列
昭和５６年
４月１日

昭和４６年
１２月１３日

元 荒 川
水循環センター

荒川左岸
北 部

１,６０５,５８８
５１７,２４６６９７,９００

５系列
１,５７４,０９０

８
系
列

７８９,９００

昭和５６年
４月１日

昭和４６年
１２月１３日

新 河 岸 川
水循環センター

荒川右岸
５１,１８９５０,９５０

２系列
３
系
列

平成１８年
４月１日－新 河 岸 川 上 流

水循環センター

１,３３０,５５３４１４,８８０６１３,２００
９系列１,４５４,０００７６５,０００

１４系列
昭和５８年
４月１日

昭和４８年
３月２９日

中 川
水循環センター中　　川

１１１,５３２４１,４１７７４,４００
３系列１２８,３００８７,９００

４系列
昭和５８年
４月１日

昭和５２年
９月１７日

古 利 根 川
水循環センター古利根川

１７,３８９４,９６２１０,１５２
１.５系列２５,６００１５,９００

３系列
平成４年
４月１日

昭和６１年
３月１５日

荒 川 上 流
水循環センター荒川上流

３６,６４５１１,２４９１７,６００
３系列４２,２００２２,８００

４系列
平成６年
４月１日

平成元年
１０月３日

市 野 川
水循環センター市 野 川

５０,１６８１３,８４９３０,０００
２系列７４,４００５１,６００

５系列
平成２１年
４月１日

平成１７年
３月１４日

小 山 川
水循環センター

利 根 川
右 岸

５,３４８,５１２１,８６１,１２５２,７８８,３５２５,４９７,３９０２,８６１,６００－－－計

項　目

流域名 処理場
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油類の流出 
１１５件 
５５%

魚類のへい死 
３３件 
１６%

着色水・濁水 
５１件 
２４%

その他 
１１件 
５%

現象別件数 
総数２１０件 
（１００%） 

自然現象 
７件 
２１%

不明 
２０件 
６１%

その他 
３件 
９%

工場・事業場等からの排水 
３件 
９%

魚類のへい死 
総数３３件 
（１００%） 

工場・事業場等からの排水 
２５件 
２２%

不明 
６６件 
５７%

交通事故等 
１６件 
１４%

工事現場等 １件　１%

油類の流出 
総数１１５件 
（１００%） 

不法投棄 ７件　６%

（１７）異常水質事故の現象別発生件数（平成２７年度）

（１８）異常水質事故における魚類のへい死の発生原因内訳（平成２７年度）

（１９）異常水質事故における油類の流出の発生原因内訳（平成２７年度）
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２７年度２６年度２５年度２４年度２３年度２２年度２１年度１８年度１５年度１２年度９年度平成　
６年度６０年度５５年度昭和　

５０年度区　　　分

３７１３５８３４９３４１３３３３２３２９９２６７２２７１６９９３６０６１１雨 水 の 利 用

７６７５７５７５７５７５７２７１５８５６４６４２１２６０業務ビル等の各施設から
発生した下水の再利用

２３２３２３２３２３２３２３２２２２２２２１２１１６８３下 水 道 処 理 場 の
処 理 水 の 利 用

４９４９４９４９４９４９４９４９４０３４２４２３１３９２工業用水道用水の利用

５１９５０５４９６４８８４８０４７０４４３４０９３４７２８１１８４１４６４７２４６計

（２０）雑用水利用施設の推移

（注）施設数について、平成１８年度までは埼玉県長期水需給の見通し（平成１９年１２月）から掲載。
　　　平成２１年度以降は土地水政策課の調査による。

（２１）原水別・利用用途別雑用水利用の状況（平成２７年度）

施 設 数そ の 他環 境 ・
修 景 用洗浄用水洗　 車散水用水冷 房 ・

冷 却 用
水　 洗
ト イ レ原水別用途別施設

３７１４４１９１５７１３１１３２４４雨 水 の 利 用

７６２７５４１９１５６５業務ビル等の各施設から
発生した下水の再利用

２３５２２４０１２０２下 水 道 処 理 場 の
処 理 水 の 利 用

４９１８３１５０９３５２９工業用水道用水の利用

５１９６９３１５９１１１６０８３３４０計

（注）雑用水を複数の用途に使用している例が多いため、施設数と用途別件数の合計は一致しない。

平　成　２４　年平　成　２３　年平　成　２２　年年次
地域名 計工業用建築物用水道用計工業用建築物用水道用計工業用建築物用水道用

６４.８１２.６３.２４９.０６６.０１０.８３.３５１.９６９.２１１.５３.５５４.２東部地域

１５５.９２６.９４.１１２４.８１５２.７２６.７４.０１２２.０１６５.４３０.１３.７１３１.６中央部地域

１５３.７３６.５１２.２１０４.９１５３.４３６.８１２.２１０４.４１６７.３４０.６１２.９１１３.８西部地域

７７.８１８.２３.５５６.１８１.３１８.７３.４５９.２８７.１１９.１３.４６４.６北東部地域

２４.６３.３１.０２０.３２６.０４.１０.７２１.１２７.２４.４０.８２１.９比企地域

１８７.２５０.５３.４１３３.３１８８.７５２.２３.３１３３.２１９３.７５２.９３.３１３７.５北部地域

６６４.０１４８.０２７.５４８８.５６６８.０１４９.３２６.９４９１.７７１０.０１５８.７２７.５５２３.８
計

１００％２２.３％４.１％７３.６％１００％２２.４％４.０％７３.６％１００％２２.４％３.９％７３.８％

平　成　２７　年平　成　２６　年平　成　２５　年年次
地域名 対前年比（％）計工業用建築物用水道用計工業用建築物用水道用計工業用建築物用水道用

１０６.０６３.４８.０４.３５１.１５９.８８.３３.４４８.１６４.７１０.８３.３５０.６東部地域

９７.０１５７.４２３.３４.５１２９.５１６２.１２６.３４.２１３１.６１５７.８２５.３３.９１２８.５中央部地域

１０１.４１５２.５３８.７１０.２１０３.５１５０.３３６.３１２.３１０１.８１５１.６３５.８１０.２１０５.７西部地域

９８.４７２.８１９.２３.２５０.４７４.０１９.１３.０５１.８７６.１１９.５２.９５３.６北東部地域

１００.１２３.７３.９０.７１９.１２３.７３.９０.７１９.１２３.８３.２１.０１９.７比企地域

１０４.８１７５.４４５.３３.１１２７.０１６７.３４６.０２.８１１８.５１８０.５４７.６２.８１３０.１北部地域

１０１.２６４５.１１３８.５２６.０４８０.６６３７.３１４０.０２６.４４７０.９６５４.５１４２.２２４.１４８８.２
計

－１００％２１.５％４.０％７４.５％１００％２２.０％４.１％７３.９％１００％２１.７％３.７％７４.６％

（単位：千�／日）

注　（１）　水道用は採取量報告に基づく数量。
　　（２）　建築物用は条例に基づく採取量報告と建築物用地下水の採取の規制に関する法律に基づく採取量報告数値を合

算。
　　（３）　工業用は条例に基づく採取量報告と工業用水法に基づく採取量報告を合算。
　　　　　但し、２種指定地域やその他の地域は工業統計による数値を採用。

（２２）地域別地下水採取量
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ときがわ町 

●・○は観測所 
（うち○は、さいたま市の観測所） 
　　は、テレメータ設置観測所 

岩槻観測所 

大宮観測所 

浦和東観測所 

（２３）地盤沈下・地下水位観測所分布図（平成２８年４月１日現在）

観測市町村年間最大
沈下量年次観測市町村年間最大

沈下量年次観測市町村年間最大
沈下量年次

越谷市２.２１３年久喜市（旧鷲宮町）６.７昭和５６年

川口市

１８.７昭和３６年

加須市（旧北川辺町）２.４１４年久喜市（旧栗橋町）５.３５７年２３.６３７年

所沢市２.５１５年久喜市（旧鷲宮町）５.２５８年２０.８３８年

越谷市４.７１６年

久喜市（旧栗橋町）

６.０５９年１８.８３９年

久喜市（旧栗橋町）１.８１７年５.６６０年１８.５４０年

加須市（旧大利根町）

１.９１８年４.７６１年１５.６４１年

２.７１９年４.８６２年１６.５４２年

１.１２０年５.４６３年戸田市１６.０４３年

所沢市１.６２１年４.６平成元年草加市１３.８４４年

加須市
２.４２２年４.４２年朝霞市２０.９４５年

１２.５＊２３年４.２３年新座市１９.４４６年

幸手市２.３２４年加須市（旧北川辺町）４.７４年

所沢市

２３.８４７年

加須市
２.３２５年

久喜市（旧鷲宮町）
３.２５年２５.２４８年

１.２２６年４.８６年２７.２４９年

川越市１.０２７年越谷市４.４７年１４.７５０年

＊平成２３年３月１１日の東北地方太平洋
沖地震に伴う地殻変動による地盤沈下
の影響が大きいため参考値とする。

久喜市（旧栗橋町）４.０８年１４.１５１年

越谷市
３.４９年９.８５２年

２.４１０年久喜市（旧鷲宮町）１２.５５３年

久喜市（旧鷲宮町）
３.３１１年久喜市（旧鷲宮町・旧栗橋町）９.６５４年

２.９１２年久喜市（旧鷲宮町）７.９５５年

（２４）年間最大沈下量　経年変化 単位：㎝
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（２５）利根川水系・荒川水系水資源開発施設現況図（平成２８年４月１日現在）

吉見浄水場 吉見浄水場 



５

（備考）工業専用地域については適用されない。

地域の

類 型
該 当 地 域

時 間 の 区 分

昼 間
�
�
午前６時から�

�午後１０時まで

夜 間
�
�

午後１０時から �
�翌日の午前６時まで

Ａ

第１種低層住居専用地域
第２種低層住居専用地域
第１種中高層住居専用地域
第２種中高層住居専用地域

５５デシベル以下 ４５デシベル以下

Ｂ

第 １ 種 住 居 地 域
第 ２ 種 住 居 地 域
準 住 居 地 域
用途地域の定めのない地域

Ｃ

近 隣 商 業 地 域
商 業 地 域
準 工 業 地 域
工 業 地 域

６０デシベル以下 ５０デシベル以下

（備考）車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をいう。

地 域 の 区 分 昼 間 夜 間

Ａ地域のうち２車線以上の車線を
有する道路に面する地域 ６０デシベル以下 ５５デシベル以下

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有す
る道路に面する地域及びＣ地域のうち
車線を有する道路に面する地域

６５デシベル以下 ６０デシベル以下

区 分 昼 間 夜 間

屋 外 ７０デシベル以下 ６５デシベル以下

窓 を 閉 め た 屋 内 ４５デシベル以下 ４０デシベル以下

（備考）１ 幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、県道、４車線以上の市町村道及び自動車専用道路をいう。
２ 近接する空間とは、道路端からの距離が２車線以下では１５m、３車線以上では２０mの区間をいう。
３ 窓を閉めた屋内の基準を適用することができるのは、個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を
主として閉めた生活が営まれていると認められるときである。

物質濃度規制地域 臭気指数規制地域

２２の特定悪臭物質の濃度による規制 臭気全体のにおいの強さによる規制

※臭気指数とは、においを感じなくなるまで、においを無臭空気で希釈した時の希釈倍率（臭気濃度）を対数化して、１０倍
した数値。

（１）騒音に係る環境基準（騒音の評価手法は、等価騒音レベル）
ア 一般地域の環境基準

イ 道路に面する地域の環境基準

ウ 幹線交通を担う道路に近接する空間の環境基準（特例）

（２）悪臭防止法に基づく規制内容

騒音・振動・悪臭関係
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（３）騒音規制法と振動規制法の対象工場等数
（Ｈ２８．３．３１現在）

（６）新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域指定の概要

（４）自動車騒音に係る要請限度（騒音の評価手法
は、等価騒音レベル）
ア 区域の区分と要請限度

イ 幹線交通を担う道路に近接する区域に係る要請
限度（特例）

ウ 区域の類型

（５）新幹線鉄道騒音に係る環境基準の概要
環境基準

（注）地域の類型Ⅰ：主として住居の用に供される地域。
地域の類型Ⅱ：Ⅰ以外の地域であって通常の生活を

保全する必要がある地域。

区 分 施設・作業の種類 工場等数

騒

音

規

制

法

対

象

特

定

施

設

金属加工機械
空気圧縮機等
土石用粉砕機等
織機
建設用資材製造機械
穀物用製粉機
木材加工機械
抄紙機
印刷機械
合成樹脂用射出成形機
鋳型造型機

３，００６
４，５９６
２７７
３２６
１９１
１８

１，０１０
４７
９２９
７４４
７０

計 １１，２１４

特

定

建

設

作

業

くい打機等を使用する作業
びょう打機を使用する作業
さく岩機を使用する作業
空気圧縮機を使用する作業
コンクリートプラント又はアスファ
ルトプラントを設けて行う作業
バックホウを使用する作業
トラクターショベルを使用する作業
ブルドーザーを使用する作業

１００
０
７８４
１７７

０
２３２
３
３２

計 １，３２８

振

動

規

制

法

対

象

特

定

施

設

金属加工機械
圧縮機
土石用粉砕機等
織機
コンクリートブロックマシン等
木材加工機械
印刷機械
ゴム練用のロール機等
合成樹脂用射出成形機
鋳型造型機

２，７７３
２，２９７
１９４
２７０
２０
６３
６０９
５９
５８５
５３

計 ６，９２３

特
定
建
設
作
業

くい打機等を使用する作業
鋼球を使用して破壊する作業
舗装版粉砕機を使用する作業
ブレーカーを使用する作業

１０６
０
１３
６４０

計 ７５９

１ 指定地域の範囲
東北新幹線・上越新幹線の軌道中心線から左右両側にそれぞれ３００m以内の地域。ただし、戸田市、蕨市及び

さいたま市（旧大宮市の区域を除く。）の区域では軌道中心線から左右両側にそれぞれ２００m以内の地域とし、ま
た、長大スパンけた橋りょうの各橋台からそれぞれ４００mの区間では、軌道中心線から左右両側にそれぞれ４００m
以内の地域とする。

２ 類型の当てはめ
類型Ⅰ 第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住

居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、用途地域が定められていない地域
類型Ⅱ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

３ 指定から除外する地域及び類型を当てはめない地域
工業専用地域、河川区域、鉄道用地

区域の区分
時間の区分

昼間 夜間

１
ａ区域及びｂ区域のうち１車
線を有する道路に面する区域

６５デシベル ５５デシベル

２
ａ区域のうち２車線以上の車
線を有する道路に面する区域

７０デシベル ６５デシベル

３

ｂ区域のうち２車線以上の車
線を有する道路に面する区域
及びｃ区域のうち車線を有す
る道路に面する区域

７５デシベル ７０デシベル

昼 間 夜 間

７５デシベル ７０デシベル

区域の
類 型

該当地域

ａ区域

第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専
用地域
第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住
居専用地域

ｂ区域
第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地
域、用途地域の定めのない地域

ｃ区域
近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業
地域

地域の類型 基 準 値

Ⅰ ７０デシベル以下

Ⅱ ７５デシベル以下
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（注）１ 測定結果欄の距離は、測定地点側の軌道中心からの距離である。
２ 測定結果欄の＿は、環境基準値を超えたことを示す。

新幹線名
測 定 区 域
（測定年月日） 用途地域（類型）

騒音レベル（デシベル）振動レベル（デシベル）
２５m ５０m １００m ２５m

東

北

新

幹

線

大
宮
駅
以
北

上 尾（上り側）
（Ｈ２７．９．１６）

第２種住居地域
（Ⅰ） ７５ ７２ ― ５３

伊 奈（上り側）
（Ｈ２７．８．２５）

無 指 定
（Ⅰ） ６９ ６８ ６４ ５５

白 岡（下り側）
（Ｈ２７．６．８）

第１種住居地域
（Ⅰ） ６６ ６６ ６０ ５９

久 喜（下り側）
（Ｈ２７．１０．２７）

第１種住居地域
（Ⅰ） ６７ ６５ ６２ ６１

大
宮
駅
以
南

戸 田（下り側）
（Ｈ２７．４．２４） 第１種住居地域

（Ⅰ）

７２ ６８ ― ４８

戸 田（上り側）
（Ｈ２７．５．１８） ７４ ６７ ― ４５

上

越

新

幹

線

上 尾（下り側）
（Ｈ２７．４．１６）

無 指 定
（Ⅰ） ６８ ６８ ６７ ４９

鴻 巣（上り側）
（Ｈ２７．５．２６）

無 指 定
（Ⅰ） ７４ ７０ ６９ ６２

行 田（下り側）
（Ｈ２７．４．９）

第１種住居地域
（Ⅰ） ７３ ７０ ６２ ６０

熊谷宮本（下り側）
（Ｈ２７．５．２１）

商 業 地 域
（Ⅱ） ７０ ６７ ６２ ５２

熊谷三ヶ尻（下り側）
（Ｈ２７．１０．１４）

無 指 定
（Ⅰ） ７０ ６９ ６６ ４３

本 庄（下り側）
（Ｈ２７．９．２９）

無 指 定
（Ⅰ） ７１ ６８ ６２ ５２

地 域 の 類 型 基 準 値

Ⅰ ５７デシベル以下

Ⅱ ６２デシベル以下

（備考）Ⅰ類型：専ら住居の用に供される区域
Ⅱ類型：Ⅰ以外の地域であって、通常の生活を保全する必要がある区域

※Lden（時間帯補正等価騒音レベル）とは、昼間（７：００～１９：００）、夕（１９：００～２２：００）、夜間（２２：００～７：００）の時
間帯別に重みを付けて求めた等価騒音レベルである。

（７）東北・上越新幹線鉄道騒音・振動測定結果（平成２７年度）

（８）航空機騒音に係る環境基準の概要
○環境基準（Lden）：平成２５年４月１日施行

（９）航空機騒音に係る環境基準の地域指定の概要
ア 対象飛行場
入間飛行場、横田飛行場

イ 指定地域の範囲

ウ 地域の類型を当てはめる地域

エ 当てはめから除外する地域
工業専用地域、入間基地内

対 象
範 囲（滑走路中心線から）

東 側 西 側 南 側 北 側

３㎞ ２� ７㎞ １０㎞入 間 飛 行 場

横 田 飛 行 場 ３㎞ ２㎞ 都県境 １７㎞

地域の類型 当 て は め る 地 域

Ⅰ
第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高
層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、用途地域の定めのない地域

Ⅱ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域
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番号 測定地点 類型 ※１ Lden
（デシベル）

騒音発生回数
（上段：総数、
下段：１日平均）

有効測定日数
（日）

入
間
飛
行
場
南
側

１
康寿園
（所沢市東狭山ヶ丘）

Ⅰ ５９
１４，９９６

３６２
４２

２
宮前小学校
（所沢市東狭山ヶ丘）

Ⅰ ５７
１５，１５０

３６６
４２

３
所沢西高等学校
（所沢市北野新町）

Ⅰ ５５
８，０４６

３６６
２２

４
小手指小学校
（所沢市小手指元町）

Ⅰ ５１
６，４００

３６６
１８

入
間
飛
行
場
北
側

５
狭山緑陽高等学校
（狭山市広瀬東）

Ⅰ ５６
１４，５８３

３４１
４３

６
綜研化学�駐車場
（狭山市柏原）

Ⅰ ６２
１７，０３６

３６３
４７

７
※２ 柏原小学校
（狭山市柏原）

Ⅰ ５５
８，２１５

２８９
２９

８
老人福祉センター宝荘
（狭山市柏原）

Ⅰ ５３
１０，６７２

３６６
３０

横
田
飛
行
場
北
側

９
金子小学校
（入間市西三ツ木）

Ⅰ ５５
５，１５１

３２８
１６

１０
飯能南高等学校
（飯能市阿須）

Ⅰ ５２
４，９７３

３４５
１５

１１
加治東小学校
（飯能市岩沢）

Ⅰ ５０
４，０２３

３６６
１１

１２
飯能第一中学校
（飯能市双柳）

Ⅰ ５０
４，６７３

３６６
１３

※１ Lden欄の は、環境基準値を超えたことを示す。
※２ 測定局７は、柏原幼稚園の閉鎖に伴い、柏原小学校へ移設した。

区域区分
基準値（臭気指数）

（１） （２）

Ａ 区 域 （Ｂ、Ｃ区域を除く区域） １５ １５

Ｂ 区 域 （農業振興地域） １８ ２１

Ｃ 区 域 （工業地域・工業専用地域） １８ １８

（１０）航空機騒音発生状況概要（平成２７年度）

（１１）悪臭防止法に基づく臭気指数規制の概要
ア 敷地境界線における規制基準

基準値（１） 熊谷市、川口市、秩父市（一部）、所沢市、飯能市、加須市、東松山市、狭山市、羽生市、鴻巣市、
入間市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久喜市、北本市、富士見市、三郷市、蓮田市、
坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、日高市、ふじみ野市、白岡市、伊奈町、三芳町、毛呂山町、滑川町、
嵐山町、吉見町、皆野町、長�町、杉戸町、松伏町

基準値（２） 本庄市、深谷市、美里町、神川町、上里町、寄居町

イ 煙突等の排出口における規制基準
敷地境界線の基準を用いて、悪臭防止法施行規則第６条の２に定める換算式により算出します。

ウ 排出水中の規制基準
敷地境界線の基準を用いて、悪臭防止法施行規則第６条の３に定める換算式により算出します。
換算式 Iw=L＋１６

Iw :（排出水の臭気指数）
L :（敷地境界線における規制基準）
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平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

騒

音

工場・事業場 ３０８ ３４４ ３３１ ３４２ ２３０

建 設 作 業 ３０４ ２６３ ３３６ ３０６ ３１２

交 通 ７０ ４７ ４５ ５１ ６３

近 隣 １８０ １９７ １８９ ２０１ １７８

そ の 他 ２６１ ２１６ ２２９ ２６７ ２５７

合 計 １，１２３ １，０６７ １，１３０ １，１６７ １，０４０

振

動

工場・事業場 ４８ ５７ ４０ ４８ ２３

建 設 作 業 ９９ ９９ １１３ １２７ ７８

交 通 １８ １４ １０ １１ １２

そ の 他 １４ ５ １３ １１ １０

合 計 １７９ １７５ １７６ １９７ １２３

悪

臭

製 造 事 業 所 １１５ １６５ １５４ １３６ １２４

家 庭 生 活 １２１ １０９ １０６ ６８ ８９

商店・飲食店 ３４ ２７ ３２ ３２ １９

そ の 他 ４４８ ４４４ ３９１ ３９４ ３２７

合 計 ７１８ ７４５ ６８３ ６３０ ５５９

（１２）騒音・振動・悪臭に係る苦情件数の推移 （単位：件）
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6

計 画 の 名 称 計 画 期 間 目 的 対象市町村 承認年月日

荒川水系流域公害防止計画 昭和４７～５６年度 水 質 汚 泥 防 止 ５４市町村 昭和４７年１２月１９日

埼玉地域公害防止計画 昭和４８～５６年度 水質以外の公害防止 ３６市町村 昭和４８年１２月１８日

埼玉地域公害防止計画 昭和５２～５６年度
前期２計画の一本化
（大気、水質等の公害防止）

５４市町村 昭和５３年３月１７日

埼玉地域公害防止計画 昭和５７～６１年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町村 昭和５８年３月１５日

埼玉地域公害防止計画 昭和６２～平成３年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町 昭和６３年３月１４日

埼玉地域公害防止計画 平成４～８年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町 平成５年３月１１日

埼玉地域公害防止計画 平成９～１３年度 大気、水質等の公害防止
５２市町
（後、合併により５０市町）

平成１０年２月２６日

埼玉地域公害防止計画 平成１４～１８年度 大気、水質等の公害防止
４９市町
（後、合併により４６市町）

平成１５年２月２４日

埼玉地域公害防止計画 平成１９～２２年度 大気、水質等の公害防止 ２３市町 平成２０年３月１７日

埼玉地域公害防止計画 平成２３～３２年度 大気、水質等の公害防止 １６市町 平成２４年３月１６日※

※公害防止対策事業計画承認日

旧
鳩
ヶ 

　
谷
市 

（１）公害防止計画
ア 公害防止計画の概要

公害防止計画は、環境基本法第１７条に基づく計画であり、公害が著しい、または、著しくなるおそれがあり、
かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害の防止を図ることが著しく困難になると認められ
る地域について、都道府県知事が策定する計画です。
本計画に基づいて実施される環境大臣の同意を得た公害防止対策事業については、「公害の防止に関する事業

に係る国の財政上の特別措置に関する法律」により、国の負担または補助の割合について、かさ上げの措置が
講じられています。

イ 計画策定状況
計画策定状況については、表６－１－１のとおりです。

表６－１－１ 公害防止計画の策定状況

ウ 対象地域
直近の公害防止計画（平成２３～３２年度）における計画地域は図６－１－１のとおりです。

図６－１－１ 公害防止計画地域図（１５市１町）
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区分 事 業 名

現行計画期間（平成２３年度～３２年度）

計画事業費
実 績 事 業 費

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 合 計 進捗率

特例負担
適用事業

終末処理場（公共下水道） ７，３８６ ９ ５２ １６６ ７６１ １，４８０ ２，４６８ ３３．４％

河川しゅんせつ １，２７０ ５６ １４３ １０４ ８２ ９１ ４７６ ３７．５％

特例負担適用事業（計）① ８，６５６ ６５ １９５ ２７０ ８４３ １，５７１ ２，９４４ ３４．０％

特例負担
非適用事業

公共下水道（管渠） １８７，９８７ １８，８１６ １５，１２４ １２，９４７ １１，７０３ １４，５１４ ７３，１０４ ３８．９％

流域下水道（管渠） ７，９４０ １，０４７ ８６７ １，０９４ ６８３ ２，１１６ ５，８０７ ７３．１％

特例負担非適用事業（計）② １９５，９２７ １９，８６３ １５，９９１ １４，０４１ １２，３８６ １６，６３０ ７８，９１１ ４０．３％

公害対策事業 ①＋② ２０４，５８３ １９，９２８ １６，１８６ １４，３１１ １３，２２９ １８，２０１ ８１，８５５ ４０．０％

対 象 者 県内で１年以上事業を営んでいる中小企業者等

融 資 対 象

再生可能エネルギー利用（固定価格買取制度に基づく全量売電目的のものを除
く。）設備の整備、高効率省エネルギー設備の整備、ESCO事業による省エネルギ
ー設備の整備、低公害車用燃料供給施設の整備、公害発生防止機器・装置・施設
の整備、汚染土壌処理経費（調査費含む）、汚染地下水処理経費（調査費含む）、
アスベストの飛散防止工事等、事業系廃棄物処理施設の整備、フロン等の代替・
回収・破壊装置の購入、再生資源利用促進施設の整備、産業廃棄物の適正処理に
要する経費

融

資

条

件

限 度 額 １億５，０００万円

融 資 割 合 融資対象経費の１００％以内（ただし、１０万円未満切り捨て）

利率（固定金利）
温室効果ガス排出量削減対策経費 ０．５０％以内（ただし、信用保証付きは年０．２０％
以内）
公害防止対策経費 年１．３８％以内（ただし、信用保証付きは年１．０８％以内）

返 済 期 間
１０年以内（ただし融資額３，０００万円以内、産業廃棄物の適正処理に要する経費及び
大企業の場合は７年以内）

返 済 方 法 １年以内据置、元金均等月賦返済

担 保・保 証 人 借入希望者と取扱金融機関との協議により定めます。

信 用 保 証 必要に応じて付します。

取 扱 金 融 機 関 銀行、信用金庫、信用組合、商工組合中央金庫の県内本・支店

表６－１－２ 公害防止計画の実施状況 単位：百万円

（２）環境みらい資金貸付制度
この制度は、地球温暖化問題や公害防止対策などに適切に対応するため、環境の保全と創造に必要な資金を

長期間低利で貸し付けるものです。

表６－２－１ 環境みらい資金貸付制度の概要 （Ｈ２８．３．３１現在）

平成２７年度の融資実績は、「地球温暖化対策」について４件、１億７，９４０万円でした。
業種別の融資額の割合は、製造業１億６，５００万円（９２．０％）、介護事業１，４４０万円（８．０％）となっています。

（図６―２―２）
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融資額（千円） 

平成１８ 

１79,4００ 

７９７,３００ 

５５２,４００ 

３１５,５００ 
１９１,３００ 

１３９,７００ 
２１３,２００ 

１６３,５００ 
４０,５００ 

６１０,５００ 

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ （年度） ２５ ２６ ２７ 
０ 

５００,０００ 

１,０００,０００ 

１,５００,０００ 

１７９,４００ 

（千円） 

１４,４００ 
（８.０％） 

介護事業 

１６５,０００ 
（９２.０％） 

製造業 

図６－２－１ 年度別融資額

図６－２－２ 業種別融資額の割合（平成２７年度）
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7

区 分 国 有 林 民 有 林 計

面 積（ha） １２，１６９ １０９，０９１ １２１，２６０

蓄 積（千�） ２，７１６ ３０，５５３ ３３，２６８

人 工 林（ha） ２，４５２ ５７，４０８ ５９，８６０

人 工 林 率（％） ２０ ５３ ４９

総数欄は、２種類以上重複指定した保安林があるため、各保安林の合計に合致しない。

保安林の種類
面 積（ha）

国 有 林 民 有 林 計
かん

水 源 涵 養 保 安 林 １１，８６１ ２６，２０１ ３８，０６２

土砂流出防備保安林 １０６ ９，２４６ ９，３５２

土砂崩壊防備保安林 ３４６ ３４６

防 風 保 安 林 ５１ ５１

干 害 防 備 保 安 林 ９６７ ９６７

防 火 保 安 林 １ １

魚 つ き 保 安 林 ３５ ３５

保 健 保 安 林 ３，０６２ ３，５４１ ６，６０３

風 致 保 安 林 ２ ２

総 数 １１，８６５ ３６，１１２ ４７，９７７

区 分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

造 林 １００ ６９ ７２ ６６

下 刈 ８１ ５９ ７３ １０２

除 伐 ５８ １０４ ３９ １６

枝 打 ち １０５ ９７ ４１ ５０

間 伐 １，４５６ １，５０６ １，５４８ １，５８０

（１）森林の現況 （Ｈ２４．３．３１現在）

（２）保安林の種類別面積 （Ｈ２８．３．３１現在）

（３）森林整備の実績 （単位：ha）
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（４）県自然環境保全地域の指定状況 （Ｈ２８．３．３１現在）

保 全 地 域 名 所 在 地
指定年月日
（昭和）

面 積（ha）

保全地域 特別地区 野生動植物
保 護 地 区

小 鹿 野 町 滝 前
県自然環境保全地域

小鹿野町両神小森
字挽板の全域
字滝前の全域
字柴小屋の一部

５０．３．２８ ２９３．００

三 芳 町 多 福 寺
県自然環境保全地域

三芳町大字上富
字木の宮の一部

５１．３．３０ ２０．１０

加 須 市 志 多 見 東
県自然環境保全地域

加須市志多見
字深町の一部

〃 ４．４６

加須市志多見中央
県自然環境保全地域

加須市志多見
字中川面の一部

〃 ２．４３

加 須 市 志 多 見 西
県自然環境保全地域

加須市志多見
字中川面の一部

〃 ２．００

小 鹿 野 町 般 若
県自然環境保全地域

小鹿野町般若
字諏訪久保の一部
字麻平の一部
字柿久保の一部
字聖天の一部

５２．３．２９ １６．８０ ８．２０

小鹿野町ようばけ
県自然環境保全地域

小鹿野町長留
字サスの一部

〃 １２．３０ １０．３０

秩 父 市 白 砂
県自然環境保全地域

秩父市吉田久長
字小鹿原の一部
字大久保の一部
字葉朽岩の一部

〃 ６．００ ６．００

小 鹿 野 町 尾 の 内
県自然環境保全地域

小鹿野町河原沢
字皆和田の一部

５３．３．２２ １１５．００ １１５．００

ときがわ町道元平
県自然環境保全地域

ときがわ町大字田黒
字滝の入の一部

〃 ２．００ ２．００ ２．００

熊 谷 市 大 沼
県自然環境保全地域

熊谷市小江川
字大犬塚の一部
須賀広字大犬塚の一部
字西原の一部
柴字下原の一部
字塚越の一部

〃 １０．００

嵐 山 町 杉 山
県自然環境保全地域

嵐山町大字杉山
字中窪の一部
字上城の一部
字鷹城の一部
字城山の一部

５３．５．２９ １４．００

� 田 市 上 沼
県自然環境保全地域

�田市大字黒浜
字上沼の一部

５４．３．２０ ２．６３

� 田 市 下 沼
県自然環境保全地域

�田市大字黒浜
字十九町の一部

〃 ２．５０

秩 父 市 田 中 山
県自然環境保全地域

秩父市下吉田
字田中山の一部

〃 １０．７１ ５．０６ ５．０６

秩 父 市 女 形
県自然環境保全地域

秩父市上吉田
字向堂の一部

〃 ４．３１ ４．３１ ４．３１

合 計 １６地域 ５１８．２４ １５０．８７ １１．３７
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地 区 名 市 町 村 名 計画決定
年月日

指定面積
（ha）

石戸（いしど）特別緑地保全地区 北 本 市 Ｈ４．１１．２４ ５．１

稲荷山（いなりやま）特別緑地保全地区 狭 山 市 Ｈ１２．４．５ ２．０

妙音沢（みょうおんさわ）特別緑地保全地区 新 座 市 Ｈ１６．２．５ ３．３

午王山（ごぼうやま）特別緑地保全地区 和 光 市 Ｈ１７．３．１６ ０．２

岡（おか）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ１８．８．２５ ０．４

宮戸（みやど）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ１８．８．２５ ０．５

大和田緑地公園（おおわだりょくちこうえん）
特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ１８．１２．２２ １．３

小深作（こふかさく）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ１９．１２．２８ ０．２

東内野前町（ひがしうちのまえちょう）特別緑地保全地区 川 口 市 Ｈ２０．３．３ ０．３

金崎（かねざき）特別緑地保全地区 川 口 市 Ｈ２０．３．３ １．４

権現山（ごんげんやま）特別緑地保全地区 ふ じ み 野 市 Ｈ２０．３．２５
変更Ｈ２１．２．１０ ０．４

黒浜日野手（くろはまひので）特別緑地保全地区 � 田 市 Ｈ２１．３．２ ０．７

千手堂小千代山緑地（せんじゅどうこちよやまりょくち）
特別緑地保全地区 嵐 山 町 Ｈ２１．４．１ ３．７

大和田町一丁目（おおわだちょういっちょうめ）
特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２１．１２．２８ ０．４

駒ケ原（こまがはら）特別緑地保全地区 所 沢 市 Ｈ２４．１２．３ ４．７

郷戸（ごうと）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ２６．３．６ ０．４

新屋敷（しんやしき）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ２６．３．６ ０．３

代官水（だいかんみず）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ２６．３．６ ０．４

春里（はるさと）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２６．１１．２７ ０．２

大古里（おぶさと）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２６．１１．２７ ０．２

中原後（なかはらうしろ）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２６．１１．２７ ０．３

牛房八雲台（ごぼうやくもだい）特別緑地保全地区 和 光 市 Ｈ２７．２．２７ ０．１

白子宿（しらこじゅく）特別緑地保全地区 和 光 市 Ｈ２７．１２．２ ０．４

大牧（おおまき）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２７．１２．２４ ０．６

土呂町二丁目（とろちょうにちょうめ）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２７．１２．２４ ０．１

大井弁天の森（おおいべんてんのもり）特別緑地保全地区 ふ じ み 野 市 Ｈ２８．３．１５ ２．６

合 計 ３０．４

区 域 名 都 市 名 計画決定
年月日

指定面積
（ha）

狭 山 近 郊 緑 地 保 全 区 域 所沢市、入間市 Ｓ４２．２．１６ ８８２．０

荒 川 近 郊 緑 地 保 全 区 域 さいたま市、川越市、上尾市、戸田市、朝霞市、
志木市、和光市、桶川市、富士見市、川島町 Ｓ４２．２．１６ ３，３０４．０

安 行 近 郊 緑 地 保 全 区 域 川口市 Ｓ４２．２．１６ ５８０．０

平林寺近郊緑地保全区域
（平林寺近郊緑地特別保全地区）

新座市
Ｓ４４．３．２８

（Ｓ４５．１０．１３
最終Ｈ６．３．２９）

６８．０
（６０．４）

入 間 近 郊 緑 地 保 全 区 域 入間市 Ｓ４４．３．２８ ３９８．０

合 計 ５，２３２．０

（５）特別緑地保全地区の指定状況 （Ｈ２８．３．３１現在）

（６）近郊緑地保全区域の指定状況 （Ｈ２８．３．３１現在）

※指定面積について、端数処理の関係で合計が一致しない。
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名 称 所 在 地 指定年月日 規 模（ha）

さいたま市
染谷ふるさとの緑の景観地

さいたま市
見沼区大字染谷地内 外 Ｓ６０．３．２９ ６．３４

さいたま市
西新井ふるさとの緑の景観地

さいたま市
西区大字西新井地内

Ｓ６１．３．２５
Ｈ１４．３．１６ ４．１２

川越市
中福ふるさとの緑の景観地

川越市
大字中福地内 Ｓ５５．３．２５ １７．００

川越市
下赤坂ふるさとの緑の景観地

川越市
大字下赤坂地内 外 Ｓ５６．３．２０ １９．０４

川越市
上松原ふるさとの緑の景観地

川越市
大字上松原地内 〃 １０．５０

所沢市
北中ふるさとの緑の景観地

所沢市
東狭山ヶ丘地内 外

Ｈ８．１２．１０
１０．２．２０
１２．３．１４
２４．３．２３
２７．３．３

２１．５２

所沢市
駒ケ原ふるさとの緑の景観地

所沢市
大字下富地内 Ｈ１１．２．１９ １１．３６

所沢市
小手指ふるさとの緑の景観地

所沢市
北野新町地内 外 Ｈ２６．２．７ １０．９４

狭山市
堀兼・上赤坂ふるさとの緑の景観地

狭山市
大字堀兼地内 外

Ｓ５６．３．２０
５８．３．３１
５９．３．３１
６０．３．２９
６１．３．２５
Ｈ７．１２．２２
２７．３．３

７９．１０

狭山市
椚山ふるさとの緑の景観地

狭山市
大字上赤坂地内 外

Ｓ６２．３．３１
６３．７．２９
Ｈ２．９．２１
３．１０．１１
５．８．２０
６．１２．９
７．１２．２２
１１．２．１９

１９．３２

狭山市
水野ふるさとの緑の景観地

狭山市
大字南入曽地内

Ｈ８．１２．１０
１０．２．２０
１１．２．１９

１１．８４

狭山市
南入間野ふるさとの緑の景観地

狭山市
大字北入曽地内 Ｈ１１．２．１９ ７．０５

狭山市
逃水ふるさとの緑の景観地

狭山市
大字水野地内 外

Ｈ１２．３．１４
１３．３．６ １０．６４

深谷市
櫛挽ふるさとの緑の景観地

深谷市
櫛引地内 Ｈ元．８．１５ １７．８１

深谷市
櫛挽ふるさとの緑の景観地

深谷市（旧 岡部町）
櫛挽地内 Ｈ２．９．２１ １５．５８

上尾市
藤波・中分ふるさとの緑の景観地

上尾市
中分地内 外 Ｓ５６．３．２０ ６．２６

上尾市
原市ふるさとの緑の景観地

上尾市
大字原市地内

Ｓ６１．３．２５
Ｈ２５．３．１５ ４．８６

新座市
平林寺ふるさとの緑の景観地

新座市
野火止地内 Ｓ５５．３．２５ ４８．５０

北本市
高尾宮岡ふるさとの緑の景観地

北本市
高尾地内

Ｈ４．１０．９
１４．３．２９ ５．４８

�田市
堀の内ふるさとの緑の景観地

�田市
大字黒浜地内 Ｓ５８．３．３１ ３．１２

鶴ヶ島市
高倉ふるさとの緑の景観地

鶴ヶ島市
大字高倉地内 外

Ｈ８．１２．１０
１３．３．６ ８．７０

ふじみ野市
八丁ふるさとの緑の景観地

ふじみ野市
亀久保地内 外 Ｓ５６．３．２０ １２．９４

ふじみ野市
武蔵野ふるさとの緑の景観地

ふじみ野市
大井武蔵野地内 Ｓ５９．３．３１ ６．５１

三芳町
上富中西ふるさとの緑の景観地

三芳町
大字上富地内

Ｓ５９．３．３１
６０．３．２９
Ｈ１３．３．６

１０．６２

吉見町
百穴ふるさとの緑の景観地

吉見町
大字南吉見地内 外

Ｈ３．１０．１１
４．１０．９
５．８．２０
６．１２．９
７．１２．２２

１０．５５

吉見町
和名沼ふるさとの緑の景観地

吉見町
大字久米田地内 外

Ｈ４．１０．９
５．８．２０
６．１２．９
７．１２．１２
８．１２．１０
２５．３．１５

７．３７

寄居町
櫛挽ふるさとの緑の景観地

寄居町
大字用土地内

Ｈ３．１０．１１
２２．２．１９ ４．６１

合 計 ２７地区 － ３９１．６８

（７）ふるさとの緑の景観地の指定状況 （Ｈ２８．３．３１現在）

自
然
環
境
関
係

138



緑のトラスト保全地名称
所在地

県が取得
した年度

保全面積
（うち県保全面積）

（㎡）

基 金
負担額
（百万円）

地元市町
（地元保全面積）

（㎡）

地 元
負担額
（百万円）

第１号地
見沼田圃（たんぼ）周辺斜面林
さいたま市緑区南部領辻地内

Ｈ２，３
１１，３３６
（１１，３３６）

４７８
旧 浦 和 市

（０）
２３８

第２号地
狭山丘陵・雑魚入樹林地
所沢市上山口地内

Ｈ６
３３，８３７
（３３，８３７）

１，０５８
所 沢 市

（０）
５２９

第３号地
武蔵嵐山渓谷周辺樹林地
嵐山町鎌形地内 外

Ｈ９
１３５，０３８
（９６，６８９）

７７３
嵐 山 町
（３８，３４９）

３９２

第４号地
飯能河原周辺河岸緑地
飯能市矢颪（やおろし）地内 外

Ｈ１０，１１
２３，１９６
（１６，３８９）

１８９
飯 能 市
（６，８０７）

７９

第５号地
山崎山の雑木林
宮代町山崎地内

Ｈ１３，２５
１４，２１２
（８，２４０）

１０３
宮 代 町
（５，９７２）

４７

第６号地
加治丘陵・唐沢流域樹林地
入間市寺竹地内

Ｈ１４，１５
１２５，００７
（５９，１８３）

３００
入 間 市
（６５，８２４）

１９９

第７号地
小川原家屋敷林
さいたま市岩槻区馬込地内

Ｈ１２
７，３４０
（４，７２２）

（寄贈）
０

旧 岩 槻 市
（２，６１８）

１５

第８号地
高尾宮岡の景観地
北本市高尾地内

Ｈ１８
３５，４９９
（２２，１９１）

１２３
北 本 市
（１３，３０８）

７１

第９号地
堀兼・上赤坂の森
狭山市堀兼地内

Ｈ１９
５９，８０２
（４２，６０８）

３５２
狭 山 市
（１７，１９４）

１５９

第１０号地
浮野の里
加須市北篠崎・多門寺地内

Ｈ２０
５３，７７９
（４３，２２２）

４７
加 須 市
（１０，５５７）

２６

第１１号地
黒浜沼
蓮田市黒浜地内

Ｈ２１
６６，２８６
（４４，６８７）

１０５
蓮 田 市
（２１，５９９）

５１

第１２号地
原市の森
上尾市原市地内

Ｈ２４
３４，３８６
（１８，４６１）

１７１
上 尾 市
（１５，９２５）

９０

第１３号地
無線山・ＫＤＤＩの森
伊奈町小室地内

Ｈ２６
４８，０９６
（３１，２２１）

８６
伊 奈 町
（１６，８７５）

４３

計
６４７，８１４
（４３２，７８６）

３，７８５
（２１５，０２８）

１，９３９

※７号地は、保全面積７，３４０㎡のうち、６，８５０㎡は寄贈によるものである。

１３号地は、保全面積４８，０９６㎡のうち、３７，７４９㎡は寄贈によるものである。

市 町 村 県取得分（㎡） 市取得分（㎡） 計 （㎡） 対象件数

さ い た ま 市 ３，５５９．４４ ３，６４５．３７ ７，２０４．８１ ６

川 口 市 ９，３３５．７９ ９，８６４．６４ １９，２００．４３ １０

所 沢 市 ２８，４２５．０３ ３２，４４９．４９ ６０，８７４．５２ １４

狭 山 市 ３２，４３３．３３ ３２，６８５．１０ ６５，１１８．４３ ２５

上 尾 市 １９，８９０．４８ ２６，２６７．４３ ４６，１５７．９１ １２

北 本 市 ９０２．００ ８５８．００ １，７６０．００ １

八 潮 市 ６５５．００ ６６０．００ １，３１５．００ ２

計 ９５，２０１．０７ １０６，４３０．０３ ２０１，６３１．１０ ７０

保 全 地 の 名 称 所 在 地 面 積（㎡） 取得年度

谷 田 の 泉 入間市大字野田地内 ９，９７８．４８ ２０年度

菩 提 樹 池 周 辺 緑 地 所沢市大字山口及び上山口地内 １２，３９６．６８ ２０年度

ムサシトミヨ生息地周辺緑地 熊谷市大字久下及び佐谷田地内 ４，５７６．１１ ２１年度

彦兵衛下小笠原遺跡ふるさとの森 白岡市大字彦兵衛地内 ９，６６８．７１ ２２年度

金 崎 斜 面 林 保 全 緑 地 川口市大字東内野地内 ７９４．０９ ２２年度

計 ３７，４１４．０７

（８）緑のトラスト保全地の取得状況 （Ｈ２８．３．３１現在）

（９）身近な緑公有地化の状況 （Ｈ２８．３．３１現在）

（１０）まちのエコ・オアシス保全地一覧 （Ｈ２８．３．３１現在）
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創出面積
（ha）

うち
駐車場緑化
（ha）地 上 部 屋 上 壁 面

平 成 １７ 年 度 分 ４２ ４１．４ ０．６ ０．５ ０．９
平 成 １８ 年 度 分 １４７ １４４．３ １．１ １．４ ３．８
平 成 １９ 年 度 分 １２６ １２２．８ １．３ １．８ ２．３
平 成 ２０ 年 度 分 ７７ ７４．８ ０．９ １．０ ２．０
平 成 ２１ 年 度 分 ７０ ６９．３ ０．５ ０．３ １．８
平 成 ２２ 年 度 分 １０５ １０３．０ １．３ １．１ ２．６
平 成 ２３ 年 度 分 １１０ １０５ ３．１ １．２ ２．３
平 成 ２４ 年 度 分 ８０ ７７．０ １．３ １．７ ３．３
平 成 ２５ 年 度 分 ６２ ５７．３ ２．２ １．８ ３．４
平 成 ２６ 年 度 分 ４７ ４５ ０．６ １．８ ２．８
平 成 ２７ 年 度 分 ４９ ４６ １．８ １．４ １．３

合 計 ９１５ ８８５ １５ １５ ２７

区 分 国 営 公 園 県 営 公 園 市町村公園 計

都

市

公

園

箇 所 １ ３０ ５，０２８ ５，０５９
面 積（ha） ３０４．００ １，３１６．２８ ３，３２６．２２ ４，９４６．５０

住
区
基
幹
公
園

街 区 公 園
箇 所 ３，９５０ ３，９５０
面積（ha） ６３６．２４ ６３６．２４

近 隣 公 園
箇 所 １ ２７７ ２７８
面積（ha） ３．５０ ５０５．７３ ５０９．２３

地 区 公 園
箇 所 ４１ ４１
面積（ha） １８５．６６ １８５．６６

都
市
基
幹
公
園

総 合 公 園
箇 所 ９ ５５ ６４
面積（ha） ２２５．８０ ６４１．１９ ８６６．９９

運 動 公 園
箇 所 ２ ２６ ２８
面積（ha） ６６．６０ ３３３．１４ ３９９．７４

特

殊

公

園

風 致 公 園
箇 所 ７ ７
面積（ha） ４２．８８ ４２．８８

歴 史 公 園
箇 所 １７ １７
面積（ha） ３６．８１ ３６．８１

墓 園
箇 所 ２ ２
面積（ha） ４１．１４ ４１．１４

動 植 物 園
箇 所 １ １
面積（ha） ０．６３ ０．６３

広 域 公 園
箇 所 １０ ２ １２
面積（ha） ５２６．７０ １５３．４０ ６８０．１０

国 営 公 園
箇 所 １ １
面積（ha） ３０４．００ ３０４．００

緩 衝 緑 地
箇 所 ４９ ４９
面積（ha） ４５．５３ ４５．５３

広 場 公 園
箇 所 ６ ６
面積（ha） １．６４ １．６４

都 市 緑 地
箇 所 ４ ４０８ ４１２
面積（ha） ４７１．４０ ６０８．１６ １，０７９．５６

都 市 林
箇 所 ３ ３
面積（ha） ５８．８３ ５８．８３

緑 道
箇 所 ４ １８４ １８８
面積（ha） ２２．２８ ３５．２４ ５７．５２

（１２）都市公園整備状況 （Ｈ２７．３．３１現在）

（１１）緑化計画届出書による創出面積（平成１７年１０月～平成２８年３月届出分） （Ｈ２８．３．３１現在）
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種 類 ３訂版
（２００８）

２訂版
（２００２）

初 版
（１９９６）

哺 乳 類 ３９種 ４０種 ３９種

鳥 類 １０４種 １０１種 ９２種

爬 虫 類 １２種 ９種 ８種

両 生 類 １４種 １３種 １１種

魚 類 ・ 円 口 類 ３４種 ３６種 ３６種

無 脊 椎 動 物 ５８４種 ５１０種 ４１３種

合 計 ７８７種 ７０９種 ５９９種

種 類
３訂版
（２０１１）

２訂版
（２００５）

初 版
（１９９８）

維 管 束 植 物 ７６４種 ７６９種 ５９６種

蘚 苔 類 １１４種 １０７種 １０１種

藻 類 ３１種 ３１種 ３１種

地 衣 類 ６９種 ６５種 ３９種

菌 類 ５３種 ６３種 ６５種

合 計 １，０３１種 １，０３５種 ８３２種

区分 種 名 科 名 指定年月日
保護管理事業
計 画 策 定

備 考

動

物

ムサシトミヨ トゲウオ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１４．３ 県の魚

アカハライモリ イモリ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．３

ソボツチスガリ フシダカバチ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１

植

物

アオネカズラ ウラボシ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１９．３

キレハオオクボシダ ヒメウラボシ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１４．３

デンジソウ デンジソウ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．３

イトハコベ ナデシコ科 Ｈ１３．１２．１

オニバス スイレン科 Ｈ１２．１２．１

タマノカンアオイ ウマノスズクサ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１５．３

サワトラノオ サクラソウ科 Ｈ１３．１２．１

サクラソウ サクラソウ科 Ｈ１２．１２．１ 県の花

チチブイワザクラ サクラソウ科 Ｈ１２．１２．１

チチブリンドウ リンドウ科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ２０．３

キタミソウ ゴマノハグサ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２２．３

キバナコウリンカ キク科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２０．３

ミヤマスカシユリ ユリ科 Ｈ１２．１２．１

トダスゲ カヤツリグサ科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ１９．３

ムギラン ラン科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ１７．３

ホテイラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２１．３

コクラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１

トキソウ ラン科 Ｈ１２．１２．１

ムカデラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１

（１３）埼玉県レッドデータブック掲載種
ア 動物編

イ 植物編

（１４）埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例に基づく指定種一覧 （Ｈ２８．３．３１現在）

※（ ）は発行年
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番号 名 称 所 在 地 面積（ha）期限（平成）番号 名 称 所 在 地 面積（ha）期限（平成）

１ 川 口 川口市 １，０７４．０ ３０．１０．３１ ３７ 遺跡の森総合公園 児玉郡美里町 １５．０ ３６．１０．３１

２ 大 宮 公 園 さいたま市 ６５．２ ２９．１０．３１ ３８ 男 衾 中 学 校 大里郡寄居町 ４．０ ２９．１０．３１

３ 新 座 新座市 ５３０．０ ３６．１０．３１ ３９ 奥 橋 立 秩父市 ５２．０ ３４．１０．３１

４ 北 本 北本市、比企郡川島町 ６２４．０ ２８．１０．３１ ４０ 新河岸川・柳瀬川 富士見市、志木市 ５２．５ ３０．１０．３１

５ 喜 多 院 川越市 ７．０ ３６．１０．３１ ４１ 久喜菖蒲公園 久喜市 ４０．０ ３１．１０．３１

６ 東 入 間 川越市、狭山市、所沢市、
ふじみ野市、入間郡三芳町 １，５１１．０ ３３．１０．３１ ４２ 倉 尾 小 学 校 秩父郡小鹿野町 １５．６ ３２．１０．３１

７ 狭 山 湖 所沢市、入間市 ５９７．０ ２８．１０．３１ ４３ 小川げんきプラザ 比企郡小川町 ４３．０ ３３．１０．３１

８ 西 武 蔵 飯能市 ９１３．０ ２９．１０．３１ ４４ 鷲 宮 神 社 久喜市 ２．８ ３４．１０．３１

９ 堂 平 山 秩父市、比企郡ときがわ町、
小川町、秩父郡東秩父村 ７５５．０ ３６．１０．３１ ４５ 名栗げんきプラザ 飯能市 ６００．０ ３５．１０．３１

１０ 滑 川 熊谷市、東松山市、比
企郡滑川町 ８０２．０ ３１．１０．３１ ４６ 智 光 山 公 園 狭山市 ５４．０ ３６．１０．３１

１１ 野 上 秩父郡長�町 ３０６．０ ３３．１０．３１ ４７ 笹 井 小 学 校 狭山市 １２．０ ３６．１０．３１

１２ 羊 山 公 園 秩父市、秩父郡横瀬町 １０３．０ ３７．１０．３１ ４８ 若 泉 公 園 本庄市 ８．０ ３７．１０．３１

１３ 矢 岳 秩父市 ７９０．０ ３１．１０．３１ ４９ 岩 槻 公 園 さいたま市 １８．０ ３７．１０．３１

１４ 大 血 川 奥 秩父市 １８０．０ ３６．１０．３１ ５０ 上 尾 上尾市 ６．３ ２９．１０．３１

１５ 奥 秩 父 秩父市 ６，４９８．０ ３６．１０．３１ ５１ 荒 川 南 部 さいたま市、戸田市、朝霞市、志
木市、和光市、富士見市、川越市 ２，０７０．６ ３０．１０．３１

１６ 白 石 山 秩父市 ３，２７４．０ ３３．１０．３１ ５２ さきたま古墳公園 行田市 ４９４．９ ３１．１０．３１

１７ 中 津 川 秩父市 ３０２．０ ３７．１０．３１ ５３ 川 本 深谷市 １６．５ ３２．１０．３１

１８ 両 神 山 秩父市、秩父郡小鹿野町 ２，９１１．０ ３０．１０．３１ ５４ 東武動物公園 白岡市、南埼玉郡宮代町 ４７．９ ３２．１０．３１

１９ 両 神 秩父郡小鹿野町 １６５．０ ２８．１０．３１ ５５ 児玉白楊高等学校 本庄市 ８．８ ３３．１０．３１

２０ 西 秩 父 秩父市、秩父郡小鹿野町 ５７５．０ ３７．１０．３１ ５６ 玉川村川の広場 比企郡ときがわ町 ７７．３ ３４．１０．３１

２１ 観 音 山 秩父市、秩父郡小鹿野町 １，１９９．０ ３６．１０．３１ ５７ 横 瀬 秩父郡横瀬町 ６６．０ ３４．１０．３１

２２ 神 川 児玉郡神川町 ３１８．０ ３２．１０．３１ ５８ 仙 元 山 公 園 深谷市 ３５．０ ３４．１０．３１

２３ 秋 平 本庄市、児玉郡美里町 ７３６．０ ３３．１０．３１ ５９ 長�第二小学校 秩父郡長�町 ５．５ ３５．１０．３１

２４ 美 里 児玉郡美里町 １９４．０ ２９．１０．３１ ６０ 荒 川 大 麻 生 熊谷市 ７０７．１ ３５．１０．３１

２５ 神 流 湖 秩父市、児玉郡神川町 ２８０．０ ２９．１０．３１ ６１ 立正大学・文殊寺 熊谷市 １０１．０ ３６．１０．３１

２６ 折 原 大里郡寄居町、秩父郡
皆野町 ７８５．０ ３５．１０．３１ ６２ 大 吉 越谷市 １０．３ ３６．１０．３１

２７ 越 谷 越谷市 １４５．０ ２９．１０．３１ ６３ み さ と 公 園 三郷市 １６．９ ２８．１０．３１

２８ 越 生 中 学 校 入間郡越生町 ２７．０ ３６．１０．３１ ６４ かわせみ河原 深谷市、大里郡寄居町 ６７．１ ２９．１０．３１

２９ 名 栗 小 学 校 飯能市 １５．０ ３７．１０．３１ ６５ ま つ ぶ し 緑
の 丘 公 園 北葛飾郡松伏町 ２６．５ ３０．１０．３１

３０ 萩ヶ丘小学校 比企郡ときがわ町 １６．０ ３６．１０．３１ ６６ 神 明 神 社 久喜市 ３．４ ３７．１０．３１

３１ 小川西中学校 比企郡小川町 ５．０ ２８．１０．３１ 合 計 ３０，４５５．４

３２ 宮 前 小 学 校 比企郡滑川町 ３５．０ ３７．１０．３１ 特 別 保 護 地 区
３３ 高 篠 中 学 校 秩父市 ７．０ ３６．１０．３１ 番号 名 称 所 在 地 面積（ha） 期 限

３４ 両 神 小 学 校 秩父郡小鹿野町 ５．８ ３０．１０．３１ ア 狭 山 湖 所沢市、入間市 ５９１．０ ２８．１０．３１

３５ 金 沢 小 学 校 秩父郡皆野町 ６．４ ３０．１０．３１ イ 奥 秩 父 秩父市 １，９４３．７ ３６．１０．３１

３６ 旧 芝 川 川口市 ２１．０ ２８．１０．３１ 合 計 ２，５３４．７

（１５）鳥獣保護区 （Ｈ２８．３．３１現在）
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年度
種 １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７

イノシシ

狩 猟 ６０７ ３６０ ４９４ ３８１ ３８０ ２５９ ３８７ ２７６ ３４９ ３３９

有害捕獲等 ５３２ ２０７ ３８１ ５７３ ４６７ ３７６ ６８１ ４０４ ７２８ ６５１

計 １，１３９ ５６７ ８７５ ９５４ ８４７ ６３５ １，０６８ ６８０ １，０７７ ９９０

シ カ

狩 猟 ７８１ ４７１ ７５０ ８３３ ７２１ ８６７ ６９０ ７６０ １，００４ １，１３１

有害捕獲等 ２１７ ２８１ ４０１ ５６０ ６６０ ６３９ ７６０ ８１０ ９３９ １，４０１

計 ９９８ ７５２ １，１５１ １，３９３ １，３８１ １，５０６ １，４５０ １，５７０ １，９４３ ２，５３２

ク マ

狩 猟 ０ ２ １５ ３ ３ ３ ３ ５ ２ ０

有害捕獲等 ３６ ５ ６ ６ １１ １２ ２３ ６ １８ ７

計 ３６ ７ ２１ ９ １４ １５ ２６ １１ ２０ ７

ハクビシン

狩 猟 ３２ ３５ ３７ ２０ ２５ ８ ２７ １２ ９ １３

有害捕獲等 ３２０ ３９６ ９３７ ６２３ ６６５ ５５２ ８９０ ６５０ ８４３ ７１８

計 ３５２ ４３１ ９７４ ６４３ ６９０ ５６０ ９１７ ６６２ ８５２ ７３１

アライグマ
狩 猟 ３３ ２９ １１ ３０ １６ ２４ １８ ８ １０ ９

有害捕獲等 ４１７ ９０６ １，７５６ ２，３５８ １，９９９ ２，０４７ ２，８２１ ２，１３４ ３，５５４ ３，４８２

計 ４５０ ９３５ １，７６７ ２，３８８ ２，０１５ ２，０７１ ２，８３９ ２，１４２ ３，５６４ ３，４９１

サ ル

狩 猟 － － － － － － － － － －

有害捕獲等 ９６ ６７ １３３ １６２ １６３ １０３ ９２ ５３ １７９ ８８

計 ９６ ６７ １３３ １６２ １６３ １０３ ９２ ５３ １７９ ８８

そ の 他
獣 類

狩 猟 ２４８ ２４０ ２３２ １７７ １７６ １６７ １５１ １１４ １２５ １２６

有害捕獲等 ２２ ４７ １４４ ２５４ １３２ １８６ ４１１ ３８７ ５６５ ５５１

計 ２７０ ２８７ ３７６ ４３１ ３０８ ３５３ ５６２ ５０１ ６９０ ６７７

獣 類
総 計

狩 猟 １，７０１ １，１３７ １，５３９ １，４４４ １，３２１ １，３２８ １，２７６ １，１７５ １，４９９ １，６１８

有害捕獲等 １，６４０ １，９０９ ３，７５８ ４，５３６ ４，０９７ ３，９１５ ５，６７８ ４，４４４ ６，８２６ ６，８９８

計 ３，３４１ ３，０４６ ５，２９７ ５，９８０ ５，４１８ ５，２４３ ６，９５４ ５，６１９ ８，３２５ ８，５１６

カ ワ ウ

狩 猟 － １４１ ７６ ６５ ７６ １０８ ９４ ８１ ８８ ７９

有害捕獲等 ０ １２ ４８ ２２ ６５ ２１ ３３ １４ ２３ １００

計 ０ １５３ １２４ ８７ １４１ １２９ １２７ ９５ １１１ １７９

カラス類

狩 猟 ９４７ ８０７ ７７６ ５５６ ５２９ ４８０ ５８８ ４４９ ５１２ ３１４

有害捕獲等 ２，４８８ ２，２６８ １，４１１ １，８７１ １，５５８ １，７９６ ２，１３７ ２，０５７ １，８３３ １，５６７

計 ３，４３５ ３，０７５ ２，１８７ ２，４２７ ２，０８７ ２，２７６ ２，７２５ ２，５０６ ２，３４５ １，８８１

スズメ類

狩 猟 ２，５７９ ２，８３７ １，２９３ １，２７６ １，１８６ ８４０ １，０４４ ９０４ １，３２８ ９４０

有害捕獲等 １７０ ６２９ ５６３ ４３８ ４６３ ６６４ ４５１ ４８９ ３３５ ５１６

計 ２，７４９ ３，４６６ １，８５６ １，７１４ １，６４９ １，５０４ １，４９５ １，３９３ １，６６３ １，４５６

ムクドリ

狩 猟 ４６７ ３７９ ３４１ ２２４ １８５ １５４ １８８ １２８ １６４ １２８

有害捕獲等 ９３ ２２８ ９３ １５０ １２７ １６１ １１２ １６０ １８０ １５４

計 ５６０ ６０７ ４３４ ３７４ ３１２ ３１５ ３００ ２８８ ３４４ ２８２

ド バ ト

狩 猟 － － － － － － － － － －

有害捕獲等 １，１９２ ８９９ ５２３ １，３３６ ３２０ ６３３ ７２２ １，１１４ １，８１７ ２，２４４

計 １，１９２ ８９９ ５２３ １，３３６ ３２０ ６３３ ７２２ １，１１４ １，８１７ ２，２４４

そ の 他
鳥 類

狩 猟 １３，３２１ １１，５８６ １０，８６７ １１，０６２ ８，１９１ ６，６６９ ６，９３７ ５，３３５ ５，８１７ ５，３３５

有害捕獲等 ３５９ ５６６ ４４２ ７４６ １，０４５ ３９６ ６８０ ５３２ ７３３ ３９１

計 １３，６８０ １２，１５２ １１，３０９ １１，８０８ ９，２３６ ７，０６５ ７，６１７ ５，８６７ ６，５５０ ５，７２６

鳥 類
総 計

狩 猟 １７，３１４ １５，７５０ １３，３５３ １３，１８３ １０，１６７ ８，２５１ ８，８５１ ６，８９７ ７，９０９ ６，７９６

有害捕獲等 ４，３０２ ４，６０２ ３，０８０ ４，５６３ ３，５７８ ３，６７１ ４，１３５ ４，３６６ ４，９２１ ４，９７２

計 ２１，６１６ ２０，３５２ １６，４３３ １７，７４６ １３，７４５ １１，９２２ １２，９８６ １１，２６３ １２，８３０ １１，７６８

（１６）有害鳥獣捕獲・狩猟捕獲実績の経年変化 （単位：頭、羽）
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市民管理協定の名称 協定の対象緑地の所在地 面積（㎡） 協 定 期 間 認定年月日

川田谷楽上市民緑地市民管理協定 桶川市大字川田谷地内 １，２６１ Ｈ２５．１．１～Ｈ３０．１２．３１ Ｈ２５．２．２５

倉田入谷市民緑地市民管理協定 桶川市大字倉田地内 ４，４５９ Ｈ２５．１．１～Ｈ３０．１２．３１ Ｈ２５．２．２５

川田谷こどもの森市民管理協定 桶川市大字川田谷地内 ４，０５２ Ｈ２６．１．１～Ｈ３１．３．３１ Ｈ２６．４．２８

小針領家御ノ木市民緑地市民管理協定 桶川市小針領家地内 １，５６５ Ｈ２６．３．１～Ｈ３１．１２．３１ Ｈ２６．４．２８

北本市市民緑地市民管理協定第１号 北本市大字北本宿地内 ２，０９５ Ｈ２７．４．１～Ｈ３２．３．３１ Ｈ２７．５．２７

北本市市民緑地市民管理協定第２号 北本市大字北本宿地内 １，８３０ Ｈ２７．４．１～Ｈ３２．３．３１ Ｈ２７．５．２７

北本市市民緑地市民管理協定第３号 北本市二ツ家地内 ６，７１２ Ｈ２３．１２．１３～Ｈ２８．１２．１２ Ｈ２５．２．２５

北本市市民緑地市民管理協定第４号 北本市大字北本宿地内 ９，６２１ Ｈ２６．６．４～Ｈ３１．６．３ Ｈ２６．７．２

計 ３１，５９５

（１７）市民管理協定の設定状況 （Ｈ２８．４．１現在）
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8 廃棄物関係
（１）廃棄物・リサイクル関連法の概要
　大量生産、大量消費、大量廃棄の一方通行型の社会から循環型社会への転換を推進するために、「循環型社会形成
推進基本法」を中心とした様々な法律が整備されています。
１　循環型社会形成推進基本法（平成１２年制定）
　循環型社会の形成についての基本原則や国等の責務を定めるとともに基本計画の策定などについて定めること
により、環境への負荷ができる限り低減される「循環型社会」の形成を推進する。

２　廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）（昭和４５年制定）
　廃棄物の排出抑制や適正な処理（分別、保管、収集、運搬、再生、処分など）を行うことにより、生活環境の
保全と公衆衛生の向上を図る。

３　資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律）（平成１２年制定）
　資源の有効利用を図るとともに、廃棄物の発生抑制や環境保全に資するため、主に事業者等の取組を中心に廃
棄物の発生抑制、再生部品等の利用及び原材料としての利用を促進する。

４　容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）（平成７年制定）
　家庭等から排出されるごみの約６０％（容積比）を占めている容器包装廃棄物についての製造・利用事業者など
によるリサイクルを義務付けることにより、一般廃棄物の減量と資源の有効利用を図る。

５　家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）（平成１０年制定）
　家電製品の製造・販売事業者などに、廃棄物となった製品の回収、リサイクルを義務付けることにより、家電
製品の効果的なリサイクルの推進と廃棄物の減量化を図る。対象となる家電製品は、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、
洗濯機・衣類乾燥機、エアコンとなっている。

６　建設リサイクル法（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）（平成１２年制定）
　建設工事の受注者などに、建築物などの分別解体や建設廃棄物のリサイクルなどを義務付け、建設工事に係る
資材の有効利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図る。

７　食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）（平成１２年制定）
　売れ残りや食べ残し又は製造過程において発生する食品廃棄物について、発生抑制及び減量化により最終処分
量を減少させるとともに、飼料や肥料等の原材料としてリサイクルするため、食品関連事業者による食品循環資
源の再生利用等の促進を図る。

８　自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）（平成１４年制定）
　自動車製造業者及び関連事業者による使用済自動車の再資源化などを適正かつ円滑に実施するための措置を講
じることにより、使用済自動車の適正な処理とリサイクルを図る。

９　グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）（平成１２年制定）
　国等が率先して、再生品などの環境物品等の調達を推進し、情報提供その他の環境物品等への需要の転換の促
進を図る。

１０　PCB特別措置法（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法）（平成１３年制定）
　PCB廃棄物の保管、処分などについて必要な規制等を行うとともに、その処理に必要な体制の整備を図る。

１１　東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法（平成２３年制定）
　東日本大震災により生じた災害廃棄物を国が被害を受けた市町村に代わって処理するための特例を定め、あわ
せて、国が講ずべきその他の措置について定める。

１２　小型家電リサイクル法（使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律）（平成２４年制定）
　使用済小型電子機器等に利用されている金属その他有用なものの相当部分が回収されずに廃棄されている状況
にあることから、使用済小型電子機器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、廃棄物の適正な
処理及び資源の有効な利用の確保を図る。
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全排出量

①＋②＋③

資源ごみ
集団回収量

③

総搬入量

①＋②

直接搬入量

②

計画収集
処理量
①

年度

２,４１８,６１２１３９,５２０２,２７９,０９２１３４,０４２２,１４５,０５０２２

２,４３５,２７０１３５,４１６２,２９９,８５４１４１,０５５２,１５８,７９９２３

２,４２４,９６２１３７,６６１２,２８７,３０１１３８,７６６２,１４８,５３５２４

２,４１４,２５５１３３,３６６２,２８０,８８９１３９,８６４２,１４１,０２５２５

２,３９２,０５３１２９,５４６２,２６２,５０７１４１,３３８２,１２１,１６９２６

（３）ごみ処理状況の推移 （単位：t）

（２）ごみ処理の状況（平成２６年度）

２,３９２,０５３ ２,２６２,５０７ 

１,８９８,１３７ 

１,８２４,５９９ 

１,６６８,６３７ １００,５１７ 

１５５,２５５ 

１２８,９８３ 

１７５,２５６ 

２２,３８４ 

１,１７４ 

１２９,５４６ １２９,５４６ 

５８９,０４０ 
２４.６％ 

１,０９８,８８２ 
４５.９％ 

１,６８２,５５２ 
７０.３％ 

１２４,０７５ 
５.２％ 

１３,９１５ 

７３,５３８ 

２８５,０９３ 

２,２６６,１２１ 

３,６１４ 
処分繰越等 

資源化（直接） 

集団回収 

資源化（セメント等） 

処理後最終処分 

直接最終処分 

最終処分 再生利用 発電リサイクル量 減量化 

（単位：t）

（４）ごみの総搬入量の種類別内訳

合計その他※２資源ごみ※１粗大ごみ不燃ごみ可燃ごみ混合ごみ年度

２,２７９２２９８３５１００１,６９０１５４
２２

１００％０.１％１３.１％１.５％４.４％７４.１％６.８％

２,３００３３０３３８９９１,６９６１６１
２３

１００％０.１％１３.２％１.７％４.３％７３.７％７.０％

２,２８７※３２２９８３７９５１,６９１１６５
２４

１００％０.１％１３.０％１.６％４.２％７３.９％７.２％

２,２８１※３２３０６３８９３１,６７９１６２
２５

１００％０.１％１３.４％１.７％４.１％７３.６％７.１％

２,２６３※３２２９７３６９０１,６７７１６０
２６

１００％０.１％１３.１％１.６％４.０％７４.１％７.１％

※１　缶、びん、古紙、布など再生利用を目的として回収したものをいいます。
※２　従来「その他」に区分されていたごみ処理場への直接搬入ごみが平成１９年度から「混合ごみ」、「可燃ごみ」などに細分
化されました。

※３　端数処理の関係で合計が合いません。

（単位：千t）
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（５）１日当たりのごみ排出量の推移

１人１日当たりのごみ排出量
（g）

１日当たりのごみ排出量
（t）

年度

９２９６,６２６２２

９２８６,６５４２３

９１４６,６４４２４

９０８６,６１４２５

８９７６,５５４２６

（６）　市町村における容器包装廃棄物の分別収集等の状況（平成２６年度）

実施市町村数

再 商 品 化収 集

品目 再商品化率（％）
C/（B＋D）

前年度保管残量（t）
D

再商品化量（t）
C

達成率（％）
B/A

分別収集量（t）
B

収集計画量（t）
A

６３９６.７３３１４,３９０９４.８１４,８４４１５,６５２無色ガラス

６３９７.９２２１１,９１１９４.０１２,１４３１２,９１３茶色ガラス

５５９６.７４８８,１７７１０３.８８,４１０８,１０１その他ガラス

６２９８.６１８３１８,９５９９６.１１９,０４９１９,８１５ペットボトル

４１９７.１１１２４０,３９５９５.４４１,４８６４３,５０６その他プラスチック

６６５.２０２３９９.４３５３５（うち白色トレイ）

７９９.２０１,８９０１４７.９１,９０６１,２８９そ の 他 紙

６３９７.４８７８,８２８７９.６８,９７４１１,２７０スチール缶

６３９８.２４９９,３３１８７.３９,４５６１０,８３５ア ル ミ 缶

６３９１.７０８７７８３.１９５６１,１５０紙 パ ッ ク

６３９６.１０４１,３３６８８.５４３,０２１４８,６０５段 ボ ー ル

９７.１５３３１５６,１１５９２.６１６０,２７９１７３,１７１合 計

注１　本表の数値は、国の調査方法に準じて算出したものです。
注２　実施市町村数は、第７期埼玉県分別収集促進計画に基づき分別収集を実施している市町村の数です。

（７）し尿処理の状況（平成２６年度）

総人口 
７,３０２,６００人 

下水道終末処理場 

水洗化人口 
７,１７７,８８８人 

水洗化率 
９８.３％ 

自家処理量 
２２１kL

非水洗化人口 
１２４,７１２人 

非水洗化率 
１.７％ 

公共下水道人口 
５,５４５,４７８人 

下水道水洗化率 
７５.９％ 

計画収集人口 
１２４,４６１人 

計画収集率 
９９.８％ 

自家処理人口 
２５１人 

自家処理率 
０.２％ 

下水道投入量 
０kL

下水道投入率 
０.０％ 

浄化槽人口 
１,６３２,４１０人 

（うち、コミュニティ 
プラント人口） 
８,８７３人 

浄化槽水洗化率 
２２.４％ 

し尿処理施設 
処理量 

８０９,４４８kL

し尿処理率 
１００.０％ 

処理量 
（計画収集処理量） 
８０９,４４８kL

浄化槽汚泥 
６９５,４１０kL

汲み取りし尿 
１１４,０３８kL

注１　現在、国が採用しているごみ排出量の定義（排出量＝収集ごみ量+直接搬入量+集団回収量）により算出した数値です。
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（８）水洗化人口

（９）し尿の総排出量の内訳・処理の状況

非 水 洗 化 人 口水 洗 化 人 口
総 人 口年度

自 家 処 理 人 口計 画 収 集 人 口浄 化 槽 人 口公共下水道人口

６９３１６９,６７０１,７７６,９７８５,１８９,００８
７,１３６,３４９２２

０.０％２.４％２４.９％７２.７％

７３１１５３,７３４１,７４６,６２２５,２７０,０１１
７,１７１,０９８２３

０.０％２.１％２４.４％７３.５％

３１１１４４,７６３１,７１８,７８４５,４０８,５１２
７,２７２,３７０２４

０.０％２.０％２３.６％７４.４％

２６４１３２,４８３１,６９１,９００５,４６２,３５３
７,２８７,０００２５

０.０％１.８％２３.２％７５.0％

２５１１２４,４６１１,６３２,４１０５,５４５,４７８
７,３０２,６００２６

０.０％１.７％２２.４％７５.９％

（単位：人）

（単位：千kL）

処 理 内 訳
総 処 理 量

排 出 内 訳
総排出量年度

下水道投入し尿処理施設自家処理浄化槽汚泥生し尿

０　８４３　
８４３

０　６９８１４５　
　８４３２２

０.０％１００.０％０.０％８２.８％１７.２％

０　８３１　
８３１

０　６９５１３６　
　８３２※２３

０.０％１００.０％０.０％８３.６％１６.４％

０　８１３　
８１３

０　６８７１２６　
　８１３２４

０.０％１００.０％０.０％８４.５％１５.５％

０　８０７　
８０７

０　６８６１２１　
　８０７２５

０.０％１００.０％０.０％８５.０％１５.０％

０　８０９　
８０９

０　６９５１１４　
　８１０※２６

０.０％１００.０％０.０％８５.９％１４.１％

（単位：件）（１０）登録廃棄物再生事業者数（平成２７年度末）

登 録 事 業 者 総 数平成２７年度登録事業者数再　生　す　る　廃　棄　物　の　種　類

１１０１古紙・古繊維

９１０金属くず

２３０廃プラスチック類

１８１木くず

２００がれき類・コンクリートくず・鉱さい

２２０ガラスくず・陶磁器くず・空き瓶

１９０その他

※　端数処理の関係で排出内訳の合計と合いません。

※　権限移譲済の加須市、越谷市、戸田市及び上里町を除く事業者数

（１１）産業廃棄物処理業の申請及び許可件数（平成２７年度）

総許可件数（年度末）許可件数申請件数業　務　内　容

１３,６９８２,７７８２,７４９産 業 廃 棄 物 収 集 運 搬 業

３０８７２８０産 業 廃 棄 物 中 間 処 分 業

９１３１８２１８５特別管理産業廃棄物収集運搬業

２５８７特別管理産業廃棄物中間処分業

０００最 終 処 分 業

１４,９４４３,０４０３,０２１　 合　 計　
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残 余 容 量（�）箇　　所　　数施　　　設

００安　　定　　型

００管　　理　　型

００計

（１４）産業廃棄物最終処分場数（平成２７年度末）

※　産業廃棄物処分業の許可を有するものに限る。

（１２）産業廃棄物処理業の許可等の内訳

不 許 可 件 数許 可 件 数申 請 件 数
年　度

更新変更新規更新変更新規更新変更新規

４２８１,２６６１９８８５９１,３２０２１６９２０１７

６０６１,３２２１８４８５７１,４１９２０６８９３１８

２０３１,２０８２３２８７６１,２２０２１８８８２１９

４０３１,５０５１７９７０７１,５５８１９０７２３２０

４０４１,５８７１８９７３６１,６３０１９８７４８２１

４０３１,５７２１８１６３６１,６３６１８４６３１２２

５１３１,７３８２３０７５３１,７８３２４１７８０２３

６０３１,６２５２６９８４６１,４９４２７２８０８２４

２１５１,６４３２３２７３２１,７３１２２２７９６２５

７３６１,８７４１９４９３２１,８７５２０３９４０２６

６１２１,８６９２４６９２５１,８７６２４０９０５２７

（１３）産業廃棄物中間処理施設数（平成２７年度末）

施 設 数産 業 廃 棄 物 の 種 類処理方法

４１１廃プラスチック類、木くず、がれき類など破 砕１

７１廃酸、紙くず、木くず、繊維くずなど焼 却２

７１金属くず切 断３

５５金属くず圧 縮４

８８廃プラスチック類、紙くず、繊維くずなど圧縮梱包５

２９廃プラスチック類溶融減容６

２７廃プラスチック類、紙くず、繊維くずなど破砕・減容７

３２汚泥脱 水８

４７廃酸、廃アルカリ中 和９

２５動植物性残さ、家畜ふん尿発 酵１０

１３燃え殻、ばいじん等溶 融１１

１１廃プラスチック類、紙くず、繊維くずなど圧縮減容１２

７汚泥、動植物性残さ乾 燥１３

１４廃油蒸 留１４

６９汚泥などそ の 他１５

９７０合　　　　　　　　　　計
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合　
　
　
　

計

委
託
・
手
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保
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の
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さ

騒

音

・
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の
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散
・
流
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発
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地
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水
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用
水
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４,４７９５２１１,７４１９６３１７２８２０６９５７８７２１８４４３件 数

１００１１.６３８.９２１.５０.４０.６４.６０.２１.３１９.４０.４０.１１.０
構成比
（％）

（１５）監視・指導対象の内容（平成２７年度）

※　違反件数は、一事業者に複数の違反があった場合、それらを別個に集計した延べ件数。

（１６）指導の対象となった廃棄物の種類（平成２７年度）

構成比
（％）

件数種 類

０.４１９鉱 さ い

２５.９１,３３２が れ き 類

０.００動 物 の 糞 尿

０.１２動 物 の 死 体

０.２１２ば い じ ん

０.００動 物 系 固 形 不 要 物

０.００１３ 号 廃 棄 物

０.２９特 管 廃 油

０.１３特 管 廃 酸

０.００特 管 廃 ア ル カ リ

０.４２３感 染 性 産 廃

４.１２１１特 定 有 害 物

３２.９１,６９１そ の 他

１００５,１３３合 計

構成比
（％）

件数種 類

１.３６７燃 え 殻

１.０５０汚 泥

０.１１（ う ち 建 設 系 ）

１.７９０廃 油

０.１３廃 酸

０.４２０廃 ア ル カ リ

１２.０６１４廃 プ ラ ス チ ッ ク 類

０.４１９紙 く ず

１２.７６５０木 く ず

０.４１９繊 維 く ず

１.５７９動 植 物 性 残 さ

０.３１８ゴ ム く ず

１.３６８金 属 く ず

２.６１３４ガ ラ ス 陶 磁 器 く ず

※　廃棄物の種類の合計は、一事業者に複数の廃棄物の違反があった場合、それらを別個に集計した延べ件数。

計その他住宅地山　林草　地農　地
土砂採
取跡地

河川敷湖　沼用排水路河　川発 生 場 所

４３２３１７０５１３１１１件 数

１００.０５３.５２.３１６.３０.０１１.７２.３７.０２.３２.３２.３構成比（％）

（１７）不法投棄発生場所（平成２７年度）



9 調査研究関係
（１）温暖化対策関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

自然環境データベース
のGISによる構築・運用
－森林変遷の把握と温

暖化緩和機能の評価－
（平成２５～２７年度）

埼玉県を対象とした地理情報システム（GIS）による自然環境データベースのさらな
る充実を図るとともに、構築したGISデータベースを用い、詳細な森林の変遷を把握す
る。また、森林等の温暖化緩和機能を評価する。
平成２７年度は、森林の持つ環境保全機能の一つとして、二酸化炭素の吸収・貯留機

能に注目し、土地利用に関するGISデータから、その推移の評価を行った。推計した埼
玉県の森林二酸化炭素貯留量は年々増加し、２００９年の貯留量は１９７６年の１．９倍に達して
おり、その間の二酸化炭素吸収量は平均６１万t‐CO２／年と推定された。

埼玉県における温暖化
に伴う気候変動と極端気
象に関する研究
（平成２７～２８年度）

埼玉県の気温は上昇し、農業や健康分野、自然環境などに様々な影響も出始めてい
る。しかし、埼玉県における長期的な気象の変化や、極端気象に関する情報は十分整
理されていない。そこで、過去の気象データを収集し、埼玉県における気候変動と極
端気象情報を整理・解析する。
平成２７年度は、過去の気候に関するデータ収集と、埼玉県の災害に関する文献・デ

ータ調査、将来気候予測データの収集を行った。また、短時間極端気象現象（台風、
竜巻などの突風、降雹、落雷、早霜・遅霜、豪雪）や異常気象イベントが、観測が開
始されてから近年までどのように変化してきているかについて統計的に調査を進め
た。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

光化学反応による
BVOC由来生成物の測定
手法の構築と埼玉県にお
ける現況把握
（平成２５～２７年度）

微小粒子状物質（PM２．５）の原因物質の一つである揮発性有機化合物（VOC）のう
ち、植物由来のVOC（BVOC）の動態やPM２．５生成への寄与はまだ十分に把握されてい
ない。そこで、BVOCの光化学反応により生成するPM２．５中の指標化合物について測定
・分析手法を構築し、本県における現況を把握する。
平成２７年度は、これまでに構築した測定・分析手法を用いて、採取した粒子状物質

中の成分のより詳細な分析を試みた。一例として、光化学酸化の指標となるマロン酸
とコハク酸の大気中濃度の比は、夏季の日中で２．３、秋季の日中で１．７であり、夏季の
強い日射による影響が反映されていることが示唆された。

微小エアロゾル長期観
測試料中の金属元素成分
の検討
（平成２７～２９年度）

２０００年及び２００５年からPM２．５とPM１の週単位採取を、２００９年からはPM２．５の日単位
採取を継続している。本研究では高濃度期の金属元素成分に着目することで、関連研
究である中国、韓国及び富士山頂の試料と比較検討し、越境大気汚染や国内汚染につ
いて評価する。
平成２７年度は、２０１５年４月１日から２０１６年３月３１日までの１日単位のPM２．５試料か

ら得た、標準測定法による年平均濃度は、１２．５μg/m3であった。これは２０１３年度の１４．１
μg/m3、２０１４年度の１３．７μg/m3から更に低下し、これまで長期的トレンドとして見られ
た微減傾向が継続していることが得られた。石炭燃焼の指標とされるAs/VやPb/Znは
夏季は低値で推移したが、８月７～９日にAs/Vに明瞭な上昇が見られた。特に８月８
日は、同時に富士山頂で採取したPM２．５中のAs/Vにも上昇が見られたことから、中国
方面からの気塊の流入が示唆された。

（２）大気環境関係
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課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

地域汚染によるPM２．５
の発生源寄与推定に関す
る研究
（平成２７～３０年度）

埼玉県におけるPM２．５（微小粒子状物質）は、地域汚染の影響が大きいことが示唆
されているため、地域の発生源対策を立てるには、越境汚染と地域汚染を区別し、地
域汚染の発生源寄与を把握する必要がある。そこで、PM２．５の常時監視・通年観測デ
ータや成分測定データ、また発生源粒子の成分測定データを取得・解析し、地域汚染
の発生源寄与割合を推定する研究を行う。
平成２７年度は、２０１１～２０１４年度に実施した四季の成分調査による一般局での測定結

果から地域的・季節的特徴を考察した。硫酸塩（SO４２－）は春季または夏季に高い傾向
だが、地点間の濃度差はいずれの季節も小さかったため、比較的広域スケールの影響
が大きいと考えられる。一方、硝酸塩（NO３－）や塩化物（Cl－）は秋季や冬季に高い傾
向だが、濃度は地点によってばらつきがみられた。このため、化石燃料燃焼や廃棄物
焼却などの地域汚染の影響が地点によって異なる可能性が示唆された。また、２０１５年
度秋季・冬季の高濃度事例について、PM２．５化学成分自動測定機を搭載した移動測定
車による測定結果から考察したところ、NO３－や水溶性有機炭素（WSOC）が高かった
ことから、バイオマス・化石燃料燃焼が影響した可能性が考えられた。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

資源植物による汚染土
壌の修復効果にみられる
品種間の差の評価
（平成２５～２８年度）

植物の自然機能を用いたファイトレメディエーションは低コストで環境に優しい汚
染土壌の修復技術として注目されている。これまでに我々は高付加価値の資源植物を
活用した汚染土壌の修復と有効利用を同時に実現する「収益型のファイトレメディエ
ーション技術」の構築を目指している。本研究では、トウモロコシ、大豆等のバイオ
燃料用植物および観賞用植物に対し、品種による重金属の吸収と蓄積の特徴の解明、
修復能力の違いの評価、最適な品種の選出を行う。
平成２７年度は、９品種のマリゴールドを対象として研究を行い、品種による重金属

修復効率の違いを評価した。いずれの品種も試験用汚染土壌による明確な被害がなく
生育し、全収量は大きな差が無かったが、観賞性と収益性を反映する花の収量では大
きな差が示された。植物の修復効率を表す地上部の重金属蓄積量の相違は顕著では無
かったが、品種により各重金属の蓄積量がやや大きいことがわかった。

光化学オキシダントと
高濃度二酸化炭素が埼玉
県の水稲に及ぼす単独お
よび複合的な影響の評価
（平成２６～２８年度）

埼玉県は光化学オキシダント（O３）濃度が高い地域であり、農作物の成長や収量へ
の悪影響が懸念される。また、大気中の二酸化炭素（CO２）濃度の増加も世界的に進行
しつつあり、農作物に様々な影響を及ぼすことが予測される。このような大気環境変
動に対する埼玉県の農作物への影響を評価するにはそれぞれの単独影響だけでなく複
合的な影響を考慮する必要がある。そこで本研究では、埼玉県の主要な水稲品種等を
対象に高濃度CO２とO３の収量等に対する単独および複合的な影響を評価する。
平成２７年度は、１年目に改良した小型オープントップチャンバーを用いて、水稲品

種に対するO３とCO２の単独および複合影響評価実験を実施した。その結果、CO２添加に
よる有意な影響は認められなかったが、オゾンにより両品種とも収量が低下する傾向
が認められた。また、O３とCO２の複合影響は認められない結果となった。

埼玉県における希少野
生動植物の保全に関する
基礎的調査研究
（平成２７～２９年度）

埼玉県では、生物多様性保全の一環として、絶滅が危惧されている希少野生動植物
についてレッドデータブックを作成し、それらの保護を推進している。本研究では、
これらの種に関する県内での分布や生育・生息状況等の基礎的情報を収集し、データ
ベースを構築する。また、それらのデータを解析し、県内における希少野生動植物に
関する現況を把握する。
平成２７年度は、「埼玉県レッドデータブック２０１１植物編」に掲載されている希少野

生植物種に関する県内での分布や生育状況等の基礎的情報を収集するとともに、これ
らの情報に基づいてデータベースを構築し、情報を一元化することを試みた。その結
果、掲載種の確認地点数が多い上位５市町において、絶滅危惧の程度をカテゴリー別
に見ると、秩父市とさいたま市では「絶滅危惧Ⅰ類」の割合が高く、小鹿野町、飯能
市、越生町では「準絶滅危惧」の割合が高い傾向にあることがわかった。

（３）自然環境関係
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（４）資源循環・廃棄物関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

循環型社会における埋
立廃棄物の安定化評価に
関する研究
（平成２７～２９年度）

埼玉県における今後の埋立廃棄物の質的変化を見据え、埋立廃棄物の安定化挙動を
把握することを目的とし、実際の埋立地において、埋立廃棄物の配合を変えた実験層
で各種モニタリングを行う。
平成２７年度は、基礎的検討として現在埋め立てられている焼却残さ、不燃残さを採

取し、カラム試験による溶出挙動の調査を行った。その結果、イオン溶出量における
焼却灰の混合割合による寄与が見られ、埋立廃棄物からの溶出特性が確認された。

ソーラー発電設備設置
が処分場表面からの蒸発
水量に与える影響に関す
る研究
（平成２７～２９年度）

近年、廃棄物最終処分場におけるソーラー発電が進んでいる。通常、太陽光エネル
ギーの一部は地表面に到達して水分蒸発に寄与するが、ソーラー発電によるエネルギ
ー利用が蒸発量等の処分場水収支に影響すると予想される。そこで、発電設備設置に
よる蒸発散量への影響を把握する。
平成２７年度は、実処分場での観測機器を用いた蒸発散量の推定を目指し、複数の実

処分場で発電設備の設置状況を確認した。そのうち１箇所で、定点カメラによる降雨
前後の地表面状態、遮光状態、植生を経時的に確認し、本研究の観測システムを設計
した。これら各種観測機器の試運転として、一般環境下でのデータ検証を行った。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

河川水中ネオニコチノ
イド系殺虫剤濃度の年間
変動
（平成２６～２８年度）

河川水中のネオニコチノイド系殺虫剤濃度の長期的な変動及び農業活動や気象条件
との関係を把握することを目的とする。また、ネオニコチノイド系殺虫剤と同様に生
態系への影響が懸念される殺虫剤フィプロニルと殺虫剤スルホキサフロルも新たに測
定対象とした。
平成２７年度は、県北東部に位置する見沼代用水とその支川である新川に挟まれた稲

作を中心とする地域で水質調査を行った。その結果、県内および国内での出荷量が多
いジノテフランの濃度は高く、出荷量の少ないチアクロプリドとニテンピラムの濃度
は低くなる傾向がみられた。国内未登録であるスルホキサフロルは検出されなかっ
た。ジノテフラン、クロチアニジン、イミダクロプリド、フィプロニルについては、
排水試料と用水試料の間に１％の有意水準で有意差が認められ、それぞれの化合物濃
度は、排水試料の方が用水試料より高くなる傾向が見られた。このことから、調査し
た地域でこれらの殺虫剤が環境中に放出され、排水路に移行したことが示唆された。

県内における有機ハロ
ゲン難燃剤の汚染実態の
把握
（平成２６～２９年度）

残留性汚染物質またはその可能性が高い有機ハロゲン難燃剤（ヘキサブロモシクロ
ドデカン（HBCD）、デクロランプラス（DP））について、県内の大気、水、底質の環
境汚染実態を把握することを目的とする。
平成２７年度は、大気試料の抽出保存液を測定し、季節変動を確認した。HBCDは春～

夏に比較的濃度が高く、秋～冬に低くなった。また、大気中で紫外線等の影響を受け
て異性体組成が変化したものと推察された。DPは syn体、anti体ともにすべての試料
から検出された。DP濃度の明確な季節変動は観測されなかったが、電線の被覆などDP
を含む身近な製品に由来すると推察された。DP類縁化合物では、Dec-６０２、Dec-６０３、
CPが検出され、国内の環境試料からこれらのDP類縁化合物が検出された初めての事
例であった。

揮発性メチルシロキサ
ンの大気汚染実態の把握
（平成２７～２９年度）

欧米で優先して環境リスク評価が取り組まれている揮発性メチルシロキサン
（VMS）について、大気中濃度の測定法を確立し、県内大気の環境汚染実態を把握する。
平成２７年度は、主にサンプリング法を検討し、その検証試験として、観測予定地点

における事前調査を実施した。選定したすべての地点から環状VMSが検出された。試
料前処理工程における内標準物質の回収率は９６±８％と良好であり、また、これら事
前調査において、目的物質の固相カートリッジからの破過は認められなかった。以上
より、環境大気のモニタリングに検討・確立した測定法が十分適用できることが実証
された。

（５）化学物質関係
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（６）水環境関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

浮遊細菌の構成種から
見た埼玉県内河川の水質
特性評価
（平成２６～２８年度）

浮遊細菌の構成種は、物理化学的な環境パラメーターに敏感に反応し、その組成が
変化するため、新たな河川水質特性評価指標としてその有効性が期待できる。本研究
では、県内河川における浮遊細菌の構成種の把握および河川水質特性との関連性を明
らかにし、新たな水質指標としての可能性を検討する。
平成２７年度は、１河川に絞って隔月でサンプリングを行い、培養法で検出される浮

遊細菌の季節変動を調べた。また、これまでの研究成果を踏まえ、河川から検出され
る浮遊細菌の特徴について考察した。その結果、河川における浮遊細菌の構成種は水
温が低下する冬期に大きく変動するため、河川ごとの浮遊細菌構成種の比較は、最も
種数の多くなる春期から秋期の間でなるべく時期を合わせて比較した方が、河川ごと
の水質の影響をより強く反映した浮遊細菌構成種を表すことができると推察された。

富栄養化河川の水質シ
ミュレーションと河川管
理手法の検討
（平成２７～２９年度）

埼玉県内には藻類が非常に高濃度になる河川が存在するため、その制御方法につい
ての検討が必要である。本研究では水質予測モデルを構築し、栄養塩濃度と藻類濃度
の関係について明らかにすると共に、河川水質管理方法について検討を行う。
平成２７年度は、本研究で適用するモデルにおける有機物の分画方法について検討を

行った。市野川の市野川橋で採取した河川水中に含まれる有機物の分画を行った結
果、COD（２７㎎/L）中の２／３が難分解性溶解性有機物であった。特に、市野川下流域
は下水処理場放流水の割合が高いという水質特性を反映した結果と考えられた。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

地中熱利用システムに
よる環境や社会への影響
評価
（平成２７～２９年度）

埼玉県において地中熱エネルギーの利活用が今後増えることが予測される。そこで
環境や社会への影響を評価することで、適切な設置方法等を提案するとともに、CO２の
削減効果などを推定する。
平成２７年度は、県内３か所に実証試験施設を設置した。３か所のうち２か所は地下

水を揚水し、それを熱源とするオープンループ型のシステム、もう１か所は技術者を
目指す学生の実習設備用に１００mの熱交換井を掘削し、クローズドループ型のシステム
を設置した。試験運転によって良好な設置とデータ取得が確認された。

（７）土壌・地下水・地盤関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

生態園をモデルとした
放射性物質の分布及び移
行に関する研究
（平成２６～２９年度）

２０１１年３月の東日本大震災による福島第一原発事故により放出された放射性物質
は、大気中に拡散、輸送され、本県の一部地域もその影響を受けた。そこで本研究で
は、当センター生態園をモデルとし、環境中で放射性物質の移動に関与すると考えら
れる様々な媒体を対象に、放射性物質の分布、移行、蓄積等の実態把握を目的として
調査を行う。
平成２７年度は、生態園内において、放射性物質の移動媒体となる土壌、池水及び底

質、動植物を対象として、放射性物質濃度の測定を行った。測定結果より、土壌等は
地表面に近い部分の濃度が高く、放射性物質は現在でも表層にとどまっていることが
分かった。その度合いは、農地や林地等土地の利用形態で異なることが分かった。

（８）環境放射能関係
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10 埼玉県環境マネジメントシステムの取組
（１）環境マネジメントシステムによる環境配慮の推進
　環境マネジメントシステムは、PDCAサイクルにより、各機関が環境配慮について自由に取り組むシステムで
あり、全ての事業に環境配慮の視点を加えようとするものです。

（２）環境配慮取組の３つの方向性
　自主化：仕組みづくり、運営及び改善を埼玉県が自ら行います。
　効率化：環境管理規定や書類様式をコンパクトにし、効率的な運用を行います。
　分散化：各機関がそれぞれ発案し運用することで、本業についての環境配慮の取組を進めます。

（３）平成２７年度の取組状況
　①　取組状況の内訳

　②　本来業務に関する取組状況
本来業務に関する取組は５５１件で、主な取組状況は以下のとおり。
・太陽熱給湯設備の導入
・環境対策型建設機械の使用
・医療施設、福祉施設の栄養指導による食物残さの削減
・EV（電気自動車）・PHV（燃料電池自動車）の普及支援
・新エネルギー産業を含む次世代産業技術開発の支援
・地産地消の推進
・LED道路照明灯の導入

埼玉県における環境配慮の経緯
平成９年９月　「埼玉県環境配慮方針」策定
 県が実施する公共事業や事務事業において環境配慮を徹底する手順を定めた。
平成１１年２月　環境管理システム国際規格「ISO１４００１」認証取得
 本庁機関について認証を取得。期間は平成１９年２月まで。
平成１３年３月　「埼玉県地球温暖化対策実行計画」策定
 「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、「環境配慮方針」の事務事業部門を盛り込

み、「埼玉県温室効果ガス削減計画」として策定。
平成１４年３月　「埼玉県環境配慮方針～公共事業関連～」を策定
 「環境配慮方針」の公共事業部門についても対象事業の拡大や評価方法の見直しを行い、新た

に「埼玉県環境配慮方針～公共事業関連～」を策定。
平成１９年５月　「埼玉県環境マネジメントシステム」開始
 県独自のマネジメントシステムを全庁を対象として運用開始。

事　　例２７年度２６年度２５年度２４年度区　　分

紙・電気使用量の削減、ゴミの削減、エコドライ
ブの推進、リサイクルの推進、緑のカーテン、植栽１,８８７２,２０６２,２５９２,５０７エコオフィス活動に関するもの

（緑化、広報を含む）

各機関の本来の業務について取り組むもの５５１５７７５９８６０９本来業務に関するもの
執務室内の整理整頓、掲示方法の改善４５６４２９４０８－環境美化に関するもの

２,８９４３,２１２３,２６５３,１１６計
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埼 玉 県 環 境 方 針

基 本 理 念

　地球環境は人類生存の基盤です。私達は、これを次世代に引き継いでいきます。

　埼玉県は秩父の山々や武蔵野の雑木林、荒川など、緑と川の豊かな自然に恵まれ

ています。

　私達は、この潤いと安らぎのある自然を守り、持続可能な循環型社会を築いてい

きます。

　埼玉県は、「地球的規模で考え地域から行動する」を実践し、地球環境の保全に

貢献します。

　そして、恵み豊かで安心・安全な地域社会の実現を目指します。

　このため、全庁の職員が一致協力し、日本一の環境にやさしい県づくりを推進し

ます。

環 境 方 針

１　埼玉県は、県行政のすべての分野で環境の保全と創造のための目標を定めま

す。目標達成のための取組の後、それを点検・評価し、取組の継続的な改善を

進めます。

２　埼玉県は、事務・事業が環境に与える影響を認識し、自らの役割と責任を自覚

して業務を遂行します。

３　埼玉県は、県民・事業者と協働して省エネルギー・省資源活動を行い、循環型

社会を築きます。

４　埼玉県は、環境に関する法令等を遵守し、環境汚染の予防に努めます。

５　埼玉県は、環境の保全と創造のための取組を積極的に公表します。

２００７年５月２２日　　　　      

埼玉県知事　上田　清司 
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（４）環境配慮方針に基づく公共事業の実施結果について
１　公共事業の推進における環境配慮
　①　対　象

１　市街地の整備
２　道路の整備
３　河川・ダムの整備
４　公園、緑地の整備
５　下水道の整備
６　廃棄物処理施設の整備

　②　平成２７年度における状況
　「埼玉県環境配慮方針（埼玉県環境保全率先実行計画）～公共事業関連～進捗状況評価実施要領」により、
平成２７年度に県が実施した公共事業について、環境配慮方針に基づく環境配慮の度合の評価を各部局で行いま
した。

　③　個別評価事業
　書面により個別評価を行った事業数は７８件でした。各事業において環境配慮方針に基づき環境配慮が必要
であるとされた項目の評価を行いました。総合評価（評価基準については別記のとおり）「５」の事業は４４件
（５６.４％）、総合評価「４」の事業は２７件（３４.６％）、総合評価「３」の事業は７件（９.０％）でした。
　なお、総合評価「２」以下の事業はありませんでした。
　評価結果の概要は表１０－３－１「平成２７年度公共事業自己評価事業種別一覧」のとおりです。

別記　
【評価基準】
総合評価５：当該事業に適用できた項目の割合（以下「実施率」という）が９０％以上で、かつ、技術・社会動向か

ら見て最大限の措置を講じている。
総合評価４：実施率が８０％以上で、かつ、基準５には及ばないが一定のレベルの措置を講じている。
総合評価３：実施率が７０％以上である。
総合評価２：実施率が５０％以上７０％未満である。
総合評価１：実施率が５０％未満である。

表１０－３－１　平成２７年度公共事業自己評価事業種別一覧

個　別　事　業　評　価
事 業 数事　業　種　名

１２３４５

－－－－－０１　市街地の整備

０００１０１２　道路の整備

－－－－－０３　河川・ダムの整備

００１３３７４　公園、緑地の整備

０００１０１４２４５　下水道の整備

００００１１６　廃棄物処理施設の整備

０００２０２７　住宅団地の建設

００４４１１１９８　農業農村の整備

００１５９１５９　治山、森林管理道整備

００００２２１０　工業団地、工業用地の造成

０００１１２１１　水道施設の整備

００１１３５１２　建築物の建設、工作物の設置

００７２７４４７８全　事　業　合　計

７　住宅団地の建設
８　農業農村の整備
９　治山、森林管理道整備
１０　工業団地、工場用地の造成
１１　水道施設の整備
１２　建築物の建設、工作物の設置

評価
「１」
割合

評価
「２」
割合

評価
「３」
割合

評価
「４」
割合

評価
「５」
割合

０％０％９.０％３４.６％５６.４％
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２　環境配慮の取組
　①　市街地の整備
　　　当年度は、対象となる事業はありませんでした。

　②　道路の整備

　道路の整備に当たっては、「安心安全を実現し災害に強い県土づくり」、「首都圏を支える県土づくり」、「豊か
な暮らしを実現する県土づくり」を目指すべき道づくりの基本的方向として、整備を進めています。
　これらの基本的方向性のもと、工事の施工に当たっては、低騒音型、低排出ガス型の機械を使用する、舗装
工については、排水性、透水性舗装を採用するとともに、再生材料を積極的に採用する等の環境配慮を行って
います。
　また、体系的な道路網の整備による交通の円滑化を図ることにより、自動車排ガスによる大気汚染の改善や
自動車騒音の低減などの沿道環境の改善や自然環境との調和に配慮した道路整備を進めています。

　③　河川・ダムの整備
　　　当年度は、対象となる事業はありませんでした。

　④　公園、緑地の整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

３７５.８％２５３３設計・施工段階都市整備部さきたま古墳公園１

４８１.８％２７３３設計・施工段階都市整備部しらこばと公園２

４８７.９％２９３３設計・施工段階都市整備部（仮称）新たな森公園３

５１００％２２２２管 理 段 階環 境 部自然学習センター・北本自然観察公園４

５１００％２０２０管 理 段 階環 境 部狭山丘陵いきものふれあいの里５

５１００％２３２３管 理 段 階環 境 部さいたま緑の森博物館６

４８０％２４３０管 理 段 階環 境 部美の山公園７

　自然公園の施設整備や維持管理に当たっては、建設廃材の削減やリサイクル素材・資材の利用を促進するな
ど、環境への負荷をできるだけ少なくする配慮を行うとともに、樹林地・湿地・水辺環境などの多様性の確保
に努め、必要に応じて、ボランティア団体や地元住民と協働で維持管理を行っています。
　また、公園内で発生する落ち葉等や雑草刈払いをコンポストやエコ・スタック等を使って公園内で利用する
“循環型管理”への取組や、適切な剪定時期による樹木活性化など多様な緑の創造を推進しています。
　公園の整備においては、建設発生土の区域内利用や地域特性に配慮した植生の選定など、環境に配慮して整
備を進めています。

⑤　下水道の整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

４９０.９％１０１１施 行 段 階県土整備部一般県道根岸本町線（環状中央通り線）１

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

５１００％１０１０計 画 段 階下 水 道 局荒川左岸南部流域下水道事業１

５１００％１６１６設計・施工段階下 水 道 局荒川左岸南部流域下水道事業２

５９５％１９２０管 理 段 階下 水 道 局荒川左岸南部流域下水道事業３

４８３.３％１０１２計 画 段 階下 水 道 局荒川左岸北部流域下水道事業４

４８８.９％１６１８設計・施工段階下 水 道 局荒川左岸北部流域下水道事業５

４８１.８％１８２２管 理 段 階下 水 道 局荒川左岸北部流域下水道事業６

５１００％１０１０計 画 段 階下 水 道 局荒川右岸流域下水道事業７

５１００％１６１６設計・施工段階下 水 道 局荒川右岸流域下水道事業８

５１００％１９１９管 理 段 階下 水 道 局荒川右岸流域下水道事業９

５１００％１２１２計 画 段 階下 水 道 局中川流域下水道事業１０

５１００％１９１９設計・施工段階下 水 道 局中川流域下水道事業１１

５１００％２２２２管 理 段 階下 水 道 局中川流域下水道事業１２

５９０.９％１０１１計 画 段 階下 水 道 局古利根川流域下水道事業１３
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　流域下水道では、安心・安全で快適な生活を支える下水道を提供するため、施設の老朽化に伴う改築・更新、
施設の耐震化等を進めています。
　計画段階では、流域別下水道整備総合計画に基づき、東京湾の水質環境基準を達成するための事業計画を策
定しました。設計・施工段階では、高温焼却炉等の環境に十分配慮した設計を行い、特に建設副産物の削減や
リサイクルの推進に配慮しています。管理段階では、焼却炉の自燃運転等による温室効果ガス排出量の削減を
図るとともに、下水道フェスタ等を開催して下水道の普及啓発を行っています。

　⑥　廃棄物処理施設の整備

　廃棄物処理施設の整備に当たっては、新技術を導入した公害のない衛生的な最終処分場として、建設管理し、
地域環境の保全を図っています。
　廃棄物の飛散や流出、害虫や悪臭などの発生をなくすため、毎日の受け入れ終了後に廃棄物の表面に覆土を
行い、廃棄物が表面に出ない方法で埋立を行っています。覆土に使用する土砂は、埋立地の造成工事で発生し
たものをストックし、使用しています。廃棄物に触れた水は、水質汚濁防止法の基準より更に厳しい基準を設
定して処理しています。散水車による散水を実施し、埋立地周辺への防塵対策を行っています。

　⑦　住宅団地の建設

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

４８８.２％１５１７設計・施工段階下 水 道 局古利根川流域下水道事業１４

４８５.７％１８２１管 理 段 階下 水 道 局古利根川流域下水道事業１５

４８７.５％７８計 画 段 階下 水 道 局荒川上流流域下水道事業１６

５９２.９％１３１４設計・施工段階下 水 道 局荒川上流流域下水道事業１７

４８８.２％１５１７管 理 段 階下 水 道 局荒川上流流域下水道事業１８

４８７.５％７８計 画 段 階下 水 道 局市野川流域下水道事業１９

４８６.７％１３１５設計・施工段階下 水 道 局市野川流域下水道事業２０

５９４.１％１６１７管 理 段 階下 水 道 局市野川流域下水道事業２１

５１００％８８計 画 段 階下 水 道 局利根川右岸流域下水道事業２２

５９２.９％１３１４設計・施工段階下 水 道 局利根川右岸流域下水道事業２３

４８２.４％１４１７管 理 段 階下 水 道 局利根川右岸流域下水道事業２４

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

５１００％１１１１管 理 段 階環 境 部３号埋立地埋立１

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

４８０％１２１５施 工 段 階都市整備部２４県住久喜青葉団地１

４８６.７％１３１５施 工 段 階都市整備部２４県住熊谷玉井団地２

　県営住宅の建設に当たっては、周辺地域の景観や自然環境に配慮し、建物の配置や構造を工夫すると共に、
オープンスペースの緑化や樹木の有効活用を図っています。
　設計において、建物の耐久性を配慮し、エネルギーの効率的利用を図るなど地球環境の保全に努めるととも
に、施工段階においても、造成工事を最小限に抑えるなど、周辺環境への負荷を少なくするよう努めています。
　省エネルギー化を推進するため、トイレの便器や水道の蛇口に節水型器具を採用し、節水対策を実施してい
ます。また、共用廊下へのLED照明器具、電気の使い過ぎ防止対策でピークアラーム付分電盤及び潜熱回収型
給湯器を採用し、電力及びガス使用量の縮減を図っています。



埼
玉
県
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
取
組

160

　農業用の用排水路は動植物の生息の場として貴重な水辺空間であるため、事業の実施に当たっては、農村の
環境の保全や生態系への配慮など、環境への負荷を軽減する配慮を行っています。
　調査・計画段階においては、仮設計画を必要最小限とし、周辺環境や生息生物に配慮した計画としました。
　設計・施工段階においては、多孔質なカゴマット護岸を採用して動植物等の生態系に配慮したほか、段差の
大きい農業用取水堰に魚道を整備し、水産研究所等と連携して魚類の遡上調査を行いました。また、水路底に
深みを設置したほか、護岸に魚巣ブロックを設置し、生物生息空間の確保を行いました。

　　　（ほ場整備事業）

　⑧　農業農村の整備
　　　（用排水施設整備事業）

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

３７５％６８調査・計画段階農 林 部基幹水利施設ストックマネジメント事業（庄内領Ⅱ期）１

４８５.７％１２１４設計・施工段階農 林 部農地防災事業（吉見領３期）２

５１００％１７１７設計・施工段階農 林 部川のまるごと再生プロジェクト（古川排水路ほか）３

５１００％１６１６設計・施工段階農 林 部川のまるごと再生プロジェクト（長楽用水路）４

５１００％１４１４設計・施工段階農 林 部川のまるごと再生プロジェクト（入間川）５

５１００％１７１７設計・施工段階農 林 部川のまるごと再生プロジェクト（大沼・市野川用水路・市野川）６

５１００％１４１４設計・施工段階農 林 部川のまるごと再生プロジェクト（高麗川）７

３７５％６８設計・施工段階農 林 部かんがい排水事業（男沼排水機場）８

５１００％１３１３設計・施工段階農 林 部国営附帯農地防災事業（大里）９

５１００％１６１６設計・施工段階農 林 部川のまるごと再生プロジェクト（江袋溜井・福川）１０

５９２.３％１２１３設計・施工段階農 林 部かんがい排水事業（北川辺）１１

５１００％１４１４設計・施工段階農 林 部川のまるごと再生プロジェクト（松原落排水路・会の川）１２

５１００％１４１４設計・施工段階農 林 部川のまるごと再生プロジェクト（忍川・さきたま調節池・酒巻導水路）１３

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

４８３.３％１０１２調査・計画段階農 林 部ほ場整備事業（鴻巣・行田）１

３７２.７％８１１調査・計画段階農 林 部ほ場整備事業（下小坂・平塚）２

４８５.７％１２１４設計・施工段階農 林 部ほ場整備事業（山田）３

５９２.９％１３１４設計・施工段階農 林 部ほ場整備事業（手子林第三）４

４８６.７％１３１５設計・施工段階農 林 部ほ場整備事業（江ヶ崎・実ヶ谷）５

　農地の区画整理を主要な工事として、併せて道路、水路等の整備を一体的に行っています。事業の実施に当
たっては、農村環境の保全や生態系への配慮など、環境負荷の軽減に積極的に取り組んでいます。
　調査・計画段階では、排水路にスロープを設置し、小動物等の移動に配慮したほか、道排水路の法面は土羽
処理とし、植生の自然導入を図るなど、環境に配慮した計画としました。
　設計・施工段階においては、排水路の護岸は壁面のみとし、水路底は護岸せず、動植物等の生態系に配慮し
たほか、一部には魚巣ブロックを設置し、生物生息空間の確保を行いました。

　　　（農道整備事業）

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

３７５％３４調査・計画段階農 林 部農道整備事業（埼葛）１

　農道の整備に当たっては、農村環境の保全や生態系への配慮など、環境への負荷を軽減する取組を行ってい
ます。
　調査・計画段階においては、廃材の適切処分のほか、仮設工を最小限として、環境に配慮した計画としまし
た。
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評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

３７５％３４計 画 段 階農 林 部予防治山事業（赤沢）１

４８８.９％８９設 計 段 階農 林 部予防治山事業（赤沢）２

５１００％５５計 画 段 階農 林 部予防治山事業（平溝）３

５１００％１２１２設 計 段 階農 林 部予防治山事業（平溝）４

５１００％５５計 画 段 階農 林 部予防治山事業（矢那瀬）５

５１００％１０１０設 計 段 階農 林 部予防治山事業（矢那瀬）６

５１００％８８施 工 段 階農 林 部予防治山事業（弟富士山）７

５１００％１３１３施 工 段 階農 林 部復旧治山事業（下木影）８

４８１.３％１３１６施 工 段 階農 林 部森林管理道開設事業（西名栗）９

４８０％１２１５施 工 段 階農 林 部森林管理道改良事業（広河原逆川）１０

４８５.７％１２１４施 工 段 階農 林 部森林管理道改良事業（大名栗）１１

５９３.３％１４１５施 工 段 階農 林 部森林管理道開設事業（御岳山２号）１２

５９３.８％１５１６施 工 段 階農 林 部森林管理道開設事業（八日見）１３

４８３.３％１０１２施 工 段 階農 林 部森林管理道舗装事業（皆本沼里）１４

５９０.９％１０１１施 工 段 階農 林 部森林管理道舗装事業（赤木慈光）１５

　⑨　治山、森林管理道整備

　治山事業の実施に当たっては、木製品の積極的な利用や立木の伐採を最小限にとどめるなど、環境負荷の軽
減に努めています。コンクリートを使用しない工法や鋼製組立網を採用することにより、水質の保全を図ると
ともに、周囲の景観との調和に配慮しました。
　森林管理道の整備に当たっては、木製品や再生資材の積極的な活用や環境対策型機械の使用などを通して、
環境への配慮を実践しています。また、壁面緑化が可能な補強土壁工の採用により、周囲の景観との調和に配
慮しました。

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

５９０.２％３７４１調査・計画段階企 業 局寄居スマートIC西地区産業団地整備事業１

５９５.７％４５４７設計・実施段階企 業 局幸手中央地区産業団地整備事業２

　工業団地の造成に当たっては、農地等が工業用地に大規模に変化することから、環境調査や環境影響評価を
実施して、環境配慮方針の具体化に努めています。
　造成に向けての調査・計画段階においては、開発に伴い公園緑地及び地区境界沿いに幅１０～２０mの緩衝緑地
帯を設けることで、自然環境との共生や地域の特性を活かした工業団地となるように配慮しました。さらに、
設計・実施段階では環境調査や環境影響評価書に示された保全措置の実施に努めています。

　⑪　水道施設の整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

５１００％４４施 工 段 階企 業 局中継ポンプ所拡張整備事業１

４８３.３％５６施 工 段 階企 業 局柿木浄水場排水処理施設等更新事業２

　⑩　工業団地、工業用地の造成

　水道施設の新設や改良に関する設計に当たっては、浄水場の水運用のみを考えるだけでなく、環境に配慮し
た仕様の選定や施工環境への負荷の少ない工法の選定についても十分配慮して進めています。
　施工に当たっては、再資源化資材の有効活用、掘削土の工事間利用など環境負荷を低減するよう取り組んで
います。県営水道は常時多量の電力を使用して、各受水団体へ送水しています。エネルギーの有効活用の観点
から、省エネルギー型、高効率の設備機器の導入についても更新時期を見据えて進めています。



埼
玉
県
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
取
組

162

（５）エコオフィス活動の実施結果について
　コピー用紙の使用量削減、執務室等における節電、エコドライブの推進など、いわゆるエコオフィス活動につ
いては、県の大半の機関が具体的な目標を掲げて取り組んでいます。
　エコオフィス活動の実績をみますと、「公用車に占める次世代自動車の割合」は伸びていますが、「コピー用紙
の使用量」、「電気使用量」は過去３年間で横ばい傾向にあります。
　ITの活用による紙使用量の削減、こまめな節電やリサイクルの推進など、各機関で「紙・電気・ゴミ」の削減
のための努力を続けていますが、さらなる改善のためには、各機関がPDCAサイクルを維持し、掲げた目標の達
成度を自主的に評価し、活動の体制や内容の見直しを行って、新たな取組につなげていく必要があります。

平成２６年度及び過去３年間の推移項　　　　　目

   対前年度比
平成２７年度 ： ４億３,８０４万枚 －５.６％
平成２６年度 ： ４億６,３９０万枚 ＋９.７％
平成２５年度 ： ４億２,２８０万枚 ＋８.９％

１　コピー用紙の使用量
　　　　　　（Ａ４換算）
　　（全庁）

平成２７年度 ： ２５.７％（３５１台／１,３６８台中）
平成２６年度 ： ２４.５％（３３５台／１,３７０台中）
平成２５年度 ： ２２.９％（３０９台／１,３５２台中）

２　公用車に占める
　　次世代自動車の割合
　　（知事部局及び教育局）

   対前年度比
平成２７年度 ： １０６.２kWh／㎡ －４.９％
平成２６年度 ： １１１.７kWh／㎡ －８.６％
平成２５年度 ： １２２.１kWh／㎡ －１.０％

３　事務所の単位面積当たりの
　　電気使用量
　　（本庁）

   対前年度比
平成２７年度 ： ３９７kL －４.２％
平成２６年度 ： ４１４kL －１５.９％
平成２５年度 ： ４９２kL －１１.７％

４　エネルギー供給設備の
　　燃料使用量（原油換算）
　　（本庁）

   対前年度比
平成２７年度 ： ３４１トン※ ＋５１.３％
平成２６年度 ： ２２５トン －４.６％
平成２５年度 ： ２３６トン ＋６.４％

５　廃棄物の量
　　（本庁）

   対前年度比
平成２７年度 ： ６４.０％ －７.８ポイント
平成２６年度 ： ７１.８％ －０.３ポイント
平成２５年度 ： ７２.１％ ＋１.４ポイント

６　ごみのリサイクル率
　　（本庁）

　表１０－４－１　エコオフィス活動に関する実績値の推移

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号

３７１.９％４６６４設 計 段 階企 業 局大麻生ゴルフ場クラブハウスほか改築工事１

５９８.１％５１５２設 計 段 階県 警 本 部所沢警察署庁舎新築工事２

４８４.２％４８５７設 計 段 階病 院 局循環器・呼吸器病センター新館等整備事業３

５９５.８％２３２４施 工 段 階病 院 局がんセンター新病院建設事業４

５９５.２％２０２１施 工 段 階病 院 局小児医療センター新病院建設工事５

　大麻生ゴルフ場クラブハウスほか改築工事に当たっては、「断熱化」及び「新エネルギーの導入」による省エ
ネ、「環境保全の配慮」による現場発生土処分及び購入土の削減など、構想・計画、設計、施工、管理の各段階
において環境配慮の実践に努めています。
　警察署庁舎の新築工事に当たっては、太陽光発電や節水機器の採用により環境負荷の低減、上水使用量の削
減を図りました。
　循環器・呼吸器病センターの新館等の整備に当たっては、建物の断熱化や照明のLED化及び高効率機器の採
用などにより、環境への負荷を低減する設計としました。
　がんセンター新病院の施工に当たっては、エネルギー消費量及びCO２の大幅な削減を実現するため、隣接す
る精神医療センターや職員公舎とエネルギーネットワークを構築し、省エネ対策に努めました。
　小児医療センター新病院の施工に当たっては、エネルギーの使用量やCO２の削減に配慮しています。

　⑫　建築物の建設、工作物の設置

　※平成２７年度の廃棄物の量は、環境省が使用する体積から重量への換算係数を使用して算出している。
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

バス活性化事業費

バス路線の維持・確保を図るとともに交通弱者の公共交通への潜
在需要を喚起するため、バス事業者等に対する支援を行う。また、
路線バスの利便性・快適性の向上を図るため、ノンステップバス
の導入について、国、市町村とともにバス事業者に対し補助する。

１４０，９４９交通政策課 企画財政部

工場・事業場大気規制事業費
工場・事業場に対し立入検査を実施し、法・条例等による規制の
徹底を図るとともに、大気汚染防止及びフロン類回収に関する事
業者指導を行う。

２４，４７３

大気環境課

環 境 部

NOx・PM総量削減調査費

「埼玉県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削
減計画」に掲げる目標を達成するため、自動車からの汚染物質排
出状況等の解析や基礎資料等の収集を行う。あわせて汚染物質総
排出量の算定など大気環境の改善に資する調査を実施する。

１３，３１５

青空再生自動車対策事業費
自動車から排出される大気汚染物質やCO２の低減を図るため、埼
玉県生活環境保全条例による規制と併せて、自動車対策を総合的
に推進する。

８，７２７

自動車公害監察事業費
埼玉県生活環境保全条例に基づき、ディーゼル車の運行規制等を
実施することにより、規制の実効性を確保し、自動車対策を円滑
に推進する。

３５，７５９

大気汚染常時監視事業費

大気汚染状況を的確に把握するため、常時監視測定局を設置し、
老朽化した機器等を更新整備する。また、大気汚染常時監視シス
テムを運用管理し、環境基準の達成状況等の評価を行う。大気汚
染緊急時には光化学スモッグ注意報等の発令、県民への周知によ
り健康被害の未然防止並びに緊急事態の改善を図る。

１９１，３２０

PM２．５対策事業費

微小粒子状物質（PM２．５)の濃度は改善傾向にあるが、県民の不安
感を払しょくするため、常時監視測定局にPM２．５自動測定機を増
設し、また、成分分析も可能な測定機を搭載した電気自動車を活
用し、原因究明に資する。

６４，０９６

有害大気汚染物質等モニタリン
グ調査費

健康被害の未然防止や大気環境の現況把握を図るため、有害大気
汚染物質、酸性雨、オゾン層破壊及び地球温暖化の原因物質の測
定を行う。

２３，３０５

EV・PHV普及推進事業費 EV・PHVの充電インフラ整備及び県公用車への率先導入などによ
る更なる普及促進を図る。 ２，６９７

エコタウン
環 境 課

県有施設充電器維持管理事業費 県有施設６か所に設置した電気自動車用充電器の維持管理を行
う。 ８，１０２

医療・福祉施設へのEV・PHV
普及促進事業費

自動車から排出される二酸化炭素を削減するため、EV・PHVの持
つ付加価値を活用した導入に対して補助を行う。 ５，１２１

青空再生自動車対策事業費 平成２３年度までの青空再生低公害車導入資金融資に伴う利子補
給、利子補助、損失補償を行う。 １０，１６１

畜政推進事業のうちの一部 「家畜排せつ物法」に基づく指導により、家畜ふん尿の適正管理
と利用を推進する。 ９１９

畜産安全課 農 林 部
畜政推進事業のうちの一部 良質たい肥のための技術指導及び耕畜連携の推進により、良質た

い肥の生産と有効利用を図る ２６５

道路改築費

バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通
渋滞の解消を図る。

３，３３２，２０７

道路街路課

県土整備部

重複区間解消推進費 ２９，３５０
道路改築事業費 ８３３，０００
社会資本整備総合交付金（改築）事業費 ４，８６２，０００
街路整備費 １，５１５，４４２
社会資本整備総合交付金（街路）事業費 １，５６９，６００
橋りょう架換費 耐久力が不足したり、耐震性の劣る橋梁の架換え、河川改修に伴

う架換え及び道路改良工事に伴う新たな橋の架設を行い、交通安
全の確保と円滑な運行を図る。

３５９，０００
社会資本整備総合交付金
（橋りょう整備）事業費 １，２７８，０００

交差点整備費
交差点の改良により円滑な道路環境を実現し、環境の改善を図
る。

５１１，０００
道路環境課社会資本整備総合交付金

（交通安全）事業費 １，１１４，０００

自動車更新整備費 出納総務課及び１２集中管理地域機関保有の公用車を「埼玉県公用
車グリーン導入指針」に基づき更新する。 ３０，３０６ 出納総務課 会計管理者

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

工場・事業場水質規制事業費
工場・事業場に対して立入検査を行い、また、特定施設等の新増
設時の届出に際して事前指導などを行うことにより、排出水の規
制を徹底し、公共用水域の水質保全を図る。

２１，６２６

水環境課 環 境 部

水質監視事業費
公共用水域の水質・底質・流量の測定、地下水の水質測定及び主
要湖沼の水質調査を実施する。また、ダイオキシン類や健康項目
の環境基準超過時における追跡調査等を行う。

６２，９０８

２ 公共用水域・地下水及び土壌の汚染防止

（１）平成２８年度環境の保全と創造に資する事業一覧（１８の施策別）
埼玉県環境基本計画［第４次］（平成２４年７月策定）第３章「環境の保全と創造に関する施策展開の方向」に係る

事業一覧表
※環境の保全と創造に関する経費のみの算出が困難な事業については、関連予算額の欄に事業費総額を表示して
います。

Ⅰ 環境負荷の少ない安心・安全な循環型社会づくり
１ 大気環境の保全
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

土壌・地下水汚染対策事業費 土壌・地下水汚染の調査及び対策を実施することにより、土壌・
地下水汚染による県民の健康被害の防止を図る。 １０，７２８

水 環 境 課 環 境 部

水質事故対策費 油類の流出、魚類の浮上・へい死等の水質事故発生時に適切な措
置を講じることにより汚染の拡大を防止する。 ２，４１９

綾瀬川・中川水質集中改善事業
費

全国水質ワースト５河川からの脱却を図るため、関係部局及び市
町と連携しながら綾瀬川及び中川の水質改善対策を実施する。 ７，６０９

綾瀬川・中川流域合併処理浄化
槽転換促進事業費

中川・綾瀬川流域において、集中的に合併処理浄化槽への転換を
進めることにより、両河川の全国水質ワースト５河川からの脱却
を図る。

（合併処理浄化
槽転換推進事
業費に統合）

農業技術研究センター試験研究
費

県内農耕地に設定した定点及び基準点の土壌調査を行い、適切な
土壌管理方策を明らかにする。 １，５２９農業政策課 農 林 部

工場立地指導費 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ７３７企業立地課 産業労働部

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

化学物質総合対策推進事業費 化学物質の環境中への排出抑制をはじめとする適正管理及び環境
コミュニケーションの普及等により環境リスクの低減を図る。 ８，４９２

大気環境課 環 境 部

大気環境石綿対策事業費
大気汚染防止法に基づき、石綿使用建築物解体工事等の立入検査
を実施するとともに、石綿の飛散状況を把握し、石綿による健康
被害の防止を図る。

８，５５４

石綿健康被害救済基金拠出金 石綿による健康被害の救済に関する法律に基づき設立された石綿
健康被害救済基金へ埼玉県割当額を拠出する。 ３４，１５０

ダイオキシン類大気関係対策事
業費

ダイオキシン類対策特別措置法（大気）に基づき、ダイオキシン
類を排出する工場・事業場に立入検査を実施するとともに、県内
の汚染状況を把握し、ダイオキシン類による環境汚染を防止する。

１８，２７７

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

公害紛争総合調整事業費 公害に係る紛争の迅速かつ適正な解決を図るため、公害審査会の
運営、公害苦情調査等を実施する。 １，９６９ 環境政策課

環 境 部

公害防止事務市町村指導費
条例で市町村が処理することとされた大気・水質保全、騒音・振
動・悪臭防止等の公害防止業務について、各市町村が円滑に実施
できるよう総合的に支援する。

１０，１３０

水環境課騒音・振動・悪臭防止対策費
市町村の騒音・振動・悪臭事務の支援を行うとともに、自動車交
通騒音・新幹線鉄道騒音・振動及び航空機騒音について環境基準
の達成状況を調査する。

１５，２０３

公害防止組織整備費 公害の発生を未然に防止させるための公害防止主任者の資格認定
講習を行う。 １，５９２

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ７３７企業立地課 産業労働部

舗装道整備費
舗装の破損を修繕することにより、交通の安全を確保し、破損に
起因する騒音、振動から住民を守る。

７，８８３，９５３
道路環境課 県土整備部社会資本整備総合交付金（維持）

事業費 ７５，０００

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

水循環推進費 節水啓発や水利用の合理化及び有効利用を推進し、健全な水循環
系の構築を推進する。 ２，５０５土地水政策課 企画財政部

地盤沈下防止対策事業費
法令に基づく地下水の採取規制を行うとともに、地盤沈下の実態
調査及び地下水位等の観測により地盤沈下の防止と地下水資源の
保全を図る。

７４，２９５ 水環境課 環 境 部

森をまもる活動支援事業
施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のた
めの地域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・
向上を図る。

6,191

森づくり課 農 林 部

美しい森づくり事業

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の
持つ水源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能など
の公益的機能の増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削
減対策を推進するとともに、森林病害虫や火災等から森林を守
り、健全な森林を育成する。

７８，７２３

県営林事業 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充
実や山村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １３０，５４２

治山事業 山地治山、保安林改良、保育 ５０２，３９５

みんなで育てる森づくり事業 健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を
醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 ９，７３４

水源地域の森づくり事業
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、
水源地域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混
交林」の造成や広葉樹林の再生を行う。

６４４，０５５

里山・平地林再生事業

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保
全など、公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造
成し、憩いの場を創造する。また、整備後の森林を体験活動の場
等として活用するなどにより、森林に関する意識の醸成を図る。

１３４，７４４

森林整備加速化・林業再生事業 森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施
し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 ４７，７９６

３ 化学物質対策の推進

４ 身近な生活環境の保全

５ 水循環の健全化と地盤環境の保全

埼
玉
県
環
境
基
本
計
画
関
係

164



事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

埼玉の木みんなで使って豊かな
暮らし応援事業

二酸化炭素の吸収能力が低下する高齢化した人工林の循環利用を
推進するため、住宅建築等における消費者の県産木材を選択した
利用に対する奨励を行い、県産木材の利用拡大を図る。

６２，４２８ 森づくり課 農 林 部

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費

台風や集中豪雨による浸水被害から県民の生命・財産を守るた
め、河川改修や調節池整備を計画的に進める。その際、一部雨水
を地下に浸透させる雨水浸透施設の設置を実施する。

６，８６５，０００河川砂防課

県土整備部
自転車歩行者道整備費

歩道の整備において、透水性舗装を実施することにより、雨水の
地下浸透を促し、地下水の涵（かん）養を図る。

１，５６０，０００
道路環境課社会資本整備総合交付金（交通

安全）事業費 ６１５，０００

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（水辺）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民が一体と
なって、水環境の改善や良好な河川空間の創出を図る。 １５７，０００水辺再生課

埼玉県水道用水供給事業 地下水の汲み上げによる地盤沈下の防止対策として、水源を河川
表流水として、５５団体（３４市１８町３企業団）に水道用水を卸供給。８７，４９９，１８９ 水道企画課 企 業 局

埼玉県南部工業用水道事業 地盤沈下の防止を図るため、県南東部に工業用水を供給。 ３，６０２，１７０

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

申請届出手続電子化推進事業費 申請・届出等手続の電子化により各種申請用紙の使用量を抑制す
る。 １０５，６６３情報システム課 企画財政部

浄書事務集中管理費 浄書印刷に使用する用紙には再生紙の利用を促進し、両面印刷に
より紙の使用量を抑制する。 ２４，１０９

文 書 課
総 務 部文書指導及び文書管理費 保存期間経過文書は再生利用をするための溶解処分を行う。 １８３

県庁舎環境管理事業費 県庁舎廃棄物収集運搬、古紙等リサイクル ２６，４９６管 財 課

消費者啓発事業費

社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な
消費生活を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活
に関する各種講座の開催、情報紙やインターネットのホームペー
ジでの情報提供を行う。

４，１７２消費生活課 県民生活部

ダイオキシン類大気関係対策事
業費（再掲）

ダイオキシン類対策特別措置法（大気）に基づき、ダイオキシン
類を排出する工場・事業場に立入検査を実施するとともに、県内
の汚染状況を把握し、ダイオキシン類による環境汚染を防止する。

１８，２７７ 大気環境課

環 境 部

PCB廃棄物保管事業者指導費
PCB廃棄物の保管事業者に対する監視指導を強化し、その実態把
握と適正処理の指導を行う。また、適正処理の推進のため、独立
行政法人環境再生保全機構の基金に拠出を行う。

４０，０３１

産業廃棄物
指 導 課

PCB廃棄物調査適正処理推進
事業費

平成２７年度のPCB廃棄物掘り起こし事業アンケート調査結果を
踏まえ、調査票未達事業所及びPCB濃度不明機器保有事業所を対
象に、PCB廃棄物の保有状況について調査を行う。

（新規）
１１，９８８

県保有PCB廃棄物処理推進事
業費

県機関が保有するPCB廃棄物及びPCB含有機器を処理期限内に
適正に処理する。

（新規）
６８，１２２

環境産業へのステージアップ事業
産業廃棄物処理業界に優秀な人材を確保し、環境産業へのステー
ジアップを図る。また、太陽光パネル処理のため、新技術の開発
や処理技術の高度化を図る。

（新規）
３０，９６６

産業廃棄物排出事業者指導費 排出事業者への適正処理の指導、減量化に向けた指導などを行う
ことにより、廃棄物の減量化及び適正処理を促進する。 ３０，００１

土砂適正処理監視指導費 無秩序な土砂の堆積を防止するため、土砂の堆積、排出の規制指
導を行う。 １４，３７０

廃棄物関係団体補助 廃棄物関係団体の健全な育成を図るため運営費の一部を補助す
る。 １３０

廃棄物の山の撤去・環境保全対
策費

県内（さいたま市、川越市及び越谷市を除く）に存する産業廃棄
物の山のうち生活環境の保全上、支障があるものについて、撤去
・改善し、県民の生活環境の保全を図る。

１９，４１６

廃棄物不法投棄特別監視対策費
廃棄物の不法投棄や保管と称する悪質な野積みなどに対する早期
発見・早期対応をさらに進めるとともに、広域・巧妙化している
不法投棄などの不適正処理の根絶を図る。

３９，２２４

産業廃棄物審査事務費
産業廃棄物処理業及び産業廃棄物処理施設設置並びに使用済自動
車解体・破砕業の許可事務を円滑に行うとともに、処理業者など
の指導を行い、適正処理を確保する。

１５，４４２

資源リサイクル拠点環境調査研
究事業費

彩の国資源循環工場において環境モニタリング調査を実施し、安
全安心な廃棄物処理の徹底を図る。また、調査結果を公害防止・
環境修復技術等の研究開発に活用する。

４８，９３４

資源循環
推 進 課

環境整備センター埋立事業費 自ら最終処分場を確保することが困難な市町村及び事業者の廃棄
物埋立処分を補完するため、県営最終処分場を運営する。 １，１４０，８８４

公共関与による資源循環モデル
事業費

PFI方式及び借地方式により、環境分野の先端技術産業を誘導・集
積し、総合的な資源循環型モデル施設である「彩の国資源循環工
場」を運営する。

１９２，０１４

産業廃棄物適正処理情報化事業
費

産業廃棄物処理に関する実績報告書の集計を行い、業者指導、関
係機関等への情報提供、適正処理の推進などに利用する。 ８，６０８

首都圏廃棄物広域処理推進費 首都圏の自治体が共同、協調し資源循環型社会の構築を目指す。 ３，５６４

循環型社会づくり推進事業費 ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を
構築する。 ２，１４２

廃棄物処理施設検査監視指導費 一般廃棄物処理施設の適正な維持管理を推進し、県民の生活環境
を守る。 ４，８９８

廃棄物処理施設整備指導費 国庫補助対象事業として廃棄物処理施設を整備する団体に対し、
その施工における技術及び事務上の指導監督を行う。 １５，１４２

生ごみバイオガス化発電システ
ム構築事業費

生ごみからエネルギーを回収する生ごみバイオガス化発電施設の
導入を検討する市町村等を支援する。また、同施設の普及に必要
な課題の検討を行う。

２，６７２

食品ロス削減推進事業費 食品ロスの削減を推進し、ごみの減量化を図る。 １，２９９

農山村バイオマス利活用促進事業 農山村バイオマスの利活用促進のための普及・啓発や地域におけ
る先進的な取組を支援する。 ５２４ 農業ビジネス

支 援 課 農 林 部

６ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

建設副産物対策推進費 建設リサイクル法の適正な執行のため、連絡調整会議、講習会、
巡回パネル展を実施。 １，７３４建設管理課 県土整備部

埼玉県水道用水供給事業（再掲）
浄水発生土のリサイクルを推進する。

７４８，１８１
水道管理課 企 業 局埼玉県南部工業用水道事業（再

掲） ５１，０４８

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

合併処理浄化槽転換促進事業費

「川の国埼玉」の実現のため、平成３７年度生活排水処理率１００％を
目指し、浄化槽整備区域において、合併処理浄化槽への転換に係
る補助を実施している市町村に補助金を交付する。あわせて、市
町村整備型の導入促進策や個人費用の負担軽減により転換を促進
し、公共用水域の水質改善を図る。

５３１，２００

水環境課 環 境 部

綾瀬川・中川流域合併処理浄化
槽転換促進事業費（再掲）

中川・綾瀬川流域において、集中的に合併処理浄化槽への転換を
進めることにより、両河川の全国水質ワースト５河川からの脱却
を図る。

（合併処理浄化
槽転換推進事
業費に統合）

綾瀬川・中川水質集中改善事業
費（再掲）

全国水質ワースト５河川からの脱却を図るため、関係部局及び市
町と連携しながら綾瀬川及び中川の水質改善対策を実施する。 ７，６０９

広域的浄化槽行政検討事業費 浄化槽整備の効果的手法である市町村整備型を全県に導入する方
策として、広域的な事務処理体制の構築について検討する。 ５，４７８

浄化槽関係団体補助 浄化槽関係団体の健全な育成を図るため、運営費の補助を行う。 ３５０
浄化槽検査監視指導費 浄化槽の適正な維持管理を促進し、生活環境の保全を図る。 ２１，５９５
水環境事務費 水環境対策の円滑な推進を図る。 １，０８２

川の国応援団支援事業費
五感による河川環境指標の普及や川の国応援団の活動支援、川の
国アドバイザーの派遣などにより、川の国応援団を中心とした民
と民との連携強化を図り、共助による川の再生を推進する。

１０，２３５

彩の国ゆたかなむらづくり整備
事業（農業集落排水事業）

農村地域における混住化の進展と生活様式の多様化から、農業用
水の水質が悪化している。そのため、生活排水を集合処理する農
業集落排水施設の整備を促進する。

５０６，５０６

農村整備課 農 林 部
川の国埼玉はつらつプロジェク
ト推進費（農業用水）

「川の国埼玉」の実現を目指し、平成２０年度から進めている「川
の再生」の取組により、川が地域の資産として認識された。そこ
で、更なる水辺空間の利活用を推進するため、地域創生を図る市
町村と連携し、水辺拠点の整備、水辺再生箇所の整備を行う。

（新規）
４５，０００

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（再掲）

台風や集中豪雨による浸水被害から県民の生命・財産を守るた
め、河川改修や調節池整備を計画的に進める。その際、一部雨水
を地下に浸透させる雨水浸透施設の設置を実施する。

６，８６５，０００河川砂防課

県土整備部

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（水辺）（再掲）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民が一体と
なって、水環境の改善や良好な河川空間の創出を図る。 １５７，０００

水辺再生課
川の国埼玉はつらつプロジェク
ト推進費

「川の国埼玉」の実現を目指し、平成２０年度から進めている「川
の再生」の取組により、川が地域の資産として認識された。そこ
で、更なる水辺空間の利活用を推進するため、地域創生等を図る
市町村と連携し、水辺拠点の整備、水辺再生箇所の整備を行う。

（新規）
４５，０００

川の再生県民運動推進費
川の国応援団美化活動団体などの川の守り人を育成、拡大するこ
とにより、活動団体の持続的・自立的な地域活動を支援し、共助
による「川の国埼玉」の実現を図る。

４，９４８

埼玉県流域下水道事業（流域下水
道建設費〔県単〕）

国庫補助事業の対象とならない流域下水道事業で、補助事業と併
行して早急に実施する。 ２，２８９，０６７

下水道管理課 下水道局埼玉県流域下水道事業（収益的支
出）

流域関連市町からの下水を効率的に処理し、生活環境の向上及び
公共用水域の水質保全に資する。 ５１，８６５，３８２

埼玉県流域下水道事業（流域下水
道建設費〔公共〕）

国庫補助対象となる流域下水道事業の建設工事等を行い、公共用
水域の水質保全と都市環境の整備を図る。 ２２，４６９，２７４

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

見沼田圃（たんぼ）保全・活用
・創造事業推進費

見沼田圃（たんぼ）の土地利用についての連絡調整を行うため、
見沼田圃土地利用連絡会議及び見沼田圃土地利用審査会を運営す
るとともに、公有地化事業等を行い見沼田圃の保全・活用・創造
を図る。

２９８，７６１土地水政策課 企画財政部

グリーン庁舎化推進事業費 県庁舎をグリーン庁舎化することにより、環境負荷低減、地球温
暖化対策を図る。 ４，２５２ 管 財 課 総 務 部

みどりいっぱいの園庭・校庭促
進事業費

園庭・校庭の緑化を推進することで、学校と地域住民等が一体と
なってみどりにふれあう環境を整備するとともに、ヒートアイラ
ンド現象の緩和に資する。

２２０，００２

みどり自然課 環 境 部

みどりの街なみ創出事業費
みどりの少ない都市部において、県民に身近な施設での緑化を推
進することで、地球温暖化対策に資するとともに、県民の環境意
識の醸成を図る。

２５０，７４３

彩の国みどりの基金積立金 彩の国みどりの基金への積み立てを行う。 １，２９３，３９９

身近な緑の保全事業費 埼玉県広域緑地計画の施策を展開し、官民一体となって身近な緑
の保全と創出を推進する。 ７９，７６５

わが街みどり創出大作戦事業費 通勤者等に潤いのある快適な環境を提供するため、街の玄関口で
ある駅前広場や街路の緑化を促進する。

（新規）
２０，００９

ふるさと自然再生事業費 くぬぎ山地区の保全・再生を図り、平地林や農地が一体となった
豊かな自然環境を次世代へ継承する。 ２，３５０

自然環境保全推進事業費
県土の優れた自然環境の保全を図り、自然保護活動や自然環境保
全思想の普及啓発を図るとともに、自然保護業務の円滑な推進を
図る。

２９，０４０

８ みどりの保全と再生

Ⅱ 再生したみどりや川に彩られ、生物の多様性に富んだ自然共生社会づくり
７ 河川等の環境の保全、創造
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

緑のトラスト運動推進費 緑のトラスト運動を推進し、埼玉の優れた自然及び貴重な歴史的
環境を保全する。 ５６１，６６８

みどり自然課 環 境 部
彩の国みどりの基金運営・広報
事業費

彩の国みどりの基金について、県民に導入の必要性などを理解し
てもらうとともに、県民会議を開催し県民参加による基金運営を
図る。

２６，８１２

みどりの活動支援事業費
森林や身近な緑の価値や重要性についての理解と関心を高め、県
民共有の財産として社会全体で支えていくため、県民参加による
みどりの保全と創出を推進する。

１６，４５４

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ７３７企業立地課 産業労働部

農村地域整備促進費
優良農地の確保・保全と秩序ある土地利用を図るため、実効性の
ある市町村農業振興地域整備計画の管理を指導し、農業振興及び
農村地域の活性化を図る。

３６２

農業政策課

農 林 部

農林公園管理事業 農林公園の適切な管理、運営を行い、農林業関係者の資質の向上
及び都市住民の農林業に対する理解の促進を図る。 ７７，０７７

農業技術研究センター試験研究
費の一部（農業技術研究センタ
ー）

本県農林業の健全な発展を図るため、農林水産業に係る総合的な
試験研究を推進する。その一部として環境変化に対応し、安定生
産が可能となる栽培技術の開発を行う。

１３，８０９

見沼農業活性化対策事業 都市と調和した特色のある見沼農業を実現し、農業振興による見
沼田圃（たんぼ）の保全、活用、創造を図る。 ４２，５９２

農業ビジネス
支 援 課

三富地域農業振興対策事業 三富地域農業の持続的発展を図るため、地域の取組を支援する。 １，０００

彩の国グリーンツーリズム総合
対策事業

農山村の多様な資源を活用した都市と農山村の交流を通じて、地
域農林業の振興と農山村の活性化を図るため、必要な体制整備の
支援や情報発信を行うとともに交流活動を推進する。

３，１４９

農との共生田園都市豊かなくら
し満喫事業

NPO等の民間団体が自主的に農村の環境資源を維持・活用する実
践的な取組について支援する。 ５７５

農薬安全対策事業 農薬による危被害防止のため、農薬安全使用の徹底、農薬販売業
者等への指導、農産物の農薬残留分析調査等を行う。 ５，６９３ 農産物安全課

都市と山村交流の森管理事業
「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生
ふれあいの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーショ
ンや森林学習の場等として供する。

８５，６３３ 森づくり課

川の国埼玉はつらつプロジェク
ト推進費（農業用水）（再掲）

「川の国埼玉」の実現を目指し、平成２０年度から進めている「川
の再生」の取組により、川が地域の資産として認識された。そこ
で、更なる水辺空間の利活用を推進するため、地域創生を図る市
町村と連携し、水辺拠点の整備、水辺再生箇所の整備を行う。

（新規）
４５，０００

農村整備課

多面的機能支援事業 農業・農村の有する多面的機能が適切に発揮されるよう農地・農
業用水路等の保全管理に必要な地域活動を支援する。 ５８２，９４７

道路環境整備費 安心・安全な道路交通及び沿道環境を確保するため、側溝整備、
路面清掃及び雑草刈払い等を行う。 ３，１１０，３６２道路環境課

県土整備部

社会資本整備総合交付金（河川）
事業費（再掲）

台風や集中豪雨による浸水被害から県民の生命・財産を守るた
め、河川改修や調節池整備を計画的に進める。その際、一部雨水
を地下に浸透させる雨水浸透施設の設置を実施する。

６，８６５，０００河川砂防課

川の国埼玉はつらつプロジェク
ト推進費（再掲）

「川の国埼玉」の実現を目指し、平成２０年度から進めている「川
の再生」の取組により、川が地域の資産として認識された。そこ
で、更なる水辺空間の利活用を推進するため、地域創生を図る市
町村と連携し、水辺拠点の整備、水辺再生箇所の整備を行う。

（新規）
４５，０００

水辺再生課

川の再生県民運動推進費（再掲）
川の国応援団美化活動団体などの川の守り人を育成、拡大するこ
とにより、活動団体の持続的・自立的な地域活動を支援し、共助
による「川の国埼玉」の実現を図る。

４，９４８

公園等建設費 自然環境を保全・活用しつつ、県民生活に潤いと安らぎを与え、
広域的な県民レクリエーションの拠点となるとともに、都市にお
ける防災機能の強化が図られる公園を整備する。

８３９，４４０

公 園
スタジアム課 都市整備部

社会資本整備総合交付金（公園）
事業費 ８６９，９９６

都市公園緑化事業費

彩の国みどりの基金を財源とし、県営公園に植樹を行う。一定金
額以上の寄付をいただいた方には、希望により名前やメッセージ
を記したプレートを設置することにより、広く人生の節目などで
の植樹を働きかけ、次世代に引き継ぐ森づくりを実施する。

２１，６００

新たな森建設費 埼玉県内で、特にみどりの少ない都市部においてまとまった緑を
創出するため、核となる「新たな森」を創造する。 ８９９，６４４

埼玉県地域整備事業 産業団地の造成にあたり、緑地帯の確保や調整池等において、環
境に配慮する。 １，４６６，１８１ 地域整備課 企 業 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

魅力ある山村づくり支援事業 山村等の特性に応じた農林業の振興、山村と都市との地域間交
流、生活環境の整備等を促進し、山村地域の活性化を図る。 １，０４７

農業ビジネス
支 援 課

農 林 部

中山間地域等支援事業 中山間地域の農業生産者等を支援し、耕作放棄の発生を防止し多
面的機能の維持を図る。 ２７，４３８

木のある生活空間づくり事業 県産木材の供給・加工・流通体制を整備し、PR効果の高い公共施
設・土木工事や木材需要の多い民間住宅等での利用を促進する。 １，９００

森づくり課

林業・木材産業構造改革事業
質・量の安定した県産木材を供給するため、加工・流通体制の整
備を進めるとともに、民間利用への波及効果をねらい、公共施設
等への利用促進を図る。

６７４，２９２

CO２吸収量認証事業 企業や団体による森林整備活動に対し、森林CO２吸収量を認証し、
地球温暖化の防止及びCO２削減に取り組む意識の醸成を図る。 ４０５

森をまもる活動支援事業（再掲）
施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のた
めの地域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・
向上を図る。

６，１９１

９ 森林の整備と保全
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の
持つ水源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能など
の公益的機能の増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削
減対策を推進するとともに、森林病害虫や火災等から森林を守
り、健全な森林を育成する。

７８，７２３

森づくり課 農 林 部

県営林事業（再掲） 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充
実や山村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １３０，５４２

治山事業（再掲） 山地治山、保安林改良、保育 ５０２，３９５
みんなで育てる森づくり事業
（再掲）

健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を
醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 ９，７３４

水源地域の森づくり事業（再掲）
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、
水源地域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混
交林」の造成や広葉樹林の再生を行う。

６４４，０５５

里山・平地林再生事業（再掲）

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保
全など、公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造
成し、憩いの場を創造する。また、整備後の森林を体験活動の場
等として活用するなどにより、森林に関する意識の醸成を図る。

１３４，７４４

森林整備加速化・林業再生事業
（再掲）

森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施
し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 ４７，７９６

埼玉の木みんなで使って豊かな
暮らし応援事業（再掲）

二酸化炭素の吸収能力が低下する高齢化した人工林の循環利用を
推進するため、住宅建築等における消費者の県産木材を選択した
利用に対する奨励を行い、県産木材の利用拡大を図る。

６２，４２８

皆伐から始める森の若返りスピ
ードアップ事業

伐期を迎え利用可能な人工林を対象として、皆伐から地拵、植栽、
獣害対策、保育までを一貫して行う森林組合等を支援することに
より森林資源の循環利用を促進し、県産木材の安定供給、未利用
木質資源の利用の促進及びCO２の吸収促進等、森林の持つ公益的
機能の向上を図る。

２２８，８８５

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

希少野生生物保護事業費 希少野生生物保護施策の推進に取り組むとともに、県民の保護意
識の醸成を図る。 ９，７７５

みどり自然課 環 境 部

鳥獣保護管理対策費
鳥獣保護思想の普及啓発や狩猟・密猟取締りを実施するほか、鳥
獣保護区等を整備し、野生鳥獣の保護繁殖を図る。また、狩猟免
許試験及び免許更新並びに狩猟者登録等を実施する。

２２，０８５

侵略的外来生物対策事業費
特定外来生物による農林業や生活環境被害、人への危害、生態系
への影響を早急に防止し、県民の安全・安心な生活と生物多様性
の確保を図る。

２０，４４４

野生動物レスキュー事業費

傷病野生鳥獣の野生復帰を目指した治療・リハビリ等を通じて、
生物多様性の保全及び県民の野生動物保護思想の啓発を図る。ま
た、野鳥の死亡原因調査により、県民の安全・安心な生活を確保
する。

３，６７７

鳥獣保護団体等育成事業費 鳥獣保護事業の推進を図るため、鳥獣保護思想の普及啓発活動を
実施する各団体を育成・指導する。 ９００

野生生物保護事業費
野生生物の保全を図るため、その生息状況を調査するとともに、
鳥獣保護管理事業計画や第二種特定鳥獣管理計画等に基づき、野
生生物の安定的な保護管理を推進する。

４５，５８３

森林保全対策・「森の番人」育成
事業費

シカを捕獲し、「森の番人」として森林保全の役割を担う狩猟者の
持続的な育成・確保を行い、森林の保全を図る。 ７，１５７

生物多様性保全事業費
県民の生物多様性保全活動を推進するとともに、県の魚ムサシト
ミヨ保全対策の実施や、外来生物侵入状況調査と駆除対策の検討
など、県内の生物多様性の保全を図る。

（新規）
２５，８１４

長�射撃場管理運営事業費
長�射撃場の設置目的（射撃に関する技術の向上、銃による事故
の防止及び射撃競技の発展）を達成するため、指定管理者による
適正な管理運営を行う。また、環境保全対策として、場内を流れ
る沢水の水質の継続監視を行う。

１７，３５４

鳥獣保護センター管理運営費

野鳥の高病原性鳥インフルエンザ検査及び傷病野生鳥獣の保護管
理を適正に実施し、さらに人間に危害を及ぼす外来生物を駆除す
ることにより、生物多様性保全を推進するとともに県民の生活環
境を守る。

２３，８７９

シラコバト保全対策事業 コバトンのモデルであり、県民の鳥として親しまれている「シラ
コバト」を将来にわたって県のシンボルとして保全する。 ４，１７３

ニホンジカ捕獲促進事業費 増加したニホンジカの個体数を減少させるため、シカの捕獲体制
を強化し、森林の保全を図る。 ７４，６９４

埼玉県地域整備事業（再掲） 産業団地の造成にあたり、緑地帯の確保や調整池等において、環
境に配慮する。 １，４６６，１８１ 地域整備課 企 業 局

特別天然記念物カモシカ保護対
策事業

特別天然記念物カモシカの保護対策を推進するため、関東山地カ
モシカ保護地域内における生息状況や生息環境を継続的に把握す
るとともに、生息密度や食害状況等の情報を収集する。

４，７８６ 生涯学習
文化財課 教 育 局

１０ 生物多様性の保全
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

申請届出手続電子化推進事業費
（再掲）

申請・届出等手続の電子化により各種申請用紙の使用量を抑制す
る。 １０５，６６３情報システム課 企画財政部

浄書事務集中管理費（再掲） 浄書印刷に使用する用紙には再生紙の利用を促進し、両面印刷に
より紙の使用量を抑制する。 ２４，１０９

文 書 課

総 務 部

文書指導及び文書管理費（再掲） 保存期間経過文書は再生利用をするための溶解処分を行う。 １８３

省エネルギーサービス委託事業
費

県有施設を対象にESCO事業導入を促進し、エネルギー消費量の
削減を図る。
「内訳」総合リハビリ、県民活動総合センター、障害者交流セン
ター、環境科学国際センター、第二庁舎、嵐山郷

２３４，３１５

管 財 課県有施設エコオフィス化改修事
業費 県有施設の改修工事を行い省エネルギーを推進する。 ９３２，２４９

県有施設エコオフィス化サービ
ス委託事業費 省エネルギーサービス契約をした施設の委託事業費 ２９，２１５

県庁舎環境管理事業費（再掲） 県庁舎廃棄物収集運搬、古紙等リサイクル ２６，４９６

消費者啓発事業費（再掲）

社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な
消費生活を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活
に関する各種講座の開催、情報紙やインターネットのホームペー
ジでの情報提供を行う。

４，１７２消費生活課 県民生活部

環境にやさしい県庁推進事業費
本県が一事業体として環境配慮を推進していくことを目的に策定
した「地球温暖化対策実行計画」「環境配慮方針」を適切に推進管
理する。

５３３

環境政策課

環 境 部

環境学習推進事業費 県民各層の連携のもと、環境保全に向けての自主的な学習と実践
ができるように支援する。 ４，６０６

地球にいいことグリーンチャレ
ンジ事業費

小中高校生の環境に関する意識の醸成を図るとともに、児童生徒
が学校の内外で行う体験学習を支援し、地域の環境保全活動を促
進する。また、他の模範となる環境保全活動を表彰、紹介するこ
とにより環境保全活動の普及啓発を図る。

７，６８５

低炭素型ライフスタイル推進事
業費

低炭素型社会の実現を目指し、県民一人ひとりのライフスタイル
を転換するとともに、温暖化防止に向けた取組を促進するため、
県民、事業者、各種団体、行政等が協働しながら様々な取組を実
施する。

１１，５４３

温暖化対策課

ストップ温暖化・埼玉ナビゲー
ション２０５０推進事業費

埼玉県地球温暖化対策実行計画（ストップ温暖化・埼玉ナビゲー
ション２０５０）及び埼玉県地球温暖化対策推進条例に定める施策を
着実に実行し、総合的に温暖化対策を推進する。

５，９７０

太陽光発電普及推進事業費 住宅用太陽光発電設備の設置の促進や市民共同発電に対し助成す
ることにより、太陽光発電の飛躍的な普及拡大を図る。 ３，４３３

エコタウン
環 境 課住宅の低炭素化促進事業費

パネルメーカーなど関係事業者と連携したチェックリストの作成
・活用や、家庭部門からのCO２排出量の削減を図るため、各家庭が
省エネ設備の導入に積極的に取り組める仕組みをつくる。

７０，３２４

二重窓断熱促進事業費 特別養護老人ホームの窓の二重窓化による断熱化を進め、エアコ
ンの使用を効率化し人工排熱を削減する。 ３６，２９７

CO２排出削減設備導入支援事業
費

目標設定型排出量取引制度の対象となっていない中小規模事業者
のCO２削減を推進するため、事業者が行うCO２排出削減設備の整
備に対して補助を行う。

１２０，４５０

温暖化対策課

温暖化対策計画・排出量取引制
度推進事業費

産業・業務部門の温室効果ガス排出量の削減を進めるため、地球
温暖化対策計画制度やエコアップ認証制度の審査や指導を行う。
また、エネルギーを多量に使用する事業所等に対して本県独自の
目標設定型排出量取引制度を導入し、CO２の効果的な排出量削減
に努める。

４６，３２０

中小企業ESCO推進事業費
中小企業から排出されるCO２排出量を効果的に削減するため、エ
スコ（ESCO）事業を活用した省エネ改修工事に対して補助を行
う。

８１，５６３

環境創造融資事業費 中小企業者等への長期、低利融資を行い、環境改善施設の整備や
環境に配慮した施設整備等の推進を図る。 ２３，６６１

展開エコタウン推進事業費
展開エコタウンとして新たなモデル市において、重点実施街区の
太陽光発電の設置や省エネ改修などを集中実施することにより、
既存住宅のスマートハウス化を進める。

１９０，１１１

エコタウン
環 境 課ミニエコタウン推進事業費

ハウスメーカー等の民間事業者と協働で、当該事業者が過去に分
譲した小規模な既存住宅街区において、太陽光発電の設置や省エ
ネ改修などを集中実施することにより、県内各地でスマートハウ
ス化を進める。

７４，３７９

エコタウンプロジェクト推進事
業費

再生可能エネルギーを中心とした創エネと徹底した省エネに取り
組むことにより、エネルギーの地産地消を具体的に進めるモデル
を全国に発信する。

８，００２

工場・事業場大気規制事業費（再
掲）

工場・事業場に対し立入検査を実施し、法・条例等による規制の
徹底を図るとともに、大気汚染防止及びフロン類回収に関する事
業者指導を行う。

２４，４７３

大気環境課
有害大気汚染物質等モニタリン
グ調査費（再掲）

健康被害の未然防止や大気環境の現況把握を図るため、有害大気
汚染物質、酸性雨、オゾン層破壊及び地球温暖化の原因物質の測
定を行う。

２３，３０５

青空再生自動車対策事業費（再
掲）

自動車から排出される大気汚染物質やCO２の低減を図るため、埼
玉県生活環境保全条例による規制と併せて、自動車対策を総合的
に推進する。また、エコドライブの普及促進を図り、大気環境の
改善と地球温暖化の防止に資する。

８，７２７

EV・PHV普及推進事業費（再掲） EV・PHVの充電インフラ整備及び県公用車への率先導入などによ
る更なる普及促進を図る。 ２，６９７

エコタウン
環 境 課

県有施設充電器維持管理事業費
（再掲）

県有施設６か所に設置した電気自動車用充電器の維持管理を行
う。 ８，１０２

医療・福祉施設へのEV・PHV
普及促進事業費（再掲）

自動車から排出される二酸化炭素を削減するため、EV・PHVの持
つ付加価値を活用した導入に対して補助を行う。 ５，１２１

Ⅲ 生活の豊かさを実感できるエネルギー消費の少ない低炭素社会づくり
１１ 地球温暖化対策の総合的推進
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１２ ヒートアイランド対策の推進

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

青空再生自動車対策事業費（再
掲）

平成２３年度までの青空再生低公害車導入資金融資に伴う利子補
給、利子補助、損失補償を行う。 １０，１６１ エコタウン

環 境 課

環 境 部資源リサイクル拠点環境調査研
究事業費（再掲）

彩の国資源循環工場において環境モニタリング調査を実施し、安
全安心な廃棄物処理の徹底を図る。また、調査結果を公害防止・
環境修復技術等の研究開発に活用する。

４８，９３４
資源循環
推 進 課

循環型社会づくり推進事業費
（再掲）

ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を
構築する。 ２，１４２

新エネルギープロジェクト推進
事業

今後の成長が見込まれる次世代住宅分野や蓄電池分野など、新エ
ネルギー分野の複数の研究開発プロジェクトを推進し、新製品・
新技術の開発から実用化、製品化を支援する。県内中小企業の新
エネルギー産業への参入を促進し、新エネルギー産業の県内への
集積を図る。

３８５，５８２先端産業課 産業労働部

魅力ある山村づくり支援事業
（再掲）

山村等の特性に応じた農林業の振興、山村と都市との地域間交
流、生活環境の整備等を促進し、山村地域の活性化を図る。 １，０４７農業ビジネス支 援 課

農 林 部

森をまもる活動支援事業（再掲）
施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のた
めの地域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・
向上を図る。

６，１９１

森づくり課

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の
持つ水源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能など
の公益的機能の増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削
減対策を推進するとともに、森林病害虫や火災等から森林を守
り、健全な森林を育成する。

７８，７２３

県営林事業（再掲） 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充
実や山村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １３０，５４２

治山事業（再掲） 山地治山、保安林改良、保育 ５０２，３９５

水源地域の森づくり事業（再掲）
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、
水源地域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混
交林」の造成や広葉樹林の再生を行う。

６４４，０５５

里山・平地林再生事業（再掲）

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保
全など、公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造
成し、憩いの場を創造する。また、整備後の森林を体験活動の場
等として活用するなどにより、森林に関する意識の醸成を図る。

１３４，７４４

森林整備加速化・林業再生事業
（再掲）

森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施
し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 ４７，７９６

埼玉の木みんなで使って豊かな
暮らし応援事業（再掲）

二酸化炭素の吸収能力が低下する高齢化した人工林の循環利用を
推進するため、住宅建築等における消費者の県産木材を選択した
利用に対する奨励を行い、県産木材の利用拡大を図る。

６２，４２８

皆伐から始める森の若返りスピ
ードアップ事業（再掲）

伐期を迎え利用可能な人工林を対象として、皆伐から地拵、植栽、
獣害対策、保育までを一貫して行う森林組合等を支援することに
より森林資源の循環利用を促進し、県産木材の安定供給、未利用
木質資源の利用の促進及びCO２の吸収促進等、森林の持つ公益的
機能の向上を図る。

２２８，８８５

建築物環境配慮制度推進事業費 埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づく建築物環境配慮制度によ
り、建築物の総合的な環境配慮に対する取組の促進を図る。 ４３４建築安全課 都市整備部

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

先導的ヒートアイランド対策住
宅街モデル事業費

ヒートアイランド対策の県全体への普及を図るため、総合的なヒ
ートアイランド対策を施した先導的な住宅街の開発について、「先
導的ヒートアイランド対策住宅街モデル」として、事業費の一部
を補助する。

（新規）
３５，２５２

温暖化対策課

環 境 部

県有施設への暑熱対策推進費

２０１９年ラグビーワールドカップが開催され、県民の利用も多い熊
谷スポーツ文化公園に、涼しさとうるおいのあるみどりの景観を
つくるとともに、遮熱性舗装などのヒートアイランド対策を実施
する。

（新規）
４３，５１０

二重窓断熱促進事業費（再掲） 特別養護老人ホームの窓の二重窓化による断熱化を進め、エアコ
ンの使用を効率化し人工排熱を削減する。 ３６，２９７ エコタウン

環 境 課

みどりいっぱいの園庭・校庭促
進事業費（再掲）

園庭・校庭の緑化を推進することで、学校と地域住民等が一体と
なってみどりにふれあう環境を整備するとともに、ヒートアイラ
ンド現象の緩和に資する。

２２０，００２

みどり自然課
みどりの街なみ創出事業費（再
掲）

みどりの少ない都市部において、県民に身近な施設での緑化を推
進することで、地球温暖化対策に資するとともに、県民の環境意
識の醸成を図る。

２５０，７４３

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の
持つ水源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能など
の公益的機能の増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削
減対策を推進するとともに、森林病害虫や火災等から森林を守
り、健全な森林を育成する。

７８，７２３ 森づくり課 農 林 部

埼
玉
県
環
境
基
本
計
画
関
係

170



事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

青空再生自動車対策事業費（再
掲）

自動車から排出される大気汚染物質やCO２の低減を図るため、埼
玉県生活環境保全条例による規制と併せて、自動車対策を総合的
に推進する。また、エコドライブの普及促進を図り、大気環境の
改善と地球温暖化の防止に資する。

８，７２７ 大気環境課

環 境 部
EV・PHV普及推進事業費（再掲） EV・PHVの充電インフラ整備及び県公用車への率先導入などによ

る更なる普及促進を図る。 ２，６９７
エコタウン
環 境 課青空再生自動車対策事業費（再

掲）
平成２３年度までの青空再生低公害車導入資金融資に伴う利子補
給、利子補助、損失補償を行う。 １０，１６１

道路改築費（再掲）

バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通
渋滞の解消を図る。

３，３３２，２０７

道路街路課

県土整備部

重複区間解消推進費（再掲） ２９，３５０
道路改築事業費（再掲） ８３３，０００
社会資本整備総合交付金（改築）
事業費（再掲） ４，８６２，０００

街路整備費（再掲） １，５１５，４４２
社会資本整備総合交付金（街路）
事業費（再掲） １，５６９，６００

橋りょう架換費（再掲） 耐久力が不足したり、耐震性の劣る橋梁の架換え、河川改修に伴
う架換え及び道路改良工事に伴う新たな橋の架設を行い、交通安
全の確保と円滑な運行を図る。

３５９，０００
社会資本整備総合交付金（橋りょ
う整備）事業費（再掲） １，２７８，０００

交差点整備費（再掲）
交差点の改良により円滑な道路環境を実現し、環境の改善を図る。

５１１，０００
道路環境課社会資本整備総合交付金（交通安

全）事業費（再掲） １，１１４，０００

自動車更新整備費（再掲） 出納総務課及び１２集中管理地域機関保有の公用車を「埼玉県公用
車グリーン導入指針」に基づき更新する。 ３０，３０６ 出納総務課 会計管理者

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

再生可能エネルギー徹底活用推
進事業費

再生可能エネルギーの導入施策の検討及び具体的な導入に向けた
取組を行う。 ２８，０４１

エコタウン
環 境 課 環 境 部

再生可能エネルギー等導入推進
基金事業費

地震や台風等による大規模災害に備えて、防災拠点や避難所等に
再生可能エネルギーや蓄電池等の導入を進める。 ３４６，５６６

低炭素分散型エネルギー普及促
進事業費

コージェネレーションシステムの導入支援を行うとともに、県内
における分散型エネルギーシステムの普及方策を検討する。 ３２，２６６

水素エネルギー普及推進事業費 水素エネルギーの普及を図るため、水素供給インフラの整備や燃
料電池自動車の普及などの取組を行う。 ３２０，４９５

太陽光発電普及推進事業費（再
掲）

住宅用太陽光発電設備の設置の促進や市民共同発電に対し助成す
ることにより、太陽光発電の飛躍的な普及拡大を図る。 ３，４３３

展開エコタウン推進事業費（再
掲）

展開エコタウンとして新たなモデル市において、重点実施街区の
太陽光発電の設置や省エネ改修などを集中実施することにより、
既存住宅のスマートハウス化を進める。

１９０，１１１

ミニエコタウン推進事業費（再
掲）

ハウスメーカー等の民間事業者と協働で、当該事業者が過去に分
譲した小規模な既存住宅街区において、太陽光発電の設置や省エ
ネ改修などを集中実施することにより、県内各地でスマートハウ
ス化を進める。

７４，３７９

エコタウンプロジェクト推進事
業費（再掲）

再生可能エネルギーを中心とした創エネと徹底した省エネに取り
組むことにより、エネルギーの地産地消を具体的に進めるモデル
を全国に発信する。

８，００２

魅力ある山村づくり支援事業
（再掲）

山村等の特性に応じた農林業の振興、生活環境の整備等を促進
し、山村地域の活性化を図る。 １，０４７農業ビジネス支 援 課 農 林 部

１３ 再生可能エネルギーの活用

１４ 環境に配慮した交通の実施
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

見沼田圃（たんぼ）保全・活用
・創造事業推進費（再掲）

見沼田圃（たんぼ）の土地利用についての連絡調整を行うため、
見沼田圃土地利用連絡会議及び見沼田圃土地利用審査会を運営す
るとともに、公有地化事業等を行い見沼田圃の保全・活用・創造
を図る。

２９８，７６１

土地水政策課 企画財政部
国土利用計画等管理運営費 「埼玉県国土利用計画」に基づく、計画的かつ適正な土地利用を

進める。 ９，５８５

水源林重点対策地籍調査事業費 水源地域の市町村が実施する地籍調査事業に補助金を交付し、水
源地域の振興や水源林の保全を図る。 ４１，０４０

環境政策推進費
環境基本法第４３条に基づき設置されている埼玉県環境審議会の運
営、また、国、他都道府県、市町村の環境担当職員との情報交換、
交流等を図る。

９，３９１

環境政策課

環 境 部

環境にやさしい県庁推進事業費
（再掲）

本県が一事業体として環境配慮を推進していくことを目的に策定
した「地球温暖化対策実行計画」「環境配慮方針」を適切に推進管
理する。

５３３

環境管理事務所運営費 公害の監視指導、苦情処理等環境管理事務所の円滑な運営を図
る。 ２５，１５０

環境影響評価制度運営費 埼玉県環境影響評価条例及び戦略的環境影響評価実施要綱に基づ
く制度の円滑な運営を図る。 １１，９９１

環境ビジネス推進事業費

環境の最先端技術をビジネスに取り入れた事例を学びながら環境
ビジネス企業間の交流を図る環境ビジネスセミナーを開催し、企
業・支援機関のネットワークづくりを促進するとともに、環境ビ
ジネスの機運の醸成を図る。また、環境面での国際協力とともに
環境関連企業の海外展開を支援する。

１，８７８

再生可能エネルギー徹底活用推
進事業費（再掲）

再生可能エネルギーの導入施策の検討及び具体的な導入に向けた
取組を行う。 ２８，０４１ エコタウン

環 境 課

環境創造融資事業費（再掲） 中小企業者等への長期、低利融資を行い、環境改善施設の整備や
環境に配慮した施設整備等の推進を図る。 ２３，６６１

温暖化対策課

ストップ温暖化・埼玉ナビゲー
ション２０５０推進事業費（再掲）

埼玉県地球温暖化対策実行計画（ストップ温暖化・埼玉ナビゲー
ション２０５０）及び埼玉県地球温暖化対策推進条例に定める施策を
着実に実行し、総合的に温暖化対策を推進する。

５，９７０

低炭素型ライフスタイル推進事
業費（再掲）

低炭素型社会の実現を目指し、県民一人ひとりのライフスタイル
を転換するとともに、温暖化防止に向けた取組を促進するため、
県民、事業者、各種団体、行政等が協働しながら様々な取組を実
施する。

１１，５４３

CO２排出削減設備導入支援事業
費(再掲）

目標設定型排出量取引制度の対象となっていない中小規模事業者
のCO２削減を推進するため、事業者が行うCO２排出削減設備の整
備に対して補助を行う。

１２０，４５０

中小企業ESCO推進事業費（再
掲）

中小企業から排出されるCO２排出量を効果的に削減するため、エ
スコ（ESCO）事業を活用した省エネ改修工事に対して補助を行
う。

８１，５６３

温暖化対策計画・排出量取引制
度推進事業費（再掲）

産業・業務部門の温室効果ガス排出量の削減を進めるため、地球
温暖化対策計画制度やエコアップ認証制度の審査や指導を行う。
また、エネルギーを多量に使用する事業所等に対して本県独自の
目標設定型排出量取引制度を導入し、CO２の効果的な排出量削減
に努める。

４６，３２０

埼玉県環境事務研究会連合会補
助費

埼玉県環境事務研究会連合会の健全な育成を図るため、運営費の
補助を行う。 １００ 水環境課

彩の国新産業創出研究開発推進
事業費

産業技術総合センターにおいて、県内中小企業の技術力を強化す
るため、先端ものづくり技術、環境・エネルギー関連技術等に重
点を置いて研究開発を進め、その成果を企業に提供する。

７３，０３１
産業支援課

産業労働部彩の国工場づくり等推進事業費 環境管理の優れた工場などを指定し、地域に開かれた工場づくり
を進める。 １，２８０

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ７３７企業立地課

農業技術研究センター試験研究
費の一部（農業技術研究センタ
ー）（再掲）

本県農林業の健全な発展を図るため、農林水産業に係る総合的な
試験研究を推進する。その一部として環境変化に対応し、安定生
産が可能となる栽培技術の開発を行う。

１３，８０９農業政策課

農 林 部

見沼農業活性化対策事業（再掲） 都市と調和した特色のある見沼農業を実現し、農業振興による見
沼田圃（たんぼ）の保全、活用、創造を図る。 ４２，５９２

農業ビジネス
支 援 課

三富地域農業振興対策事業（再
掲）

循環型農業を核とした生産・流通・販売対策により、三富野菜ブ
ランドの確立や地域内消費の拡大を図り、平地林を活用した三富
農業の確立に資する。

１，０００

農山村バイオマス利活用促進事
業（再掲）

農山村バイオマスの利活用促進のための普及・啓発や地域におけ
る先進的な取組を支援する。 ５２４

彩の国グリーンツーリズム総合
対策事業（再掲）

農山村の多様な資源を活用した都市と農山村の交流を通じて、地
域農林業の振興と農山村の活性化を図るため、必要な体制整備の
支援や情報発信を行うとともに交流活動を推進する。

３，１４９

安全安心農産物確保対策推進事
業

農産物の生産工程における汚染リスクの把握、化学物質等による
農産物への影響回避技術の開発、農産物の自主生産管理の普及な
どにより、安全で安心できる農産物の供給を確保する。

５，８０６
農産物安全課

農薬安全対策事業（再掲） 農薬による危被害防止のため、農薬安全使用の徹底、農薬販売業
者等への指導、農産物の農薬残留分析調査等を行う。 ５，６９３

畜政推進事業のうちの一部（再
掲）

「家畜排せつ物法」に基づく指導により、家畜ふん尿の適正管理
と利用を推進する。 ９１９

畜産安全課
畜政推進事業のうちの一部（再
掲）

良質たい肥のための技術指導及び耕畜連携の推進により、良質た
い肥の生産と有効利用を図る。 ２６５

都市と山村交流の森管理事業
（再掲）

「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生
ふれあいの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーショ
ンや森林学習の場等として供する。

８５，６３３
森づくり課

みんなで育てる森づくり事業
（再掲）

健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を
醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 ９，７３４

Ⅳ 環境の創造・保全に向けて各主体が取り組む地域社会づくり
１５ 環境に配慮した産業・地域づくり
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

埼玉エコ農業推進事業 環境負荷軽減を図る「エコ」農業に取り組む産地を育成するとと
もに、「エコ」農業農産物の需要拡大や高付加価値化を図る。 １５，３６２ 農産物安全課 農 林 部

街路整備費（再掲） バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通
渋滞の解消を図る。また、安全で快適な歩行空間の確保や都市景
観の向上を図るため、電線類を地中化する。

１，５１５，４４２
道路街路課

県土整備部

社会資本整備総合交付金（街路）
事業費（再掲） １，５６９，６００

社会資本整備総合交付金（維持）
事業費 安全で快適な歩行空間の確保、都市災害の防止、都市景観の向上

を図るため、電線類を地中化する。
２１，０００

道路環境課電線地中化（道路）整備費 ２７８，０００

道路美化推進費
街路樹の剪定枝や刈草の堆肥化の推進と、道路構造の改善や道路
緑化により、安全で快適な歩行空間の確保と道路景観の向上を図
り、「ゆとり」社会の実現を目指す。

７１，９４９

都市計画調査費 都市計画法を適切に運用するための調査や、円滑な手続きを進め
る。 １７５，７７３都市計画課

都市整備部景観行政推進事業費 田園と都市が織りなす美しい景観を守り、生かし、創造するため
景観施策及び屋外広告物施策を推進する。 ７，０１３ 田園都市

づくり課
建築協定 住民の自主的な協定に基づき、良好な住環境を維持、増進する。 ２３，６０９建築安全課
三富地域の文化財普及・啓発事
業

県指定旧跡を中心とした三富新田地域の歴史的価値と現在の意
義、保全の必要性について普及・啓発を行う。 １３０ 生涯学習

文化財課 教 育 局
文化財保護事業補助 文化財の所有者、管理者が行う文化財保存事業を補助する。 １１４，１６７

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

首都圏廃棄物広域処理推進費
（再掲） 首都圏の自治体が共同、協調し循環型社会の構築を目指す。 ３，５６４

資源循環
推 進 課 環 境 部

循環型社会づくり推進事業費
（再掲）

ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を
構築する。 ２，１４２

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場
立地の促進を図る。 ７３７企業立地課 産業労働部

森をまもる活動支援事業（再掲）
施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のた
めの地域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・
向上を図る。

６，１９１
森づくり課 農 林 部

みんなで育てる森づくり事業
（再掲）

健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を
醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 ９，７３４

県立高校みどり再生プロジェク
ト

高校生が教育活動の一環として郷土埼玉のみどりの再生に貢献す
るとともに、みどりを守り育てる教育の一層の充実を図る。 ５，８６５ 高校教育

指 導 課 教 育 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

消費者啓発事業費（再掲）

社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な
消費生活を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活
に関する各種講座の開催、情報紙やインターネットのホームペー
ジでの情報提供を行う。

４，１７２消費生活課 県民生活部

環境科学国際センター事業費
（環境学習分）

環境問題に対する意識の向上を図るため、環境学習の機会及び活
動の場を提供するとともに学習活動の支援を行う。 ３１，２９２

環境政策課

環 境 部

環境学習推進事業費（再掲） 県民各層の連携のもと、環境保全に向けての自主的な学習と実践
ができるように支援する。 ４，６０６

地球にいいことグリーンチャレ
ンジ事業費（再掲）

小中高校生の環境に関する意識の醸成を図るとともに、児童生徒
が学校の内外で行う体験学習を支援し、地域の環境保全活動を促
進する。また、他の模範となる環境保全活動を表彰、紹介するこ
とにより環境保全活動の普及啓発を図る。

７，６８５

自然公園等管理事業費
県内の優れた自然の風景地を自然公園に指定し、施設の整備、維
持管理を行うとともに、自然公園内における開発行為等の規制を
行う。

３８，４３３

みどり自然課

自然公園等施設整備事業費 自然公園における県有施設の整備を行う。 ３８，７４６

自然ふれあい施設等管理費 自然学習センター・北本自然観察公園など自然ふれあい施設等４
施設の管理運営を行う。 １９８，１８２

さいたま緑の森博物館保全推進
事業費

さいたま緑の森博物館の貴重な自然環境を確実に保全するため、
特別緑地保全地区などの地域制緑地の指定などを見据え、自然環
境調査を実施するとともに、緑地保全方策を検討する。

（新規）
２８，９８９

自然環境保全推進事業費（再掲）
県土の優れた自然環境の保全を図り、自然保護活動や自然環境保
全思想の普及啓発を図るとともに、自然保護業務の円滑な推進を
図る。

２９，０４０

都市と山村交流の森管理事業
（再掲）

「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生
ふれあいの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーショ
ンや森林学習の場等として供する。

８５，６３３ 森づくり課 農 林 部

公園等建設費（再掲） 自然環境を保全・活用しつつ、県民生活に潤いと安らぎを与え、
広域的な県民レクリエーションの拠点となるとともに、都市にお
ける防災機能の強化が図られる公園を整備する。

８３９，４４０
公 園
スタジアム課 都市整備部社会資本整備総合交付金（公園）

事業費（再掲） ８６９，９９６

１６ 連携・協働による取組の拡大

１７ 環境を守り育てる次世代の人材育成
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

環境保全普及啓発費
環境保全の重要性を認識してもらうため、環境白書の発行等によ
り、本県の環境の現状と県の施策を広く県民に知らせ、環境保全
思想の普及・啓発を図る。

１，５４５

環境政策課 環 境 部

環境科学国際センター運営費
総合的かつ学際的な試験研究をはじめ、環境学習・国際貢献・環
境情報の収集・発信を行う環境科学国際センターの施設の運営を
図る。

８２，０７９

環境科学国際センター事業費
（試験研究費その他）

総合的かつ学際的な試験研究をはじめ、環境学習・国際貢献・環
境情報の収集・発信を行う。 １４１，５９３

環境科学国際センター事業費
（国際貢献分）

総合的かつ学際的な試験研究をはじめ、環境学習・国際貢献・環
境情報の収集・発信を行う。 ６，４９３

環境科学国際センター分析研究
機器整備事業

環境科学国際センターに期待される役割と機能を果たしていくた
め、センター内の老朽化した分析機器を更新する。 ３５，３５０

世界に通用する研究者育成事業
費

環境科学国際センターの研究員を環境研究の先進国に派遣し、最
先端の試験研究を担う人材を育成する。 １，７０５

彩の国新産業創出研究開発推進
事業費（再掲）

産業技術総合センターにおいて、県内中小企業の技術力を強化す
るため、先端ものづくり技術、環境・エネルギー関連技術等に重
点を置いて研究開発を進め、その成果を企業に提供する。

７３，０３１ 産業支援課 産業労働部

農業技術研究センター試験研究
費の一部（農業技術研究センタ
ー）（再掲）

本県農林業の健全な発展を図るため、農林水産業に係る総合的な
試験研究を推進する。その一部として環境変化に対応し、安定生
産が可能となる栽培技術の開発を行う。

１３，８０９農業政策課 農 林 部

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２８年度当初
予算額（千円）

Ｈ２８年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

環境放射線調査費
国からの委託により、空間放射線量及び土壌等の放射性物質の測
定を行うとともに、県有施設等の空間放射線量や一般環境におけ
る放射性物質の測定を行う。

８，３５０ 大気環境課 環 境 部

１８ 環境科学・技術の振興と国際協力の推進

○ 放射線物質による環境汚染への対応
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施策展開の方向
重点取組施策

指 標 名 目標設定時
現状値

（Ｈ２７年度末）
目標値

（Ｈ２８年度末）

１ 大気環境の保全

次世代自動車の普及割合 ３．２％
１１．２％

（Ｈ２６年度末）
１３．０％

光化学スモッグなどの原因とな
る揮発性有機化合物（VOC）の
排出量

４１，６１８t／年
（Ｈ２１年度）

３３，７９０t／年
（Ｈ２６年度）

３３，０００t／年

２
公共用水域・地下水及び土
壌の汚染防止

アユが棲（す）める水質の河川の
割合

７７％ ８９％ ９０％

全国水質ワースト５河川（国土
交通省直轄管理区間）

綾瀬川・中川 綾瀬川・中川 該当河川なし

３ 化学物質対策の推進
リスクコミュニケーション実施数 ８２事業所 ２１０事業所 ２００事業所

石綿使用建築物の届出解体工事
における作業基準違反件数

１件 ０件 ０件

４ 身近な生活環境の保全
公害防止管理者・主任者向けフ
ォローアップ研修の参加事業者
数

８５人 １，８０８人 ２，３００人

５
水循環の健全化と地盤環境
の保全

５年間の累積沈下量（ただしＨ
２３除く）が４cm未満の地盤観測
基準点の割合

９７．８％ ９９．８％ ９９．０％

６
資源の有効利用と廃棄物の
適正処理の推進

レジ袋削減に積極的に取り組ん
でいるスーパーマーケット等の
店舗数

３７５店舗 ７７６店舗 ７６０店舗

一般廃棄物の１人１日当たりの
最終処分量

６１g／人・日
（Ｈ２１年度）

４７g／人・日
（Ｈ２６年度）

５４g／人・日

産業廃棄物の最終処分率
１．６％

（Ｈ２１年度）
１．７％

（Ｈ２６年度）
１．３％

新たな産業廃棄物の山（大量堆
積）の発生件数

－ ０件 ０

県と民間団体との不法投棄通報
協定団体数

１８団体 ３７団体 ３６団体

３Ｒ推進員の登録者数 ７０人 ２０，８６５人 １０，０００人

（２）環境基本計画に掲げた施策指標の推移
Ⅰ 環境負荷の少ない安心・安全な循環型社会づくり
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施策展開の方向
重点取組施策

指 標 名 目標設定時
現状値

（Ｈ２７年度末）
目標値

（Ｈ２８年度末）

７ 河川等の保全と再生

（再掲）アユが棲（す）める水質
の河川の割合

７７％ ８９％ ９０％

（再掲）全国水質ワースト５河
川（国土交通省直轄管理区間）

綾瀬川・中川 綾瀬川・中川 該当河川なし

生活排水処理率 ８８％ ９０．６％ ９２％

県民が川の再生に取り組む河川
の延長

３７１㎞ ５４２㎞ ５５０㎞

８ みどりの保全と再生

緑の保全面積 ４８８ha ５３１ha ５４２ha

身近な緑の創出面積 ５７６ha ９４０ha １，０６０ha

彩の国みどりのサポーターズク
ラブ入会団体数

７７団体 ２３３団体 ２００団体

９ 森林の整備と保全

森林の整備・保全面積 － ９，６４０ha
１４，０００ha

（Ｈ２４～２８年度）

森林ボランティア活動に参加す
る企業・団体数

１１８団体 ２００団体 ２２０団体

県産木材供給量 ７５，０００�／年 ８７，０００�／年 １１１，０００�／年

１０ 生物多様性の保全

希少野生動植物種の保護など生
物多様性保全活動に取り組む団
体数

３８団体 １４６団体 ２００団体

希少野生動植物種の保護増殖箇
所数

５４か所 ８８か所 ９０か所

施策展開の方向
重点取組施策

指 標 名 目標設定時
現状値

（Ｈ２７年度末）
目標値

（Ｈ２８年度末）

１１
地球温暖化対策の総合的推
進

産業・業務部門における温室効
果ガスの排出削減量（Ｈ１７年度
比）

１５５万t‐CO２
（Ｈ２１年度）

４０２万t‐CO２
（Ｈ２６年度末）

２５０万t‐CO２

環境アドバイザー、環境教育ア
シスタント、環境学習応援隊の
派遣回数

２２７回 ２３７回 ２８０回

（再掲）森林の整備・保全面積 － ９，６４０ha
１４，０００ha

（Ｈ２４～２８年度）

１２
ヒートアイランド対策の推
進

（再掲）産業・業務部門におけ
る温室効果ガスの排出削減量
（Ｈ１７年度比）

１５５万t‐CO２
（Ｈ２１年度）

４０２万t‐CO２
（Ｈ２６年度末）

２５０万t‐CO２

（再掲）緑の保全面積 ４８８ha ５３１ha ５４２ha

（再掲）身近な緑の創出面積 ５７６ha ９４０ha １，０６０ha

１３ 再生可能エネルギーの活用
住宅用太陽光発電設備の設置数 ４１，６３７基 １１７，８００基 １４０，０００基

再生可能エネルギーの供給量
（単位：テラジュール）

３，０７０TJ
（Ｈ２１年度）

７，１４３TJ ５，６００TJ

１４
環境に配慮した交通の実現
（スマートビークル社会）

（再掲）次世代自動車の普及割
合

３．２％
１１．２％

（Ｈ２６年度末）
１３．０％

エコドライブアドバイザーの認
定者数

０人 ９，９０７人 ２，５００人

Ⅱ 再生したみどりや川に彩られ、生物の多様性に富んだ自然共生社会づくり

Ⅲ 生活の豊かさを実感できるエネルギー消費の少ない低炭素社会づくり
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施策展開の方向
重点取組施策

指 標 名 目標設定時
現状値

（Ｈ２７年度末）
目標値

（Ｈ２８年度末）

１５
環境に配慮した産業・地域
づくり

環境ビジネス関連セミナー参加
企業数

３４９社 ７１３社 ５８０社

（再掲）住宅用太陽光発電設備
の設置数

４１，６３７基 １１７，８００基 １４０，０００基

（再掲）再生可能エネルギーの
供給量（単位：テラジュール）

３，０７０TJ
（Ｈ２１年度）

７，１４３TJ ５，６００TJ

１６
連携・協働による取組の拡
大

（再掲）希少野生動植物種の保
護など生物多様性保全活動に取
り組む団体数

３８団体 １４６団体 ２００団体

（再掲）希少野生動植物種の保
護増殖箇所数

５４か所 ８８か所 ９０か所

（再掲）県民が川の再生に取り
組む河川の延長

３７１㎞ ５４２㎞ ５５０㎞

（再掲）彩の国みどりのサポー
ターズクラブ入会団体数

７７団体 ２３３団体 ２００団体

地域清掃活動団体登録数 ３２７団体 ５３１団体 ５３０団体

彩の国ロードサポート団体数 ５３１団体 ７１７団体 ７８０団体

（再掲）県と民間団体との不法
投棄通報協定団体数

１８団体 ３７団体 ３６団体

（再掲）レジ袋削減に積極的に
取り組んでいるスーパーマーケ
ット等の店舗数

３７５店舗 ７７６店舗 ７６０店舗

（再掲）環境アドバイザー、環
境教育アシスタント、環境学習
応援隊の派遣回数

２２７回 ２３７回 ２８０回

１７
環境を守り育てる次世代の
人材育成

（再掲）環境アドバイザー、環
境教育アシスタント、環境学習
応援隊の派遣回数

２２７回 ２３７回 ２８０回

環境科学国際センター展示館の
入館者数（Ｈ１２年度からの累計）

５３６，９３１人 ７６１，７４２人 ８０７，０００人

１８
環境科学・技術の振興と国
際協力の推進

環境科学国際センター共同研究
数

２３６ ４４６ ３９０

環境科学国際センター研究発表
数

１，４６４件 ２，５１４件 ２，４３０件

海外からの環境分野の研修員等
の県受入者数

２１０人 ３５６人 ３６５人

海外との環境分野の交流のため
の県派遣者数

２１３人 ４５０人 ３６５人

Ⅳ 環境の保全・創造に向けて各主体が取り組む地域社会づくり
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●埼玉県環境白書

●埼玉県環境基本計画

環境アセスメント
―埼玉県環境影響評価制度のあらまし―

埼玉県戦略的環境アセスメント

環境学習サポート制度のご案内

親子で楽しむ環境学習ガイドブック

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０

地球温暖化対策計画制度と目標設定型排出量取
引制度

中小事業者向けやさしいCO２削減シート

家電製品省エネ情報提供制度

埼玉県における光化学スモッグの発生状況

大気汚染常時監視測定結果報告書

埼玉の大気環境

大気環境調査事業報告書

化学物質と私たちのくらし

化学物質管理制度のご案内

電子届出のご案内
（化学物質管理促進法、生活環境保全条例）

特定化学物質管理指針の改正について

みんなでVOCの排出を減らそう�

埼玉県の大気規制（ばい煙関係）

埼玉県の大気規制（粉じん発生施設関係）

大気汚染防止法に基づく特定粉じん（石綿）
排出等作業に係る規制

廃棄物焼却炉の規制について

ダイオキシン類に関する規制について

有害大気汚染物質の規制について

埼玉県の大気規制
（揮発性有機化合物（VOC）・炭化水素類関係）

私たちの生活と石綿（アスベスト）

石綿（アスベスト）使用建築物等における
解体等工事時の規制

石綿飛散防止対策マニュアル２０１５

埼玉県非飛散性石綿含有建材
解体工事ガイドライン・同解説

建物解体工事業者の皆様へ
（大気汚染防止法の石綿規制について）

石綿の除去工事の発注者、施工業者の皆様へ
（リスクコミュニケーション）

埼玉県の地球温暖化対策＜自動車対策の概要＞

フロン排出抑制法登録申請手続き案内

第一種フロン類引取等業者認定手続き案内
～省令第４９条認定業者～

自動車リサイクル法登録申請手続き案内
（引取業者関係、フロン類回収業者関係）

自動車交通騒音・道路交通振動実態調査結果

航空機騒音調査結果

東北・上越新幹線鉄道騒音・振動測定結果

●埼玉県地盤沈下調査報告書

地盤沈下・地下水位観測年報

公共用水域及び地下水の水質測定結果

事業者のみなさまへ（悪臭の規制）

事業者のみなさまへ
（工場・事業場における騒音・振動の規制）

事業者のみなさまへ
（屋外作業場等の騒音・振動の規制）

建設業のみなさまへ

深夜に営業を行うみなさまへ

公害防止組織制度について

埼玉県の水質規制

工場・事業場等排水の水質規制

工場・事業場等排水の暫定排水基準

工場・事業場等の水質規制
（地下水汚染の未然防止）

工場・事業場排水の総量規制

印刷物等の作成状況

環境政策課 （０４８―８３０―３０１５）

温暖化対策課 （０４８―８３０―３０３５）

水環境課 （０４８―８３０―３０７８）

大気環境課 （０４８―８３０―３０５５）
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埼玉県生活排水処理施設整備構想

川にやさしい生活知恵袋

子どもたちにきれいな水を

地下水採取の規制

土壌環境及び地下水質の保全

不法投棄・野外焼却は犯罪です！（リーフレット
・ポスター）

●産業廃棄物処分業 特別管理産業廃棄物処分業
許可業者名簿

排出事業者の皆様へ
産業廃棄物の取扱いについて

石綿（アスベスト）含有産業廃棄物を適正に
処理しましょう。（リーフレット）

産業廃棄物を委託処理される事業者の皆さまへ
～WDSを活用した廃棄物の適正処理につい
て～（リーフレット）

医療機関の皆さまへ
～廃棄物の適正処理について～（リーフレッ
ト）

建築物の解体工事等の届出者の皆様へ
分別解体等を行う建築物にPCB廃棄物は残っ
ていませんか？（リーフレット）

第８次埼玉県廃棄物処理基本計画

一般廃棄物処理事業の概況

●埼玉県レッドデータブック２００８ 動物編

●埼玉県レッドデータブック２０１１ 植物編

埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例

生物多様性保全県戦略

生物多様性を考えよう

●鳥獣保護区等位置図

人と自然が共生する埼玉へ（リーフレット）

人と自然が共生する埼玉へ
―グリーンアクションデータブック―

ナチュラリッ子クラブ
―身近な自然観察手帳―

埼玉県自然学習センター

埼玉県狭山丘陵いきものふれあいの里

さいたま緑の森博物館ガイド

埼玉県山西省友好記念館神怡舘

緑化計画届出制度の手引き

緑化計画届出制度のあらまし

みどりのススメ

埼玉県園庭・校庭芝生マニュアル

埼玉県広域緑地計画

緑のトラスト運動普及啓発リーフレット

さいたま自然公園・みどりマップ

彩の国みどりの基金ビジョン

彩の国みどりの基金への御寄附のお願い

緑のトラスト保全地ガイド

埼玉県環境科学国際センター報

●埼玉県地質地盤資料集

施設案内
（埼玉県環境整備センター・彩の国資源循環工場）

印刷物の詳細については、各課所へお問い合

わせください。

「●」は県政情報センターで販売しています。

購入方法については、

県政情報センター（� ０４８―８３０―２５４３）

にお問い合わせください。

産業廃棄物指導課 （０４８―８３０―３１２５）

環境科学国際センター （０４８０―７３―８３３１）

資源循環推進課 （０４８―８３０―３１０５）

環境整備センター （０４８―５８１―４０７０）

みどり自然課 （０４８―８３０―３１４０）

印
刷
物
等
の
作
成
状
況

179



《場 所》加須市上種足９１４
《電 話》０４８０－７３－８３６３
《交 通》・JR高崎線鴻巣駅東口から加須車庫・加須駅

行きバス「環境科学国際センター」下車
・東武伊勢崎線加須駅南口から免許センター
・鴻巣駅行きバス「環境科学国際センター」
下車

http://www.pref.saitama.lg.jp/cess/index.html

《開館時間》９：３０～１６：３０（入館は１６：００まで）
《休 館 日》月曜日（休日、県民の日の場合は開館）、開

館した月曜日の翌平日（月曜日が県民の日
の場合を除く。）、１２月２９日～１月３日

《入 場 料》一般３００円、大学生・高校生２００円（中学生以
下、障害者手帳をお持ちの方及びその介護
者１名は無料）

子どもから大人までが環境問題に興味を持ち、気軽に、楽しく学べる体感型の展示館のほか、屋外には自然観察や
野外作業など、身近な自然とふれあいながら環境学習できる生態園がある。また、環境学習のための情報コーナー、
図書コーナー、研修室などを備え、各種講座や研修を実施している。

《場 所》北本市荒井５－２００
《電 話》０４８－５９３－２８９１
《交 通》JR高崎線北本駅西口から、北里大学メディカ

ルセンター行きバス「自然観察公園前」下車

http://www.saitama-shizen.info/

《開館時間》９：００～１７：００（夏休み期間中・年末年始
は時間変更あり）

《休 館 日》月曜日（休日、県民の日の場合は開館）、休
日の翌日（土、日、休日の場合は開館）
（休館日であっても、夏休みや春休み期間中、年末年
始は臨時開館しています）

《入 館 料》無 料

自然学習センターには自然について学習し理解してもらうための展示やシアター、図書情報コーナーを設置してい
る。また、自然観察会や実験教室など週末を中心に多くのイベントを実施している。

《場 所》所沢市大字荒幡７８２番地
《電 話》０４－２９３９－９４１２
《交 通》西武狭山線下山口駅から約１km、徒歩約１５分

http://www.ikifure.info/

《開館時間》９：００～１７：００
《休 館 日》月曜日（休日、県民の日の場合は開館）、休

日の翌日（土、日、休日の場合は開館）、１２
月２９日～１月３日

《入 館 料》無 料

狭山丘陵いきものふれあいの里の中心施設として、展示室、観察バルコニー、講義室などがあり、狭山丘陵の自然
や文化について学び、体験することができる。自然観察会や里山体験講座など様々なプログラムを実施している。

《場 所》入間市宮寺８８９－１
《電 話》０４－２９３４－４３９６
《交 通》西武池袋線小手指駅南口から宮寺西もしくは

金子駅入口行きバス「荻原」下車徒歩約１０分
http://saitama-midorinomori.jp/

《開館時間》９：００～１７：００
《休 館 日》月曜日（休日、県民の日の場合は開館）、休

日の翌日（土、日、休日の場合は開館）、１２
月２９日～１月３日

《入 館 料》無 料

狭山丘陵の雑木林を保全し、雑木林や湿地などの自然そのものを野外展示物とした自然観察の場で自然の大切さや
人と自然のかかわりなどを学ぶことができる。自然観察会や雑木林体験イベントなども実施している。

《場 所》横瀬町大字芦ヶ久保字丸山北平８９６
《電 話》０４９４－２３－８３４０（ＦＡＸ同じ）

（冬季・埼玉県農林公社森林局０４９４－２５－０２９１）
《交 通》西武秩父線芦ヶ久保駅から徒歩１時間３０分
http://www.chichibu.ne.jp/～ssinrinp/kenmori-2.html

《開館時間》９：００～１６：３０
《休 館 日》（冬季休業）

１２月１日～２月末日
《利 用 料》無 料

横瀬町の丸山の北側にあり、面積６８ha。森林学習展示館をはじめ、デイ・キャンプ場、野鳥の森などがあり、楽し
みながら自然に触れることができる。冬季休業。

施設の設置状況

【埼玉県環境科学国際センター】

【埼玉県自然学習センター・北本自然観察公園】

【埼玉県狭山丘陵いきものふれあいの里センター】

【さいたま緑の森博物館】

【県民の森】
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《場 所》秩父市中津川４４７
《電 話》０４９４－５６－００２６
《ＦＡＸ》０４９４－５６－００２８
《交 通》秩父鉄道三峰口駅から中津川行きバス「中津

川」下車
http://www.chichibu.ne.jp/～furemori/

《開館時間》９：００～１７：００
《休 館 日》１２月２９日～１月３日
《入 場 料》無 料

（ただし、木工工作室、学習室を利用する
場合は有料）

約３，０００haの森の中に、原生林の散策ができる七つの森ゾーンや森林の働きを学習できる森林科学館などがあり、
自然体験を通して、森林の大切さや人と自然との関わりなどを学ぶことができる。宿泊施設こまどり荘が併設されて
いる。

《場 所》小鹿野町大字飯田８５３
《電 話》０４９４－７５－３４４１
《交 通》西武秩父線西武秩父駅から栗尾行きバス「滝

原団地前」下車徒歩約２０分
http://midorino-mura.com/

《利用時間》９：００～１６：３０
《休 業 日》１２月２９日～１月３日
《利用料等》無 料

（一部有料施設あり）

西秩父に位置し、面積約１７haの緑に親しみながら農林業の理解を深め、都市と山村の交流ができる施設。フィール
ドアスレチック、子どもの広場、テニスコート等があり、年間を通して楽しめる。

《場 所》長�町長�１４１７－１
《電 話》０４９４－６６－０４０４
《ＦＡＸ》０４９４－６９－１００２
《交 通》秩父鉄道上長�駅から徒歩５分

http://www.shizen.spec.ed.jp/

《開館時間》９：００～１６：３０（入館は１６：００まで）
※７・８月は３０分延長

《休 館 日》月曜日（祝日・振替休日、５／１、５／２、７・
８月の月曜日は開館）、１２月２９日～１月３日

《入 場 料》一般２００円、学生１００円（中学生以下、障害者
手帳をお持ちの方及びその介護者１名は無
料）

埼玉の自然とその生いたち、自然と人との共生について、化石や岩石、動物や植物など多くの資料によりわかりや
すく展示・解説している。また、自然史講座や野外観察会などの各種イベントを行っているほか、県内の自然史に関
する資料の収集、整理及び調査研究等を行っている。

《場 所》秩父市三峰８－１
《電 話》０４９４－２３－１５１１

秩父環境管理事務所（企画調整・自然公園担
当）

《交 通》西武秩父線西武秩父駅か秩父鉄道三峰口駅か
ら西武バス「三峰神社」行き終点下車

http://www.pref.saitama.lg.jp/b0504/mitsumine-vc/

《開館時間》９：００～１７：００
《入 館 料》無 料

秩父多摩甲斐国立公園が総合的に理解できる施設。自然のしくみと人間とのかかわり合いについて、分かりやすく
展示している。

《場 所》秩父市黒谷２３７２－２（美の山・山頂）
《電 話》０４９４－２３－１５１１

（秩父環境管理事務所 企画調整 自然公園担
当）

《交 通》秩父鉄道皆野駅から徒歩９０分、和銅黒谷駅か
ら徒歩９０分

http://www.pref.saitama.lg.jp/b0504/minoyamakouen-top/

《開館時間》９：００～１６：３０
《休 館 日》３月２０日頃～７月：無休

８月～１１月：不定休（平日週１～３日休館）
１２月～３月２０日頃：毎週月曜日のみ開館
（祝日の場合は翌日）

《入 場 料》無 料

首都圏自然歩道（関東ふれあいの道）を総合的に案内する施設。県内のコース図やみどころ紹介のほか、美の山公
園の四季折々の写真も展示している。

【彩の国ふれあいの森】

【みどりの村】

【埼玉県立自然の博物館】

【三峰ビジターセンター】

【首都圏自然歩道（関東ふれあいの道）インフォメーションセンター（美の山公園内）】
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【長�げんきプラザ】
《場 所》長�町井戸３６７
《電 話》０４９４－６６－０１７７
《交 通》秩父鉄道「野上」駅下車、徒歩１０分

【小川げんきプラザ】

《場 所》小川町木呂子５６１
《電 話》０４９３－７２－２２２０
《交 通》八高線「竹沢」駅下車、徒歩３０分

東武東上線「東武竹沢」駅下車、徒歩４０分

【神川げんきプラザ】

《場 所》神川町池田７５６
《電 話》０４９５－７７－３４４２
《交 通》高崎線「本庄」駅、八高線「丹荘」駅から神

泉総合支所行きバス「池田」下車、徒歩１５分

【名栗げんきプラザ】

《場 所》飯能市上名栗１２８９－２
《電 話》０４２－９７９－１０１１
《交 通》西武秩父線「正丸」駅下車約４km

【大滝げんきプラザ】

《場 所》秩父市大滝５９４４－２
《電 話》０４９４－５５－００１４
《交 通》秩父鉄道「三峰口」駅から秩父湖行きバス「大

久保」下車約５km

※各所共通

《利用料等》宿泊料のほか食事代、シーツ代、その他活
動内容に応じて実費負担

《休 所 日》原則として月曜日（休日の場合は開所）
１２月２９日～１月３日

子供から大人まですべての県民が、体験・交流・宿泊の場として利用できる社会教育施設。豊かな自然環境のもと
環境分野を含めた多彩な生涯学習活動を行うことができる。加須げんきプラザ（０４８０－６５－０６６０）においても体験活動
に関する事業を実施。

《場 所》小鹿野町両神薄２２４５
《電 話》０４９４－７９－１４９３
《交 通》西武鉄道西武秩父駅から薬師の湯行き町営バ

ス「薬師堂」下車徒歩３分

http://www.shenyi.jp

《開館時間》９：００～１７：００
《休 館 日》火曜日（休日、県民の日の場合は開館）、休

日の翌々日（土・日・休日の場合は開館）、
１２月２９日～１月３日

《入 館 料》大人２００円、小中学生１２０円（小学校就学
前、障害者手帳をお持ちの方及び介助者１
名は無料）

中国山西省との友好県省締結１０周年を記念して建てられた山西省の歴史、自然、文化等を紹介する中国唐代寺院風建築の展示館。

《場 所》長�町大字野上下郷２３９５－１
《電 話》０４９４－６６－１１１１
《ＦＡＸ》０４９４－６６－１１１２
《交 通》秩父鉄道野上駅下車約３㎞（タクシーは長�

駅から約１０分）
http://www.nsr.bz
E-mail：nsr@crda.co.jp

《開館時間》４月～１０月 ８：３０～１７：３０
１１月～３月 ９：００～１７：００

《休 業 日》毎週月曜日及び１１月～３月までの第２・４
火曜日（ただし、休業日が祝日に当たる場
合はその翌日）、１１月１５～２１日、１２月２９日～
１月３日

《利 用 料》６２０～３，６７０円（個人）

日本でも有数の規模のライフル射撃場。小口径ライフル５０射座、大口径ライフル１５射座、空気銃５１射座。平成２１年６
月、ライフル射撃のナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点施設に指定。

【彩の国資源循環工場（埼玉県環境整備センター）】

《場 所》寄居町三ケ山３６８
《電 話》０４８－５８１－４０７０
《交 通》八高線・秩父鉄道・東武東上線「寄居駅」か

らタクシー８分

《見学時間》９：３０～１６：００
送迎バス有（詳細はお問い合わせください）

《見 学 日》火～金曜日（祝日、１２月２９日～１月３日を
除く）

８つの民間リサイクル施設（彩の国資源循環工場）、メガソーラー及び県営の廃棄物最終処分場（環境整備センター）
の施設を公開している。

【埼玉県立げんきプラザ】

【埼玉県山西省友好記念館（神怡舘）】

【埼玉県長�射撃場】

〔事前の申込み等により、見学が可能な施設〕
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〈あ行〉
RDF（Refuse Derived Fuel）
可燃ごみ（生ごみ、紙ごみ、廃プラスチック等）を破砕、
選別、乾燥、固形化し、利用しやすい性状の固形燃料にし
たもの。
ISO１４０００シリーズ、ISO１４００１
環境マネジメント（管理）システムの項参照。
アイドリング・ストップ
自動車の駐停車時にエンジンを止めること。埼玉県生活
環境保全条例により信号待ちや交通混雑により停止する場
合等を除き、運転者に義務づけられている。また、一定規
模以上の駐車場の設置者や管理者には、利用者に向けた周
知看板の掲出等が義務づけられている。
IPCC
気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental
Panel on Climate Change）の略。人為起源による気候変
動、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技術的、社
会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的とし
て、１９８８年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画
（UNEP）により設立された組織。これまで５回にわたり評
価報告書を発表しており、これらの報告書は世界の専門家
や政府の査読を受けて作成されたもので、地球温暖化に対
する国際的な取組に科学的根拠を与えるものとして極めて
重要な役割を果たしている。
硫黄酸化物（SOx）
硫黄の酸化物の総称であり、大気汚染の原因物質として
は主に二酸化硫黄を指す。主として石油や石炭などの硫黄
分が含まれる化石燃料を燃焼させることにより発生する。
大気汚染防止法ではばい煙の一つとして規定し、K値規制
や総量規制の対象物質としている。
石綿（アスベスト）
天然の鉱物繊維で、熱や薬品に強く摩耗しにくいなど丈
夫なことから建築材料を中心に広く利用された。しかし中
皮腫などの原因になることが明らかとなり、現在は製造や
輸入などが禁止されている。法律上は「石綿」と呼ぶが「ア
スベスト」も同じ意味である。
一酸化炭素（CO）
燃料等の不完全燃焼により発生する無色、無臭の気体で
ある。生体に有害で、血液中のヘモグロビンとの結合力が酸
素の約２１０倍であるため、酸素とヘモグロビンの結合が阻害
され、酸素欠乏状態となる。主要な排出源は自動車である。
一般廃棄物
廃棄物の処理及び清掃に関する法律の対象となる廃棄物
のうち、産業廃棄物以外のもの。一般家庭から排出される
生活ごみ（いわゆる家庭ごみ）のほか、事業所などから排
出される産業廃棄物以外の廃棄物も事業系ごみ（いわゆる
オフィスごみなど）として含まれる。
一般廃棄物会計基準
市町村が、一般廃棄物処理事業に係るコスト分析及び評
価を行い、その効率的な運営に取り組むとともに、外部へ
のわかりやすい財務情報の開示を実施するための方法であ
る。一般廃棄物会計の整備を進めていくため、費用分析の
対象となる費目の定義や費用等の配賦方法、減価償却方法
等について標準的な分析手法を定めたもので、平成１９年に
環境省で作成された。

上乗せ条例
大気汚染防止法、水質汚濁防止法及びダイオキシン類対
策特別措置法に基づき、国の定める排出（水）基準より厳
しい基準を都道府県が定める条例をいう。
エコアクション２１
広範な中小企業、学校、公共機関などを対象とした「環
境への取組を効果的・効率的に行うシステムを構築・運用
・維持し、環境への目標を持ち、行動し、結果を取りまと
め、評価し、報告する」ための、環境省が策定したガイド
ラインに基づく、認証・登録制度。
エコカー（低公害車）
従来のガソリン車やディーゼル車に比べ大気汚染物質で
ある窒素酸化物や温室効果ガスである二酸化炭素の排出が
少ない車。電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、
メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び国土交通省が
認定した低排出ガス自動車などがある。
エコマーク
私たちのまわりにあるさまざ
まな商品の中で、製造・使用・
廃棄などによる環境への負荷が
他の同様の商品と比較して相対
的に少ないなど、その商品を利
用することにより環境保全に役
立つと認められる商品に付けら
れるマークであり、「私たちの手で地球を、環境を守ろう」
という気持ちを表している。（公財）日本環境協会が認定を
行っており、代表的な商品としては、リターナブルびん
（回収の上再利用されるびん）、古紙を原料にした印刷用
紙、無漂白のコーヒーフィルターなどが認定されている。
エコライフDAY
簡単なチェックシートを利用して、１日、参加者にCO２
削減・省エネなど地球温暖化防止と環境に配慮した生活を
経験してもらう取組。
エスコ（ESCO）事業
ESCO（Energy Service Company）事業とは、省エネル
ギーを民間の企業活動として行うビジネスのこと。ESCO
事業者は顧客に対し、工場やビルの省エネルギーに関する
包括的サービス（①省エネルギー診断、②設計・施工、③
導入設備の保守・運転管理、④事業資金調達、⑤省エネル
ギー効果の保証など）を提供し、光熱水費の削減分の一部
を報酬として受取る。
Lden（時間帯補正等価騒音レベル）
環境省告示の改正により、平成２５年４月１日から航空機
騒音の環境基準の評価指標として用いられている。単発的
に発生する騒音のエネルギーに、夕方５dBを加算、夜間に
１０dBを加算したのち、１日ごとの等価騒音レベルを算出し
たものである。
オゾン層
地上１０～５０㎞の高層の大気にあるオゾンの層。オゾン層
は、有害な紫外線を吸収する働きをもつが、フロンによっ
て破壊される。オゾン層の破壊により皮膚がんの増加や生
態系への影響が生じるとされている。
汚濁負荷量
工場・事業場、各家庭等からの排水に含まれる汚濁する
物質量のこと。主として生物化学的酸素要求量（BOD）、化
学的酸素要求量（COD）、浮遊物質量（SS）、窒素（N）、り
ん（P）の１日当たりの総量で表される。これは都市下水や
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工場排水などの汚濁源から河川等へ排出される排水量とそ
の汚濁物質の濃度をかけ合わせて算出される。湖や内湾な
どでは汚濁物質が蓄積しやすいため、流入する河川の汚濁
の濃度ばかりでなく、汚濁物質の総量も問題となり、この
汚濁負荷量の削減が重要となる。
温室効果ガス
太陽により暖められた地表の熱が宇宙に放射されるのを
防ぐ働きを持つ大気中のガス。１９９８年に制定された「地球
温暖化対策の推進に関する法律」の中で、二酸化炭素、メ
タン、一酸化二窒素、代替フロンなどの７種類のガスが温
室効果ガスとして定められている。石炭や石油などの化石
燃料の使用によって排出される二酸化炭素などの大気中の
濃度が増加したことによって、地球の平均気温の上昇（地
球温暖化）をもたらしていると指摘されている。

〈か行〉
外来生物
国外や国内の他地域から人為的（意図的又は非意図的）
に持ち込まれることにより、本来の分布域を越えて生息ま
たは生育する生物。
化学的酸素要求量（COD）
生活環境項目の一つであり、水の中に含まれる有機物及
び被酸化性の無機物（硫化物、第一鉄、アンモニアなど）が酸
化剤によって化学的に酸化されるときに消費される酸素の
量をいう。単位は㎎／Lで表示され、数値が大きいほど汚濁
の程度が高い。BODとともに水の汚濁を示す指標である。
環境アドバイザー制度
地域における自主的な環境保全活動を支援するため、環
境保全等の講演会・研修会などに、専門的な知識を有する
人（環境アドバイザー）を講師として派遣する制度。
環境影響評価（環境アセスメント）
開発事業等による公害の発生や自然環境の破壊について
事業者が自ら配慮するため、当該開発事業等による環境へ
の影響の有無等を事業の実施に先立って調査・予測・評価
すること。また、事業の計画立案段階で実施される環境ア
セスメントを戦略的環境アセスメントという。
環境カウンセラー
環境保全に関する専門的知識や豊富な経験を有し、その
知見や経験に基づき市民やNGO、事業者など様々な立場の
環境保全活動に関する助言などを行う人材として、環境省
の行う審査を経て登録された人をいう。市民や市民団体を
対象とした環境カウンセリングを行う「市民部門」と、事
業者を対象とした環境カウンセリングを行う「事業者部
門」に分けて登録されている。
環境学習応援隊
企業から学校に人材を派遣したり、学習プログラムを提
供したりすることで、学校における環境学習の取組の支援
を行う。事業の趣旨に賛同する企業等を環境学習応援隊と
して登録している。
環境基準
環境基準とは、環境基本法で「大気の汚染、水質の汚濁、
土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞ
れ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持
されることが望ましい基準」であると定めている。ダイオ
キシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法で定
めている。
これは、行政上の政策目標として定められているもの
で、公害発生源を直接規制するための基準（いわゆる規制
基準）とは異なる。

環境教育アシスタント制度
学校やこどもエコクラブ等における環境教育の支援を図
ることを目的に、環境に関する豊かな知識や経験を有する
人（環境教育アシスタント）を派遣する制度。
環境ホルモン（内分泌かく乱化学物質）
化学物質の中には、生体内に取り込まれた場合に正常な
ホルモン作用に影響を及ぼすものがあり、このような化学
物質が内分泌かく乱化学物質、いわゆる環境ホルモンと呼
ばれている。
これらの物質による影響は、化学的には未解明な点が多
く残されているものの、世代を超えた影響をもたらすおそ
れがある。
環境マネジメントシステム
企業などが自ら企業経営の中で排出物を減らすことやエ
ネルギー消費量を減らすことなど、環境負荷を低減してい
くための「計画（Plan）」を立てそれを「実行（Do）」、達成
度を「評価（Check）」し、結果をもとに「更なる改善（Ac-
tion）」するというPDCAサイクルを繰り返し行うことによ
って、継続的に環境負荷の削減が図られるような組織体制
にするためのマネジメントシステムである。１９９６年に、世
界共通規格・基準の設定を行う国際機関である国際標準化
機構（ISO）により、環境マネジメントシステム全般に係る
国際標準規格である「ISO１４００１」が発行されている。
環境リスク
人の活動などによって、環境に加えられる負荷が、環境
を経由して人の健康や動植物の生息または生育に悪い影響
を及ぼす可能性のことを「環境リスク」という。化学物質
の環境リスクは、化学物質自体の有害性の程度と、呼吸や
飲食、皮膚接触などにより、どれだけ化学物質に接したか
（暴露量）によって決定される。
希少野生生物
野生生物のうち、その種の存続に支障を来す程度に個体
数が著しく少ないか、又は、著しく減少しつつあるもの。
揮発性有機化合物（VOC：Volatile Organic Compounds）
炭素を含む化合物のうち、揮発しやすく大気中で気体と
なる性質を持つ化合物の総称。具体的にはトルエン、キシ
レンなどが挙げられる。塗料、インク、接着剤、クリーニ
ングの溶剤などに含まれ、微小粒子状物質や光化学スモッ
グなどの原因物質である。
京都議定書
１９９７年１２月に京都で気候変動枠組条約第３回締約国会議

（COP３）が開催され、全会一致で採択された議定書。二酸
化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボ
ン、パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄の６種の温室効
果ガスを対象とし、２００８年から２０１２年までの間に先進締約
国全体で１９９０年比５％以上（日本６％、アメリカ７％、EU
８％）削減するとの法的拘束力のある数値目標を定めた（ア
メリカは批准せず）。
２０１４年、我が国は基準年比８．４％の削減をしたと発表。
近隣騒音
商店・飲食店などの営業騒音、拡声機騒音や家庭のピア
ノ、エアコン、ステレオ等の音やペットの鳴き声等の生活
騒音をいう。近年、都市の過密化や生活様式の変化に伴っ
て、近隣騒音の原因も様々となっている。
グリーン購入
購入の必要性を十分に考慮し、品質や価格だけでなく環
境の事を考え、環境負荷ができるだけ小さい製品やサービ
スを、環境負荷の低減に努める事業者から優先して購入す
ること。
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グリーン・ツーリズム
緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人々
との交流を楽しむ滞在型の余暇活動のこと。
K値規制
大気汚染防止法において硫黄酸化物の排出基準として取
り入れられている規制方式をいう。この基準は、次式で算
出される硫黄酸化物の許容限度量で表す。
q=K×１０－３×He２（q：硫黄酸化物の許容限度量（�N／h），

He：煙突の有効高さ（m））
このK値の大小により排出基準の厳しさの程度が設定さ
れることから、K値規制とよばれる。
県外産業廃棄物事前協議制度
県外で発生した建設系産業廃棄物を県内の処理施設に搬
入して処理する場合に、排出事業者に対し県への事前協議
を義務付ける制度。
健康項目
水質汚濁物質の中で、人の健康に有害なものとして定め
られた物質のことである。これには、シアンをはじめ蓄積
性のある重金属類のカドミウム、水銀、鉛など、また科学
技術の進歩で人工的に作り出した物質、例えばPCBなどが
ある。
環境中の濃度については、人の健康の保護に関する環境
基準により物質ごとに定められている。
工場などからの排水中に含まれる有害物質の量は、物質
の種類ごとに排水基準として排出許容限度が定められてい
る。
公害
環境基本法によれば、「環境の保全上の支障のうち、事業
活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大
気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の
沈下及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害
が生ずること」をいう。この「生活環境」には、人の生活に
密接な関係のある財産、動植物とその生息・生育環境が含
まれる。
光化学オキシダント（光化学スモッグ）
工場や自動車の排出ガスなどに含まれる窒素酸化物や揮
発性有機化合物が太陽の紫外線で光化学反応を起こし、有
害な酸化性物質である光化学オキシダントが発生する。こ
の光化学オキシダントの濃度が高くなり、白くもやがかか
ったようになった状態が光化学スモッグと呼ばれる。光化
学スモッグが発生すると、眼や喉などの粘膜に対する健康
被害を及ぼすほか、植物への悪影響をもたらす。
公共下水道
市街地の雨水をすみやかに河川等へ排除し、また、家庭
や工場から排水される汚水を集め終末処理場で処理し河川
等に放流するもので、市町村が建設・管理する下水道。
公共用水域
河川や湖沼、港湾など、公共用に供される水域と、これ

こうきょ

らに接続する公共溝渠、かんがい用水路などの公共用に供
される水路のこと。
公共下水道や流域下水道で終末処理場を有しているも
の、またこの流域下水道に接続している公共下水道は除か
れる。
小型家電リサイクル
使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律
（平成２４年法律第５７号）による小型電子機器からレアメタ
ル等有用資源を回収することを目的としたリサイクル。
コージェネレーション（熱電供給システム）
エンジンやタービンなどで発電を行い、同時にその排熱
を冷暖房や給湯に利用するなど、一つのエネルギー源から

電気と熱のように二つ以上のエネルギーを発生させるシス
テムのこと。
コンポスト
生ごみ、落葉など様々な有機物を原料に微生物のはたら
きで発酵、分解してできる堆肥をいう。

〈さ行〉
最終処分場
一般廃棄物及び産業廃棄物を埋立処分するために必要な
場所及び施設・設備の総体をいう。産業廃棄物最終処分場
には、安定型（廃プラスチック等）、管理型（汚泥等）、し
ゃ断型（有害物質を埋立基準以上含む廃棄物）がある。
最終処分率
廃棄物の排出量に対する最終処分（埋立処分）量の割合。
再生可能エネルギー
太陽光、太陽熱、風力、水力、地熱、バイオマスなど、
永続的に利用することができるエネルギーの総称。
埼玉県地球温暖化防止活動推進員
地域において地球温暖化対策の普及・推進を図るため、
地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「地球温暖化対
策推進法」という。）に基づき県が委嘱する。
埼玉県地球温暖化防止活動推進センター
地球温暖化対策の啓発活動や民間団体の支援を行う機関
として、地球温暖化対策推進法に基づき、国においては全
国地球温暖化防止活動推進センターが、都道府県において
は都道府県地球温暖化防止活動推進センターが指定されて
いる。本県では平成１７年４月に、「特定非営利活動法人環境
ネットワーク埼玉」をセンターとして指定。
彩の国資源循環工場第２期事業
寄居町にある埼玉県環境整備センター内に先端技術を有
する民間リサイクル施設を集積した総合的な資源循環モデ
ル施設。現在、第１期事業者８社が立地して事業を展開し
ている。第２期事業では、環境負荷の軽減に寄与する製造
業の施設、焼却施設を含まない再資源化施設などを誘致す
るとともに、埋立処分場の整備を行う。
産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、廃棄物の処理及
び清掃に関する法律及び同法施行令により定められた２０種
類（汚泥、廃油、廃プラスチックなど）の廃棄物。このう
ち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境
に係る危険性の高い産業廃棄物は、特別管理産業廃棄物に
分類される。
産業廃棄物の山
産業廃棄物処理業者の倒産や悪質な業者による不適正保
管、不法投棄などによって、建設廃材や廃タイヤなどの廃
棄物が山積みされた状態のこと。火災、崩落、悪臭、有害
物質の発生などにより生活環境を損なうおそれがある。平
成１７年５月末日時点で３，０００�以上の大量堆積の山は県内
９１か所。平成２７年度末までに、そのうち１７か所を解決して
いる。
酸性雨
硫黄酸化物や窒素酸化物などの大気汚染物質が硫酸や硝
酸などに変化し、雲を作っている水滴に溶け込んで雨や雪
などの形で地上に沈着する現象（湿性沈着）。広義にはガス
・エアロゾルとして直接地上に沈着する現象（乾性沈着）
を含む。
次世代自動車
ガソリン車やディーゼル車など従来の自動車と比べて、
環境への負荷を低減させる新技術を搭載した自動車のこ
と。具体的には、電気自動車・燃料電池自動車・天然ガス
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自動車・ハイブリッド自動車・プラグインハイブリッド自
動車などがある。
地盤沈下観測井
地盤沈下について、地層の収縮の度合いを調べるための
施設。通常二重管構造の井戸を設置し、内管の抜け上がり
量によって沈下量を測定する。また、井戸の地下水位を測
定することにより、地下水位の変動を把握することができ
る。
シーベルト
放射線による人体への影響を表す単位（Sv）。数字が大き
いほど、人体（健康）への影響が大きい。
車種規制（NOx・PM法）
自動車NOx・PM法の窒素酸化物（NOx）及び粒子状物質
（PM）の排出基準に適合していない車は、平成１４年１０月１
日以降、対策地域内に新車登録及び移転登録できず、対策
地域内で既に使用されている自動車についても車種に応じ
て定められた猶予期間を超えると登録できなくなる規制。
貨物・バス・ディーゼル乗用車などに適用される。
臭気指数規制
悪臭防止法に基づき、平成１８年１０月１日から、多くの市
町で導入された規制方式。「におい」全体の強さを人間の嗅
覚を利用して測定するので、住民の被害感と一致しやす
く、従来の物質濃度規制と比較して、多種多様な「におい」
の物質に対応が可能である。この臭気指数規制の導入によ
り、従来の規制では捕捉が困難だった複合臭を規制するこ
とができるようになった。
循環型社会
製品などが廃棄物になることを抑制し、それらが収集・
廃棄されたときに有用なものを循環的に利用し、循環的利
用ができないものは適正に処分して天然資源の消費を抑制
し、環境負荷を低減する社会をいう。
循環型ライフスタイル
県民が、ものを大切にし、ごみになるものはもらわない、
環境に配慮した買い物をするなど環境にやさしい生活スタ
イルをいう。外出時に水筒などを携帯したり、マイバッグ
を利用することなど。
循環資源
廃棄物や製品の製造、販売など生産活動の副産物のうち
有用なもの。
浄化槽
し尿・生活雑排水（炊事、洗濯、入浴等の排水）を沈殿
分離や微生物の作用による腐敗又は酸化分解等の方法によ
って処理し、それを消毒し、公共用水域等へ放流する施設
をいう。し尿のみを処理する施設を単独処理浄化槽、し尿
及び生活雑排水を一緒に処理する施設を合併処理浄化槽と
いう。なお、法令上の用語としては、浄化槽とは合併処理
浄化槽のみを指す。
植生
ある地表を覆っている植物共同体の総称。その場のあら
ゆる環境圧に耐え、生き残って形成されている植物集団で
植物群落ともいう。植生は、その性質から次のように分類
されている。
① 原植生
人間による影響を全く受けていない植生のことで、今
日ではほとんど消滅している。
② 代償植生
原植生が破壊され、代わって成立している植生のこと。

③ 現存植生
現実に触れ、見ることのできる植生のことで、人間の
生活圏のほとんどすべての現存植生は、代償植生である。

④ 潜在自然植生
一切の人為を停止した場合、その立地においてどのよ
うな植生になるか、理論的に考えられる植生のこと。
振動加速度レベル／振動レベル
振動の物理的なエネルギーの大きさを示した量のこと。
ある大きさの振動の加速度と基準となる加速度との比を対
数化して表したもの、またはこの値に経済産業省令で定め
る感覚補正を行ったもので、単位はデシベル（dB）が用い
られる。振動の規制等で用いるのは、感覚補正を行ったも
ので、通常、計量法第７１条の条件に合格した感覚補正回路
を持つ振動レベル計により測定される。
なお、感覚補正を行ったものを特に振動レベルとして区
別することがある。
侵略的外来生物
外来生物のうち、在来生物の絶滅につながるおそれがあ
るなど生態系や人間生活に著しい影響を与えるもの。
森林のCO２貯蔵
樹木は、光合成により大気中のCO２（二酸化炭素）を同
化し、幹や枝として貯える。８０年生のスギ人工林は、１ha
当たり約６２０tのCO２を貯蔵している。
水準点
地盤標高を測定するために設置した水準基標のこと。埼
玉県では毎年１月１日を基準とした標高を水準測量により
測定し、前年の標高と比較することで、地盤変動量を算出
している。
水素イオン濃度（pH）
水の酸性、アルカリ性を表す指標で、中性の水ではpH
７、酸性になると７よりも小さく、アルカリ性では７より
も大きくなる。例えば、牛乳は弱い酸性でpH６程度、石け
ん液は弱いアルカリ性でpH８から９程度である。
試験紙の色やガラス電極pHメーターなどで測定する。水
質関係では、生活環境項目の一つとして測定されている。
ストレーナー
地下水を井戸管の中に取り入れるために、井戸管の途中
に小さい穴が数多く開けられている集水部分のことで、「井
戸（揚水設備）のストレーナーの深さ」によって、その井
戸がどのような深さにある地下水をくみ上げるかが決ま
る。
３R（スリーアール）
循環社会構築に向けた基本的な考え方。廃棄物の発生抑
制（リデュース：Reduce）、再使用（リユース：Reuse）、
再生利用（リサイクル：Recycle）の３つの頭文字をとった
もの。
３R推進員
循環型社会を支える人づくりを促進するため、３Rに関
する取組を積極的に行う方々を３R推進員として登録する
制度のこと。
生活環境項目
水質汚濁に係る基準のうち、生活環境を保全する上で維
持されることが望ましい基準として設定されている項目を
いう。現在水素イオン濃度（pH）、生物化学的酸素要求量
（BOD）、化学的酸素要求量（COD）、浮遊物質量（SS）、
大腸菌群数、全亜鉛などが定められている。
環境基準は、河川、湖沼、海域別に、水道・水産・農業
用水・工業用水・水浴などの利用目的や、水生生物の生息
状況に適応した類型ごとに基準が定められている。排水基
準は、健康項目と同様に項目別に定められている。
生活雑排水
家庭から流れ出る「生活排水」のうちトイレからの排水
を除いたものの総称。主に、台所、洗濯、風呂などから排
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出される。
生活排水対策重点地域
水質環境基準が達成されていない水域や、水質の保全を
図ることが特に重要な水域で、生活排水による水質汚濁を
防止するため、生活排水対策の実施を推進することが特に
必要であるとして、水質汚濁防止法に基づき、知事が指定
した地域をいう。
生態系
植物、動物などの生物とそれらを取り巻く大気、水、土な
どの無機的な環境を総合した系（システム）。生態系は動物
・植物の再生産や、水や大気を循環させる仕組みを持って
おり、人間は食料・水・木材など様々な恩恵を受けている。
生物化学的酸素要求量（BOD）
生活環境項目の一つであり、河川水や工場排水、下水な
どに含まれる有機物による汚濁の程度を示すもので、水の
中に含まれる有機物が一定時間、一定温度のもとで微生物
によって生物化学的に酸化されるときに消費される酸素の
量をいう。単位は㎎／Lで表示され、数値が大きいほど汚濁
の程度が高い。
生物多様性
地球上の生物及びその生息・生育環境の多様さを表す概
念。生物多様性条約では、「すべての生物（陸上生態系、海
洋その他の水界生態系、これらが複合した生態系その他生
息又は生育の場のいかんを問わない。）の間の変異性をいう
ものとし、種内の多様性（遺伝的多様性）、種間の多様性及
び生態系の多様性を含む」と定義している。
精密水準測量
水準測量は地面の標高を測る測量のこと。精密水準測量
は最も精度の高い水準測量で、地盤沈下や地殻変動等の調
査のために実施される。精密レベルと精密標尺を用い、誤
差ができるだけ消去されるような、また、最も小さくなる
ような測定方法がとられている。
騒音レベル
ある大きさの音圧と基準の音圧との比を対数化して表し
たもの、またはこの値に経済産業省令で定める聴感補正を
行ったもので、単位はデシベル（dB）が用いられる。騒音
の規制等で用いるのは、聴感補正を行ったもので通常、計
量法第７１条の条件に合格した騒音計で、周波数補正回路A
特性により測定される。
総量規制（水質）
一定の地域内の汚濁物質の排出総量を一定量以下に抑え
るため、工場等に対し汚濁物質許容排出量を割り当てて、
この量をもって規制する方法をいう。濃度規制と対比され
る概念。県では平成２４年２月に、平成２６年度を目標年度と
した第７次水質総量削減計画を策定し、平成２４年５月から
新しい総量規制基準が適用されている。

〈た行〉
ダイオキシン類
炭素・酸素・水素・塩素を含む物質が燃える時などに副
生成物として生じる物質で、毒性が強いものがある。
帯水層
地層を構成する粒子間の空隙・間隙が大きく、かつ、地
下水によって飽和されている地層。
大腸菌群数

せつ

生活環境項目の一つとして、水の汚濁、特に人畜の排泄
物などによる汚染の程度を知る尺度として用いられる。人
畜の腸内に寄生する細菌に大腸菌群と呼ばれる一群の種類
があり、これが多いと他の有害細菌も多くなる疑いがある。

地域制緑地
法令により土地利用の規制・誘導等を通じて緑地の保全
が図られている地区。
都市緑地法で規定する「特別緑地保全地区」や、ふるさ
と埼玉の緑を守り育てる条例で規定する「ふるさとの緑の
景観地」などがある。
地産地消
地域で生産された農産物を地域で消費すること、また
は、地域で必要とする農産物は地域で生産すること。
窒素酸化物（NOx）
窒素の酸化物の総称であり、大気汚染の原因物質として
は一酸化窒素と二酸化窒素の混合物を指す。主として物が
燃焼することにより発生し、発生源は自動車や工場・事業
場など。光化学オキシダントの原因物質の一つでもある。
中間処理
廃棄物を減量化、安定化、無害化、再資源化するために
行う焼却・中和・脱水・破砕・圧縮・蒸留などの処理を
いう。
鳥獣保護管理員
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第

７８条に基づき設置した県の非常勤職員。狩猟の取締り、鳥獣
保護思想の普及啓発及び鳥獣の生息状況調査などを行う。
底質
河川、湖、海などの水底を形成する表層土及び岩盤の一
部とその上の堆積物を合わせたものをいう。底質の状態は
その上部の水質と相互に関連し合っており、水質が汚濁す
ると底質汚染を引き起こし、また汚染された底質から有機
物や有害物質などが溶出し水質を汚濁するという事態が生
じる。また、底質の汚染は底生生物の生育に大きな影響を
与える。
低周波音
人の耳には聞き取りにくい周波数の音（２０～１００ヘルツ程
度）と、可聴域の下限（２０ヘルツ）より低くて耳には聞こ
えないとされる超低周波音（１～２０ヘルツ程度）を指す。
建具や家具のガタつきのほか、人の体には圧迫感や振動
感、頭痛、不眠などの症状がでる場合がある。発生源はプ
レス機械、ディーゼルエンジン、鉄道トンネルなど幅広く、
最近は送風機や屋上の冷却塔など、生活の場に近いものも
原因になりうるとされている。
低炭素社会
化石エネルギー消費に伴う二酸化炭素の排出について大
幅な削減を目指す社会。地球温暖化の原因である温室効果
ガスのうち、二酸化炭素の排出が大きな割合を占めている
ことから、地球温暖化対策の目指すべき社会と位置付けら
れている。
デポジット制度
空き缶等の散乱の防止と再生利用のため、あらかじめ飲
料水等の販売価格に一定金額の預り金（デポジット）を上
乗せして、消費者が容器を返却した場合にその預り金を返
却する制度をいう。
登録廃棄物再生事業者
廃棄物の再生を業として営んでいる者で、廃棄物の処理
及び清掃に関する法律第２０条の２の規定により知事の登録
を受けた者。
特定施設
水質汚濁、騒音等の公害を防止するために各種の規制法
は、「特定施設」という概念を設けている。水質汚濁防止法
では「有害物質又は生活環境項目として規定されている項
目を含む汚水又は廃液を排出する」施設、騒音規制法では、
「著しい騒音を発生する」施設、振動規制法では「著しい
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振動を発生する」施設、ダイオキシン類対策特別措置法で
は、「ダイオキシン類を発生し、及び大気中に排出する。又
はダイオキシン類を含む汚水又は廃液を排出する」施設を
いい、政令でその規模等の範囲が定められている。
特別管理廃棄物
一般廃棄物及び産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染
性等人の健康又は生活環境に被害を生じるおそれのある廃
棄物をいい、特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物
に区分される。
特別管理一般廃棄物は、①廃家電製品（廃エアコンディ
ショナー、廃テレビジョン、廃電子レンジ）に含まれるPCB
使用部品、②一定のごみ焼却施設から生じるばいじん、③
病院、診療所等から生じる感染性一般廃棄物である。
特別管理産業廃棄物は、①燃えやすい廃油、②著しい腐
食性を有する廃酸及び廃アルカリ、③病院、診療所などか
ら生じる感染性産業廃棄物、④廃PCB等及びPCB汚染物、
廃石綿等などの特定有害産業廃棄物である。
特別緑地保全地区
都市緑地法に基づき、無秩序な市街地化の防止や公害・
災害の防止に役立っている緑地などを保全するため、土地
の形質変更などを行うに際し許可が必要となる地区。
都市・生活型公害
大都市地域を中心とする自動車などからの排出ガスによ
る大気汚染、生活排水による河川の汚濁、近隣騒音等の公
害のこと。
トリクロロエチレン
水より重い無色透明の液体で、水に溶けにくく、揮発性
があり、金属機械部品などの脱油脂洗浄、油脂・樹脂など
の溶剤などに用いられる。
蒸気を多量に吸入すると、軽症ではめまい、頭痛が起こ
り、多量に吸入すると意識を失う。場合によっては、肝臓
や腎臓に障害を起こすこともある。また、人に対する発が
ん性について疑いがあるとされている。

〈な行〉
二酸化硫黄（SO２）
硫黄酸化物の項参照。
二酸化窒素（NO２）
窒素酸化物の項参照。
農業集落排水施設
農業用水の水質を保全し、農山村地域における生活環境
を改善するための生活排水処理施設（通常は浄化槽として
設置される。）のこと。公共下水道計画区域外の農業振興地
域などの集落を対象とし、数集落の単位で効率的に整備を
図る小規模分散の集合処理方式をとっている。
濃度規制
水質汚濁防止法に定める排水基準（濃度規制）には、有
害物質と生活環境項目の２種類があり、有害物質は全ての
特定事業場に適用される。生活環境項目は、日平均排水量
が５０�以上の特定事業場を対象としているが、県では上乗
せ条例により規制対象を広げるとともに、BOD等の３項目
について厳しい基準を定めている。埼玉県生活環境保全条
例に定める排水基準はほぼ水質汚濁防止法及び上乗せ条例
に準じたものとなっている。
NOx･PM法
車種規制（NOx･PM法）の項を参照。

〈は行〉
ばい煙
大気汚染防止法では、次の物質をばい煙と定義してい

る。①燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物、
②燃料その他の物の燃焼または熱源としての電気の使用に
伴い発生するばいじん、③物の燃焼、合成、分解その他の
処理（機械的処理を除く）に伴い発生する物質のうち、人
の健康または生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物
質で政令で定めるもの（有害物質という）。
バイオディーゼル燃料
生物由来の油を原料として、ディーゼルエンジンの燃料
に加工したもの。
バイオマス
再生可能な生物（植物や動物）由来の有機資源で、化石
資源（石油や石炭）を除いたもの。
廃棄物
その物を占有している者が自ら利用し、又は他人に有償
で売却することができないため不要となった物をいい、ご
み、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油などの固形状又は液状の
ものをいう。廃棄物は、主として家庭から発生する厨芥な
どの一般廃棄物と、主として工場から発生する汚泥などの
産業廃棄物の二つに大別される。
灰溶融
焼却灰を減容化、無害化するために、融点以上（概ね

１，２００℃以上）の高温で溶融処理すること。
焼却灰の状態に比べ１／２～１／３に減容できるととも
に、重金属類が溶出しにくくなる。処理された生成物は「溶
融スラグ」と呼ばれ、道路工事用の資材などに再生利用さ
れている。
パリ協定
２０１５年１２月、フランスのパリで開催された気候変動枠組
条約第２１回締約国会議（COP２１）で採択された、２０２０年以
降の地球温暖化防止のための国際的な法的枠組みを定めた
協定。産業革命前からの気温上昇を２度未満に抑えること
を目標に設定、各国は温室効果ガスの削減目標を作成、報
告するとともに５年ごとに見直すことを義務付けた。
PRTR（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質
排出移動量届出）制度
人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質につい
て、環境（大気、水、土壌）への排出量及び廃棄物などに
伴う事業所外への移動量を事業者が自ら把握し、県を通し
て国に届け出、国や県がその届出データや推計に基づき排
出量・移動量を集計・公表する制度。
PCB廃棄物
PCB（ポリ塩化ビフェニル）を含む廃棄物。PCBは、変
圧器やコンデンサーなどの電気機器の絶縁油として使用さ
れていたが、有害であることが判明したため、製造や輸入、
新たな使用が禁止されており、法令で定める期間内での処
分が義務付けられている。
ヒートアイランド
都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現
象。建物や自動車からの人工排熱の低減、地表面や屋上の
緑化、緑地や水面からの冷気のにじみ出しの活用、ライフ
スタイルの改善などの対策が効果的とされている。
ヒートポンプ
大気や川の水などの熱を圧縮機（コンプレッサ）を利用
して効率よくくみあげ、移動することにより冷却や加熱を
行うシステムのこと。
ppm（Part Per Million）
割合を表示する単位。１００万分の１をppmと表示する。例
えば１�（１００万�）の空気中に１�の硫黄酸化物がまじっ
ている場合の硫黄酸化物濃度を１ppmと表示する。
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ビオトープ
生物を意味する“Bio”と場所を意味する“Tope”を合成
したドイツ語であり、直訳すれば「生物生息・生育空間単
位」の意味である。したがって、特定の生物の生息・生育
を中心に考えた自然環境の一空間を示す言葉であり、より
端的に言えば野生生物の生息・生育空間を意味するもので
ある。
微小粒子状物質（PM２．５）
大気中に浮遊する物質のうち、粒径２．５μm（マイクロメー
トル：μm＝１００万分の１m）以下の小さな物質。肺の奥深く
まで入りやすく健康への影響も大きいと考えられている。
非メタン炭化水素
炭素と水素からなる炭化水素のうちメタンを除くものの
総称。揮発性有機化合物に含まれる。この物質の大気中の
濃度が高いほど、光化学オキシダントの発生につながりや
すい。（「揮発性有機化合物」の項参照。）
富栄養化
湖沼や東京湾などの閉鎖性水域で植物が生育するうえで
必要とする栄養塩類（代表的なものとして窒素、りん）が、
次第に高い濃度になっていく現象をいう。その結果とし
て、特に湖沼においてはアオコの発生、海においては赤潮
の発生などの現象が起こり、生息動物や浄水場での浄化処
理などに障害を及ぼす場合がある。
浮遊物質量（SS）
生活環境項目の一つであり、水中に懸濁している物質の
うち、ろ過によって水から分離できるものをいう。単位は
㎎／Lで表示され、数値が大きいほど透明性が低下する。
浮遊粒子状物質（SPM）
大気中に浮遊している粒子状の物質（粉じん、ばいじん
等）であって、その粒径が１０μm以下の物質をいう。発生源
としては、土壌・海塩粒子など自然起源のもの、工場、自
動車、家庭などから発生する人為起源によるものや大気中
でガス状物質が反応して二次的に生成されるものなどがあ
る。呼吸により体内に入り、肺や気管に沈着して呼吸器に
影響を及ぼすといわれている。
フロン類
フロン類は冷蔵・冷凍・空調機器の冷媒等に幅広く使用
されている。大きくCFC（クロロフルオロカーボン）、HCFC
（ハイドロクロロフルオロカーボン）、HFC（ハイドロフル
オロカーボン）の３種類に分けられ、地球温暖化係数が
CO２の数百から一万倍超の温室効果が大きい物質であ
る。CFC、HCFCはオゾン層破壊物質でもある。
粉じん
物の破砕、選別その他の機械的処理又は堆積に伴い発生
し、又は、飛散する物質をいう。
ベクレル
１秒間に崩壊する原子数のことで、放射能の強さを表す
単位（Bq）。数字が大きいほど、たくさんの放射線を出す。
放射性物質
放射線を出す能力を持った物質のこと。
放射線
原子から放出される「波長の短い電磁波」と「高速で動
く粒子」のこと。
放射能
放射線を出す能力のこと。
ポリ塩化ビフェニル（PCB）
有機塩素化合物の一種であり、主に電気機器の絶縁油な
どに使用されている。人体に有害であることがわかり、昭
和４７年に原則製造中止となっているが、化学的に安定であ
ることや食物連鎖により濃縮されやすいことから人体や環

境への影響が懸念されている。

〈ま行〉
マイバッグ
購入時に持参する買い物袋のこと。レジ袋削減のために
買い物袋を利用する「マイバッグ運動」により、資源の有
効利用やごみの減量化など環境にやさしいライフスタイル
を促進する。
マイボトル
外出時に携帯する水筒などのこと。ペットボトルなどの
使い捨て容器ゴミの削減のために、水筒などを携帯する「マ
イボトル運動」により、資源の有効利用やごみの減量化な
ど環境にやさしいライフスタイルを促進する。
緑のトラスト運動
埼玉の優れた自然や貴重な歴史的環境を県民の皆様から
の寄附により取得し、県民共有の財産として末永く保全し
ていこうという運動。
民生部門
家庭分野と事務所などの業務分野をあわせていう。
目標設定型排出量取引制度
原油換算エネルギー使用量が３か年度連続して年間

１，５００キロリットル以上の事業所を対象に、県が事業所ごと
に二酸化炭素の排出削減目標を設定し、目標達成を求める
制度。目標の達成に、他者の削減量、再生可能エネルギー
及び森林吸収量などを利用（排出量取引）できる。

〈や行〉
有害大気汚染物質
継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれが
ある物質で大気汚染の原因となるもののこと。大気汚染防
止法及び埼玉県生活環境保全条例では、ベンゼン、トリク
ロロエチレンなどが指定されている。
有機塩素化合物
塩素を構造の一部に含む有機化合物のこと。特にトリク
ロロエチレン、テトラクロロエチレン、１，１，１－トリクロロ
エタン等は、化学的に安定しており、脱脂性に富んでいる
ため、メッキやドライクリーニング等の洗浄剤として使用
されている。これらの中には発がん性が疑われるものがあ
る。これらの物質による土壌・地下水汚染が問題になって
いる。
有機農業
化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並び
に遺伝子組み換え技術を利用しないことを基本として、農
業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した農業
生産の方法を用いて行われる農業のこと。
溶存酸素量（DO）
水中に溶けこんでいる酸素の量のこと。清水中には通常
７から１０㎎／L程度含まれるが、有機物による汚濁が進行
すると微生物が酸素を消費するため溶存酸素量は減少す
る。
水の自浄作用や水中生物の生存には欠くことができな
い。
溶融スラグ
灰溶融の項参照。

〈ら行〉
ライフスタイルキャンペーン
県民の地球温暖化問題への関心を喚起し、低炭素型ライ
フスタイルへの転換を促進するため、冷暖房温度（夏は
２８℃、冬は２０℃）の適温設定やクールビズ、ウォームビズ
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などの実践を夏と冬に県民や事業者に呼びかける県民運
動。
リサイクルプラザ
びん、缶、ペットボトルなどの資源ごみをリサイクルす
るために選別や梱包を行う施設（リサイクルセンター）の
機能に加えて、再生品の展示・販売や普及啓発を行うリサ
イクル活動の拠点としての機能を持つ施設をいう。
リスクコミュニケーション（環境コミュニケーション）
地域住民、事業者、行政などが、化学物質など環境に関
する正確な情報を共有し、お互いに理解を深めるために行
う意見交換会のこと。
開催することで化学物質による環境リスクの低減及び住
民の不安解消が図られる。
流域下水道
２以上の市町村からの下水を受け処理するための下水道

きょ

で、終末処理場と幹線管渠からなり、県が建設し管理を行
う。
粒子状物質（PM）
ガス状汚染物質とともに大気汚染の原因となる物質で、
固体及び液体の粒子として存在する物質の総称。
緑化計画届出制度
ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例により、１，０００㎡以上
の敷地において建築行為を行う場合、緑化計画書の届出を
義務付け、敷地内に一定規模以上の緑を確保する制度。
類型指定（水質）
水質汚濁に係る環境基準のうち、生活環境項目について
は、河川の利用目的等に応じて、一般項目６段階、水生生物
保全項目４段階に区分した類型ごとに基準が設定されてい
る。これに基づき、国及び県が水域ごとに類型を指定して
いる。
類型指定（騒音）
騒音環境基準については、一般地域では３段階に区分し
た類型ごとに、道路に面する地域では道路やその周辺の状
況に応じて、基準が設定されている。これに基づき、国及
び県が、騒音に関係する都市計画地域等を勘案し、地域ご
とに適用する類型を指定している。
レッドデータブック（レッドリスト）
絶滅のおそれのある野生生物の種をリストアップし、そ
の生息・生育状況を解説した資料集である。国際的には、
国際自然保護連合（IUCN）が昭和４１年（１９６６年）に刊行を
開始し、その後改訂が続けられている。表紙が危機を意味
する赤であったことから、レッドデータブックと呼ばれて
いる。
我が国では、平成３年に環境庁が「日本の絶滅のおそれ
のある野生生物（脊椎動物編）」を発行し、以後順次発行・
改訂している。
埼玉県では、動物編を平成８年に、植物編を平成１０年に
発行し、以降動物編を２回、植物編を２回改訂している。
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S２６
（１９５１）

３ ○「県立狭山自然公園」「県立奥武蔵自然公園」「県
立黒山自然公園」「県立長�自然公園」の指定

S２８
（１９５３）

４ ○「県立長�自然公園」を「県立長�玉淀自然公園」
に名称変更

S２９
（１９５４）

３ ○「県立比企丘陵自然公園」「県立上武自然公園」の
指定

S３１
（１９５６）

５

S３２
（１９５７）

６
７ ○「県立武甲自然公園」の指定

S３３
（１９５８）

４ ○県立自然公園条例制定

S３５
（１９６０）

１１ ○「県立安行武南自然公園」の指定

S３６
（１９６１）

２ ○県南部地域の地盤沈下の監視のため測定を開始
３

S３７
（１９６２）

６ ○公害防止条例制定

S３８
（１９６３）

７ ○工業用水法の指定地域に川口市等６市が指定

S３９
（１９６４）

４ ○衛生部公衆衛生課に公害係設置
９

S４０
（１９６５）

５

S４１
（１９６６）

４ ○大宮市で製薬工場の排ガスにより松林枯れる
９

S４２
（１９６７）

６

８
９

１１ ○鴻巣市でプロパン工場の悪臭により健康被害が発
生

S４３
（１９６８）

３

６

９

S４４
（１９６９）

５
６
７

９

１０ ○公害防止条例全部改正
１２

○熊本県で水俣病第１号患者発生

○自然公園法制定、国立公園法の廃止

○四日市市でぜんそく患者多発

○三島市、沼津市の住民、石油化学コンビナートの
進出を阻止
○新潟県で新潟水俣病患者発生

○新型車の排出ガス規制実施（CO濃度３％）
○新潟水俣病患者、昭和電工を相手に訴訟提起（４
大公害訴訟の第１号）
○公害対策基本法制定
○四日市のぜんそく患者、昭和四日市石油など関係
６社を相手に訴訟提起

○イタイイタイ病患者、三井金属鉱業を相手に訴訟
提起
○大気汚染防止法制定
○騒音規制法制定
○北九州市一帯にカネミライスオイル中毒患者が多
発（PCB中毒）
○政府、初の公害白書を発表
○水俣病患者、チッソを相手に訴訟提起
○大気汚染防止法に基づく二酸化硫黄特別排出基準
告示
○厚生省がカドミウムによる環境汚染暫定対策要領
を制定

○大阪国際空港周辺住民、騒音問題で国を相手に訴
訟提起

埼玉環境年表
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S４４
（１９６９）

１２

S４５
（１９７０）

５
６ ○大気汚染緊急時対策要綱制定（硫黄酸化物）
７ ○県南地域に初めて光化学スモッグ発生

○光化学スモッグ暫定対策要綱制定
８
１１

１２ ○東松山・本庄・坂戸地区でカドミウム判断尺度（玄
米０．４ppm以上）を超える玄米を発見

○公害審査会設置
S４６

（１９７１）
３ ○土採取条例制定
５ ○各地域に公害苦情相談員設置
６ ○公害防止条例に地下水採取の規制を規定、届出制

とし、１９市町を規制地域に指定

７ ○地盤沈下西部台地への拡大を確認
○製紙会社、住民の反対により秩父市進出断念

８ ○公害対策審議会及び水質審議会設置
９ ○大気汚染防止法及び水質汚濁防止法による国の基

準より厳しい上乗せ条例を制定
１０ ○自然保護条例制定

○川口市、浦和市、大宮市の政令市指定（大気）
１２

S４７
（１９７２）

１ ○公害防止条例を一部改正し、地下水採取を許可制
にする

３ ○大気汚染測定車運用開始

５ ○建築物用地下水の採取の規制に関する法律の指定
地域に川口市等７市が指定される
県公害センター完成

６ ○大気汚染緊急時対策要綱制定（硫黄酸化物、光化
学スモッグ）

７

８

９ ○浦和市でサギの肝臓から高濃度（１３０ppm）のPCB
検出

○公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法公
布
○新宿・牛込柳町交差点付近住民に鉛中毒患者多発
○公害紛争処理法制定
○田子の浦港のヘドロ公害表面化

○農林省、BHC・DDTの稲作への使用全面禁止
○第６４回国会（公害国会）において公害関係１４法案
が可決（公害防止事業費事業者負担法、水質汚濁
防止法、人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する
法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、農用
地の土壌汚染の防止等に関する法律、海洋汚染防
止及び海上災害の防止に関する法律を制定。公害
対策基本法、道路交通法、大気汚染防止法、騒音
規制法、農薬取締法、下水道法、自然公園法、毒
物及び劇物取締法を一部改正）

○悪臭防止法制定
○特定工場における公害防止組織の整備に関する法
律制定
○イタイイタイ病第１審判決、原告勝訴（富山地裁）
○環境庁発足

○中央公害対策審議会発足
○新潟水俣病判決、原告勝訴（新潟地裁）

○水質汚濁に係る環境基準の告示

○通産省による行政指導でPCBの生産及び使用の
中止を指示
○大気汚染防止法一部改正公布・施行（ディーゼル
車黒煙の規制）

○公害等調整委員会設置法制定
○ストックホルムで第１回国連人間環境会議開催
「人間環境宣言」
○自然環境保全法制定
○四日市公害第１審判決、原告勝訴（津地裁四日市
支部）
○瀬戸内海に大量の赤潮発生、養殖ハマチ甚大な被
害
○イタイイタイ病控訴審判決（名古屋高裁金沢支部）
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S４７
（１９７２）

１０

１２ ○荒川水系流域公害防止計画の承認
S４８

（１９７３）
１ ○公害防止条例改正、地下水採取規制地域１５市町追

加
３ ○ゴルフ場等の造成事業に関する指導要綱制定
４
５ ○都市計画法による線引き凍結宣言
６
７ ○環境部の設置
８

９ ○自然環境保全審議会の設置
○緑化対策総合推進要綱の制定

１０ ○第１次県廃棄物処理基本計画の策定

１２ ○埼玉地域公害防止計画（第１期）の承認（水質以外）
○光化学スモッグ注意報発令日数４５日で全国一

S４９
（１９７４）

１ ○廃棄物処理公社の設立
○悪臭防止法に基づく規制地域の指定

２

３ ○自然環境保全条例制定
○土採取条例全面改正（届出制から認可制へ）

５ ○川口市・浦和市・大宮市の政令市指定（水質）
６
７ ○酸性降雨による被害届１，７０６人

９ ○酸性降雨暫定対策要領制定
○ディーゼル車に対する窒素酸化物規制（以後段階
的に規制強化）

１０ ○川越市の和光純薬工業によるシアン流出事故（大
久保浄水場取水停止）

１１ ○県内２か所の水田から０．４ppmを超えるカドミウ
ム汚染玄米を発見

１２

S５０
（１９７５）

２
３ ○自然環境保全地域の指定開始
４ ○悪臭防止法に基づく規制地域指定（追加）

○入間川水質自動測定機稼働
７ ○光化学スモッグ、史上最高の濃度０．２６ppmと被害

届出者１４，０３２人を記録
○所沢市で年間２７．２�の最大地盤沈下（S４９）

８ ○六価クロム対策合同会議設置
○工業用水法水源転換府省令公布（川口市の一部、
蕨市、戸田市、鳩ヶ谷市）

１１ ○公共関与による廃棄物広域処理事業の実施（寄居
町三ヶ山）を政策会議で決定

１２

○環境庁が米国マスキー法並の自動車排出ガスの量
の許容限度の設定方針を告示

○水俣病訴訟判決、原告勝訴（熊本地裁）
○緑の国勢調査開始
○大気の汚染に係る環境基準について告示
○第１回環境週間始まる（６月５日～１１日）

○福岡・大分両県住民が九州電力を相手取り「環境
権」を掲げて豊前火力発電所建設差し止めを福岡
地裁小倉支部に提訴
○都市緑地保全法制定

○瀬戸内海環境保全臨時措置法制定
○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律制
定
○公害健康被害の補償等に関する法律制定
○航空機騒音に係る環境基準告示

○大阪空港訴訟１審判決により、夜１０時から翌朝７
時までの発着禁止
○国鉄を相手取り名古屋新幹線訴訟提起
○国立公害研究所発足

○大気汚染防止法改正（総量規制の導入）
○関東一円に酸性雨が降り、「目が痛い」との訴え相
次ぐ

○岡山県倉敷市の三菱石油水島製油所から重油１万
kLが流出、瀬戸内海を広く汚染
○水質汚濁に係る環境基準の一部改正（PCB追加）

○東京都江戸川区で環境基準の２，０００倍にも達する
六価クロム検出
○新幹線鉄道騒音に係る環境基準について告示

○大阪空港公害訴訟の控訴審判決で住民側全面勝利

○小沢環境庁長官、中央公害対策審議会に環境影響
評価制度について諮問
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S５１
（１９７６）

１ ○利根川にフェノール流出の群栄化学工業に対し、
東京都・埼玉県・千葉県の３都県で総額１億４千
万円余を請求

５

６
９ ○中央・川越・熊谷の各保健所に公害監視室を設置

○川口市等県南７市が硫黄酸化物に係る総量規制対
象地域に指定

１０ ○日高町の山善大野製作所による重油流出（小畔
川）大久保浄水場取水停止

１１

１２

S５２
（１９７７）

２ ○入間市のタムラ化研で塩化第二鉄流出（狭山市取
水停止）

３ ○光化学スモッグ注意報発令（全国で初めて３月中
に）

４ ○春日部保健所に公害監視室設置
○市野川水質自動測定機稼働

６ ○大宮市のし尿たれ流し事件発覚（芝川汚濁）
○県緑化推進協議会設置要綱制定

７ ○県民植樹週間制定
１０ ○振動規制法に基づく規制地域指定

○環境影響評価制度検討会議設置
S５３

（１９７８）
１ ○工業用水法水源転換府省令公布（川口市の一部・

草加市・八潮市の一部）
２ ○川口市等県南７市に硫黄酸化物に係る総量規制を

適用
３ ○埼玉地域公害防止計画（第２期）の承認（水質と

水質以外のものを統合）
○「県立両神自然公園」の指定

４ ○県緑化推奨樹種の制定
○ふるさと歩道の整備開始

６ ○三郷市付近一帯で激しい地盤沈下（原因は東京都
三郷浄水場の建設）

７ ○知事、NO２の環境基準の緩和について遺憾の意表
明

１０ ○公害防止条例全部改正
１２ ○窒素酸化物対策委員会発足

S５４
（１９７９）

３ ○ふるさと埼玉の緑を守る条例制定
○両神国民休養地計画が承認・整備開始
○緑の問題プロジェクトチームが緑の総合対策につ
いて報告書策定

○河川浄化モデル地域育成事業実施要綱等の制定
４ ○美の山公園開園

○環境情報システム（水質）開発に着手
○騒音規制法及び県公害防止条例に基づく騒音規制
地域指定・規制基準設定

５ ○国に対し緑の政策に関する提言
○セメント工場の石炭転換開始

○熊本地検がチッソ社長・水俣工場長を業務上過失
致死傷で熊本地裁に起訴
○振動規制法制定
○第１回日本近海海洋汚染実態調査結果発表

○経済協力開発機構（OECD）、日本の環境政策につ
いて報告
○環境庁、長野県のビーナスライン美ヶ原線計画を
承認

○環境庁が大阪空港へのエアバス乗り入れに条件付
き同意

○水俣病患者が国の抜本策を要求し環境庁で座込み

○瀬戸内海環境保全特別措置法成立
○政府、水俣病患者への補償金でチッソへテコ入れ
決定
○水質汚濁防止法改正による総量規制導入
○環境庁がNO２の環境基準の大幅緩和を告示

○中央公害対策審議会が環境影響評価のすみやかな
法制化を答申
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S５４
（１９７９）

６ ○緑の審議会の設置

７ ○第１回六都県市首脳会議で廃棄物処理問題協議
○工業用水法地域指定拡大（川口市の一部・浦和市
の一部・与野市）

８ ○地盤沈下県北東部に拡大、鷲宮町で最高１２．５�沈
下（S５３）

９ ○緑の協定実施要綱制定
１０ ○公害防止条例改正で地下水採取規制地域２０市町村

追加
○緑の推進員設置要綱制定

S５５
（１９８０）

２ ○合成洗剤対策の基本方針を定め、県有施設の有り
ん合成洗剤の使用転換決定

３ ○化学的酸素要求量に係る総量削減計画策定
○三ヶ山廃棄物埋立処分場基本構想の策定
○ふるさとの緑の景観地等指定開始

４ ○合成洗剤についての県民意識調査結果を公表

５ ○化学的酸素要求量に係る総量規制基準設定
６

９ ○環境保全連絡協議会設立
１０ ○新幹線鉄道騒音に係る環境基準の類型あてはめ

１１

１２ ○環境影響評価技術審議会の設置
S５６

（１９８１）
１ ○荒川（熊谷市）に不法投棄廃棄物によるシアン流

出（大久保浄水場取水停止）
２ ○環境影響評価に関する指導要綱の告示

○県の快適な環境づくり推進委員会、埼玉の街の快
適な環境を創造するためのプロジェクトチーム発
足

３ ○「県立西秩父自然公園」指定
４ ○環境審査室設置
５ ○環境影響評価技術指針を制定公表

○荒川シアン流出に関連した廃棄物処理業者を行政
処分（営業停止１年６か月）

６ ○セメント工場の石炭転換終了
○秩父市内に民間の産業廃棄物大規模最終処分場を
許可（７９万�）

７ ○水質総量規制の全面実施
○工業用水法水源転換府省令公布（八潮市の一部）
○地盤沈下対策調査専門委員会の発足

８ ○環境影響評価に関する指導要綱第１号案件（日本
硝子�）手続開始

９ ○三ヶ山廃棄物埋立処分場地質調査反対住民に阻止
される

１０ ○綾瀬川浄化対策懇談会開催
１１ ○快適な環境づくり埼玉県民憲章を制定
１２ ○深夜営業騒音に係る条例改正（公害防止資金貸付

制度適用）

○環境政策の後退に危機感をもつ学者や市民が東京
で日本環境会議を開催

○滋賀県議会が琵琶湖富栄養化防止条例を可決し合
成洗剤追放へ

○貴重な野生動物の国際取引を規制するワシントン
条約の批准承認
○環境影響評価法政府案の国会提出を断念
○環境庁が空き缶問題検討会を設置
○環境庁が中央公害対策審議会に「今後の交通公害
対策のあり方」について諮問

○ラムサール条約（特に水鳥の生息地として国際的
に重要な湿地に関する条約）加入
○関東地方知事会内に空き缶等問題研究会設置
○大阪で第１回快適環境シンポジウム開催

○絶滅寸前の佐渡のトキ５羽すべてを捕獲、餌付け
開始

○環境影響評価法案を国会に提出

○NOxに係る総量規制制度の導入並びに東京都特別
区等、横浜市及び大阪市等の３地域について総量
規制地域指定
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S５７
（１９８２）

３ ○庄和町で産業廃棄物を不法処理した業者を行政処
分（許可取消）

４ ○廃棄物行政を環境部へ移管（環境整備課発足、４
保健所公害監視室に廃棄物監視課新設）

○県民休養地（嵐山・飯能）の整備開始
○環境管理計画検討開始、環境情報システム（大気）
開発に着手

５ ○快適な環境づくり運動強調期間の設定及び県民総
ぐるみ運動の展開

６ ○東北新幹線営業開始、騒音振動測定結果発表、国
鉄等へ要望

○窒素酸化物（NOx）による大気汚染の予測結果発表
７ ○東京湾富栄養化対策指導指針施行
９ ○三ヶ山廃棄物埋立処分場地質調査実施
１０

１１ ○上越新幹線営業開始、騒音振動測定結果発表、国
鉄等へ要望

○産業廃棄物行政推進会議設置
○県中期計画で快適環境づくり施策を重要課題とし
て総合的に推進することとする

１２ ○航空機騒音に係る環境基準の類型当てはめ
S５８

（１９８３）
２ ○首都圏自然歩道の整備開始
３ ○三ヶ山廃棄物埋立処分場基本設計完成

○埼玉地域公害防止計画（第３期）承認
○窒素酸化物対策委員会が報告書提出

４ ○環境審査室を環境審査課に名称変更
○加須市内で廃棄物を不法処理した業者行政処分
（許可取消）
○生活排水の水質浄化対策指針施行

５ ○緑のトラストづくりを進めるシンポジウム開催
８

１０

１１ ○公害対策審議会「窒素酸化物対策基本方針」答申

１２ ○湖沼水質調査結果を公表
S５９

（１９８４）
３ ○本庄市・日高町で地下水から有機塩素系化学物質

検出
４ ○川口市で六価クロム垂れ流しの２工場を水質汚濁

防止法違反で摘発
○川越市・所沢市の政令市指定（大気）

７ ○６年ぶりに光化学スモッグ警報を発令
８ ○�さいたま緑のトラスト協会発足

９

○首都圏自然歩道整備計画策定

○国連環境計画管理理事会特別会合開催（於ナイロ
ビ）
○１都９県「ゴミゼロの日」統一美化キャンペーン
実施

○１都９県空き缶等問題訪米調査実施
○ローマクラブ東京大会開催され、各国の経済人や
科学者が参加し、２１世紀の環境問題等について意
見交換

○湖沼の窒素及びりんに係る環境基準の設定

○中央公害対策審議会が「今後の交通公害対策のあ
り方」について物流・土地利用の面から答申

○浄化槽法公布
○環境庁が全国主要１５都市を対象に実施した地下水
汚染実態調査結果を公表
○ナショナルトラストを進める会第１回全国大会開
催
○環境影響評価法案が衆議院解散により廃案
○ごみ焼却場からダイオキシン・水銀が検出される
○関東知事会が空き缶デポジット方式見送り

○全国的に家庭から排出される乾電池の水銀が問題
となる
○環境庁が生物指標による河川水質調査の統一基準
発表
○湖沼水質保全特別措置法成立
○環境庁がトリクロロエチレン等の排出に係る暫定
指針を設定
○環境影響評価実施要綱を閣議決定
○’８４世界湖沼環境会議（於大津市）で「琵琶湖宣言」
採択
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S５９
（１９８４）

１０ ○第２次廃棄物処理基本計画策定

S６０
（１９８５）

２ ○廃棄物広域処分場建設対策本部設置
３ ○アルミはく回収業者を公害防止条例違反で初起訴

○全国初の「身近な緑の現況調査」実施
○さいたま緑の長期総合計画を策定

４ ○さいたま緑のトラスト基金設置
５ ○県と寄居町、三ヶ山廃棄物埋立処分場に係る公害

防止協定を締結
８ ○河川浄化対策推進委員会設置
１０ ○浄化槽保守点検業者登録条例制定
１２ ○小規模事業所排水指導指針を施行

S６１
（１９８６）

１ ○三ヶ山廃棄物埋立処分場の建設工事を開始

４ ○ミヤコタナゴが滑川町でも生息確認される
５

６ ○環境庁・県・所沢市主催で初の環境大学開催
７ ○地下水採取規制地域に北川辺町追加
８ ○デポジット実施６地域の相互乗り入れ開始

９ ○入間市の不老川で地域住民による家庭でできる浄
化対策実験始まる

１０ ○川口市の公害資源研究所跡地の水銀汚染が明らか
になる

１１ ○環境庁・県主催の第１回環境管理シンポジウム開
催（於浦和市）

１２
S６２

（１９８７）
１

２ ○国連環境特別委員会で嵐山町の「オオムラサキの
森づくり」を発表

３

４ ○環境管理事務所設置（中央、西部、秩父、北部、
東部）

○トリクロロエチレン等の排出に係る暫定指導指針
に基づく指導方針制定

５ ○化学的酸素要求量に係る総量削減計画（第２次）
策定

○化学的酸素要求量に係る総量規制基準設定
○両神国民休養地開園

６

９ ○大気中におけるアスベスト濃度調査結果公表
１２

S６３
（１９８８）

３ ○埼玉地域公害防止計画（第４期）の承認

○環境庁「名水百選」発表

○環境庁、S５９年度の全国大気汚染調査発表、大気汚
染は大都市で依然深刻
○環境庁が先端産業の影響をテーマにした環境保全
ビジョン・シンポジウムを開催
○名古屋新幹線訴訟の和解成立
○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律改
正される（難分解、低濃縮性物質に対する規制の
追加）
○環境白書で先端技術産業の環境汚染の心配を指摘
○米国で初の電波の環境基準まとまる

○環境庁の生物モニタリング調査でクロルデンと
TBTOが魚介類を汚染していることが判明
○環境庁が大気汚染地域指定全面解除の方針を決定

○環境・通産・厚生・労働の４省庁によるIC工場共
同調査はじまる
○中央公害対策審議会水質部会が水質総量規制の強
化を答申

○環境庁「環境保全長期構想」を発表
○和歌山県の「�天神崎の自然を大切にする会」が
全国初の自然環境保全法人に認定
○国連環境特別委員会が「持続的開発」を呼びかけ
た東京宣言を採択
○茨城県筑波の工業団地に進出する企業と県との間
でハイテク公害防止のための協定を締結

○環境庁が「新幹線鉄道振動指針達成状況調査」発
表

○絶滅のおそれのある野生動植物の譲渡の規制等に
関する法律成立
○公害健康被害補償法改正
○環境庁が「トリクロロエチレン等の排出状況及び
地下水等の汚染状況について」を発表
○環境庁が「窒素酸化物低減のための大都市自動車
交通対策等計画」を発表
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S６３
（１９８８）

３
４ ○ヂーゼル機器狭山工場によるシアン流出事故

（大久保浄水場取水停止）
５

６
７ ○炭化水素類対策指導指針施行
８
１２ ○ゴルフ場農薬安全使用指導要綱制定

S６４
H元

（１９８９）

１

２ ○環境整備センター（三ヶ山廃棄物埋立処分場）一
部供用開始

３ ○環境管理指針策定

５ ○全国野鳥保護のつどいを開催
６

９ ○メタノール自動車導入
H２

（１９９０）
１ ○地球環境を考える県民のつどいを開催
３ ○環境保全基金を設置
４ ○低公害車買換資金融資制度を設置
５

６ ○ゴルフ場使用農薬に関する指導方針を策定

７

９ ○第１回地球環境保全庁内推進会議を開催
１０

H３
（１９９１）

２ ○地球環境モニタリング調査開始
○電気自動車を導入

３ ○第３次廃棄物処理基本計画策定
○化学的酸素要求量に係る総量削減計画（第３次）
策定

○自動車交通公害防止基本計画策定
４ ○地球環境保全推進室を設置

○環境影響評価に関する指導要綱の改正を告示
６ ○環境影響評価技術指針を改正
７ ○地下水採取規制地域に坂戸市・鶴ヶ島市を追加

８ ○「埼玉県における地球環境保全への取組方針」策定
○不老川流域を生活排水対策重点地域に指定

９ ○六都県市共同の環境問題シンポジウムを開催

○公害健康被害の補償等に関する法律改正

○特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する
法律公布・施行
○地球的規模の環境問題に関する懇談会報告書公表

○全国星空継続観察開始
○環境庁がテレビ・ラジオを通じた二酸化窒素予報
事業を実施
○ウィーン条約に加入
○オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール
議定書日本国について発効

○水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令公布
（有害物質としてのトリクロロエチレン及びテト
ラクロロエチレンを追加）
○地球環境保全に関する関係閣僚会議を設置
○六都県市首脳会議首都圏環境宣言を発表
○大気汚染防止法改正（特定粉じん（石綿）排出規
制）
○水質汚濁防止法の一部改正（有害物質の地下浸透
防止）

○環境庁がゴルフ場で使用される農薬による水質汚
濁の防止に係る暫定指導指針について通知
○水質汚濁防止法等の一部を改正する法律公布（生
活排水対策に関する規定の整備）
○スパイクタイヤ粉じん発生防止法制定
○環境庁に地球環境部を設置
○国立公害研究所が国立環境研究所となる

○地球環境保全に関する関係閣僚会議「地球温暖化
防止行動計画」を決定

○公害防止に関する事業に係る国の財政上の特別措
置に関する法律の一部を改正する法律公布（法律
の有効期限の１０年延長）

○再生資源の利用の促進に関する法律公布

○環境庁がゴルフ場で使用される農薬による水質汚
濁防止に係る暫定指導指針の一部改正について通
知
○土壌の汚染に係る環境基準について告示

年 月 県 内 全 国

埼
玉
環
境
年
表

198



H３
（１９９１）

１０

１１ ○冬季自動車交通量対策を実施（１１月から３か月）
１１ ○県の蝶「ミドリシジミ」、県の魚「ムサシトミヨ」

の指定
１２ ○水質汚濁防止法の規定に基づく排水基準を定める

上乗せ条例の改正
H４

（１９９２）
２ ○トラスト保全１号地

たんぼ

（見沼田圃周辺斜面林）取得
３ ○自動車交通公害防止実施計画を策定
５ ○山西省友好記念館「神怡舘」開設

６

７ ○自然学習センター開設
○北本自然観察公園供用開始
○元小山川流域を生活排水対策重点地域に指定

１１ ○地球の環境を守る埼玉県民憲章を制定

１２

H５
（１９９３）

２

３ ○地球の環境を守る県民運動指針としてさいたま地
球環境シアターを策定

○埼玉地域公害防止計画（第５期）の承認
○県北東部地域地盤沈下防止対策基本方針を策定

４ ○さいたま環境創造基金を設置
６ ○化学物質環境安全管理指針を策定
８

１１ ○自動車排出窒素酸化物総量削減計画を策定
１２

H６
（１９９４）

３ ○中川上流域を生活排水対策重点地域に指定
○公害防止条例施行規則の改正（１３有害物質の追加）
○「緑豊かな埼玉をめざして」を策定

５

６ ○長�総合射撃場の開設
○エコアジア’９４開催

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び廃棄物処
理施設整備緊急措置法の一部を改正する法律公布
○六都県市共同の冬季自動車交通量対策を実施
○関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱を策定

○七都県市首脳会議で「地球環境保全首都圏アピー
ル」を採択
○環境と開発に関する国連会議（地球サミット）開催
（於ブラジル）
○自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお
ける総量の削減等に関する特別措置法公布
○絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関す
る法律公布

○モントリオール議定書第４回締約国会合開催、特
定フロン等の１９９６年全廃前倒し、代替フロン等の
規制物質への追加等の採択
○特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律
公布
○自動車排出窒素酸化物の総量の削減に関する基本
方針を告示
○水質汚濁に係る環境基準の一部を改正する件告示

○ラムサール条約締約国会議を開催（於釧路市）
○水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令公布
（海域のN（窒素）・P（リン）規制）
○環境基本法公布
○自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお
ける総量の削減等に関する特別措置法に基づく車
種規制を施行
○水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令の公
布（１３有害物質の追加）
○バーゼル条約（有害廃棄物の国境を越える移動及
びその処分の規制に関する条約）日本において発
効
○環境庁が公共用水域等における農薬の水質評価指
針を設定

○水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律
公布
○特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別措置法公布
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H６
（１９９４）

７ ○狭山丘陵いきものふれあいの里センターの開設
８ ○環境審議会を設置
９ ○県立安行武南自然公園の区域変更
１２ ○環境基本条例制定

○環境影響評価条例制定
H７

（１９９５）
３ ○トラスト保全２号地（狭山丘陵・雑魚入樹林地）

取得
６
７ ○さいたま緑の森博物館開設
１０ ○第３回気候変動に関する世界自治体サミット（埼

玉サミット）開催
H８

（１９９６）
３ ○環境基本計画策定

○「さいたまレッドデータブック（動物編）」刊行
○彩の国さいたま環境推進協議会発足
○地球温暖化対策地域推進計画策定
○環境と共生する土地利用指針策定
○第４次廃棄物処理基本計画策定
○環境影響評価条例第１号案件（セッツ）手続開始

５
６

７ ○化学的酸素要求量に係る総量削減計画（第４次）
策定

１１ ○気候変動・都市アジアキャンペーンワークショッ
プ開催

１２ ○第１期分別収集促進計画策定
○北本自然観察公園供用区域の拡大（０．５→９．６３ha）

H９
（１９９７）

１
２

３ ○こどもエコクラブ全国フェスティバル開催（於川
口市）

○HOTな地域を救うホットな行動プラン－彩の国
ローカルアジェンダ２１－策定

○三富地域のダイオキシン類環境調査結果を公表
○彩の国ごみゼロプラン－埼玉県ごみ減量推進計画
－策定

○廃棄物焼却炉のばい煙排出抑制に関する指導指針
策定

４ ○環境生活部の設置、緑政課の設置
６ ○ダイオキシン類削減対策検討委員会の設置
８ ○彩の国こどもエコクラブ交流会開催
９ ○彩の国環境大学開講

○環境配慮方針策定
１０ ○トラスト保全３号地（武蔵嵐山渓谷周辺樹林地）

取得
１１

１２

○環境基本計画閣議決定

○容器包装リサイクル法公布

○生物多様性国家戦略策定

○七都県市低公害車指定制度の発足

○大気汚染防止法の一部を改正する法律公布
○水質汚濁防止法の一部を改正する法律公布（汚染
された地下水の浄化措置命令、油に係る事故時の
措置）

○ナホトカ号原油流出事故
○ベンゼン、トリクロロエチレン及びテトラクロロ
エチレンによる大気の汚染に係る環境基準環境庁
告示
○地下水の水質の汚濁に係る環境基準告示

○環境影響評価法公布
○大気汚染防止法施行令の一部を改正する政令公布

○第４回気候変動に関する世界自治体サミット（名
古屋サミット）開催
○地球温暖化防止京都会議（COP３）開催、京都議定
書採択
○ハイブリッド自動車（乗用車）発売
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H１０
（１９９８）

４ ○フロン回収・処理推進協議会設立
○埼玉地域公害防止計画（第６期）の承認
○彩の国湿地・湧水地保全基本計画策定
○「さいたまレッドデータブック（植物編）」刊行
○地球温暖化ワークショップの開催
○自動車交通公害防止実施計画策定
○エネルギービジョン策定
○埼玉ゼロエミッション行動計画策定
○ダイオキシン対策室の設置

５ ○生活排水処理総合基本構想策定
６

７ ○あらかわビジターセンター開設
１０
１２ ○彩の国環境保全を実行する県民運動開始

○環境影響評価条例の改正
○公害防止条例の改正
○ダイオキシン対策県民懇話会の設置

H１１
（１９９９）

２ ○県がISO１４００１認証取得
○所沢産野菜ダイオキシン問題がおきる

３ ○彩の国豊かな自然環境づくり計画策定
○ごみ処理広域化計画策定

７ ○第２期分別収集促進計画策定

１０ ○第８回ごみ減量化推進全国大会開催
１２ ○環境影響評価技術指針告示

○さいたま環境賞創設

H１２
（２０００）

２ ○埼玉県立高等学校防災拠点施設の太陽光発電およ
び給湯施設が第４回２１世紀型新エネルギー機器等
表彰（通称新エネ大賞）導入事例の部で通商産業
大臣賞受賞

○トラスト保全４号地（飯能河原周辺河岸緑地）取
得

３ ○希少野生動植物の種の保護に関する条例制定
４ ○環境防災部の設置

○環境科学国際センター開設
５ ○彩の国青空再生戦略の発表

６

○環境庁、環境ホルモン戦略計画SPEED’９８発表
○地球温暖化対策推進大綱決定
○特定家庭用機器再商品化法公布

○地球温暖化対策の推進に関する法律公布

○水質汚濁に係る環境基準の一部を改正する件告
示、地下水の水質汚濁に係る環境基準の一部を改
正する件告示
○ダイオキシン対策基本指針決定

○ダイオキシン類対策特別措置法公布
○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法律公布

○中央環境審議会が「これからの環境教育・環境学
習－持続可能な社会をめざして－」答申
○特定工場における公害防止組織の整備に関する法
律施行令の一部を改正する政令の公布（ダイオキ
シン類関係施設の追加）
○この頃、有明海ノリ不作問題

○建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律公
布
○国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律公布
○循環型社会形成推進基本法公布・施行
○豊島不法投棄問題調停成立
○食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律公
布
○廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び産業廃棄
物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法
律の一部を改正する法律公布（マニフェスト見直
し、野焼き禁止等）
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H１２
（２０００）

６

８

９ ○ダイオキシン類削減推進行動計画策定
○二酸化硫黄の大気高濃度汚染時における暫定対応
方針策定

○赤平川流域を生活排水対策重点地域に指定
１０ ○ごみの散乱防止に関する条例制定
１２ ○希少野生動植物の種の保護に関する条例に基づく

県内希少野生動植物種１７種を指定
H１３

（２００１）
１ ○トラスト保全７号地（小川原家屋敷林）取得
２ ○彩の国さいたま環境学習実践指針策定

○彩の国さいたまダイオキシン類削減推進委員会の
設置

○県における内分泌かく乱化学物質問題に関する取
組方針策定

○県における県有施設・樹木の消毒等に関する取組
方針策定

○県緑の骨格づくり計画策定
３ ○地球温暖化対策実行計画～オフィス・事務所に関

する埼玉県環境配慮方針策定
○環境基本計画（第２次）の策定

４ ○越谷市の政令市指定（大気）
５ ○さいたま市の政令市指定（大気・水質）

○彩の国青空再生戦略２１を策定
６

７ ○生活環境保全条例制定
○酸性雨等対策実施要領制定
○彩の国資源循環工場基本構想策定－公共関与によ
る総合リサイクル施設の整備－

８ ○公害防止条例施行規則の改正（３有害物質の追加）
１０ ○戦略的環境アセスメント基本構想策定

○第５次県廃棄物処理基本計画策定
１１

１２ ○水質汚濁防止法の規定に基づき、排水基準を定め
る条例を改正

○希少野生動植物の種の保護に関する条例に基づく
県内希少野生動植物種５種を追加指定

○生活環境保全条例施行規則公布
H１４

（２００２）
２ ○荒川上流域を生活排水対策重点地域に指定

○県がISO１４００１認証を更新

○浄化槽法の一部を改正する法律公布
○資源有効利用促進法公布
○「秩父多摩国立公園」が「秩父多摩甲斐国立公園」
に名称変更

○第２次環境基本計画閣議決定

○環境省設置

○自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお
ける総量の削減等に関する特別措置法の一部を改
正する法律公布
○特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の
確保等に関する法律公布
○水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令公布
（３有害物質追加）
○ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に
関する特別措置法公布

○水質汚濁防止法施行令及び瀬戸内海環境保全特別
措置法施行令の一部を改正する政令の公布（水質
総量規制に窒素及びりんを追加）
○ダイオキシン類対策特別措置法施行令の一部を改
正する政令の公布（３特定施設追加）
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H１４
（２００２）

３ ○トラスト保全５号地（山崎山の雑木林）取得
○「改訂・埼玉県レッドデータブック２００２動物編」
刊行

○グリーン調達推進方針策定
○戦略的環境影響評価実施要綱制定
○環境配慮方針～公共事業関連～改訂

４ ○ごみの散乱防止に関する基本方針策定
○さいたま市に保健所設置

５
６
７ ○化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に

係る総量削減計画（第５次）策定
○第３期分別収集促進計画の策定

１０ ○戦略的環境アセスメント第１号案件（地下鉄７号
線延伸計画）手続開始

○土砂の排出、たい積等の規制に関する条例制定
１１ ○産業廃棄物対策に係る市町村職員の県職員併任制

度の導入
１２ ○槻川・都幾川上流域を生活排水対策重点地域に指

定
H１５

（２００３）
３ ○くぬぎ山自然再生計画検討委員会から提言

○東京電力㈱埼玉支店との間に「廃棄物不法投棄の
情報提供に関する協定」を締結

○彩の国ふるさとの川再生基本プラン策定
○生活環境保全条例の一部を改正する条例の公布・
施行

４ ○生活環境保全条例の一部を改正する条例の公布
○川越市に保健所設置

６

７ ○自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質
総量削減計画策定

９ ○トラスト保全６号地（加治丘陵・唐沢流域樹林地）
取得

１０ ○生活環境保全条例に基づくディーゼル車の排出ガ
ス規制開始

H１６
（２００４）

２
３ ○地球温暖化対策地域推進計画（第２次）策定

○資源循環戦略２１策定
５

６ ○県ダイオキシン類削減推進行動計画に定めた２つ
の目標の達成を確認

○彩の国さいたまダイオキシン類削減推進委員会の
終了

８ ○埼玉県生活排水処理施設整備構想策定
○水質汚濁防止法の規定に基づき、排水基準を定め
る条例を改正

１１ ○くぬぎ山地区自然再生協議会設立
H１７

（２００５）
２

○新・生物多様性国家戦略策定

○土壌汚染対策法公布
○京都議定書批准
○ダイオキシン類対策特別措置法施行令の一部を改
正する政令の公布（４特定施設の追加）
○ダイオキシン類対策特別措置法に基づく底質環境
基準告示
○鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の公布
○使用済自動車の再資源化等に関する法律の公布

○特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する
特別措置法公布・施行
○環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推
進に関する法律公布

○都市緑地法閣議決定（都市緑地保全法名称改正等）

○大気汚染防止法の一部を改正する法律公布（揮発
性有機化合物（VOC）の排出規制）
○特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に
関する法律公布

○京都議定書発効
○石綿障害予防規則公布
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H１７
（２００５）

３ ○ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例（ふるさと埼
玉の緑を守る条例を改正する条例）制定

○戦略的環境影響評価実施要綱改正
４ ○埼玉県地球温暖化防止活動推進センターを指定
７ ○第４期県分別収集促進計画の策定
８ ○石綿対策推進本部設置

○石綿（アスベスト）対策に関する緊急要望実施
９ ○２１年ぶりに光化学スモッグ警報を発令

○「石綿（アスベスト）問題に係る埼玉県の当面の
対策」公表

１１
１２

H１８
（２００６）

２ ○「埼玉県の石綿対策（平成１８年度）」公表

３ ○第６次廃棄物処理基本計画策定
○広域緑地計画策定

４ ○公の施設（自然学習センターほか５施設）に指定
管理者制度を導入

○生活環境保全条例に基づくディーゼル車の排出ガ
ス二段階目規制を開始

６ ○彩の国資源循環工場竣工式
○エコアジア２００６開催（於さいたま市）

１０ ○悪臭防止法に基づく臭気指数規制の導入
H１９

（２００７）
１ ○トラスト保全８号地（高尾宮岡の景観地）取得
３ ○環境基本計画（第３次）策定

○アライグマ防除実施計画策定
６ ○化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に

係る総量削減計画（第６次）策定
７ ○第５期県分別収集促進計画の策定
８ ○１６日、熊谷市・岐阜県多治見市で国内最高気温を

７４年ぶりに更新（４０．９℃）
９ ○環境基本計画における大気環境分野の実行プラン

を策定
１１ ○川の国埼玉川の再生基本方針策定

○埼玉県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画策定
H２０

（２００８）
３ ○第２次ごみ処理広域化計画策定

○生物多様性保全県戦略策定
○トラスト保全９号地（堀兼・上赤坂の森）取得
○あらかわビジターセンター廃止

４ ○県立自然公園条例施行規則の改正により、県立自
然公園普通地域における工作物の色彩規制開始

○彩の国みどりの基金設置
○みどりと川の再生推進本部設置

６

７
９ ○「マイバッグ持参運動とレジ袋削減運動の取組に

関する協定」の締結

○政府の「アスベスト問題への当面の対応」公表
○ダイオキシン類対策特別措置法施行令の一部を改
正する政令の公布（３特定施設の追加）

○PCB廃棄物処理（東京事業）開始
○大気汚染防止法施行令の一部を改正する政令公布
（特定粉じん排出等作業の面積要件等撤廃）
○石綿による健康被害の救済に関する法律公布
○石綿による健康等に係る被害の防止のための大気
汚染防止法等の一部を改正する法律公布（特定粉
じん排出等作業の規制対象に工作物を追加 他）
○気候変動政策に関する日米共同ワークショップ開
催
○第３次環境基本計画閣議決定

○特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の
確保等に関する法律の一部を改正する法律公布
（行程管理制度等の導入）

○エコツーリズム推進法公布

○第３次生物多様性国家戦略策定

○京都議定書第一約束期間開始

○生物多様性基本法公布
○環境省「平成の名水百選」発表
○地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正
する法律公布
○第３４回主要国首脳会議（洞爺湖サミット）開催

年 月 県 内 全 国

埼
玉
環
境
年
表

204



H２０
（２００８）

１１ ○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法律施行令の一部改正に伴
い、生活環境保全条例により指定する特定化学物質
の変更並びに同条例による化学物質の適正管理及び
有害大気汚染物質規制の対象業種に医療業を追加

１２ ○生活環境保全条例施行規則の一部を改正する規則
の公布（県が独自に指定する特定化学物質の変
更）

○水生生物の保全に係る水質環境基準の類型指定の
告示

○トラスト保全１０号地（浮野の里）取得
H２１

（２００９）
２ ○地球温暖化対策実行計画（ストップ温暖化・埼玉

ナビゲーション２０５０）策定
３ ○地球温暖化対策推進条例制定

○石綿の除去工事に係る事前周知と相互理解の促進
に関する指針策定

○環境省による埼玉県アライグマ防除実施計画の変
更確認

○まちのエコ・オアシス保全地（菩提樹池周辺緑地、
谷田の泉）取得

４ ○地球温暖化対策推進条例に基づく自動車地球温暖
化対策実施方針制度開始

○熊谷市の政令市指定（水質、土壌）
６ ○長�総合射撃場がナショナルトレーニングセンタ

ー競技別強化拠点施設に指定
９

１０ ○地球温暖化対策推進条例に基づく建築物環境配慮
制度開始

１１ ○トラスト保全１１号地（黒浜沼）取得

H２２
（２０１０）

３ ○用途地域の指定がされていない区域における開発
行為に係る騒音の規制基準を別に定める場合の取
扱方針策定

○まちのエコ・オアシス保全地（ムサシトミヨ生息
地周辺緑地）取得

４ ○地球温暖化対策推進条例に基づく自動車地球温暖
化対策計画制度開始

○地球温暖化対策推進条例に基づく地球温暖化対策
計画制度開始

５

８ ○第６期県分別収集促進計画の策定
１２ ○埼玉県が経済産業省の進めるEV・PHVタウンとし

て選定
○埼玉県生活排水処理施設推進委員会設置（埼玉県
河川浄化対策推進委員会廃止）

H２３
（２０１１）

３ ○埼玉県生活排水処理施設整備構想改定
○埼玉県EV・PHVタウン推進アクションプラン策定

○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法律施行令の一部を改正す
る政令の公布（指定化学物質の変更、対象業種に
医療業を追加）

○土壌汚染対策法の一部を改正する法律公布

○微小粒子状物質（PM２．５）による大気汚染に係る
環境基準の告示

○水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正す
る件告示、地下水の水質汚濁に係る環境基準につ
いての一部を改正する件告示

○大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の一部を改正
する法律公布（ばい煙又は排出水の測定結果の虚
偽記録に対する罰則の創設等）
○廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正
する法律公布（排出事業者による適正な処理を確
保するための対策の強化等）

○第２期EV・PHVタウンとして１０自治体を追加選定

○福島第一原子力発電所事故発生
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H２３
（２０１１）

３ ○生活環境保全条例の一部を改正する条例の公布
（ばい煙又は排出水の測定結果の虚偽記録に対す
る罰則の創設等）

○第７次廃棄物処理基本計画策定
○まちのエコ・オアシス保全地（彦兵衛下小笠原遺
跡ふるさとの森、金崎斜面林保全緑地）取得

○ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例の一部を改正
する条例の公布

４ ○目標設定型排出量取引制度導入
６ ○彩の国資源循環工場第２期事業起工式

８

10 ○埼玉エコタウンプロジェクト基本構想を発表、モ
デル市町村公募

１２ ○生活環境保全条例の一部を改正する条例の公布
（特定事業場における排出水の汚染状態の測定回
数の規定）

○生活環境保全条例施行規則の一部を改正する規則
の公布（土壌汚染基準の変更等）

H２４
（２０１２）

２ ○化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に
係る総量削減計画（第７次）策定

３ ○埼玉県公害防止計画（第９期）を策定
４
５ ○利根川流域の浄水場で塩素消毒に伴いホルムアル

デヒドが水質基準を超過して検出されたため取水
停止（ヘキサメチレンテトラミンの流出）

○生活環境保全条例施行規則の一部を改正する規則
の公布（工場等の排水の排出基準における有害物
質の追加等）

○埼玉エコタウンプロジェクトモデル市に本庄市、
東松山市を、イニシアティブプロジェクトに秩父
市、坂戸市、寄居町を選定、推進協定を締結

７ ○環境基本計画（第４次）策定
○埼玉県広域緑地計画を改定

８

９
１０

１２ ○トラスト保全１２号地（原市の森）取得
H２５

（２０１３）
２

○環境影響評価法の一部を改正する法律公布
○水質汚濁防止法の一部を改正する法律の公布（地
下水汚染の未然防止措置）
○環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推
進に関する法律の一部を改正する法律公布
○平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出さ
れた放射性物質による環境汚染への対処に関する
特別措置法公布
○電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達
に関する特別措置法公布
○東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関
する特別措置法公布

○第４次環境基本計画閣議決定

○水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正す
る件告示
○使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する
法律公布
○原子力規制委員会設置
○埼玉県等の要望によりヘキサメチレンテトラミン
を指定物質とする水質汚濁防止法施行規則の改正

○環境省の「微小粒子状物質（PM２．５）に関する専
門家会合」が注意喚起に係る暫定的な指針を策定
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H２５
（２０１３）

３ ○埼玉県環境影響評価条例の一部を改正する条例及
び同条約施行規則の一部を改正する規則の公布

○微小粒子状物質（PM２．５）に係る注意喚起要綱策定
（朝８時の予測を開始）

５ ○自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質
総量削減計画策定

６ ○埼玉県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン策
定

８ ○第７期県分別収集促進計画策定
１１ ○微小粒子状物質（PM２．５）に係る注意喚起要綱改正

（正午の予測を追加）
H２６

（２０１４）
３ ○微小粒子状物質（PM２．５）に係る注意喚起要綱改正

（午後５時の予測を追加）
４

５

６ ○PM２．５の注意喚起を実施（県内初、県北部地域）
７

１１ ○トラスト保全１３号地（無線山・KDDIの森）取得
１２

H２７
（２０１５）

２ ○さいたま市見沼区で県内初の商用水素ステーショ
ンが開所

３ ○埼玉県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画改正
（計画期間及び処分先の変更等）

○石綿の除去工事に係る事前周知と相互理解の促進
に関する指針改正（緊急時の対応を追加）

○埼玉エコタウンプロジェクトの新たなモデル市町
村を公募

○特定化学物質管理指針改正（災害時対策を追加）
４ ○「ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０（改

訂版）（埼玉県地球温暖化対策実行計画」策定
○微小粒子状物質（PM２．５）に係る注意喚起要綱改正
（解除の規定を追加等）

○埼玉エコタウンプロジェクトのミニエコタウン推
進事業協働事業者を公募

５

６ ○埼玉エコタウンプロジェクトモデル市に所沢市、
草加市を選定、協定を締結

○地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正
する法律公布
○放射性物質による環境の汚染の防止のための関係
法律に関する法律公布（大気汚染防止法、水質汚
濁防止法及び環境影響評価法の放射性物質に係る
適用除外の削除と常時監視を規定）
○特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の
確保等に関する法律の一部を改正する法律公布
（製造から廃棄まで全体を見据えた包括的対策の
導入）
○大気汚染防止法の一部を改正する法律公布（特定
粉じん排出等作業届出義務者の変更、立入検査対
象の拡大等）

○エネルギー基本計画閣議決定
○水循環基本法公布
○雨水の利用の推進に関する法律公布
○鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部
を改正する法律公布

○兵庫県尼崎市で全国初の商用水素ステーションが
開所

○トヨタが燃料電池自動車「MIRAI」を販売開始

○自然公園法施行規則の一部を改正する省令公布
（国立公園の特別地域内における太陽光発電施設
の設置に関する許可基準の新設等）
○水銀による環境の汚染の防止に関する法律公布
○大気汚染防止法の一部を改正する法律公布（水銀
排出施設、要排出抑制施設の規制を新設）
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H２７
（２０１５）

６ ○埼玉エコタウンプロジェクトミニエコタウン推進
事業協働事業者にハウスメーカー４社を選定、協
定を締結

○県公用車としてトヨタ「MIRAI」を購入

８ ○PM２．５大気移動測定車の導入（電気自動車、成分分
析可能）

１０ ○埼玉県環境影響評価条例の一部を改正する条例公
布

１２

H２８
（２０１６）

３ ○第８次埼玉県廃棄物処理基本計画の策定
○県公用車としてホンダ「クラリティ フューエル
セル」を取得

○県立自然公園条例施行規則を一部改正する条例の
公布（太陽光発電施設の新築等に関する許可の審
査基準の追加等）

４ ○県庁敷地内に県庁スマート水素ステーションを開
設

○第一種フロン類引取等業者認定制度（フロン類の
使用の合理化及び管理の適正化に関する法律施行
規則第４９条の認定）を開始

５

○気候変動枠組条約第２１回締約国会議（COP２１）開
催、パリ協定を採択

○地球温暖化対策計画閣議決定
○地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正
する法律公布
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